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研究要旨 

放射線医療従事者において、放射線被ばくによる皮膚がんなどの労災認定事例が散見さ

れている。電離放射線障害防止規則に定める線量測定や放射線業務従事者の被ばく限度

等の遵守が不十分であることが医療機関で認められている。これら原因として、放射線被ばく

についての教育の不足が一因として挙げられる。そこで医療機関における放射線業務管理

及び教育等の状況を調査するとともに、放射線業務従事者教育の具体的な内容を含め、医

療機関における放射線被ばくについての必要な教育内容を取り纏める。さらには、皮膚等の

有所見事例集を作成し、今後の教育に活用することにより、医療機関における放射線業務従

事者の労災疾病となる放射線障害の防止に寄与する。 

 そのために、医療機関における放射線被ばく防護教育等に関する包括的研究を行う。具

体的には、1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査、2.職業被ばくにおける放射線障害

の実状調査、3.被ばく線量の実測評価、4.教材開発、5.被ばく低減対策の技術的検討、そし

て 6.放射線マネージメントシステム（MS）による被ばく管理と教育に取り組む。 

以上これらについて、前年度は、方法論検討と初期調査研究、本年度[令和 7 年度(2025

年度)]は本格的な調査と研究、最終年度は追加調査研究と体系的な取り纏めを行い、以上を

踏まえて「事例集作成等」を行う。 

令和 7年度(2025 年度)に取り組んだ具体的な研究結果の主なものを以下に記す。 

 

医療施設における放射線防護の管理と教育に関するアンケート調査結果から、小規模施

設では、研修実施自体は一定程度確保されていたものの、教育基盤、線量管理措置、防護

物品整備、眼防護運用に課題が認められた。一方で、診療放射線技師は全規模において放

射線防護教育と管理運用の中核を担っており、規模差是正の鍵となる存在であることが示唆

された。また放射線教育の実施状況及び教育機関が抱える課題に関する実態調査を実施し

た結果、教材不足、指導方法の未整備及び予算確保の困難さが確認された。 

 

職業被ばくにおける放射線障害の実状調査については、放射線業務に従事する集団に対

し、学会会場における現地調査を実施した。その結果、黒色爪甲色素線条の頻度は整形外

科医で高く、脳神経外科医では低い傾向を認めた。いずれの集団でも第 1 指優位の分布を

示したが、整形外科医では他指を含めた広範な分布が認められ、線源近傍での手技頻度や
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ーグラスタイプ防護眼鏡とファントムを用いた実験により評価した。その結果、IVR で想定され

る左斜め下方からの照射に対して 70%以上の高い防護効果を示した。 

脳血管撮影における術者の被ばく防護の不備を探索する新たな手法の検討を行った。そ

の結果、診断脳血管撮影における術者被ばくの現状と、これまで気づかれなかった放射線防

護装備の使用方法の不具合の指摘およびその改善方法も明瞭に提示できることが明らかに

なった。 

リアルタイム線量計測による核医学検査における診療放射線技師の被ばくモニタリングに

ついて検討した結果、核医学検査における被ばくが特定の作業に強く依存していることが分

かり、従来の積算線量評価のみでは実態を十分に把握できないことが明らかになった。 

 

放射線マネージメントシステム（MS）による被ばく管理と教育については、前年度に作成し

た研修プログラムを基に、G3 および G4 を対象とした研修資料を新たに開発するとともに、

G2-1 に対する小グループ形式での研修の試行、ならびに G1 を対象としたトップマネジメント

インタビューの動画の作成を行った。さらに、小規模医療機関において一人が複数の役割を

担う状況を想定した研修の枠組みについて検討し、小規模医療機関においても適用可能な

放射線MSの導入支援および運用補助に資する研修の枠組みを提示した。 

また放射線 MS の実装が進む医療機関における放射線防護文化の醸成に係るインタビュ

ー調査を行った。本研究からは、放射線防護文化は、リーダーシップとガバナンス、マネジメ

ント方策と組織メンバーの理解、ならびに組織メンバーの参加といった要素が充実されていく

中で、時間をかけて醸成されるものであることが示唆された。 

放射線業務従事者の個人線量計の配布および装着状況を、法令改正前後の 3 期間にわ

たり第三者の観察により評価し、水晶体等価線量限度引き下げの影響を職種・診療科別に検

証した。結果から、個人線量計装着率は依然として 100％に達せず、職種・診療科間の差異

には放射線防護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影響が示唆された。 

電離則に基づく健康診断対象者を対象とした、職業被ばく管理に関する包括的な質問紙

調査を実施した。結果から、職業性被ばくのリスク認識には性別も無関係ではないことが確認

できた。 

 

 

 

  

 
 

対象部位の違いによる散乱線曝露状況の差を反映している可能性が示唆された。 

医療従事者の遡及的な被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能とする推定モデル構築

を試行した。その結果、体幹部、眼の水晶体及び手指の線量について妥当な線量分布を推

定した。得られた統計量のうち、各部位の被ばく線量の中央値を用い、特定手技回数の線量

に成功した。 

 

被ばく線量の実測評価等に関して、整形外科診療における X 線透視下手技中の医療者

の被ばく実態を把握するため、術者・助手・器械出し看護師を対象に、OSL 線量計を用いて

各身体部位の実測線量を評価した。その結果、甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は大き

く、散乱線による被曝量は大幅に低減されていた。 

IVR 術者の身長および経験年数が IVR 術者水晶体線量にどのように影響するか調査した

結果、低身長の医師における被ばくリスクの高く、経験年数にかかわらず放射線防護の継続

的な教育と対策の見直しが重要であることが示唆された。 

 

教材開発について、放射線防護板の適切な使用に関する教材の開発に関して、透視ガイ

ド下手技時の術者の個人線量当量を高速にモンテカルロシミュレーションによって得ること、

そしてシミュレーションから線量の表示までを簡便に行うことができるようにすることを目的とし

た。その結果、ユーザーインターフェースの作成により、PHITS の知識がなくても簡便にシミュ

レーションを行うことが可能となった。 

放射線防護のためのゲーミフィケーションプロダクトとデジタルプロテクションツールの開発

を行った。その結果、試作機が完成し、7 項目について動作確認を実施し、全項目で仕様通

りの動作を確認した。 

AR を使った放射線防護教育、原子力災害対応訓練への AR 活用を試みた。その結果、

AR＋放射線源フリー測定シミュレーションにより自治体職員の原子力災害対応訓練を、安全

に、反復可能に、実施しやすく、効果的に提供できる可能性が示された。 

拡張現実（Augmented Reality: AR）技術を活用した放射線防護教育教材の開発を進め、

放射線測定ARアプリ「ラドトレAR」の運用試験および教育利用実証を行った。小中学生向け

公開イベント等での検証の結果、AR 教材は直感的理解の促進、主体的学習の誘導、および

実践的な放射線防護教育への活用可能性が高いことが示唆された。 

複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメタバース技術を活用した放射線防護教育コンテン

ツを開発した。その結果、本システムは、施設や職種の垣根を超えて展開可能な、強力な放

射線防護教育ツールになりうると期待された。 

 

被ばく低減対策の技術的検討については、気管支内視鏡検査に従事する術者のための

ヘッドセット型水晶体防護具の開発を行った。その結果、左眼部におい 80%以上の線量低減

効果を示し、従来の防護眼鏡と比較して高い防護効果を有するとともに、曇りや視野制限とい

った問題を軽減する構造であり、有用性の高い防護手段であると考えられた。 

視力矯正者用 X 線防護眼鏡の防護性能について、矯正眼鏡の上から装着可能なオーバ
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ント方策と組織メンバーの理解、ならびに組織メンバーの参加といった要素が充実されていく

中で、時間をかけて醸成されるものであることが示唆された。 

放射線業務従事者の個人線量計の配布および装着状況を、法令改正前後の 3 期間にわ

たり第三者の観察により評価し、水晶体等価線量限度引き下げの影響を職種・診療科別に検

証した。結果から、個人線量計装着率は依然として 100％に達せず、職種・診療科間の差異

には放射線防護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影響が示唆された。 

電離則に基づく健康診断対象者を対象とした、職業被ばく管理に関する包括的な質問紙

調査を実施した。結果から、職業性被ばくのリスク認識には性別も無関係ではないことが確認

できた。 

 

 

 

  

 
 

対象部位の違いによる散乱線曝露状況の差を反映している可能性が示唆された。 

医療従事者の遡及的な被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能とする推定モデル構築

を試行した。その結果、体幹部、眼の水晶体及び手指の線量について妥当な線量分布を推

定した。得られた統計量のうち、各部位の被ばく線量の中央値を用い、特定手技回数の線量

に成功した。 

 

被ばく線量の実測評価等に関して、整形外科診療における X 線透視下手技中の医療者

の被ばく実態を把握するため、術者・助手・器械出し看護師を対象に、OSL 線量計を用いて

各身体部位の実測線量を評価した。その結果、甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は大き

く、散乱線による被曝量は大幅に低減されていた。 

IVR 術者の身長および経験年数が IVR 術者水晶体線量にどのように影響するか調査した

結果、低身長の医師における被ばくリスクの高く、経験年数にかかわらず放射線防護の継続

的な教育と対策の見直しが重要であることが示唆された。 

 

教材開発について、放射線防護板の適切な使用に関する教材の開発に関して、透視ガイ

ド下手技時の術者の個人線量当量を高速にモンテカルロシミュレーションによって得ること、

そしてシミュレーションから線量の表示までを簡便に行うことができるようにすることを目的とし

た。その結果、ユーザーインターフェースの作成により、PHITS の知識がなくても簡便にシミュ

レーションを行うことが可能となった。 

放射線防護のためのゲーミフィケーションプロダクトとデジタルプロテクションツールの開発

を行った。その結果、試作機が完成し、7 項目について動作確認を実施し、全項目で仕様通

りの動作を確認した。 

AR を使った放射線防護教育、原子力災害対応訓練への AR 活用を試みた。その結果、

AR＋放射線源フリー測定シミュレーションにより自治体職員の原子力災害対応訓練を、安全

に、反復可能に、実施しやすく、効果的に提供できる可能性が示された。 

拡張現実（Augmented Reality: AR）技術を活用した放射線防護教育教材の開発を進め、

放射線測定ARアプリ「ラドトレAR」の運用試験および教育利用実証を行った。小中学生向け

公開イベント等での検証の結果、AR 教材は直感的理解の促進、主体的学習の誘導、および

実践的な放射線防護教育への活用可能性が高いことが示唆された。 

複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメタバース技術を活用した放射線防護教育コンテン

ツを開発した。その結果、本システムは、施設や職種の垣根を超えて展開可能な、強力な放

射線防護教育ツールになりうると期待された。 

 

被ばく低減対策の技術的検討については、気管支内視鏡検査に従事する術者のための

ヘッドセット型水晶体防護具の開発を行った。その結果、左眼部におい 80%以上の線量低減

効果を示し、従来の防護眼鏡と比較して高い防護効果を有するとともに、曇りや視野制限とい

った問題を軽減する構造であり、有用性の高い防護手段であると考えられた。 

視力矯正者用 X 線防護眼鏡の防護性能について、矯正眼鏡の上から装着可能なオーバ
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A. 研究目的 
令和 6 年度(2024 年度)に引き続き当研究

を実施した。放射線医療従事者において、放

射線による皮膚がんなどの労災認定事例が

散見されている。電離放射線障害防止規則

に定める線量測定や放射線業務従事者の被

ばく限度等の遵守が不十分であることが医

療機関で認められている。これら原因とし

て、放射線被ばくについての教育の不足が

一因として挙げられる。過去に実施された

労災疾病研究である、「不均等被ばくを伴う

放射線業務における被ばく線量の実態調査

と線量低減に向けた課題評価に関する研究

（180501）[欅田(不均等)班研究]」、「眼の水

晶体の放射線防護に資する機材開発推進お

よび被ばく低減のための多角的研究

（200701）[千田班研究]」、「放射線防護マネ

ジメントシステム（MS）の適用と課題解決に

関する研究（210501）[欅田(MS)班研究]」は、

どれも放射線業務に従事する労働者の被ば

くを可能な限り低減する、ひいては労働安

全衛生全体の水準を向上させることに大き

く貢献している。だが、放射線被ばく防護教

育については未だ不十分な状況であると考

えられる。 

そこで医療機関における放射線業務管理

及び教育等の状況を調査するとともに、放

射線業務従事者教育の具体的な内容を含め、

医療機関における放射線被ばくについての

必要な教育内容を取り纏める。さらには、皮

膚等の有所見事例集を作成し、今後の教育

に活用することにより、医療機関における

放射線業務従事者の労災疾病となる放射線

障害の防止に寄与する。 

 そのために、医療機関における放射線

被ばく防護教育等に関する包括的研究を行

う。具体的には下記に取り組む。 

1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査

（富田、小野ほか） 

2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調

査（盛武、山下、古渡、中山、千田ほか） 

3.被ばく線量の実測評価（盛武、山下、古渡、

千田ほか） 

4.教材開発（藤淵、石垣、盛武ほか） 

5.被ばく低減対策の技術的検討（赤羽、千田

ほか） 

6.放射線マネージメントシステム（MS）によ

る被ばく管理と教育（森、喜多村ほか） 

以上これらについて、本年度 [令和 7 年

度(2025 年度)]は本格的な調査と研究を実

施した。なお最終年度は追加調査研究と体

系的な取り纏めを行い、以上を踏まえて「事

例集作成等」を行う予定である。 

令和 7 年度(2025 年度)に取り組んだ具体

的な研究の主なものを以下に記す。 

 

B. 研究方法 
1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査 

①①医医療療施施設設ににおおけけるる放放射射線線防防護護のの管管理理とと

教教育育にに関関すするるアアンンケケーートト調調査査  

令和 6 年度に全国の医療施設を対象とし

て実施したオンラインアンケート調査の回

答データを用い、病床規模別の二次解析を

行った。対象施設は小規模（199 床以下）、

中規模（200～399 床）、大規模（400 床以上）

の 3群に分類し、放射線防護管理体制、放射

線防護教育、個人線量管理、防護物品の整

備・運用状況について比較した。 

②②看看護護専専門門学学校校ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防

護護教教育育等等にに関関すするる調調査査  

日本看護学校協議会の協力を得て、全国

の看護専門学校 447 施設を対象としてアン

ケート調査を実施した。調査は、同協議会の

メーリングリストを通じて依頼文及び調査

URL を送付し、Google フォームにより回答

を収集した。 

【【研研究究体体制制】】 
研研究究代代表表者者    千田 浩一 東北大学・災害科学国際研究所/医学系研究科・教授 

研研究究分分担担者者 
盛武 敬 
赤羽 正章 
森 晃爾 
藤淵 俊王 
小野 孝二 
富田 博信 
喜多村 紘子 
山下 一太 
古渡 意彦 
中山 文明 
石垣 陽 

主主なな研研究究協協力力者者 
土方 保和 
稲葉 洋平  
初坂 奈津子 
永田 竜朗 
茂呂田 孝一 
加藤 守 
山田 雅亘 
芳賀 喜裕 
江口 陽一 
栗山 智子 
松崎 賢 
中上 晃一 
曽田 真宏 

量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所・部長 
国際医療福祉大学・医学部放射線医学・教授 
産業医科大学・名誉教授 
九州大学・大学院医学研究院・教授 
東京医療保健大学・看護学科・教授 
帝京大学・診療放射線学科・教授 
量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 
香川大学・整形外科学講座・協力研究員 
量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 
量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所･専門業務員 
電気通信大学・国際社会実装センタ･教授（特任） 

京都大学・疫学講座・非常勤講師 
東北大学・災害科学国際研究所・講師 
金沢医科大学・眼科学講座・助教 
産業医科大学・准教授 
新小文字病院 技師長 
秋田県立循環器・脳脊髄センター 技師長 
国立循環器病センター 主任技師 
仙台厚生病院 副技師長 
日本血管撮影 IVR 専門放射線技師認定機構 監事(前理事長) 
産業医科大学  
量子科学技術研究開発機構 
産業医科大学  
東北大学 非常勤講師 

山田 歩実 東北大学 大学院生 
加藤 聖規 東北大学 大学院生 
藤沢 昌輝 東北大学 大学院生 

進藤 僚太 東北大学 大学院生 
下橋 航大 東北大学 大学院生 
ほか 
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射線による皮膚がんなどの労災認定事例が

散見されている。電離放射線障害防止規則

に定める線量測定や放射線業務従事者の被

ばく限度等の遵守が不十分であることが医
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と線量低減に向けた課題評価に関する研究
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晶体の放射線防護に資する機材開発推進お

よび被ばく低減のための多角的研究

（200701）[千田班研究]」、「放射線防護マネ

ジメントシステム（MS）の適用と課題解決に
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全衛生全体の水準を向上させることに大き

く貢献している。だが、放射線被ばく防護教

育については未だ不十分な状況であると考

えられる。 

そこで医療機関における放射線業務管理

及び教育等の状況を調査するとともに、放

射線業務従事者教育の具体的な内容を含め、
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放射線業務従事者の労災疾病となる放射線
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被ばく防護教育等に関する包括的研究を行
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量子科学技術研究開発機構 
産業医科大学  
東北大学 非常勤講師 

山田 歩実 東北大学 大学院生 
加藤 聖規 東北大学 大学院生 
藤沢 昌輝 東北大学 大学院生 

進藤 僚太 東北大学 大学院生 
下橋 航大 東北大学 大学院生 
ほか 
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ンテンツを開発した。この学習環境を多様

な施設へ展開することを目差し、メタバー

ス空間へ展開する準備を進めた。 

 

5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

気管支内視鏡検査に従事する術者の水晶

体被ばく低減を目的として、ヘッドセット

型水晶体防護具を新たに開発し、その防護

性能をファントム実験により評価した。本

防護具は、左前頭側に 0.175 mmPb 当量の鉛

シートを配置し、ヘッドセット機構により

固定する構造とした。人体ファントムを用

いて、透視下手技を伴う気管支内視鏡検査

を模擬し、頭部 13 箇所の線量および遮蔽効

果を評価した。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

矯正眼鏡の上から装着可能なオーバーグ

ラスタイプ防護眼鏡の防護性能をファント

ム実験により評価した。0.07 mm 鉛等量のオ

ーバーグラスタイプ防護眼鏡をプラスチッ

ク製矯正眼鏡の上から装着し、頭部ファン

トムを用いて正面下方および左斜め下方か

ら X線を照射した。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

診断脳血管撮影 12 症例に従事した医師 8

名を対象として，リアルタイム個人線量計

を術者の甲状腺防護頸部カラー前面左側と

放射線防護衣胸部前面左側の 2 ヵ所に装着

して，術者の放射線防護具の使用状況や立

ち位置により変化する被ばく線量を測定し

た． 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

リアルタイム線量測定システム RaySafe 

i3 を用いて線量率を秒単位で記録し、作業

工程との関連を解析した。心筋血流SPECT検

査 14 例を対象とし、診療放射線技師の左右

頭部および頸部に線量計を装着して測定を

行った。  

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

前年度に作成した研修プログラムを基に、

G3 および G4 を対象とした研修資料を新た

に開発するとともに、G2-1 に対する小グル

ープ形式での研修の試行、ならびに G1 を対

象としたトップマネジメントインタビュー

の動画の作成を行った。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

労働安全衛生マネジメントシステム

（ Occupational Safety and Health 

Management System: OSHMS）の考え方を放

射線防護分野に応用した放射線防護マネジ

メントシステム（放射線 MS）を導入・運用

している医療機関を対象として、インタビ

ュー調査を実施した。 

③③医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの

個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

放射線業務従事者の個人線量計の配布お

よび装着状況を、法令改正前後の 3 期間に

わたり第三者の観察により評価し、水晶体

等価線量限度引き下げの影響を職種・診療

科別に検証した。 

④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

職業性放射線被ばく防護対策の見直しや

効果的な教育訓練に役立てることを目的と

して、電離放射線障害の防止に関する規則

（電離則）に基づく健康診断対象者を対象

 
 

 

2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

整形外科関連および脳神経外科関連の 4

学会（第40回日本脊髄外科学会（以下、NSJ）、

第 51 回日本整形外傷学会学術集会（以下、

JOTA）、Spine Week Japan 2025（以下、SWJ）、

第41回日本脳神経血管内治療学会学術集会

（以下、JSNET））において、皮膚障害に関す

る現地調査を実施した。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

IVR 医師の眼の水晶体等価線量の適切な

推定のために開発されたモデルを拡張し、

体幹部等に装着された個人線量計からの測

定値がない場合において、遡及的に被ばく

線量を推定するモデルの構築を試みた。 

 

3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

X 線透視下手技中の医療者の被ばく実態

を把握するため、術者・助手・器械出し看護

師を対象に、OSL 線量計を用いて各身体部位

の実測線量を評価した。測定部位は水晶体

（眼瞼近傍）、甲状腺（前頚部）、胸部、性腺

（鼠径部）、手指（両示指先端）とした。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

IVR における術者の水晶体被ばくに着目

し、水晶体線量と医師の身長および経験年

数との関係を臨床的に検討した。防護メガ

ネ内側に装着可能な水晶体用線量計を用い

て Hp(3)を直接測定し、従来の頸部線量

Hp(0.07)との比較も行った。 

 

4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

モンテカルロコードの Particle and 

Heavy Ion Transport code System (PHITS) 

に て ICRP の  Mesh-type Reference 

Computational Phantoms (MRCP)を基準とし

て角柱と円柱の簡易ファントムを 1 体ずつ

作成した。また、PHITS にて MRCP と簡易フ

ァントムにおけるシミュレーション速度や

相対誤差の評価を行い比較した。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

試作器の開発を行った。動作確認試験は、

電源起動、動作中インジケータ（10 秒周期

黄 LED 点滅）、USB 充電制御、X線検出（学内

に診療用 X 線装置がないためトリウム入り

マントルを線源として使用）、Windows 用設

定アプリ接続、閾値設定の再起動後保持、ス

リープ／ウェイク制御の 7 項目について実

施した。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

茨城県内の保健所職員・自治体職員 20 名

を対象として、茨城県ひたちなか保健所に

おいて、令和７年度第２回原子力防災資機

材取扱合同訓練「AR を使った放射線防護教

育」を実施した。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

ののたためめののツツーールル開開発発  

試作した放射線測定 AR アプリ「ラドトレ

AR」を用い、令和 7年度は運用試験および教

育利用評価を行った。公開イベントでの運

用試験および専門職訓練での応用を行った。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメ

タバース技術を活用した放射線防護教育コ
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ンテンツを開発した。この学習環境を多様

な施設へ展開することを目差し、メタバー

ス空間へ展開する準備を進めた。 

 

5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

気管支内視鏡検査に従事する術者の水晶

体被ばく低減を目的として、ヘッドセット

型水晶体防護具を新たに開発し、その防護

性能をファントム実験により評価した。本

防護具は、左前頭側に 0.175 mmPb 当量の鉛

シートを配置し、ヘッドセット機構により

固定する構造とした。人体ファントムを用

いて、透視下手技を伴う気管支内視鏡検査

を模擬し、頭部 13 箇所の線量および遮蔽効

果を評価した。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

矯正眼鏡の上から装着可能なオーバーグ

ラスタイプ防護眼鏡の防護性能をファント

ム実験により評価した。0.07 mm 鉛等量のオ

ーバーグラスタイプ防護眼鏡をプラスチッ

ク製矯正眼鏡の上から装着し、頭部ファン

トムを用いて正面下方および左斜め下方か

ら X線を照射した。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

診断脳血管撮影 12 症例に従事した医師 8

名を対象として，リアルタイム個人線量計

を術者の甲状腺防護頸部カラー前面左側と

放射線防護衣胸部前面左側の 2 ヵ所に装着

して，術者の放射線防護具の使用状況や立

ち位置により変化する被ばく線量を測定し

た． 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

リアルタイム線量測定システム RaySafe 

i3 を用いて線量率を秒単位で記録し、作業

工程との関連を解析した。心筋血流SPECT検

査 14 例を対象とし、診療放射線技師の左右

頭部および頸部に線量計を装着して測定を

行った。  

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

前年度に作成した研修プログラムを基に、

G3 および G4 を対象とした研修資料を新た

に開発するとともに、G2-1 に対する小グル

ープ形式での研修の試行、ならびに G1 を対

象としたトップマネジメントインタビュー

の動画の作成を行った。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

労働安全衛生マネジメントシステム

（ Occupational Safety and Health 

Management System: OSHMS）の考え方を放

射線防護分野に応用した放射線防護マネジ

メントシステム（放射線 MS）を導入・運用

している医療機関を対象として、インタビ

ュー調査を実施した。 

③③医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの

個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

放射線業務従事者の個人線量計の配布お

よび装着状況を、法令改正前後の 3 期間に

わたり第三者の観察により評価し、水晶体

等価線量限度引き下げの影響を職種・診療

科別に検証した。 

④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

職業性放射線被ばく防護対策の見直しや

効果的な教育訓練に役立てることを目的と

して、電離放射線障害の防止に関する規則

（電離則）に基づく健康診断対象者を対象

 
 

 

2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

整形外科関連および脳神経外科関連の 4

学会（第40回日本脊髄外科学会（以下、NSJ）、

第 51 回日本整形外傷学会学術集会（以下、

JOTA）、Spine Week Japan 2025（以下、SWJ）、

第41回日本脳神経血管内治療学会学術集会

（以下、JSNET））において、皮膚障害に関す

る現地調査を実施した。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

IVR 医師の眼の水晶体等価線量の適切な

推定のために開発されたモデルを拡張し、

体幹部等に装着された個人線量計からの測

定値がない場合において、遡及的に被ばく

線量を推定するモデルの構築を試みた。 

 

3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

X 線透視下手技中の医療者の被ばく実態

を把握するため、術者・助手・器械出し看護

師を対象に、OSL 線量計を用いて各身体部位

の実測線量を評価した。測定部位は水晶体

（眼瞼近傍）、甲状腺（前頚部）、胸部、性腺

（鼠径部）、手指（両示指先端）とした。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

IVR における術者の水晶体被ばくに着目

し、水晶体線量と医師の身長および経験年

数との関係を臨床的に検討した。防護メガ

ネ内側に装着可能な水晶体用線量計を用い

て Hp(3)を直接測定し、従来の頸部線量

Hp(0.07)との比較も行った。 

 

4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

モンテカルロコードの Particle and 

Heavy Ion Transport code System (PHITS) 

に て ICRP の  Mesh-type Reference 

Computational Phantoms (MRCP)を基準とし

て角柱と円柱の簡易ファントムを 1 体ずつ

作成した。また、PHITS にて MRCP と簡易フ

ァントムにおけるシミュレーション速度や

相対誤差の評価を行い比較した。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

試作器の開発を行った。動作確認試験は、

電源起動、動作中インジケータ（10 秒周期

黄 LED 点滅）、USB 充電制御、X線検出（学内

に診療用 X 線装置がないためトリウム入り

マントルを線源として使用）、Windows 用設

定アプリ接続、閾値設定の再起動後保持、ス

リープ／ウェイク制御の 7 項目について実

施した。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

茨城県内の保健所職員・自治体職員 20 名

を対象として、茨城県ひたちなか保健所に

おいて、令和７年度第２回原子力防災資機

材取扱合同訓練「AR を使った放射線防護教

育」を実施した。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

ののたためめののツツーールル開開発発  

試作した放射線測定 AR アプリ「ラドトレ

AR」を用い、令和 7年度は運用試験および教

育利用評価を行った。公開イベントでの運

用試験および専門職訓練での応用を行った。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメ

タバース技術を活用した放射線防護教育コ
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約 2.8 倍の差が認められた。この要因とし

て、散乱線源との距離の違いによる逆二乗

則の影響が考えられる。一方、経験年数との

関係では、Hp(0.07)には相関が認められた

ものの、より実際の水晶体線量を反映する

Hp(3)には有意な相関は認められなかった。

経験豊富な医師では手技の複雑化に伴い透

視時間が長い傾向がみられたが、線量差は

統計的に有意ではなかった。 

 

4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

ユーザーインターフェースの作成により、

PHITS の知識がなくても簡便にシミュレー

ションを行うことが可能となった。シミュ

レーション条件を変更してシミュレーショ

ンを実行し、結果を表示するまでの流れを

おおよそ 2分で行えるようになった。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

デジタルプロテクションゴーグル試作 1

号機を完成した。装着時に通常の防護眼鏡

装着感を大きく損ねず、視野および動作の

妨げを生じないことを確認した。動作確認

試験は 7項目すべてで合格した。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

効率よくマネキン上の仮想空間の放射線

測定実習を行うことができた。 事後アン

ケート調査では、AR を用いた実習のリアリ

ティ（５段階評価）は 4.68（±0.46）、教育

価値（５段階評価）は 4.53（±0.53）と、い

ずれも高得点を得た。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

ののたためめののツツーールル開開発発  

小中学生を対象とした公開イベントでは、

直感的操作が概ね可能であり、AR 表示に対

する高い興味・関心が確認された。専門職訓

練では、従来の座学では理解しにくい実践

的理解が促進された。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

パーソナルコンピュータ、タブレット、ス

マートフォン、VR ゴーグルいずれのデバイ

スからも、メタバース空間上のコンテンツ

にアクセス可能で、散乱線の空間線量分布

を可視化できた。 

 

5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

新防護具装着により、左眼部では全角度

において 80%以上の線量低減効果が得られ、

最大 87.7%の低減が確認された。一方、右眼

部においては 40～75%程度の低減効果であ

った。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

IVR で想定される左斜め下からの X 線に

対して、70%以上の高い防護効果を示した。

しかし、正面下方 60°からの照射時に防護

率が 64%と、他の照射角度と比較して低い値

となった。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

天井吊り下げ型放射線防護シールドを適

切に使用すると，術者の被ばく線量は約 70%

の低減が見込め，また，大腿動脈穿刺から大

動脈弓部にカテーテルを進めるまでの積算

線量が総積算線量の約 50%を占めていた. 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

全測定部位の中で右頸部において最も高

 
 

とした、職業被ばく管理に関する包括的な

質問紙調査を実施した。 

 

C. 研究結果  
1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査 

①①医医療療施施設設ににおおけけるる放放射射線線防防護護のの管管理理とと

教教育育にに関関すするるアアンンケケーートト調調査査  

定期的な放射線防護研修を実施している

施設は、小規模 85.3％、中規模 93.0％、大

規模 95.1％であった。研修手段として院内

イントラネット配信を用いる割合は小規模

31.5％、中規模 54.2％、大規模 68.7％であ

り、小規模では外部インターネット研修

（32.0％）への依存が相対的に高かった。労

働安全衛生マネジメントシステムを認知し

ている施設は、小規模47.2％、中規模51.7％、

大規模 68.1％であった。防護眼鏡を整備し

ている職種として診療放射線技師を含む施

設は、小規模 67.0％、中規模 75.6％、大規

模 76.9％であった。 

②②看看護護専専門門学学校校ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防

護護教教育育等等にに関関すするる調調査査  

全国 447 施設を対象としたアンケート調

査の結果、198 施設から回答が得られ、回答

率は 44.3％であった。放射線防護教育の実

施状況については、講義及び演習の双方を

実施している施設は 12.6％（25 施設）であ

った。講義のみを実施している施設は

62.1％（123 施設）、講義及び演習ともに実

施していない施設は 25.3％（50 施設）であ

った。 

2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

NSJ では 67 名の調査を実施した。このう

ち、脳神経外科医 50 名（平均年齢 43.6 歳、

男性 96.0%）が主たる参加者であり、黒色の

爪甲色素線条の有無については、50 名中 9

名（18.0%）に認められた。 

JSNET では 84 名の調査を実施した。この

うち、脳神経外科医 59名（平均年齢 47.1 歳、

男性 83.1％）が主たる参加者であり黒色の

爪甲色素線条の有無については、59 名中 3

名（5.1%）に認められた。 

JOTA では 155 名の調査を実施した。この

うち、整形外科医が 152 名（平均年齢 47.0

歳、男性 93.4％）と主たる参加者であり、

黒色の爪甲色素線条の有無については、152

名中 71 名（46.7%）に認められた。 

SWJ では 133 名の調査を実施した。このう

ち、整形外科医が 120名（平均年齢 46.8 歳、

男性 98.3％）と主たる参加者であり、黒色

の爪甲色素線条の有無については、120 名中

41 名（34.2%）に認められた。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

体幹部、眼の水晶体及び手指の線量につ

いて妥当な線量分布を推定した。得られた

統計量のうち、各部位の被ばく線量の中央

値を用い、特定手技回数の線量に成功した。 

3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

頚椎手術では、同じ脊椎手術でも、胸椎・

腰椎と比較して、医療者の各身体部位の職

業被曝量は少ない傾向があった。鉛エプロ

ンや甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は

大きく、遮蔽することによって、散乱線によ

る被曝量は大幅に低減されていた。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

 身長との関係では、Hp(0.07)および Hp(3)

のいずれにも負の相関が認められ、低身長

の医師ほど被ばく線量が高い傾向が示され

た。2群比較においても、低身長群は高身長

群に比べて Hp(3)が有意に高く、中央値では
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約 2.8 倍の差が認められた。この要因とし

て、散乱線源との距離の違いによる逆二乗

則の影響が考えられる。一方、経験年数との

関係では、Hp(0.07)には相関が認められた

ものの、より実際の水晶体線量を反映する

Hp(3)には有意な相関は認められなかった。

経験豊富な医師では手技の複雑化に伴い透

視時間が長い傾向がみられたが、線量差は

統計的に有意ではなかった。 

 

4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

ユーザーインターフェースの作成により、

PHITS の知識がなくても簡便にシミュレー

ションを行うことが可能となった。シミュ

レーション条件を変更してシミュレーショ

ンを実行し、結果を表示するまでの流れを

おおよそ 2分で行えるようになった。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

デジタルプロテクションゴーグル試作 1

号機を完成した。装着時に通常の防護眼鏡

装着感を大きく損ねず、視野および動作の

妨げを生じないことを確認した。動作確認

試験は 7項目すべてで合格した。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

効率よくマネキン上の仮想空間の放射線

測定実習を行うことができた。 事後アン

ケート調査では、AR を用いた実習のリアリ

ティ（５段階評価）は 4.68（±0.46）、教育

価値（５段階評価）は 4.53（±0.53）と、い

ずれも高得点を得た。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

ののたためめののツツーールル開開発発  

小中学生を対象とした公開イベントでは、

直感的操作が概ね可能であり、AR 表示に対

する高い興味・関心が確認された。専門職訓

練では、従来の座学では理解しにくい実践

的理解が促進された。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

パーソナルコンピュータ、タブレット、ス

マートフォン、VR ゴーグルいずれのデバイ

スからも、メタバース空間上のコンテンツ

にアクセス可能で、散乱線の空間線量分布

を可視化できた。 

 

5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

新防護具装着により、左眼部では全角度

において 80%以上の線量低減効果が得られ、

最大 87.7%の低減が確認された。一方、右眼

部においては 40～75%程度の低減効果であ

った。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

IVR で想定される左斜め下からの X 線に

対して、70%以上の高い防護効果を示した。

しかし、正面下方 60°からの照射時に防護

率が 64%と、他の照射角度と比較して低い値

となった。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

天井吊り下げ型放射線防護シールドを適

切に使用すると，術者の被ばく線量は約 70%

の低減が見込め，また，大腿動脈穿刺から大

動脈弓部にカテーテルを進めるまでの積算

線量が総積算線量の約 50%を占めていた. 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

全測定部位の中で右頸部において最も高

 
 

とした、職業被ばく管理に関する包括的な

質問紙調査を実施した。 

 

C. 研究結果  
1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査 

①①医医療療施施設設ににおおけけるる放放射射線線防防護護のの管管理理とと

教教育育にに関関すするるアアンンケケーートト調調査査  

定期的な放射線防護研修を実施している

施設は、小規模 85.3％、中規模 93.0％、大

規模 95.1％であった。研修手段として院内

イントラネット配信を用いる割合は小規模

31.5％、中規模 54.2％、大規模 68.7％であ

り、小規模では外部インターネット研修

（32.0％）への依存が相対的に高かった。労

働安全衛生マネジメントシステムを認知し

ている施設は、小規模47.2％、中規模51.7％、

大規模 68.1％であった。防護眼鏡を整備し

ている職種として診療放射線技師を含む施

設は、小規模 67.0％、中規模 75.6％、大規

模 76.9％であった。 

②②看看護護専専門門学学校校ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防

護護教教育育等等にに関関すするる調調査査  

全国 447 施設を対象としたアンケート調

査の結果、198 施設から回答が得られ、回答

率は 44.3％であった。放射線防護教育の実

施状況については、講義及び演習の双方を

実施している施設は 12.6％（25 施設）であ

った。講義のみを実施している施設は

62.1％（123 施設）、講義及び演習ともに実

施していない施設は 25.3％（50 施設）であ

った。 

2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

NSJ では 67 名の調査を実施した。このう

ち、脳神経外科医 50 名（平均年齢 43.6 歳、

男性 96.0%）が主たる参加者であり、黒色の

爪甲色素線条の有無については、50 名中 9

名（18.0%）に認められた。 

JSNET では 84 名の調査を実施した。この

うち、脳神経外科医 59名（平均年齢 47.1 歳、

男性 83.1％）が主たる参加者であり黒色の

爪甲色素線条の有無については、59 名中 3

名（5.1%）に認められた。 

JOTA では 155 名の調査を実施した。この

うち、整形外科医が 152 名（平均年齢 47.0

歳、男性 93.4％）と主たる参加者であり、

黒色の爪甲色素線条の有無については、152

名中 71 名（46.7%）に認められた。 

SWJ では 133 名の調査を実施した。このう

ち、整形外科医が 120名（平均年齢 46.8 歳、

男性 98.3％）と主たる参加者であり、黒色

の爪甲色素線条の有無については、120 名中

41 名（34.2%）に認められた。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

体幹部、眼の水晶体及び手指の線量につ

いて妥当な線量分布を推定した。得られた

統計量のうち、各部位の被ばく線量の中央

値を用い、特定手技回数の線量に成功した。 

3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

頚椎手術では、同じ脊椎手術でも、胸椎・

腰椎と比較して、医療者の各身体部位の職

業被曝量は少ない傾向があった。鉛エプロ

ンや甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は

大きく、遮蔽することによって、散乱線によ

る被曝量は大幅に低減されていた。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

 身長との関係では、Hp(0.07)および Hp(3)

のいずれにも負の相関が認められ、低身長

の医師ほど被ばく線量が高い傾向が示され

た。2群比較においても、低身長群は高身長

群に比べて Hp(3)が有意に高く、中央値では
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積被ばくの影響を反映している可能性があ

る。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

体幹部線量について、エプロン内外で実

際のデータから得られる中央値及びIQRと、

対数正規分布によるフィッティングで得ら

れた中央値及び IQR の比較の結果に差がみ

られる。エプロン外での体幹部線量につい

ては、中央値及び IQR は、元データと対数正

規分布フィッティングで得られた値との間

に差は少ない。一方で、体幹部エプロン内の

線量についてはかい離が大きい。中央値で

約２倍、IQR では３倍以上に達している。こ

の差については、線量測定に使用した電子

式ポケット線量計の測定下限限界で線量測

定を行ったことに起因していると考えられ

る。 
3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

同じ脊椎手術でも、頚椎は胸椎腰椎と比

較してその職業被曝量は少ない傾向があっ

た。頚部は胸椎腰椎を包む体幹部と比較し

て薄いため、X線画像描出に必要な管電圧・

管電流が少なく抑えられることが原因と考

察された。パルス照射と絞りの活用は、直接

線による被曝量を大きく低減させうる可能

性があると思われた。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

 低身長群は高身長群に比べて Hp(0.07)で

1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高い値を示した。

これは、高身長の医師では水晶体と散乱線

源との距離が大きくなるためと考えられる。

患者から発生する散乱線は逆二乗則に従っ

て減衰するため、高身長の医師では水晶体

に到達するまでにより大きな減衰を受ける

可能性がある。 

 経験年数による 2 群比較では統計学的有

意差は認められなかった。床経験年数にか

かわらず、放射線防護の実践を定期的に見

直し、継続的な教育を行う重要性を示して

いる。 
 
4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

MRCP と簡易ファントムの検証では、フル

エンスが低いと値にばらつきがみられた。

その理由として、モンテカルロシミュレー

ションの特徴であるフルエンスが低い領域

では相対誤差が大きくなることが考えられ

る。ただし、ばらつきが相対誤差の範囲に収

まっているかの検証は行っていない。その

ため、このばらつきが相対誤差によるもの

であるのか、ファントムの形状によるもの

であるのかは今後検討が必要である。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

PIN フォトダイオード系については、KEK 

LINAC での外部評価により 12.3 mSv/h まで

の校正実証および OSL 線量計との一致が確

認された。なお、加速器運転下高線量域での

過小評価はビームパルスの時間構造に起因

する加速器固有の現象であり、定常 X 線場

である IVR 臨床環境への外挿は別途実機評

価が必要である。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

AR・放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより自治体職員の原子力災害対応訓練

を、安全に、反復可能に、実施しやすく、効

果的に、提供できる可能性が示された。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

 
 

い線量が認められ、作業時の立ち位置や利

き手の影響による左右差が明確に示された。

また、投与工程と撮像工程の間で累積線量

に有意差は認められなかったものの、放射

性医薬品投与直後および心電図電極の装

着・取り外しなどの患者近接作業において

線量率が急激に上昇し、一部では 100 µSv/h

を超えるピークが確認された。 

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

放射線 MSにおける 5つの教育グループす

べてを対象とした、ベースとなる研修資料

が整備できた。講義形式のみならず、参加者

同士の対話や意見交換を通じて理解を深め

る研修構成が有効であることが示唆された。

小規模医療機関を想定した研修枠組みの整

理をできた。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

放射線 MS は、文書管理や内部監査、委員

会活動、職種ラダー（テクニカルスキルおよ

びヒューマンスキルのレベルアップに重点

が置かれた教育研修および職能評価が組み

合わされた仕組み）といった院内のマネジ

メントの枠組みの中に組み込まれて運用さ

れていることが確認された。 

③③医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの

個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

個人線量計装着率は依然として 100％に

達せず、職種・診療科間の差異には放射線防

護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影

響が示唆された。 

④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

女性医師は男性医師よりも個人線量計を

常に着用している可能性が高いことが示さ

れた。女性医師の線量モニタリング行動へ

の関与度が高さは、リスク意識の高さを反

映している可能性が高いことが明らかとな

った。 

 

D. 考察 
1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査 

①①医医療療施施設設ににおおけけるる放放射射線線防防護護のの管管理理とと

教教育育にに関関すするるアアンンケケーートト調調査査  

本年度の継続研究により、小規模施設の

課題は「防護意識の低さ」そのものではなく、

教育を継続的に実施する仕組み、講師体制、

防護物品整備、線量管理ルールといった基

盤整備の弱さにあることがより明確となっ

た。小規模施設でも定期研修の実施率は高

かったが、配信基盤の整備が不十分であり、

外部教材や個人努力に依存しやすい構造が

認められた。 
②②看看護護専専門門学学校校ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防

護護教教育育等等にに関関すするる予予備備調調査査  

教育課程の過密化により、教育時間の確

保が困難であり、特に演習の導入が進んで

いない実態が明らかとなった。本調査にお

いても、講義は一定程度実施されているも

のの、演習導入率は低水準にとどまってい

る。 
 
2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

黒色の爪甲色素線条は第 1–3 指に優位に

分布することが明らかとなった。この結果

は Hijikata らの報告と一致しており、手指

被ばくの機会が多い医師に特徴的な分布を

反映している可能性が示唆される。また、各

年代別の出現頻度をみると、40 歳代以上に

おいて出現頻度が高い傾向を認めた。この

傾向は、職業上の手技経験の蓄積に伴う累



─ 14 ─ ─ 15 ─

 
 

積被ばくの影響を反映している可能性があ

る。 

②②医医療療従従事事者者のの逆逆行行性性線線量量評評価価推推定定ににおお

けけるる推推定定モモデデルル構構築築のの試試行行  

体幹部線量について、エプロン内外で実

際のデータから得られる中央値及びIQRと、

対数正規分布によるフィッティングで得ら

れた中央値及び IQR の比較の結果に差がみ

られる。エプロン外での体幹部線量につい

ては、中央値及び IQR は、元データと対数正

規分布フィッティングで得られた値との間

に差は少ない。一方で、体幹部エプロン内の

線量についてはかい離が大きい。中央値で

約２倍、IQR では３倍以上に達している。こ

の差については、線量測定に使用した電子

式ポケット線量計の測定下限限界で線量測

定を行ったことに起因していると考えられ

る。 
3.被ばく線量の実測評価 

①①整整形形外外科科診診療療ににおおけけるる XX 線線透透視視下下手手技技

中中のの医医療療者者のの被被ばばくく実実態態  

同じ脊椎手術でも、頚椎は胸椎腰椎と比

較してその職業被曝量は少ない傾向があっ

た。頚部は胸椎腰椎を包む体幹部と比較し

て薄いため、X線画像描出に必要な管電圧・

管電流が少なく抑えられることが原因と考

察された。パルス照射と絞りの活用は、直接

線による被曝量を大きく低減させうる可能

性があると思われた。 

②②IIVVRR 術術者者のの水水晶晶体体線線量量：：医医師師のの身身長長おおよよ

びび経経験験年年数数ととのの関関係係  

 低身長群は高身長群に比べて Hp(0.07)で

1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高い値を示した。

これは、高身長の医師では水晶体と散乱線

源との距離が大きくなるためと考えられる。

患者から発生する散乱線は逆二乗則に従っ

て減衰するため、高身長の医師では水晶体

に到達するまでにより大きな減衰を受ける

可能性がある。 

 経験年数による 2 群比較では統計学的有

意差は認められなかった。床経験年数にか

かわらず、放射線防護の実践を定期的に見

直し、継続的な教育を行う重要性を示して

いる。 
 
4.教材開発 

①①放放射射線線防防護護板板のの適適切切なな使使用用にに関関すするる教教

材材のの開開発発  

MRCP と簡易ファントムの検証では、フル

エンスが低いと値にばらつきがみられた。

その理由として、モンテカルロシミュレー

ションの特徴であるフルエンスが低い領域

では相対誤差が大きくなることが考えられ

る。ただし、ばらつきが相対誤差の範囲に収

まっているかの検証は行っていない。その

ため、このばらつきが相対誤差によるもの

であるのか、ファントムの形状によるもの

であるのかは今後検討が必要である。 

②②放放射射線線防防護護ののたためめののゲゲーーミミフフィィケケーーシシ

ョョンンププロロダダククトトととデデジジタタルルププロロテテククシショョンン

ツツーールルのの開開発発  

PIN フォトダイオード系については、KEK 

LINAC での外部評価により 12.3 mSv/h まで

の校正実証および OSL 線量計との一致が確

認された。なお、加速器運転下高線量域での

過小評価はビームパルスの時間構造に起因

する加速器固有の現象であり、定常 X 線場

である IVR 臨床環境への外挿は別途実機評

価が必要である。 

③③AARR をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育  〜〜原原子子力力

災災害害対対応応訓訓練練へへのの AARR 活活用用のの試試みみ〜〜  

AR・放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより自治体職員の原子力災害対応訓練

を、安全に、反復可能に、実施しやすく、効

果的に、提供できる可能性が示された。 

④④拡拡張張現現実実技技術術をを使使っったた放放射射線線防防護護教教育育

 
 

い線量が認められ、作業時の立ち位置や利

き手の影響による左右差が明確に示された。

また、投与工程と撮像工程の間で累積線量

に有意差は認められなかったものの、放射

性医薬品投与直後および心電図電極の装

着・取り外しなどの患者近接作業において

線量率が急激に上昇し、一部では 100 µSv/h

を超えるピークが確認された。 

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

放射線 MSにおける 5つの教育グループす

べてを対象とした、ベースとなる研修資料

が整備できた。講義形式のみならず、参加者

同士の対話や意見交換を通じて理解を深め

る研修構成が有効であることが示唆された。

小規模医療機関を想定した研修枠組みの整

理をできた。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

放射線 MS は、文書管理や内部監査、委員

会活動、職種ラダー（テクニカルスキルおよ

びヒューマンスキルのレベルアップに重点

が置かれた教育研修および職能評価が組み

合わされた仕組み）といった院内のマネジ

メントの枠組みの中に組み込まれて運用さ

れていることが確認された。 

③③医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの

個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

個人線量計装着率は依然として 100％に

達せず、職種・診療科間の差異には放射線防

護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影

響が示唆された。 

④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

女性医師は男性医師よりも個人線量計を

常に着用している可能性が高いことが示さ

れた。女性医師の線量モニタリング行動へ

の関与度が高さは、リスク意識の高さを反

映している可能性が高いことが明らかとな

った。 

 

D. 考察 
1.放射線被ばく管理と防護教育の現状調査 

①①医医療療施施設設ににおおけけるる放放射射線線防防護護のの管管理理とと

教教育育にに関関すするるアアンンケケーートト調調査査  

本年度の継続研究により、小規模施設の

課題は「防護意識の低さ」そのものではなく、

教育を継続的に実施する仕組み、講師体制、

防護物品整備、線量管理ルールといった基

盤整備の弱さにあることがより明確となっ

た。小規模施設でも定期研修の実施率は高

かったが、配信基盤の整備が不十分であり、

外部教材や個人努力に依存しやすい構造が

認められた。 
②②看看護護専専門門学学校校ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防

護護教教育育等等にに関関すするる予予備備調調査査  

教育課程の過密化により、教育時間の確

保が困難であり、特に演習の導入が進んで

いない実態が明らかとなった。本調査にお

いても、講義は一定程度実施されているも

のの、演習導入率は低水準にとどまってい

る。 
 
2.職業被ばくにおける放射線障害の実状調査 

①①学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者

のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

黒色の爪甲色素線条は第 1–3 指に優位に

分布することが明らかとなった。この結果

は Hijikata らの報告と一致しており、手指

被ばくの機会が多い医師に特徴的な分布を

反映している可能性が示唆される。また、各

年代別の出現頻度をみると、40 歳代以上に

おいて出現頻度が高い傾向を認めた。この

傾向は、職業上の手技経験の蓄積に伴う累
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個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

法令改正後に個人線量計装着率は全体と

して改善傾向を示したものの、依然として

100％には達しておらず、職種や診療科によ

る差異が存在することが明らかとなった。

これらの結果は、放射線防護行動の徹底に

は制度的対応のみでは不十分であり、放射

線防護教育および継続的な管理体制の強化

が必要であることを示唆するものである。   
④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

職業性被ばくのリスク認識には性別も無

関係ではないことが確認できた。リスクへ

の認識は、被ばく線量モニタリングという、

リスクマネジメントの重要なファーストス

テップである。 

 
E．結論 

放射線被ばく管理と防護教育の現状調査

結果から、小規模施設では、研修実施自体は

一定程度確保されていたものの、教育基盤、

線量管理措置、防護物品整備、眼防護運用に

課題が認められた。一方で、診療放射線技師

は全規模において放射線防護教育と管理運

用の中核を担っており、規模差是正の鍵と

なる存在であることが示唆された。看護専

門学校における放射線被ばく防護教育等に

関する調査結果から、看護専門学校におけ

る放射線防護教育は講義を中心として一定

程度実施されている一方で、演習の実施は

限定的であることが明らかとなった。 

 

学会横断調査による放射線業務従事者の

爪甲色素線条の頻度解析結果から黒色爪甲

色素線条は、医療放射線業務に伴う手指被

ばくの影響を反映する可能性があり、その

頻度および分布は診療科や手技特性に応じ

た曝露状況の違いを示していると考えられ

た。 

医療従事者の逆行性線量評価推定におけ

る推定モデル構築の試行結果から、体幹部、

眼の水晶体及び手指の線量について妥当な

線量分布を推定した。 

 

 整形外科診療において、医療者の被曝形

態はそれぞれの手技の種類によって大きく

異なる。それぞれの手技ごとの、適切な照射

方法と遮蔽体の着用は必須行動であり、医

療者の行動変容が望まれる。 

IVR 術者の水晶体線量について医師の身

長および経験年数との関係を臨床環境にお

いて、はじめて明らかにした。低身長の医師

ほど被ばく線量が高い傾向が示された。経

験年数にかかわらず放射線防護の継続的な

教育と対策の見直しが重要であることが示

唆された。 

 

教材開発については、円柱で人体を模し

た水ファントムを作成することにより、シ

ミュレーションの正確性を保ちながらシミ

ュレーション時間を短縮することができた。

さらに、ParaView を用いることで術者の個

人線量当量をカラーマップと数値の両方か

ら確認することができた。 

対象を IVR 術者の水晶体被ばくに絞り込

んだ装着型デバイス（デジタルプロテクシ

ョンゴーグル）試作 1号機を開発した。動作

確認 7 項目はすべて合格し、装着型ハード

ウェアとしての基礎要件を満たすことを確

認した。 

AR＋放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより、従来型訓練に比べ自治体職員の

原子力災害対応訓練を効果的に提供できる

可能性が示された。 

AR 技術を用いた放射線防護教育教材「ラ

ドトレ AR」の運用試験および教育利用実証

を行い、安全かつ実践的な教育ツールとし

 
 

ののたためめののツツーールル開開発発  

AR は現実環境を活用しながら情報提示で

きるため、講義教材や通常の動画教材より

実践的理解に優れると考えられる。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

コンテンツの更新については、メタバー

ス空間上のアプリケーションを更新するだ

けで完了し、全ユーザーに対する再配布を

必要としない。これにより、特殊な環境を必

要としなくなり、多様な環境の施設で利用

可能な学習環境へと汎用性を高めることが

できた。 

 
5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

新防護具は従来の防護眼鏡と比較して高

い防護効果を有するとともに、曇りや視野

制限といった問題を軽減する構造であり、

臨床現場における実装可能性の高い防護手

段であると考えられた。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

オーバーグラスタイプは矯正眼鏡とのフ

ィット感が悪いとレンズが前方に突出し、

下部に X 線が直接目に入射するような隙間

が空くことが想定される。したがって、本研

究で用いたような下方からの X 線を遮蔽で

きる構造を備えたものが効果的であると考

えられる。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

臨床モニタ画像を用いた解析により一目

瞭然に術者の放射線防護行動の問題点を示

すことができ、これまで座学で学んで来た

放射線防護知識を、臨床で生かすための実

践的な放射線防護教育教材と成り得る． 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

本研究結果から、核医学検査における被

ばくが特定の作業に強く依存していること

が分かり、従来の積算線量評価のみでは実

態を十分に把握できないことを明確に示す

ものである。リアルタイム線量計測により

被ばくの可視化を行うことで、高線量作業

の特定と具体的な行動改善が可能となり、

放射線防護の実効性向上に直結する。 

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

役割ごとに求められる放射線MSへの視座、

視野、視点が異なり、画一的な教育では十分

に対応できない恐れがある。本研究では、こ

の点を踏まえ、教育グループ別に既存の教

育体系を前提としつつ、放射線 MS 導入・運

用に必要な要素を補完する構成で研修資料

を整備したことが本研究の効果的な点であ

る。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

放射線MSが独立した放射線防護対策とし

て導入・運用されているのではなく、院内ガ

バナンスおよび日常業務の枠組みの中に組

み込まれることで、放射線防護に関する考

え方の根幹が共有され、それに基づく知識・

行動が継続的に実践される環境が形成され

つつあることが示唆された。これらの取り

組みは、WHO ガイダンスが示す放射線防護文

化の特性の一部を、Local healthcare 

institutions のレベルにおいて具体化した

事例と解釈できる。 

③③医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの
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個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる法法令令改改正正のの影影響響  

法令改正後に個人線量計装着率は全体と

して改善傾向を示したものの、依然として

100％には達しておらず、職種や診療科によ

る差異が存在することが明らかとなった。

これらの結果は、放射線防護行動の徹底に

は制度的対応のみでは不十分であり、放射

線防護教育および継続的な管理体制の強化

が必要であることを示唆するものである。   
④④職職業業性性被被ばばくくのの管管理理にに関関すするる認認識識調調査査  

職業性被ばくのリスク認識には性別も無

関係ではないことが確認できた。リスクへ

の認識は、被ばく線量モニタリングという、

リスクマネジメントの重要なファーストス

テップである。 

 
E．結論 

放射線被ばく管理と防護教育の現状調査

結果から、小規模施設では、研修実施自体は

一定程度確保されていたものの、教育基盤、

線量管理措置、防護物品整備、眼防護運用に

課題が認められた。一方で、診療放射線技師

は全規模において放射線防護教育と管理運

用の中核を担っており、規模差是正の鍵と

なる存在であることが示唆された。看護専

門学校における放射線被ばく防護教育等に

関する調査結果から、看護専門学校におけ

る放射線防護教育は講義を中心として一定

程度実施されている一方で、演習の実施は

限定的であることが明らかとなった。 

 

学会横断調査による放射線業務従事者の

爪甲色素線条の頻度解析結果から黒色爪甲

色素線条は、医療放射線業務に伴う手指被

ばくの影響を反映する可能性があり、その

頻度および分布は診療科や手技特性に応じ

た曝露状況の違いを示していると考えられ

た。 

医療従事者の逆行性線量評価推定におけ

る推定モデル構築の試行結果から、体幹部、

眼の水晶体及び手指の線量について妥当な

線量分布を推定した。 

 

 整形外科診療において、医療者の被曝形

態はそれぞれの手技の種類によって大きく

異なる。それぞれの手技ごとの、適切な照射

方法と遮蔽体の着用は必須行動であり、医

療者の行動変容が望まれる。 

IVR 術者の水晶体線量について医師の身

長および経験年数との関係を臨床環境にお

いて、はじめて明らかにした。低身長の医師

ほど被ばく線量が高い傾向が示された。経

験年数にかかわらず放射線防護の継続的な

教育と対策の見直しが重要であることが示

唆された。 

 

教材開発については、円柱で人体を模し

た水ファントムを作成することにより、シ

ミュレーションの正確性を保ちながらシミ

ュレーション時間を短縮することができた。

さらに、ParaView を用いることで術者の個

人線量当量をカラーマップと数値の両方か

ら確認することができた。 

対象を IVR 術者の水晶体被ばくに絞り込

んだ装着型デバイス（デジタルプロテクシ

ョンゴーグル）試作 1号機を開発した。動作

確認 7 項目はすべて合格し、装着型ハード

ウェアとしての基礎要件を満たすことを確

認した。 

AR＋放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより、従来型訓練に比べ自治体職員の

原子力災害対応訓練を効果的に提供できる

可能性が示された。 

AR 技術を用いた放射線防護教育教材「ラ

ドトレ AR」の運用試験および教育利用実証

を行い、安全かつ実践的な教育ツールとし

 
 

ののたためめののツツーールル開開発発  

AR は現実環境を活用しながら情報提示で

きるため、講義教材や通常の動画教材より

実践的理解に優れると考えられる。 

⑤⑤MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活

用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

コンテンツの更新については、メタバー

ス空間上のアプリケーションを更新するだ

けで完了し、全ユーザーに対する再配布を

必要としない。これにより、特殊な環境を必

要としなくなり、多様な環境の施設で利用

可能な学習環境へと汎用性を高めることが

できた。 

 
5.被ばく低減対策の技術的検討 

①①気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたた

めめののヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  

新防護具は従来の防護眼鏡と比較して高

い防護効果を有するとともに、曇りや視野

制限といった問題を軽減する構造であり、

臨床現場における実装可能性の高い防護手

段であると考えられた。 

②②視視力力矯矯正正者者用用 XX 線線防防護護眼眼鏡鏡のの防防護護性性能能

評評価価  

オーバーグラスタイプは矯正眼鏡とのフ

ィット感が悪いとレンズが前方に突出し、

下部に X 線が直接目に入射するような隙間

が空くことが想定される。したがって、本研

究で用いたような下方からの X 線を遮蔽で

きる構造を備えたものが効果的であると考

えられる。 

③③脳脳血血管管撮撮影影ににおおけけるる術術者者のの被被ばばくく防防護護

のの不不備備をを探探索索すするる新新たたなな手手法法のの開開発発  

臨床モニタ画像を用いた解析により一目

瞭然に術者の放射線防護行動の問題点を示

すことができ、これまで座学で学んで来た

放射線防護知識を、臨床で生かすための実

践的な放射線防護教育教材と成り得る． 

④④リリアアルルタタイイムム線線量量計計測測にによよるる核核医医学学検検

査査ににおおけけるる診診療療放放射射線線技技師師のの被被ばばくくモモニニタタ

リリンンググ  

本研究結果から、核医学検査における被

ばくが特定の作業に強く依存していること

が分かり、従来の積算線量評価のみでは実

態を十分に把握できないことを明確に示す

ものである。リアルタイム線量計測により

被ばくの可視化を行うことで、高線量作業

の特定と具体的な行動改善が可能となり、

放射線防護の実効性向上に直結する。 

 

6.放射線マネージメントシステム（MS）による被

ばく管理と教育 

①①放放射射線線 MMSS にによよるる被被ばばくく管管理理とと教教育育  

役割ごとに求められる放射線MSへの視座、

視野、視点が異なり、画一的な教育では十分

に対応できない恐れがある。本研究では、こ

の点を踏まえ、教育グループ別に既存の教

育体系を前提としつつ、放射線 MS 導入・運

用に必要な要素を補完する構成で研修資料

を整備したことが本研究の効果的な点であ

る。 

②②放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけ

るる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るるイインンタタビビュュ

ーー調調査査  

放射線MSが独立した放射線防護対策とし

て導入・運用されているのではなく、院内ガ

バナンスおよび日常業務の枠組みの中に組

み込まれることで、放射線防護に関する考

え方の根幹が共有され、それに基づく知識・

行動が継続的に実践される環境が形成され

つつあることが示唆された。これらの取り

組みは、WHO ガイダンスが示す放射線防護文

化の特性の一部を、Local healthcare 
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て有望であることが確認された。 

メタバース空間上で、血管造影室におけ

る散乱線の空間線量分布の可視化し、同時

に、クイズ形式の体験学習内容を展開する

ことができた。 

 

被ばく低減対策の技術的検討については、

気管支内視鏡検査に従事する術者の水晶体

被ばく低減を目的として開発したヘッドセ

ット型防護具の防護性能を評価した。その

結果、特に左眼において 80%以上の高い線量

低減効果が確認された。 

視力矯正者用の防護具の一つであるオー

バーグラスタイプ防護眼鏡の性能を評価し

た結果、レンズ下部が湾曲した構造の有効

性が示唆された。 

脳血管撮影における術者の被ばく防護の

不備を探索する手法によって，効果的な被

ばく低減の介入ポイントが判明し，診断脳

血管撮影における術者被ばくの現状と，放

射線防護装備の使用方法の不具合の指摘，

およびその改善方法も明瞭に提示できた． 

リアルタイム線量計測による核医学検査

における診療放射線技師の被ばくモニタリ

ングの結果、被ばくは特定の作業に強く依

存し、特に患者近接作業において線量率が

上昇することが明らかとなった。 

 

放射線MSによる被ばく管理と教育につい

ては、放射線 MS において担う役割に基づい

た研修体系を整備することで、医療機関の

規模や職種背景に関わらず、放射線 MS の考

え方を共有し、導入・運用につなげられる可

能性を示した。特に、小規模医療機関におい

ては、組織構成や役割分担に応じて放射線

MS の適用レベルを段階的に検討し、共通コ

アに役割固有の要素を追加する研修設計が

有効であることが示唆された。 

放射線 MS のインタビュー調査から、放射

線防護文化は、リーダーシップとガバナン

ス、マネジメント方策と組織メンバーの理

解、ならびに組織メンバーの参加といった

要素が充実されていく中で、時間をかけて

醸成されるものであることが示唆された。 

放射線業務従事者の個人線量計装着に対

する法令改正の影響については、法令改正

前後の実態を第三者の目視による観察で調

査した初の報告として、放射線防護教育お

よびマネジメントシステムの改善に資する

基盤的知見である。 

職業性被ばくの管理に関する認識調査結

果から、職種や性別によって被ばく防護や

線量管理に関する認識に差があることが示

された。 
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研究要旨 

 本研究は、全国の医療施設を対象として実施した放射線防護管理および放射線防護教育に関する

アンケート調査結果を基盤に、令和 7年度は病院規模別の詳細分析と小規模病院へのヒアリング調

査を行い、施設規模による課題の差異と改善の方向性を明らかにすることを目的とした。 

アンケート回答 580 施設のうち、小規模（199 床以下）197 施設、中規模（200～399 床）201 施

設、大規模（400 床以上）182 施設を対象に比較した結果、小規模施設では、放射線防護研修の定期

実施率は 85.3％と一定水準にあったものの、院内イントラネット配信の活用は 31.5％にとどまり、

大規模施設の 68.7％に比して低値であった。研修講師は全規模で診療放射線技師が中心であり、小

規模 81.2％、大規模 87.4％であった。一方、労働安全衛生マネジメントシステムの認知は小規模

47.2％、大規模68.1％であり、管理区域への一時立入り時に「措置なし」とする施設は小規模27.4％、

大規模 7.1％であった。また、水晶体専用線量計の使用は小規模 18.1％、大規模 76.4％、防護眼鏡

着用は診療放射線技師で小規模 34.0％、大規模 57.1％と規模差が認められた。さらに小規模病院

ヒアリングでは、外部有料コンテンツを活用した教育により受講率は高い一方、費用負担、自施設

に適した教材不足、医師の線量計装着率、CT 介助時の眼防護、防護衣点検体制などに課題がみられ

た。以上より、小規模施設では、研修実施自体は一定程度確保されていたものの、教育基盤、線量

管理措置、防護物品整備、眼防護運用に課題が認められた。一方で、診療放射線技師は全規模にお

いて放射線防護教育と管理運用の中核を担っており、規模差是正の鍵となる存在であることが示唆

された。施設規模による格差を埋めるためには、診療放射線技師を中心とした放射線防護の標準化

と実装支援を推進することが重要である。 
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管理措置、防護物品整備、眼防護運用に課題が認められた。一方で、診療放射線技師は全規模にお

いて放射線防護教育と管理運用の中核を担っており、規模差是正の鍵となる存在であることが示唆

された。施設規模による格差を埋めるためには、診療放射線技師を中心とした放射線防護の標準化

と実装支援を推進することが重要である。 
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（２２））放放射射線線防防護護管管理理体体制制とと個個人人線線量量管管理理  

労働安全衛生マネジメントシステムを認

知している施設は、小規模 47.2％、中規模

51.7％、大規模 68.1％であった。 

管理区域への一時立入り時の措置として

ポケット線量計を使用する施設は小規模

62.4％、中規模 82.6％、大規模 87.9％、台

帳記録は小規模 32.5％、中規模 47.8％、大

規模 62.6％であった。一方、「措置なし」は

小規模 27.4％、中規模 14.4％、大規模 7.1％

であり、小規模施設で管理運用上の脆弱性

が示された。（図４） 

図 4.放射線防護管理体制と個人線量管理 

 

眼の水晶体専用線量計の使用は小規模

18.1％、中規模 51.7％、大規模 76.4％であ

り、施設規模が大きいほど導入が進んでい

た。また、個人線量計装着対象に看護師を含

む施設は小規模 71.9％、大規模 97.3％であ

り、対象職種の広がりにも差が認められた。 

 

（（３３））防防護護物物品品整整備備とと運運用用  

防護眼鏡を整備している職種として診療

放射線技師を含む施設は、小規模 67.0％、

中規模 75.6％、大規模 76.9％であった。（図

５）防護眼鏡を着用している診療放射線技

師の割合は小規模 34.0％、中規模 47.3％、

大規模 57.1％（図 5）であり、供給だけでな

く運用面でも差がみられた。医師向けの整

備率は小規模27.9％、大規模64.8％であり、

医師着用率も小規模 65.0％、大規模 97.8％

と差が大きかった。（図 6） 

 
 図 5. 防護メガネを整備している職種 

 

 
  図 6. 防護メガネの職種別装着率 

 

不足している防護物品については、「不足な

し」の割合は小規模46.2％、中規模42.8％、

大規模 45.1％で大差はなかったが、ネック

ガード不足は小規模18.8％、大規模11.5％、

防護手袋不足は小規模 25.4％、大規模

19.8％であり、小規模施設に個別品目の不

足感が目立った。 

CT 検査介助時の防護眼鏡については、小規

模施設で未着用が72.5％、常に着用が5.8％

であり、大規模施設の未着用 50.5％、常時

着用 8.8％と比較して眼防護の定着が不十

 
 

A. 研究目的 
前年度調査結果を用い、病院規模別の詳

細分析を行うとともに、小規模病院に対す

るヒアリング調査を実施し、規模別の課題

を具体的に把握し、診療放射線技師の役割

と今後の支援策を検討する。 

B. 研究方法 
本研究は、令和 6 年度に全国の医療施設を

対象として実施したオンラインアンケート調査

の回答データを用い、病床規模別の二次解析

を行った。対象施設は小規模（199 床以下）、

中規模（200～399床）、大規模（400床以上）の

3 群に分類し、放射線防護管理体制、放射線

防護教育、個人線量管理、防護物品の整備・

運用状況について比較した。加えて、小規模

病院 1 施設に対してヒアリングを実施し、教育

体制、線量管理、防護具運用の現状と課題を

質的に整理した。ヒアリングでは、研修方法、

受講管理、個人線量計運用、水晶体線量管理、

防護具整備状況、防護衣点検、CT 検査介助

時の防護眼鏡運用等について確認した。なお、

本研究は既存の施設調査結果の二次解析お

よび施設運用に関する情報整理を中心とする

ものであり、前年度と同様に、人を対象とした研

究には該当しない範囲で実施した。 

C. 研究結果  

令和 6 年度に回収した 580 施設の回答を

対象に規模別解析を行った結果、小規模 197

施設、中規模 201 施設、大規模 182 施設で

あった。（図１） 

図１. 病院規模別の内訳 

（（１１））放放射射線線防防護護教教育育体体制制  

定期的な放射線防護研修を実施している

施設は、小規模 85.3％、中規模 93.0％、大

規模 95.1％であった。研修手段として院内

イントラネット配信を用いる割合は小規模

31.5％、中規模 54.2％、大規模 68.7％であ

り、小規模では外部インターネット研修

（32.0％）への依存が相対的に高かった。

（図２） 

 図２. 防護教育の研修実施と研修手段 

 

また、研修講師は全規模で診療放射線技

師が中心であり、小規模 81.2％、中規模

88.1％、大規模 87.4％であった。一方、医

師の関与は小規模 15.7％、中規模 26.9％、

大規模 41.8％であり、大規模施設ほど講師

体制多い傾向であった。（図３） 

 

図 3. 研修講師の実施職種 

 



─ 24 ─ ─ 25 ─

 
 

（２２））放放射射線線防防護護管管理理体体制制とと個個人人線線量量管管理理  

労働安全衛生マネジメントシステムを認

知している施設は、小規模 47.2％、中規模

51.7％、大規模 68.1％であった。 

管理区域への一時立入り時の措置として

ポケット線量計を使用する施設は小規模

62.4％、中規模 82.6％、大規模 87.9％、台

帳記録は小規模 32.5％、中規模 47.8％、大

規模 62.6％であった。一方、「措置なし」は

小規模 27.4％、中規模 14.4％、大規模 7.1％

であり、小規模施設で管理運用上の脆弱性

が示された。（図４） 

図 4.放射線防護管理体制と個人線量管理 

 

眼の水晶体専用線量計の使用は小規模

18.1％、中規模 51.7％、大規模 76.4％であ

り、施設規模が大きいほど導入が進んでい

た。また、個人線量計装着対象に看護師を含

む施設は小規模 71.9％、大規模 97.3％であ

り、対象職種の広がりにも差が認められた。 

 

（（３３））防防護護物物品品整整備備とと運運用用  

防護眼鏡を整備している職種として診療

放射線技師を含む施設は、小規模 67.0％、

中規模 75.6％、大規模 76.9％であった。（図

５）防護眼鏡を着用している診療放射線技

師の割合は小規模 34.0％、中規模 47.3％、

大規模 57.1％（図 5）であり、供給だけでな

く運用面でも差がみられた。医師向けの整

備率は小規模27.9％、大規模64.8％であり、

医師着用率も小規模 65.0％、大規模 97.8％

と差が大きかった。（図 6） 

 
 図 5. 防護メガネを整備している職種 

 

 
  図 6. 防護メガネの職種別装着率 

 

不足している防護物品については、「不足な

し」の割合は小規模46.2％、中規模42.8％、

大規模 45.1％で大差はなかったが、ネック

ガード不足は小規模18.8％、大規模11.5％、

防護手袋不足は小規模 25.4％、大規模

19.8％であり、小規模施設に個別品目の不

足感が目立った。 

CT 検査介助時の防護眼鏡については、小規

模施設で未着用が72.5％、常に着用が5.8％

であり、大規模施設の未着用 50.5％、常時

着用 8.8％と比較して眼防護の定着が不十

 
 

A. 研究目的 
前年度調査結果を用い、病院規模別の詳

細分析を行うとともに、小規模病院に対す

るヒアリング調査を実施し、規模別の課題

を具体的に把握し、診療放射線技師の役割

と今後の支援策を検討する。 

B. 研究方法 
本研究は、令和 6 年度に全国の医療施設を

対象として実施したオンラインアンケート調査

の回答データを用い、病床規模別の二次解析

を行った。対象施設は小規模（199 床以下）、

中規模（200～399床）、大規模（400床以上）の

3 群に分類し、放射線防護管理体制、放射線

防護教育、個人線量管理、防護物品の整備・

運用状況について比較した。加えて、小規模

病院 1 施設に対してヒアリングを実施し、教育

体制、線量管理、防護具運用の現状と課題を

質的に整理した。ヒアリングでは、研修方法、

受講管理、個人線量計運用、水晶体線量管理、

防護具整備状況、防護衣点検、CT 検査介助

時の防護眼鏡運用等について確認した。なお、

本研究は既存の施設調査結果の二次解析お

よび施設運用に関する情報整理を中心とする

ものであり、前年度と同様に、人を対象とした研

究には該当しない範囲で実施した。 

C. 研究結果  

令和 6 年度に回収した 580 施設の回答を

対象に規模別解析を行った結果、小規模 197

施設、中規模 201 施設、大規模 182 施設で

あった。（図１） 

図１. 病院規模別の内訳 

（（１１））放放射射線線防防護護教教育育体体制制  

定期的な放射線防護研修を実施している

施設は、小規模 85.3％、中規模 93.0％、大

規模 95.1％であった。研修手段として院内

イントラネット配信を用いる割合は小規模

31.5％、中規模 54.2％、大規模 68.7％であ

り、小規模では外部インターネット研修

（32.0％）への依存が相対的に高かった。

（図２） 

 図２. 防護教育の研修実施と研修手段 

 

また、研修講師は全規模で診療放射線技

師が中心であり、小規模 81.2％、中規模

88.1％、大規模 87.4％であった。一方、医

師の関与は小規模 15.7％、中規模 26.9％、

大規模 41.8％であり、大規模施設ほど講師

体制多い傾向であった。（図３） 

 

図 3. 研修講師の実施職種 

 



─ 26 ─

 
 

療放射線技師は全規模において放射線防護

教育と管理運用の中核を担っており、規模

差是正の鍵となる存在であることが示唆さ

れた。施設規模による格差を埋めるために

は、診療放射線技師を中心とした放射線防

護の標準化と実装支援を推進することが重

要である。 

 

F．論文報告     

病院規模別の有意差検定を進めており、2026 年度

内に論文として取りまとめる。 

 
G. 研究発表   

  2025 年度 第 41 回日本診療放射線技師
学術大会にて「医療機関における放射線業務

管理および教育等の状況調査」として発表した。 
 
H. 知的所有権の取得状況 

  特になし 
 

 
 

分であった。 

（（４４））小小規規模模病病院院ヒヒアアリリンンググ結結果果  

ヒアリング対象施設は 167 床の小規模病

院であった。放射線防護研修は外部の有料

インターネット教材を用いて実施され、各

自が Web で受講後、確認テストを行う体制

であり、受講率はほぼ 100％であった。一方

で、有料コンテンツに伴う継続的な費用負

担と、自施設の業務実態に即した補足教材

の不足が課題として挙げられた。 

個人線量計は診療放射線技師が管理し、診

療放射線技師の装着率は 100％であったが、

医師の装着率は低めであった。管理区域へ

の一時立入りは Excel で管理され、水晶体

線量計は使用していなかった。防護具の物

品不足は明確ではなかったものの、CT 介助

時の防護眼鏡は未整備であり未使用であっ

た。また、防護衣点検は未実施であり、防護

板の適切な使用方法に関する知識更新も課

題であった。 

 

D. 考察 

 本年度の継続研究により、小規模施設の

課題は「防護意識の低さ」そのものではなく、

教育を継続的に実施する仕組み、講師体制、

防護物品整備、線量管理ルールといった基

盤整備の弱さにあることがより明確となっ

た。小規模施設でも定期研修の実施率は高

かったが、配信基盤の整備が不十分であり、

外部教材や個人努力に依存しやすい構造が

認められた。 
また、管理区域への一時立入り措置、水晶体

線量計の導入、防護眼鏡の整備と着用など、

日常運用に直結する項目で規模差が可視化

された。これらは単に予算不足のみではな

く、ルールの明確化、責任者設定、記録・点

検の標準化により改善し得る領域であると

考えられる。 

一方で、放射線防護教育の講師、防護衣点検、

防護眼鏡整備など、多くの項目で診療放射

線技師の関与は高率（図７）であり、規模の

大小を問わず診療放射線技師が放射線防護

の中核を担っている実態が示された。 

 
図 7. 放射線防護教育の講師、防護衣点検、
防護眼鏡整備の診療放射線技師が行ってい

る割合 
 
特に小規模施設では、診療放射線技師が教

育、物品、線量管理を一体的に運用すること

で、限られた人的資源の中でも効率的な改

善が可能になると考えられる。 
したがって、今後は小規模施設向けに標準

教材、短時間 e-learning、確認テスト、管理
区域一時立入りフロー、防護具点検チェッ

クリスト等をパッケージ化し、診療放射線

技師会や中核施設が支援する仕組みを構築

することが、施設規模による格差縮小に有

効である。 
E．結論 
令和 7 年度の継続研究では、前年度に実

施した全国調査結果をもとに病院規模別の

詳細分析と小規模病院ヒアリングを行い、

施設規模による放射線防護教育・管理体制

の差異を明らかにした。小規模施設では、研

修実施自体は一定程度確保されていたもの

の、教育基盤、線量管理措置、防護物品整備、

眼防護運用に課題が認められた。一方で、診
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た。小規模施設でも定期研修の実施率は高

かったが、配信基盤の整備が不十分であり、

外部教材や個人努力に依存しやすい構造が

認められた。 
また、管理区域への一時立入り措置、水晶体
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研究要旨 

令和 7 年度（2025 年度）においては、今後の看護教育における放射線関連業務に係る教

育内容の充実を図るとともに、看護専門学校における教育的負担の軽減に資する支援体制

の強化を目的として、放射線教育の実施状況及び教育機関が抱える課題に関する実態調査

を実施した。 

全国 447 施設の看護専門学校を対象として、Google フォームを用いたアンケート調査を

2025 年 7 月に実施し、放射線防護教育の実施状況及び教育機関が抱える課題について把

握した。 

調査は、①看護専門学校の基本情報（4 項目）、②放射線被ばく防止教育の実施状況（10

項目）、③放射線被ばく防止教育に対する関心度及び教育上の不安度等（28 項目）により構

成した。関心度及び不安度については、「非常にそう思う」から「全くそう思わない」までの 6 件

法により評価した。 

その結果、198 施設から回答が得られ、回答率は 44.3％であった。講義は約 75％の施設

において実施されている一方で、演習の導入は 12.6％にとどまっていた。 

また、放射線防護教育を実施している施設における講義及び演習の実施時間について

は、1 コマ（90 分）未満の割合が講義で 64.9％、演習で 80.0％であった。 

主な課題として、教材不足、指導方法の未整備及び予算確保の困難さが確認された。今

後は、教材提供や専門職派遣等の支援体制の整備により、演習を含む放射線防護教育の普

及及び質的向上を図る必要がある。 
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図 3. 講義内容 

 

 

図 4. 演習内容 

 

放放射射線線被被ばばくく防防止止教教育育にに関関すするる認認識識 

看護教育における各項目の重要度評価の

結果、公衆被ばくに関する重要度は他の項目

と比較して低い傾向が認められた（図 5）。 

また、教育上の課題としては、教員の確保、

教材不足、演習方法、予算確保及び学生の理

解度が挙げられたが、特に教材不足、演習方

法及び予算確保が主要な課題として抽出され

た（図 6）。 

 

図 5. 看護教育における重要度 

 

図 6. 看護教育における困難点 

 

D. 考察 
近年、看護師は放射線を用いた診療領域に

おいて、血管内治療の介助、消化器系検査・

治療、CT 検査時の静脈路確保等、多様な役

割を担うことが求められている。しかしながら、

放射線領域に関する教育機会は十分とは言え

ず、知識不足に起因する不安が指摘されてい

る[1][2]。こうした状況を踏まえ、厚生労働省に

おいて教育内容の見直しが行われ[3]、制度改

正が実施されている[4]。さらに、放射線教育の

実施状況については、全学生に対して十分に

実施できている施設が限定的であることが報告

されている[5]。2022 年度以降の新カリキュラム

においては、「放射線の被ばく防止策の実施」

が演習・実習項目として明確に位置付けられた

ことは重要な進展である[6]。 

しかしながら、教育課程の過密化により、教

育時間の確保が困難であり、特に演習の導入

が進んでいない実態が明らかとなった。本調査

においても、講義は一定程度実施されているも

のの、演習導入率は低水準にとどまっている。 

主たる課題としては、①教材の不足、②指導

方法の未整備、③予算確保の困難性が挙げら

れる。また、看護専門学校においては教育内

容の標準化が十分に図られていない点も課題

である[7]。 

これらを踏まえ、今後は以下の対応が必要

である。 
 

 

A. 研究目的 
看護教育においては、放射線被ばくに関す

る適切な理解の涵養が求められているが、実

際の看護専門学校においては当該教育が十

分に実施されていない可能性が指摘されてい

る。一方で、カリキュラム改正に伴う単位数の増

加により、3 年間の教育課程は一層過密化して

いる状況にある。 

本研究は、今後の看護教育における放射線

関連業務に係る教育内容の充実及び教育的

負担の軽減に資する支援体制の強化を目的と

して、放射線教育の実施状況及び教育機関が

抱える課題の実態を把握し、その現状を明らか

にすることを目的とするものである。 

 

B. 研究方法 
本研究は、日本看護学校協議会の協力を

得て、全国の看護専門学校 447 施設を対象と

してアンケート調査を実施したものである。  

調査は、同協議会のメーリングリストを通じて

依頼文及び調査URL を送付し、Google フォー

ムにより回答を収集した。調査期間は2025年7

月 1 日から 7 月 31 日までの 1 か月間とした。 

調査項目は以下のとおりである。 
・看護専門学校の基本情報（4 項目） 

・放射線被ばく防止教育の実施状況（10 項目） 

・放射線被ばく防止教育に対する関心度及び   

教育上の不安度等（28 項目） 

関心度及び不安度については、6 件法により

評価を行った。 

 

C. 研究結果  
全国 447 施設を対象としたアンケート調査の

結果、198 施設から回答が得られ、回答率は

44.3％であった。 

 

放放射射線線被被ばばくく防防止止教教育育のの実実施施状状況況  

放射線防護教育の実施状況については、講

義及び演習の双方を実施している施設は

12.6％（25 施設）であった。講義のみを実施し

ている施設は 62.1％（123 施設）、講義及び演

習ともに実施していない施設は 25.3％（50 施

設）であった（図 1）。 

 

図 1. 放射線被ばく防護教育の実施率 

 

また、放射線防護教育を実施している施設

における講義及び演習の実施時間については、

1 コマ（90 分）未満の割合が講義で 64.9％、演

習で 80.0％であった（図 2）。 

 

図 2. 講義・演習の実施時間 

 

講義内容については、健康影響、被ばく低

減の三原則、安全管理及び放射線機器に関

する内容が 80％以上の施設で実施されていた。

一方、医療被ばくは 70.3％、職業被ばくは

52.0％、公衆被ばくは 22.3％であった。（図 3）。   

演習内容については、放射線防護衣の取り

扱いが 92％（23 施設）と最も多く、次いで放射

線防護メガネ（48％）、個人線量計の装着

（40％）、サーベイメータによる測定（36％）、被

ばく防止の実践（16％）であった（図 4）。 
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減の三原則、安全管理及び放射線機器に関

する内容が 80％以上の施設で実施されていた。

一方、医療被ばくは 70.3％、職業被ばくは

52.0％、公衆被ばくは 22.3％であった。（図 3）。   

演習内容については、放射線防護衣の取り

扱いが 92％（23 施設）と最も多く、次いで放射

線防護メガネ（48％）、個人線量計の装着

（40％）、サーベイメータによる測定（36％）、被

ばく防止の実践（16％）であった（図 4）。 
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研究要旨 

本研究は、医療放射線業務に従事する医師（整形外科医および脳神経外科医）を対象と

して、放射線皮膚障害とされる黒色の爪甲色素線条の実態を明らかにすることを目的に、放

射線業務に従事する集団に対し、学会会場における現地調査を実施した。 
方法として、第 40 回日本脊髄外科学会（NSJ）、第 51 回日本整形外傷学会学術集会

（JOTA）、Spine Week Japan 2025（SWJ）、第 41 回日本脳神経血管内治療学会学術集会
（JSNET）の 4 学会において、両手背・手掌、第 1 指間腔および各指爪を含む 7 種類の皮膚
写真を撮影した。爪については偏光、非偏光、近紫外線画像を取得し、後日、皮膚科専門医

が画像解析を行った。本報告では、黒色爪甲色素線条の有無を主要評価項目とした。 
その結果、黒色爪甲色素線条の頻度は整形外科医で高く、脳神経外科医ではサンプル数

が限られているものの、低い傾向を認めた。いずれの集団でも第 1 指優位の分布を示した
が、整形外科医では他指を含めた広範な分布が認められ、特に JOTAでは 50歳代および 60
歳代で高頻度であった。一方、脳神経外科医では第 1指、第 2指に限局する傾向がみられ、
年齢分布も比較的限定的であった。これらの差異は、線源近傍での手技頻度や対象部位の

違いによる散乱線曝露状況の差を反映している可能性が示唆された。 

 
 

第一に、共通教材及び演習キットの整備・ 

普及による教育環境の均てん化。 

第二に、診療放射線技師等の専門職との

連携による実践的教育体制の構築。 

第三に、カリキュラム上の明確な位置付け 

を含む制度的整備の推進。 

 

E．結論 

本研究の結果から、本研究により、看護専

門学校における放射線防護教育は講義を中

心として一定程度実施されている一方で、演

習の実施は限定的であることが明らかとなっ

た。 

また、教材不足、指導方法の未整備及び

予算確保の困難性が主要な課題として確認さ

れた。 

今後は、教材提供、専門人材の活用及び

制度的整備を含む包括的な支援体制の構築

により、演習を含む放射線防護教育の普及及

び質的向上を図ることが求められる。 

 

[1] 森島 他:看護師の放射線に対する知識
の現状および放射線教育の重要性―

500 床規模の医療機関に勤務する看護
師を対象としたアンケート調査―;日本
放射線技術学会雑誌,第 68巻,第 10
号,pp.1373–1379,(2012年): 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrt
/68/10/68_2012_JSRT_68.10.1373/_pd
f/-char/ja  
（参照日：2025年 9月 29日） 

[2] 森島 他:看護学生の放射線に関する意
識調査からみた放射線教育の重要性;日
本放射線安全管理学会誌 第 13巻 第 2
号,(2014年): 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrs
m/13/2/13_173/_pdf  
（参照日：2025年 9月 29日） 

[3] 看護基礎教育検討会報告書，厚生労働
省，(令和元年 10月 15日): 
https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/
000557411.pdf  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[4] 公益社団法人日本看護協会ホームペー
ジ 教育制度: 
https://www.nurse.or.jp/nursing/4th_year/in
dex.html  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[5] 石橋:”71種類の技術項目を学内で教え
るための演習支援教材を活用した学内

演習 第 3回放射線キット使用の演習”;
看護展望，Vol.48，No.8 ，pp.50-
54,(2023年) 
（参照日：2025年 8月 17日） 

[6] 看護師等養成所の運営に関する指導ガ
イドライン，厚生労働省：

https://www.mhlw.go.jp/kango_kyouiku/_fi
le/1.pdf  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[7] 看護学教育モデル・コア・カリキュラ
ム【資質・能力】, 文部科学省,令和 6
年： 

https://www.mext.go.jp/content/20250324-
mxt_igaku-000040938_4.pdf  
（参照日：2025年 9月 29日） 

 

F．論文報告     
なし 

 
G. 研究発表   
  なし 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 



─ 32 ─ ─ 33 ─

 
 

令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  

 

44 学学会会横横断断調調査査にによよるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの爪爪甲甲色色素素線線条条のの頻頻度度解解析析  

  

  
研究分担者  中山 文明 （国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構  

放射線医学研究所 放射線規制科学研究部） 

盛武 敬 （国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構  

放射線医学研究所 放射線規制科学研究部・部長） 

喜多村 紘子（量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 

                 放射線規制科学研究部 リスク評価グループ・ 

グループリーダー） 

古渡 意彦（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構  

放射線医学研究所 計測・線量評価部物理線量評価グループ・ 

グループリーダー） 

研究協力者  平井 悠大、齊藤柚季、松崎 賢 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所  

放射線規制科学研究部） 

研究要旨 

本研究は、医療放射線業務に従事する医師（整形外科医および脳神経外科医）を対象と

して、放射線皮膚障害とされる黒色の爪甲色素線条の実態を明らかにすることを目的に、放

射線業務に従事する集団に対し、学会会場における現地調査を実施した。 
方法として、第 40 回日本脊髄外科学会（NSJ）、第 51 回日本整形外傷学会学術集会

（JOTA）、Spine Week Japan 2025（SWJ）、第 41 回日本脳神経血管内治療学会学術集会
（JSNET）の 4 学会において、両手背・手掌、第 1 指間腔および各指爪を含む 7 種類の皮膚
写真を撮影した。爪については偏光、非偏光、近紫外線画像を取得し、後日、皮膚科専門医

が画像解析を行った。本報告では、黒色爪甲色素線条の有無を主要評価項目とした。 
その結果、黒色爪甲色素線条の頻度は整形外科医で高く、脳神経外科医ではサンプル数

が限られているものの、低い傾向を認めた。いずれの集団でも第 1 指優位の分布を示した
が、整形外科医では他指を含めた広範な分布が認められ、特に JOTAでは 50歳代および 60
歳代で高頻度であった。一方、脳神経外科医では第 1指、第 2指に限局する傾向がみられ、
年齢分布も比較的限定的であった。これらの差異は、線源近傍での手技頻度や対象部位の

違いによる散乱線曝露状況の差を反映している可能性が示唆された。 

 
 

第一に、共通教材及び演習キットの整備・ 

普及による教育環境の均てん化。 

第二に、診療放射線技師等の専門職との

連携による実践的教育体制の構築。 

第三に、カリキュラム上の明確な位置付け 

を含む制度的整備の推進。 

 

E．結論 

本研究の結果から、本研究により、看護専

門学校における放射線防護教育は講義を中

心として一定程度実施されている一方で、演

習の実施は限定的であることが明らかとなっ

た。 

また、教材不足、指導方法の未整備及び

予算確保の困難性が主要な課題として確認さ

れた。 

今後は、教材提供、専門人材の活用及び

制度的整備を含む包括的な支援体制の構築

により、演習を含む放射線防護教育の普及及

び質的向上を図ることが求められる。 

 

[1] 森島 他:看護師の放射線に対する知識
の現状および放射線教育の重要性―

500 床規模の医療機関に勤務する看護
師を対象としたアンケート調査―;日本
放射線技術学会雑誌,第 68巻,第 10
号,pp.1373–1379,(2012年): 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrt
/68/10/68_2012_JSRT_68.10.1373/_pd
f/-char/ja  
（参照日：2025年 9月 29日） 

[2] 森島 他:看護学生の放射線に関する意
識調査からみた放射線教育の重要性;日
本放射線安全管理学会誌 第 13巻 第 2
号,(2014年): 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrs
m/13/2/13_173/_pdf  
（参照日：2025年 9月 29日） 

[3] 看護基礎教育検討会報告書，厚生労働
省，(令和元年 10月 15日): 
https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/
000557411.pdf  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[4] 公益社団法人日本看護協会ホームペー
ジ 教育制度: 
https://www.nurse.or.jp/nursing/4th_year/in
dex.html  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[5] 石橋:”71種類の技術項目を学内で教え
るための演習支援教材を活用した学内

演習 第 3回放射線キット使用の演習”;
看護展望，Vol.48，No.8 ，pp.50-
54,(2023年) 
（参照日：2025年 8月 17日） 

[6] 看護師等養成所の運営に関する指導ガ
イドライン，厚生労働省：

https://www.mhlw.go.jp/kango_kyouiku/_fi
le/1.pdf  
（参照日：2025年 8月 17日） 

[7] 看護学教育モデル・コア・カリキュラ
ム【資質・能力】, 文部科学省,令和 6
年： 

https://www.mext.go.jp/content/20250324-
mxt_igaku-000040938_4.pdf  
（参照日：2025年 9月 29日） 

 

F．論文報告     
なし 

 
G. 研究発表   
  なし 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 



─ 34 ─

 
 

男性 96.0%）が主たる参加者であった（表 1）。 
表 2 に NSJ における脳神経外科医の黒色

の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、50
名中 9名（18.0%）に認められ、指別の出現
頻度では左第 1指が 50名中 4名（8.0%）と
最多であった。一方で、右第 3–5指および左
第 3、5 指には所見を認めなかった。また、
年齢別では 40 歳代が 17 名中 6 名（35.3%）
と最も多く、次いで 50 歳代 11 名中 2 名
（18.2%）、30歳代 19名中 1名（5.3%）の順
であった。 
 
JSNETににおおけけるる調調査査結結果果 

JSNETでは 84名の調査を実施した。この
うち、脳神経外科医 59名（平均年齢 47.1歳、
男性 83.1％）が主たる参加者であった（表 1）。 
表 3に JSNETにおける脳神経外科医の黒

色の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、59
名中 3名（5.1%）に認められ、指別の出現頻
度では右第 1指、左第 1指、左第 2指に各 1
名（それぞれ 1.7%）であった。一方で、右
第 2–5 指および左第 3–5 指には所見を認め
なかった。また、年齢層別では 40歳代で 18
名中 2名（11.1%）と最も多く、次いで 30歳
代で 13名中 1名（7.7%）であった。 
 
JOTAににおおけけるる調調査査結結果果 

JOTAでは 155名の調査を実施した。この
うち、整形外科医が 152 名（平均年齢 47.0
歳、男性 93.4％）と主たる参加者であった
（表 1）。 
表 4 に JOTA における整形外科医の黒色

の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、152
名中 71名（46.7%）に認められた。指別の出
現頻度では右第 1指（11.8%）が最多となり、

次いで左第 1 指（9.9%）、右第 3 指（7.2%）
であった。一方で、左第 3指は 1.3%、右第
5 指および左第 5 指では各 0.7%と少数であ
った。また、年齢層別では 60 歳代で 24 名
中 20名（83.3%）と最も多く、次いで 50歳
代で 40名中 25名（62.5%）、30歳代で 34名
中 11 名（32.4%）、40 歳代で 48 名中 13 名
（27.1%）、20歳代で 6名中 2名（33.3%）の
順であった。 
 
SWJににおおけけるる調調査査結結果果 

SWJ では 133 名の調査を実施した。この
うち、整形外科医が 120 名（平均年齢 46.8
歳、男性 98.3％）と主たる参加者であった
（表 1）。 
表 5に SWJにおける整形外科医の黒色の
爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。黒

色の爪甲色素線条の有無については、120名
中 41名（34.2%）に認められた。指別の出現
頻度では右第 1 指（26.7%）が最多となり、
次いで左第 1指（13.3%）、右第 2指（7.5%）
であった。一方で、右第 4指および左第 5指
は各 2.5%、右第 5指は 1.7%と少数であった。
また、年齢層別では 70 歳代で 2 名中 2 名
（100%）と最も多く、次いで 40 歳代で 40
名中 18名（45.0%）、60歳代で 13名中 4名
（30.8%）、50歳代で 32名中 9名（28.1%）、
30歳代で 33名中 8名（24.2%）の順であり、
20歳代は該当例がなかった。 

 

 

 

 

 
 

A. 研究目的 
放射線業務に従事する医療従事者は、患

者の診療の中で被ばくすることが懸念され

る。なかでも高い放射線被ばくが想定され

る整形外科領域の医師は、水晶体だけでな

く手の疾患について注目されている[1]。そ
のため、これらを電離放射線障害防止規則

（以下、電離則）の健康診断で適切に診察し、

管理することが望まれる。 
しかしながら、「放射線業務従事者に対す

る健康診断のあり方に関する検討」による

と、皮膚健診を全員に実施している医療施

設は、実効線量 5mSv/年超の群で 61％、
5mSv/年以下の群で 8％、線量による区分を
行っていない施設でも 53％にとどまってい
る[2]。すなわち、いずれの区分においても一
定数の施設で皮膚健診が省略されている。

さらに、省略する理由として「被ばく線量が

低い」が 63％を占めている[2]。しかし、
Matsuzakiらの報告によれば、個人線量計の
装着率は 64.6-77.9％であり、整形外科医の
装着率は 11.3-35.4%とほとんど装着されて
いない状況である[3]。すなわち、線量で区分
しても、その線量自体が正しい線量である

とはいえず、結果、電離則健診では見逃され

ている手の疾患が多数ある可能性がある。 
そこで本研究では、医療従事者のなかで

も特に高い放射線被ばくが想定される医師

を対象として、放射線皮膚障害の実態を明

らかにすることを目的とした調査を行った。 

 

B. 研究方法 
本研究は、国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構（QST）の倫理審査委員会の
承認を得て実施した（承認番号：N24-020）。
各学会会場において調査ブースを設置し、

研究の目的および内容、研究参加の任意性

および不参加による不利益がないことを説

明し、同意が得られた者を対象に実施した。

撮影および情報収集は統一手順に基づいて

行い、取得したデータは匿名化して管理し

た。なお、本研究は「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針」に準拠し

て実施した。 
医療従事者に生じうる放射線皮膚障害に

おける所見として認識される手指・爪にお

ける変化の検出に焦点を当て、調査を実施

した。本年度は、整形外科関連および脳神経

外科関連の 4学会（第 40回日本脊髄外科学
会（以下、NSJ）、第 51回日本整形外傷学会
学術集会（以下、JOTA）、Spine Week Japan 
2025（以下、SWJ）、第 41回日本脳神経血管
内治療学会学術集会（以下、JSNET））にお
いて、皮膚障害に関する現地調査を実施し

た。 
調査では①両手背全体像、②両手掌全体

像、③右（左）手背全体像、④右（左）手
掌全体像、⑤右（左）第 1 指間腔、⑥第 1
指弱拡大、⑦右（左）の各爪、全７種類の皮
膚写真を撮影した。なお、爪の写真に関して

は、偏光画像、非偏光画像、近UV（Ultraviolet）
画像の 3種類の画像を取得した。また、対象
者の補足情報として、皮膚科専門医および

写真撮影者が気になる箇所、もしくは対象

者が気になる箇所を抽出し、記録に留めた。

この補足情報と撮影した皮膚写真をもとに、

後日、皮膚科専門医による詳細な画像解析

が行われた。 
本報告では、皮膚科専門医が行った画像

解析のうち、黒色の爪甲色素線条の有無に

ついてまとめた。 

 

C. 研究結果  
NSJににおおけけるる調調査査結結果果 

NSJでは 67名の調査を実施した。このう
ち、脳神経外科医 50名（平均年齢 43.6歳、
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男性 96.0%）が主たる参加者であった（表 1）。 
表 2 に NSJ における脳神経外科医の黒色

の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、50
名中 9名（18.0%）に認められ、指別の出現
頻度では左第 1指が 50名中 4名（8.0%）と
最多であった。一方で、右第 3–5指および左
第 3、5 指には所見を認めなかった。また、
年齢別では 40 歳代が 17 名中 6 名（35.3%）
と最も多く、次いで 50 歳代 11 名中 2 名
（18.2%）、30歳代 19名中 1名（5.3%）の順
であった。 
 
JSNETににおおけけるる調調査査結結果果 

JSNETでは 84名の調査を実施した。この
うち、脳神経外科医 59名（平均年齢 47.1歳、
男性 83.1％）が主たる参加者であった（表 1）。 
表 3に JSNETにおける脳神経外科医の黒

色の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、59
名中 3名（5.1%）に認められ、指別の出現頻
度では右第 1指、左第 1指、左第 2指に各 1
名（それぞれ 1.7%）であった。一方で、右
第 2–5 指および左第 3–5 指には所見を認め
なかった。また、年齢層別では 40歳代で 18
名中 2名（11.1%）と最も多く、次いで 30歳
代で 13名中 1名（7.7%）であった。 
 
JOTAににおおけけるる調調査査結結果果 

JOTAでは 155名の調査を実施した。この
うち、整形外科医が 152 名（平均年齢 47.0
歳、男性 93.4％）と主たる参加者であった
（表 1）。 
表 4 に JOTA における整形外科医の黒色

の爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。

黒色の爪甲色素線条の有無については、152
名中 71名（46.7%）に認められた。指別の出
現頻度では右第 1指（11.8%）が最多となり、

次いで左第 1 指（9.9%）、右第 3 指（7.2%）
であった。一方で、左第 3指は 1.3%、右第
5 指および左第 5 指では各 0.7%と少数であ
った。また、年齢層別では 60 歳代で 24 名
中 20名（83.3%）と最も多く、次いで 50歳
代で 40名中 25名（62.5%）、30歳代で 34名
中 11 名（32.4%）、40 歳代で 48 名中 13 名
（27.1%）、20歳代で 6名中 2名（33.3%）の
順であった。 
 
SWJににおおけけるる調調査査結結果果 

SWJ では 133 名の調査を実施した。この
うち、整形外科医が 120 名（平均年齢 46.8
歳、男性 98.3％）と主たる参加者であった
（表 1）。 
表 5に SWJにおける整形外科医の黒色の

爪甲色素線条の出現頻度の内訳を示す。黒

色の爪甲色素線条の有無については、120名
中 41名（34.2%）に認められた。指別の出現
頻度では右第 1 指（26.7%）が最多となり、
次いで左第 1指（13.3%）、右第 2指（7.5%）
であった。一方で、右第 4指および左第 5指
は各 2.5%、右第 5指は 1.7%と少数であった。
また、年齢層別では 70 歳代で 2 名中 2 名
（100%）と最も多く、次いで 40 歳代で 40
名中 18名（45.0%）、60歳代で 13名中 4名
（30.8%）、50歳代で 32名中 9名（28.1%）、
30歳代で 33名中 8名（24.2%）の順であり、
20歳代は該当例がなかった。 

 

 

 

 

 
 

A. 研究目的 
放射線業務に従事する医療従事者は、患

者の診療の中で被ばくすることが懸念され

る。なかでも高い放射線被ばくが想定され

る整形外科領域の医師は、水晶体だけでな

く手の疾患について注目されている[1]。そ
のため、これらを電離放射線障害防止規則

（以下、電離則）の健康診断で適切に診察し、

管理することが望まれる。 
しかしながら、「放射線業務従事者に対す

る健康診断のあり方に関する検討」による

と、皮膚健診を全員に実施している医療施

設は、実効線量 5mSv/年超の群で 61％、
5mSv/年以下の群で 8％、線量による区分を
行っていない施設でも 53％にとどまってい
る[2]。すなわち、いずれの区分においても一
定数の施設で皮膚健診が省略されている。

さらに、省略する理由として「被ばく線量が

低い」が 63％を占めている[2]。しかし、
Matsuzakiらの報告によれば、個人線量計の
装着率は 64.6-77.9％であり、整形外科医の
装着率は 11.3-35.4%とほとんど装着されて
いない状況である[3]。すなわち、線量で区分
しても、その線量自体が正しい線量である

とはいえず、結果、電離則健診では見逃され

ている手の疾患が多数ある可能性がある。 
そこで本研究では、医療従事者のなかで

も特に高い放射線被ばくが想定される医師

を対象として、放射線皮膚障害の実態を明

らかにすることを目的とした調査を行った。 

 

B. 研究方法 
本研究は、国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構（QST）の倫理審査委員会の
承認を得て実施した（承認番号：N24-020）。
各学会会場において調査ブースを設置し、

研究の目的および内容、研究参加の任意性

および不参加による不利益がないことを説

明し、同意が得られた者を対象に実施した。

撮影および情報収集は統一手順に基づいて

行い、取得したデータは匿名化して管理し

た。なお、本研究は「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針」に準拠し

て実施した。 
医療従事者に生じうる放射線皮膚障害に

おける所見として認識される手指・爪にお

ける変化の検出に焦点を当て、調査を実施

した。本年度は、整形外科関連および脳神経

外科関連の 4学会（第 40回日本脊髄外科学
会（以下、NSJ）、第 51回日本整形外傷学会
学術集会（以下、JOTA）、Spine Week Japan 
2025（以下、SWJ）、第 41回日本脳神経血管
内治療学会学術集会（以下、JSNET））にお
いて、皮膚障害に関する現地調査を実施し

た。 
調査では①両手背全体像、②両手掌全体
像、③右（左）手背全体像、④右（左）手
掌全体像、⑤右（左）第 1 指間腔、⑥第 1
指弱拡大、⑦右（左）の各爪、全７種類の皮
膚写真を撮影した。なお、爪の写真に関して

は、偏光画像、非偏光画像、近UV（Ultraviolet）
画像の 3種類の画像を取得した。また、対象
者の補足情報として、皮膚科専門医および

写真撮影者が気になる箇所、もしくは対象

者が気になる箇所を抽出し、記録に留めた。

この補足情報と撮影した皮膚写真をもとに、

後日、皮膚科専門医による詳細な画像解析

が行われた。 
本報告では、皮膚科専門医が行った画像

解析のうち、黒色の爪甲色素線条の有無に

ついてまとめた。 

 

C. 研究結果  
NSJににおおけけるる調調査査結結果果 

NSJでは 67名の調査を実施した。このう
ち、脳神経外科医 50名（平均年齢 43.6歳、
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表 1 研究対象者の内訳（脳神経外科医および整形外科医） 

 脳神経外科医  整形外科医 

 NSJ (n = 50) JSNET (n = 59)  JOTA (n = 152) SWJ (n = 120) 

平均年齢 ± 標準偏差 43.6 ± 10.4 47.1 ± 9.3  47.0 ± 10.3 46.8 ± 9.9 
男性人数 (%) 48 (96.0) 49 (83.1)  142 (93.4) 118 (98.3) 

    

診診療療科科別別比比較較 
黒色の爪甲色素線条の出現頻度は、脳神

経外科医群に比べ、整形外科医群で高い傾

向を示した。各年代別にみても整形外科医

群で高い傾向を示した。指別分布は全群に

共通して第 1 指優位であったが、脳神経外
科医群では主として第 1 指から第 2 指に偏
在し分布は限定的であったのに対し、整形

外科医群では第 2 指・第 3 指を含め、より
広範囲に分布する傾向を認めた。 
 
同同一一診診療療科科比比較較 
脳神経外科医群内では、サンプル数が限

られているため慎重な解釈を要するが、NSJ
は JSNETに比して高い傾向を示した。年齢
層も NSJでは 40および 50歳代に分布する
のに対し、JSNET では 30 および 40 歳代に
限局し、50 歳代以上では認めなかった。指
別分布はいずれも第 1 指優位であったが、
NSJ では第 2 指や第 4 指にも分布を認めた
のに対し、JSNET ではほぼ第 1 指に限局し
ていた。 
整形外科医群内では、各年代別にみても

JOTA は SWJ に比して高い傾向を示した。
例えば 50歳代では JOTA 62.5%、SWJ 28.1%
であった。JOTAでは 50および 60歳代に高
頻度であったのに対し、SWJ では 30 歳代、
40 歳代、50 歳代および 60 歳代の各年代に
おいて大きな偏りなく分布した。指別分布

は両群とも第 1 指優位であり、その他の指
では左右に比較的均等に分布していた。 

 

 

D. 考察 
土方らは脊椎外科医を対象とした調査に

おいて、手指の被ばく機会が多い群ほど爪

甲色素線条を含む慢性手部炎症の有病率が

高く、とくに透視室での被ばく機会が多い

群では最少群の約 3 倍に増加することを示
している[1]。また、爪甲色素線条や手湿疹は
放射線による慢性皮膚炎症の指標となり得

ると位置づけられている[1]。これらの知見
と本研究結果の一致は、黒色の爪甲色素線

条が職業性放射線被ばくの累積影響を反映

する所見である可能性を示唆する。 
本調査から、黒色の爪甲色素線条は第 1–

3 指に優位に分布することが明らかとなっ
た。この結果は Hijikataらの報告[1]と一致し
ており、手指被ばくの機会が多い医師に特

徴的な分布を反映している可能性が示唆さ

れる。また、各年代別の出現頻度をみると、

40 歳代以上において出現頻度が高い傾向を
認めた。この傾向は、職業上の手技経験の蓄

積に伴う累積被ばくの影響を反映している

可能性がある。一方で、高齢層ではサンプル

数が限られており、解釈には注意を要する。

以上より、中〜高年齢層の医師においては、

手指皮膚所見の変化を見逃さないためにも、

必要に応じて皮膚科専門医による詳細な評

価を行うことが望まれる。
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表 1 研究対象者の内訳（脳神経外科医および整形外科医） 

 脳神経外科医  整形外科医 

 NSJ (n = 50) JSNET (n = 59)  JOTA (n = 152) SWJ (n = 120) 

平均年齢 ± 標準偏差 43.6 ± 10.4 47.1 ± 9.3  47.0 ± 10.3 46.8 ± 9.9 
男性人数 (%) 48 (96.0) 49 (83.1)  142 (93.4) 118 (98.3) 

    

診診療療科科別別比比較較 
黒色の爪甲色素線条の出現頻度は、脳神

経外科医群に比べ、整形外科医群で高い傾

向を示した。各年代別にみても整形外科医

群で高い傾向を示した。指別分布は全群に

共通して第 1 指優位であったが、脳神経外
科医群では主として第 1 指から第 2 指に偏
在し分布は限定的であったのに対し、整形

外科医群では第 2 指・第 3 指を含め、より
広範囲に分布する傾向を認めた。 
 
同同一一診診療療科科比比較較 
脳神経外科医群内では、サンプル数が限

られているため慎重な解釈を要するが、NSJ
は JSNETに比して高い傾向を示した。年齢
層も NSJでは 40および 50歳代に分布する
のに対し、JSNET では 30 および 40 歳代に
限局し、50 歳代以上では認めなかった。指
別分布はいずれも第 1 指優位であったが、
NSJ では第 2 指や第 4 指にも分布を認めた
のに対し、JSNET ではほぼ第 1 指に限局し
ていた。 
整形外科医群内では、各年代別にみても

JOTA は SWJ に比して高い傾向を示した。
例えば 50歳代では JOTA 62.5%、SWJ 28.1%
であった。JOTAでは 50および 60歳代に高
頻度であったのに対し、SWJ では 30 歳代、
40 歳代、50 歳代および 60 歳代の各年代に
おいて大きな偏りなく分布した。指別分布

は両群とも第 1 指優位であり、その他の指
では左右に比較的均等に分布していた。 

 

 

D. 考察 
土方らは脊椎外科医を対象とした調査に

おいて、手指の被ばく機会が多い群ほど爪

甲色素線条を含む慢性手部炎症の有病率が

高く、とくに透視室での被ばく機会が多い

群では最少群の約 3 倍に増加することを示
している[1]。また、爪甲色素線条や手湿疹は
放射線による慢性皮膚炎症の指標となり得

ると位置づけられている[1]。これらの知見
と本研究結果の一致は、黒色の爪甲色素線

条が職業性放射線被ばくの累積影響を反映

する所見である可能性を示唆する。 
本調査から、黒色の爪甲色素線条は第 1–

3 指に優位に分布することが明らかとなっ
た。この結果は Hijikataらの報告[1]と一致し
ており、手指被ばくの機会が多い医師に特

徴的な分布を反映している可能性が示唆さ

れる。また、各年代別の出現頻度をみると、

40 歳代以上において出現頻度が高い傾向を
認めた。この傾向は、職業上の手技経験の蓄

積に伴う累積被ばくの影響を反映している

可能性がある。一方で、高齢層ではサンプル

数が限られており、解釈には注意を要する。

以上より、中〜高年齢層の医師においては、

手指皮膚所見の変化を見逃さないためにも、

必要に応じて皮膚科専門医による詳細な評

価を行うことが望まれる。
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黒色の爪甲色素線条は両診療科に共通し

て第 1 指優位の分布を示す一方、整形外科
医群において頻度が高く、分布範囲および

年齢分布がより広い傾向を示した。この差

異は放射線業務時の術者立ち位置の違いに

よる可能性がある。すなわち整形外科領域

では、術者が X 線管近傍で四肢・体幹の施
術を行う機会が多く、手指が散乱線場に直

接曝露されやすい。一方、脳神経外科領域で

は穿刺部位が実際の術野から離れているこ

とが多く、術野と線源の位置関係から手指

の直接曝露は相対的に少ないと考えられる。

これらの曝露状況の差が、分布および頻度

の差として、反映された可能性がある。 
同一診療科内においても、黒色の爪甲色

素線条の頻度、分布範囲、および年齢分布に

は差異が認められ、対象部位への照射線量

の影響が示唆された。脳神経外科医内では、

JSNET は脳血管内治療を主とする集団であ
り、透視は頭部を対象とする比較的低い照

射条件が中心であるのに対し、NSJは脊椎関
連手技が主体で体幹部への照射が必要とな

るため、手指散乱線量が大きくなる可能性

がある。同様に整形外科医内では、JOTAが
四肢手技中心、SWJ は体幹手技中心と対象
部位が異なり、いずれも線源近傍での操作

という点は共通しているものの、対象部位

への照射条件の差が黒色爪甲色素線条の頻

度差に反映された可能性が考えられた。 
本研究は、黒色の爪甲色素線条が特定の

診療科において高頻度に認められることを

明らかにしたが、本結果は対象とした学会

に依存した可能性も否定できない。すなわ

ち、今回検討した診療科以外にも、同様ある

いはそれ以上に手指被ばくリスクの高い集

団が存在する可能性があり、今後は対象学

会を拡大し、未同定のハイリスクグループ

を探索する必要がある。 

また、本研究の実施過程において、学会と

いう場での調査活動そのものが、単なるデ

ータ収集にとどまらず、医師に対して放射

線被ばくや皮膚障害の実態を認識させる契

機となることが示唆された。さらに、調査と

並行してシンポジウムやパネルディスカッ

ションを併設することで、参加者の関心が

高まり、より効果的な教育的介入となる可

能性があることも示された。 
加えて、皮膚所見に基づく調査は、個々の

医師のみならず、学会運営層や医療機関の

経営層にも強く訴求する特徴を有しており、

組織的な放射線防護教育や安全管理体制の

構築へと発展する可能性が示唆された。実

際に、本研究に関連する調査活動が契機と

なり、学会からの招聘や議論の場の創出に

つながった事例も認められた。 
以上より、黒色の爪甲色素線条の調査は、

職業被ばくの実態把握に加え、教育的・組

織的介入の手段としても有用であると考え

られる。今後は、対象領域の拡大とともに、

調査と教育を統合したアプローチを継続的

に実施することが重要である。 
 
E．結論 
黒色爪甲色素線条は、医療放射線業務に

伴う手指被ばくの影響を反映する可能性が

あり、その頻度および分布は診療科や手技

特性に応じた曝露状況の違いを示している

と考えられた。特に、整形外科医のように X
線管近傍での操作機会が多い集団では、高

頻度かつ広範な分布を示す傾向が示唆され、

職業性手指被ばく評価の臨床的指標となり

得る可能性がある。 
さらに、本研究で用いた皮膚所見に基づ

く調査は、被ばく実態の可視化を通じて医

師の認識を高める教育的意義を有し、学会

という場での実施は個人レベルのみならず
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黒色の爪甲色素線条は両診療科に共通し

て第 1 指優位の分布を示す一方、整形外科
医群において頻度が高く、分布範囲および

年齢分布がより広い傾向を示した。この差

異は放射線業務時の術者立ち位置の違いに

よる可能性がある。すなわち整形外科領域

では、術者が X 線管近傍で四肢・体幹の施
術を行う機会が多く、手指が散乱線場に直

接曝露されやすい。一方、脳神経外科領域で

は穿刺部位が実際の術野から離れているこ

とが多く、術野と線源の位置関係から手指

の直接曝露は相対的に少ないと考えられる。

これらの曝露状況の差が、分布および頻度

の差として、反映された可能性がある。 
同一診療科内においても、黒色の爪甲色

素線条の頻度、分布範囲、および年齢分布に

は差異が認められ、対象部位への照射線量

の影響が示唆された。脳神経外科医内では、

JSNET は脳血管内治療を主とする集団であ
り、透視は頭部を対象とする比較的低い照

射条件が中心であるのに対し、NSJは脊椎関
連手技が主体で体幹部への照射が必要とな

るため、手指散乱線量が大きくなる可能性

がある。同様に整形外科医内では、JOTAが
四肢手技中心、SWJ は体幹手技中心と対象
部位が異なり、いずれも線源近傍での操作

という点は共通しているものの、対象部位

への照射条件の差が黒色爪甲色素線条の頻

度差に反映された可能性が考えられた。 
本研究は、黒色の爪甲色素線条が特定の

診療科において高頻度に認められることを

明らかにしたが、本結果は対象とした学会

に依存した可能性も否定できない。すなわ

ち、今回検討した診療科以外にも、同様ある

いはそれ以上に手指被ばくリスクの高い集

団が存在する可能性があり、今後は対象学

会を拡大し、未同定のハイリスクグループ

を探索する必要がある。 

また、本研究の実施過程において、学会と

いう場での調査活動そのものが、単なるデ

ータ収集にとどまらず、医師に対して放射

線被ばくや皮膚障害の実態を認識させる契

機となることが示唆された。さらに、調査と

並行してシンポジウムやパネルディスカッ

ションを併設することで、参加者の関心が

高まり、より効果的な教育的介入となる可

能性があることも示された。 
加えて、皮膚所見に基づく調査は、個々の

医師のみならず、学会運営層や医療機関の

経営層にも強く訴求する特徴を有しており、

組織的な放射線防護教育や安全管理体制の

構築へと発展する可能性が示唆された。実

際に、本研究に関連する調査活動が契機と

なり、学会からの招聘や議論の場の創出に

つながった事例も認められた。 
以上より、黒色の爪甲色素線条の調査は、

職業被ばくの実態把握に加え、教育的・組

織的介入の手段としても有用であると考え

られる。今後は、対象領域の拡大とともに、

調査と教育を統合したアプローチを継続的

に実施することが重要である。 
 
E．結論 
黒色爪甲色素線条は、医療放射線業務に

伴う手指被ばくの影響を反映する可能性が

あり、その頻度および分布は診療科や手技

特性に応じた曝露状況の違いを示している

と考えられた。特に、整形外科医のように X
線管近傍での操作機会が多い集団では、高

頻度かつ広範な分布を示す傾向が示唆され、

職業性手指被ばく評価の臨床的指標となり

得る可能性がある。 
さらに、本研究で用いた皮膚所見に基づ

く調査は、被ばく実態の可視化を通じて医

師の認識を高める教育的意義を有し、学会

という場での実施は個人レベルのみならず
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Ⅰ．分担研究報告 
医療従事者の逆行性線量評価推定における推定モデル構築の試行 

 
研究分担者 古渡 意彦 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 
計測・線量評価部 物理線量評価グループ グループリーダー） 

 
研究要旨 
本分担研究では、高線量被ばくのリスクにさらされ、累積被ばく線量が高いと考えられる

医療従事者の遡及的な被ばく線量の推定手法を検討するモデル構築を試みた。令和６年度

に実施したパラメータ検討では、手技当たりの被ばく線量、年間の手技回数、放射線防護装

備の使用の有無等のパラメータに導入する数値の推定手法について検討を進めた。その結

果として、対数正規分布による推定を行うことで、文献値の示す統計量を非常によく再現す

ることができた。 
令和７年度では、医療従事者の遡及的な被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能とする

推定モデル構築を試行した。医療従事者の累積被ばく線量の遡及的推定手法（逆行性線量推

定法）を開発するため、IVR 医師の眼の水晶体等価線量の適切な推定のために開発された

モデルを拡張し、体幹部等に装着された個人線量計からの測定値がない場合において、遡及

的に被ばく線量を推定するモデルの構築を試みた。その結果、体幹部、眼の水晶体及び手指

の線量について妥当な線量分布を推定した。得られた統計量のうち、各部位の被ばく線量の

中央値を用い、特定手技回数の線量に成功した。 
 
 
Ａ．研究目的 

本研究事業は、医療従事者の被ばく線量

低減に資する放射線教育の在り方について

研究するが、特に医療機関における放射線

被ばく防護に係る教育について包括的に研

究を進めるものである。 

被ばく線量が他の業種と比較して高い医

療の現場において、医療従事者を雇用する

事業者は、電離放射線障害防止規則（以下

「電離則」という。）における労働者の線量

限度の遵守、線量計の装着等の基本的な法

定措置の確実な実施はもとより、国際的な

動向も踏まえて規制を最適化すると共に放

射線業務に従事する労働者の被ばくを可能

な限り低減する管理体制を構築しなければ

ならない。前身の研究班では労働者である

医療従事者の被ばく線量の把握とその低減

に注力して検討を進めてきた。本研究事業

では、より包括的な視点で医療の現場にお

ける放射線防護を俯瞰し、医療従事者の放

射線事故発生に伴う疾病防止及び被ばく線

量低減に資する放射線教育の在り方を提案

するものである。 

本分担研究は、高線量被ばくのリスクに

さらされ、累積被ばく線量が高いと考えら

れる医療従事者の被ばく線量を遡及的に推

定するモデル構築を試みた。昨年度の分担

研究では、当該モデルを開発する際に、どの

 
 

組織的な放射線防護意識の向上にも寄与す

る可能性が示唆された。今後は対象診療科

および学会を拡大し、未同定のハイリスク

集団の探索を進めるとともに、調査と教育

を組み合わせた継続的な介入を行うことが

重要である。 
 
参参考考文文献献 
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研究要旨 

本分担研究では、高線量被ばくのリスクにさらされ、累積被ばく線量が高いと考えられる

医療従事者の遡及的な被ばく線量の推定手法を検討するモデル構築を試みた。令和６年度

に実施したパラメータ検討では、手技当たりの被ばく線量、年間の手技回数、放射線防護装

備の使用の有無等のパラメータに導入する数値の推定手法について検討を進めた。その結

果として、対数正規分布による推定を行うことで、文献値の示す統計量を非常によく再現す

ることができた。 
令和７年度では、医療従事者の遡及的な被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能とする

推定モデル構築を試行した。医療従事者の累積被ばく線量の遡及的推定手法（逆行性線量推

定法）を開発するため、IVR 医師の眼の水晶体等価線量の適切な推定のために開発された

モデルを拡張し、体幹部等に装着された個人線量計からの測定値がない場合において、遡及

的に被ばく線量を推定するモデルの構築を試みた。その結果、体幹部、眼の水晶体及び手指

の線量について妥当な線量分布を推定した。得られた統計量のうち、各部位の被ばく線量の

中央値を用い、特定手技回数の線量に成功した。 
 
 
Ａ．研究目的 

本研究事業は、医療従事者の被ばく線量

低減に資する放射線教育の在り方について

研究するが、特に医療機関における放射線

被ばく防護に係る教育について包括的に研

究を進めるものである。 

被ばく線量が他の業種と比較して高い医

療の現場において、医療従事者を雇用する

事業者は、電離放射線障害防止規則（以下

「電離則」という。）における労働者の線量

限度の遵守、線量計の装着等の基本的な法

定措置の確実な実施はもとより、国際的な

動向も踏まえて規制を最適化すると共に放

射線業務に従事する労働者の被ばくを可能

な限り低減する管理体制を構築しなければ

ならない。前身の研究班では労働者である

医療従事者の被ばく線量の把握とその低減

に注力して検討を進めてきた。本研究事業

では、より包括的な視点で医療の現場にお

ける放射線防護を俯瞰し、医療従事者の放

射線事故発生に伴う疾病防止及び被ばく線

量低減に資する放射線教育の在り方を提案

するものである。 

本分担研究は、高線量被ばくのリスクに

さらされ、累積被ばく線量が高いと考えら

れる医療従事者の被ばく線量を遡及的に推

定するモデル構築を試みた。昨年度の分担

研究では、当該モデルを開発する際に、どの

 
 

組織的な放射線防護意識の向上にも寄与す

る可能性が示唆された。今後は対象診療科

および学会を拡大し、未同定のハイリスク

集団の探索を進めるとともに、調査と教育

を組み合わせた継続的な介入を行うことが

重要である。 
 
参参考考文文献献 
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人線量計からの測定値がない場合において、

遡及的に被ばく線量を推定するモデルを構

築する。考慮するパラメータについては、手

技あたりの被ばく線量、年間手技回数、及び

防護装備等装着の有無、とした。 

 

Ｂ．研究方法 
本分担研究では、線量情報がない医療従

事者の合理的な被ばく線量の遡及的推定手

法（逆行性線量推定法）の開発を行う。合理

的な逆行性線量推定モデル構築にあたり、

先行研究のモデルを援用するが、モデル導

入のための、手技当たりの被ばく線量、年間

の手技回数、放射線防護装備の使用の有無

等のパラメータに導入する数値の推定手法

については令和６年度に検討を完了した。 
令和７年度は、逆行性線量推定のモデル

として以下を提案し、線量評価が可能かど

うか検証を進めた。 

ここで、 
Hcum：整形外科医の線量(体幹部、眼の水
晶体、手指) 

Di：手技あたりの線量（mSv/回） 
Ni：手技回数（回） 
とする。 
手技あたりの被ばく線量は、実際にエッ

クス線透視を用いた脊椎外科診療手技を行

う医師ごとに電子式ポケット線量計（主線

量計・副線量計として）及び蛍光ガラス線量

計（眼線量計・手指線量計として）を用いて

測定され、本研究事業研究協力者の報告し

た値を用いた [2]。 
線量測定では、体幹部、眼の水晶体及び手

指について実施した。体幹部については、防

護エプロン内外の両方、眼の水晶体につい

ては、手技中に医師らが装着した防護眼鏡

内外に線量計を装着し、左右両方について

測定対象とした。手指については、今年度の

研究では左右の人差し指の値を手指の線量

とした。以下のとおり、全体で８か所の被ば

く線量を評価した。 
体幹部線量（防護エプロン外）（μSv） 
体幹部線量（防護エプロン内）（μSv） 
右眼の水晶体線量（防護眼鏡外）(mSv) 
右眼の水晶体線量（防護眼鏡内）(mSv) 
左眼の水晶体線量（防護眼鏡外）(mSv) 
左眼の水晶体線量（防護眼鏡内）(mSv) 
右手の手指線量 (mSv) 
左手の手指線量 (mSv) 
線量は、体幹部、眼の水晶体、及び手指で、

それぞれ、1cm、3mm 及び 70μm個人線
量当量で評価した。 
手技については、以下について診療手技

ごとに線量を推定（アンケート調査の区分）

することを検討している。ただし、今年度は

データ不足のため、①～⑥の手術室で行う

透視下手技を「手技」としてまとめ、手技あ

たり被ばく線量を推定した。 
①脊椎固定術 
②脊椎内視鏡手術 
③Balloon Kyphoplasty（経皮的椎体形成
術） 
④透視下四肢骨折骨接合術（手指や手関

節以外） 
⑤透視下手外科手術（手指や手関節） 
⑥透視下骨折（脱臼を含む）非観血的整復

術（外来での処置等） 
⑦透視下ブロック（神経根・椎間板）・椎

間板内酵素注入療法（ヘルニコア注入） 
⑧脊髄造影 
線量は、令和６年度で評価した通り統計

𝐻𝐻𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 = ∑ 𝐷𝐷𝑖𝑖 × 𝑁𝑁𝑖𝑖    (1)
𝑖𝑖

 

 
 

 
 

ようなパラメータが検討されるか、また、そ

のパラメータに入る数値をどのように推定

するかについて検討を行った。 

本分担研究で行う遡及的な被ばく線量推

定（逆行性線量推定）の精度良い推定手法を

検討するにあたり、令和６年度の研究では

過去の研究者らによるモデルを導入する際

の、手技当たりの被ばく線量、年間の手技回

数、放射線防護装備の使用の有無等のパラ

メータに導入する数値の推定手法について

検討を行った。令和６年度に実施したパラ

メータ検討では、特に手技当たりの被ばく

線量についての推定手法を検討し、元デー

タの分布を推定する手法として、１）対数正

規分布及び２）カーネル密度推定の両方を

採用することで、統計量を比較して評価し

た。その結果、１）対数正規分布による推定

を行うことで、文献から参照した整形外科

医の手技当たりの被ばく線量の示す統計量

をよく再現することができた。 
 
医療従事者のうち、眼の水晶体被ばく線

量の線量情報が乏しく、かつ高被ばくリス

ク群の一つに挙げられるのが IVR 術者であ

る。IVR術者の眼の水晶体被ばくリスクにつ

いては、２０１１年の ICRP ソウル声明以前

より知られていたが、眼の水晶体追加モニ

タリングは系統的に行われてこなかった。

そのため、これまで測定されていなかった

IVR 術者の眼の水晶体被ばく線量の遡及的

線量推定手法が検討され、論文で公表され

ている。 

例えば、Struelens らは、IVR 術者にたい

する累積水晶体線量推定のため、以下の２

つのモデルを導入し、モデル及びパラメー

タに関する検証を行った [1]。 

アプローチ①：手技ごとの被ばく線量とあ

る期間の症例実施数から求める方法 

アプローチ②：測定で得られた全身被ばく

線量から適切な水晶体被ばく線量の比を求

めて、それを乗じることで導出する方法 

 

アプローチ①は以下の式で表現され、 

 

ここでのＤは、ばく露条件ごとに区別され

た症例ごとの眼の水晶体被ばく線量の確率

分布であり、Ｎはある症例の積算手技回数

となる。ばく露条件には、ある施術で防護眼

鏡を装着したかどうか(x)、防護板を用いた

かどうか(y)、X線装置の設定(z)を加味する

とある。[1] 

アプローチ②の測定で得られた全身被ば

く線量から適切な水晶体被ばく線量の比を

求めて、それを乗じる場合のモデルは、以下

の式で表される。 

 

ここでの DWBは、ばく露条件ごとに区別され

た IVR 術者の測定で得られた年間の体幹部

線量であり、症例ごとの眼の水晶体被ばく

線量の確率分布であり、Cが体幹部線量と眼

の水晶体等価線量の比である。ばく露条件

には、アプローチ①の式と同様に、ある施術

で防護眼鏡を装着したかどうか(x)、X 線装

置の設定(z)に加えて、測定に用いた線量計

の装着位置(p)を考慮するとある。[1] 

令和７年度の分担研究では、医療従事者

の累積被ばく線量の遡及的推定手法を開発

するため、上述する IVR医師の眼の水晶体
等価線量の適切な推定のために開発された

モデルを拡張し、体幹部等に装着された個
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図図１１((bb))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの防防護護エエププロロンン内内側側のの被被ばばくく線線量量
（（μμSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよ
りりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((cc))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡外外
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

 
 

 
 

量として導出するため、度数分布を求めた

のちに、対数正規分布でフィッティングし

た。得られた対数正規分布の中央値及び四

分位値を各部位における手技あたりの被ば

く線量とした。 
令和７年度は、手技回数について十分な

情報が入手出来ていないことから、特定回

数の手技を行った場合の積算線量を導出し

た。今年度は年間１５０回の「手技」を行っ

たとして被ばく線量を評価することとした。 
特定回数の手技を行った際の線量として、

対数正規分布で推定された手技あたりの被

ばく線量に対し、その回数分のランダムサ

ンプリングを一万回、つまりこの場合では

１５０回分のサンプリングを行って１５０

点分の和を取る、ということを一万回繰り

返して分布を得た。 
 

（倫理面への配慮） 
本事業を遂行するに当たり、研究対象者

に対する人権擁護上の配慮、研究方法によ

る研究対象者に対する不利益、危険性の排

除や説明と同意（インフォームド・コンセン

ト）に関わる状況、実験動物に対する動物愛

護上の配慮等への観点を十分考慮し、モデ

ルに導入するパラメータの数値は、医療従

事者の手技中に被ばくした体幹部、眼の水

晶体及び手指部線量を取得したが、倫理取

得済みである。 
以上により、当該事業に関し、倫理面への

配慮が十分になされ、事業遂行に倫理面で

の問題がないと判断される。 
 
 
 
 

図図１１((aa))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの防防護護エエププロロンン外外側側のの被被ばばくく線線
量量（（μμSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  
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図図１１((bb))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの防防護護エエププロロンン内内側側のの被被ばばくく線線量量
（（μμSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよ
りりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((cc))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡外外
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  
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図図１１((aa))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの防防護護エエププロロンン外外側側のの被被ばばくく線線
量量（（μμSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  
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図図１１((ff))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡内内
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((gg))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右手手のの被被ばばくく線線量量（（mmSSvv））のの分分
布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよりりフフィィッッテティィ
ンンググをを行行っったた。。  

 
 

 
 

 

図図１１((dd))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡内内
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((ee))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡外外
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  
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図図１１((ff))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡内内
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((gg))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右手手のの被被ばばくく線線量量（（mmSSvv））のの分分
布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよりりフフィィッッテティィ
ンンググをを行行っったた。。  

 
 

 
 

 

図図１１((dd))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの右右眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡内内
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  

図図１１((ee))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左眼眼のの被被ばばくく線線量量（（防防護護眼眼鏡鏡外外
側側：：mmSSvv））のの分分布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にに
よよりりフフィィッッテティィンンググをを行行っったた。。  
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Ｃ．研究結果及び考察 
本分担研究では、特に整形外科医の累積

被ばく線量を遡及的に推定するための適切

なモデル構築を試行した。モデルはＢ.に示
す通りの積の式を用い、モンテカルロ法に

より統計量を推定した。  
図１(a)～(f)では、本分担研究で用いた整
形外科医の手技ごとの線量と対数正規分布

によるフィッティングを示す。いずれの図

についても、測定で得られた結果と対数正

規分布によるフィッティングの結果を示す。 
 
いずれの分布についても対数正規分布で

のフィッティングは元データの分布をよく

再現できていることが確認できた。 
 
Ｄ．考察 
表１では図１で示したフィッティングで

得られた対数正規分布からの統計量として

中央値と IQRの比較を示す。眼の水晶体及
び手指の等価線量を示す線量については、

中央値及び IQRについて、実際のデータと
対数正規分布によるフィッティングで得ら

れた中央値及び IQRと非常によく一致して
いる。体幹部線量について、エプロン内外で

実際のデータから得られる中央値及び IQR
と、対数正規分布によるフィッティングで

得られた中央値及び IQRの比較の結果に差
がみられる。エプロン外での体幹部線量に

ついては、中央値及び IQRは、元データと
対数正規分布フィッティングで得られた値

との間に差は少ない。一方で、体幹部エプロ

ン内の線量についてはかい離が大きい。中

央値で約２倍、IQR では３倍以上に達して
いる。この差については、線量測定に使用し

た電子式ポケット線量計の測定下限限界で

線量測定を行ったことに起因していると考

えられる。測定下限近くで測定を行ったこ

とから、元データの記録が 0 μSvと記録さ
れているため、分布を推定するためのフィ

ッティングにおいて正当に対数咳分布に結

果が反映されていない。そのため、後述の今

後の課題において整形外科医の被ばく線量

測定においては、防護エプロン内外にガラ

ス線量計を装着して、眼の水晶体及び手指

の等価線量モニタリングと同等の精度での

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図図１１((hh))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左手手のの被被ばばくく線線量量（（mmSSvv））のの分分
布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよりりフフィィッッテティィ
ンンググをを行行っったた。。  
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Ｃ．研究結果及び考察 
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との間に差は少ない。一方で、体幹部エプロ

ン内の線量についてはかい離が大きい。中

央値で約２倍、IQR では３倍以上に達して
いる。この差については、線量測定に使用し

た電子式ポケット線量計の測定下限限界で

線量測定を行ったことに起因していると考

えられる。測定下限近くで測定を行ったこ

とから、元データの記録が 0 μSvと記録さ
れているため、分布を推定するためのフィ

ッティングにおいて正当に対数咳分布に結

果が反映されていない。そのため、後述の今

後の課題において整形外科医の被ばく線量

測定においては、防護エプロン内外にガラ

ス線量計を装着して、眼の水晶体及び手指

の等価線量モニタリングと同等の精度での

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図図１１((hh))  本本分分担担研研究究でで使使用用ししたた整整形形外外科科医医のの手手技技ごごととのの左左手手のの被被ばばくく線線量量（（mmSSvv））のの分分
布布とと対対数数正正規規分分布布。。文文献献[[22]]かからら求求めめたた度度数数分分布布にに対対しし、、対対数数正正規規分分布布にによよりりフフィィッッテティィ
ンンググをを行行っったた。。  
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線量計装着率が低く、手術室での装着率が

低いとのことであった [3]。この事実は、医
療従事者の職業上の被ばくによる労災認定

について、極めて困難な状況を考慮しなけ

ればならない。現在の労災認定基準である

「電離放射線に係る疾病の業務上外の認定

基準について」（基発第８１０号昭和５１年

１１月８日）[4]によると、電離放射線障害
の類型に当てはまるものであって、相当量

の放射線被ばくに対し、被ばくした事実の

みならず、ある期間内での被ばく線量を定

量的に示す必要がある。例えば、慢性放射線

皮膚障害（医師らの皮膚潰瘍、皮膚がん等）

では「3か月以上の期間に概ね 25シーベル
ト（Sv）以上の被ばく」、白内障（視力障害
を伴うもの）では「3か月以内の期間に概ね
2Sv以上、又は 3か月以上の期間に概ね 5Sv
の被ばく」が示されている。 
適切な個人被ばく管理、つまり線量計が

確実に装着され、最も被ばく線量が高くな

ると想定される位置に追加で個人モニタリ

ングを行うための線量計が準備され、医療

従事者によって適切に使用されている場合

には、被ばく線量を過去にさかのぼり計算・

推定することは比較的容易であろう。しか

しながら、上述は被ばく線量の記録がない

状況を想定せねばならず、被ばく線量の推

定は非常に困難で、医療従事者に生じた疾

病が放射線業務に起因することも証明でき

ない。 
この状況を打破するためには、本分担研

究で可能性を示した、逆行性線量推定法の

精度向上は不可欠といえる。今年度の分担

研究において、手技あたりの被ばく線量に

ついては、統計量のデータ、特に中央値、第

一四分位、第三四分位がそろっている場合、

対数正規分布を推定して評価することが可

能となった。また、昨年度示した通り、文献

による手技あたりの被ばく線量を加えて分

布を評価することも可能である。 
そこで、実際に整形外科の施術する現場

での被ばく線量評価を継続するため、分担

研究者らが整備済みの、小型ガラス線量計

素子を用いた被ばく線量測定プラットフォ

ームにより、整形外科医への協力を仰ぎ、手

技あたり被ばく線量測定の準備をすすめる。 
 
（２）前向き被ばく線量推定とその精度

検証 
（２）について、本分担研究で得られた成

果より、整形外科医の手技ごとの被ばく線

量について、今年度実施した評価により、対

数正規分布を推定すれば、手技ごとの部位

別被ばく線量を適切に求めることが可能で

あることを示した。ここから、各手技の年間

の施術回数を求め、被ばく線量を推定する

ことも可能である。得られた被ばく線量に

ついて、例えば（１）で行う被ばく線量測定

の際に、実際に被ばく線量としてどのよう

に記録されたか比較を行い、モデルの精緻

化等に資することを検討している。本分担

研究の目標は、医療従事者の生涯にわたる

医療従事者の累積被ばく線量の精度良い推

定を可能とするモデルの開発である。特に、

鉛エプロンの防護効果や天吊り式の防護板

の有無等の効果を導入し、より精度の高い

被ばく線量評価が行えるよう検証を進めて

いく。 
 
Ｆ．健康危機情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 

 
 

 
 

線量測定を行うことが望ましい。 
 
Ｅ．結論及び今後の課題 
本分担研究では、医療従事者の遡及的な

被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能と

する推定モデル構築を試行した。医療従事

者の累積被ばく線量の遡及的推定手法を開

発するため、IVR 医師の眼の水晶体等価線
量の適切な推定のために開発されたモデル

を拡張し、体幹部等に装着された個人線量

計からの測定値がない場合において、遡及

的に被ばく線量を推定するモデルを構築し

た。体幹部、眼の水晶体及び手指の等価線量

について妥当な線量分布を考慮するパラメ

ータについては、手技あたりの被ばく線量、

年間手技回数、及び防護装備等装着の有無、

とした。その結果、体幹部、眼の水晶体及び

手指の線量について妥当な線量分布を推定

した。 

 
本研究課題の２年目を終了した。事業期

間４か年における次年度以降の課題として

以下の点が挙げられる。 
（１）整形外科医の被ばく線量の収集 
（２）前向き被ばく線量推定とその精度検

証 
（１）整形外科医の被ばく線量の収集 
本分担研究は、医療従事者、特に医師の個

人線量計装着率が低い事実が明らかとなっ

たことに端を発している。労災疾病臨床研

究事業費補助金研究「不均等被ばくを伴う

放射線業務における被ばく線量の実態調査

と線量低減に向けた課題評価に関する研究

（平成３０年度－令和２年度）」において実

施された、医療従事者の個人線量計装着状

況調査とその結果は、「全職種の個人被ばく

線量計（胸・腹部）装着率は 65.3％と低値」
[3]であった。調査結果は、特に医師の個人

表表１１  本本研研究究でで手手技技ああたたりり被被ばばくく線線量量のの比比較較（（度度数数分分布布にに対対すするる対対数数正正規規分分布布））  

 中央値（文献値 
[2]） 

中央値（対数正規

分布） 
IQR（文献値 

[2]） 
IQR（対数正規
分布） 

体幹部線量（防護エプ

ロン外）（μSv） 

14 13 20.5 25.2 

体幹部線量（防護エプ

ロン内）（μSv） 

2 3.8 2.75 9.15 

右眼の水晶体線量（防

護眼鏡外）(mSv) 

0.00605 0.00651 0.00726 0.00935 

右眼の水晶体線量（防護

眼鏡内）(mSv) 

0.00998 0.00953 0.0109 0.0131 

左眼の水晶体線量（防

護眼鏡外）(mSv) 

0.0163 0.0176 0.0336 0.0332 

左眼の水晶体線量（防

護眼鏡内）(mSv) 

0.00726 0.00841 0.0129 0.0138 

右手の手指線量 (mSv) 0.0520 0.0477 0.0805 0.0815 

左手の手指線量 (mSv) 0.0526 0.0571 0.135 0.102 
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ると想定される位置に追加で個人モニタリ

ングを行うための線量計が準備され、医療

従事者によって適切に使用されている場合

には、被ばく線量を過去にさかのぼり計算・

推定することは比較的容易であろう。しか

しながら、上述は被ばく線量の記録がない

状況を想定せねばならず、被ばく線量の推

定は非常に困難で、医療従事者に生じた疾

病が放射線業務に起因することも証明でき

ない。 
この状況を打破するためには、本分担研

究で可能性を示した、逆行性線量推定法の

精度向上は不可欠といえる。今年度の分担

研究において、手技あたりの被ばく線量に

ついては、統計量のデータ、特に中央値、第

一四分位、第三四分位がそろっている場合、

対数正規分布を推定して評価することが可

能となった。また、昨年度示した通り、文献

による手技あたりの被ばく線量を加えて分

布を評価することも可能である。 
そこで、実際に整形外科の施術する現場

での被ばく線量評価を継続するため、分担

研究者らが整備済みの、小型ガラス線量計

素子を用いた被ばく線量測定プラットフォ

ームにより、整形外科医への協力を仰ぎ、手

技あたり被ばく線量測定の準備をすすめる。 
 
（２）前向き被ばく線量推定とその精度

検証 
（２）について、本分担研究で得られた成

果より、整形外科医の手技ごとの被ばく線

量について、今年度実施した評価により、対

数正規分布を推定すれば、手技ごとの部位

別被ばく線量を適切に求めることが可能で

あることを示した。ここから、各手技の年間

の施術回数を求め、被ばく線量を推定する

ことも可能である。得られた被ばく線量に

ついて、例えば（１）で行う被ばく線量測定

の際に、実際に被ばく線量としてどのよう

に記録されたか比較を行い、モデルの精緻

化等に資することを検討している。本分担

研究の目標は、医療従事者の生涯にわたる

医療従事者の累積被ばく線量の精度良い推

定を可能とするモデルの開発である。特に、

鉛エプロンの防護効果や天吊り式の防護板

の有無等の効果を導入し、より精度の高い

被ばく線量評価が行えるよう検証を進めて

いく。 
 
Ｆ．健康危機情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 

 
 

 
 

線量測定を行うことが望ましい。 
 
Ｅ．結論及び今後の課題 
本分担研究では、医療従事者の遡及的な

被ばく線量推定（逆行性線量推定）を可能と

する推定モデル構築を試行した。医療従事

者の累積被ばく線量の遡及的推定手法を開

発するため、IVR 医師の眼の水晶体等価線
量の適切な推定のために開発されたモデル

を拡張し、体幹部等に装着された個人線量

計からの測定値がない場合において、遡及

的に被ばく線量を推定するモデルを構築し

た。体幹部、眼の水晶体及び手指の等価線量

について妥当な線量分布を考慮するパラメ

ータについては、手技あたりの被ばく線量、

年間手技回数、及び防護装備等装着の有無、

とした。その結果、体幹部、眼の水晶体及び

手指の線量について妥当な線量分布を推定

した。 

 
本研究課題の２年目を終了した。事業期

間４か年における次年度以降の課題として

以下の点が挙げられる。 
（１）整形外科医の被ばく線量の収集 
（２）前向き被ばく線量推定とその精度検

証 
（１）整形外科医の被ばく線量の収集 
本分担研究は、医療従事者、特に医師の個

人線量計装着率が低い事実が明らかとなっ

たことに端を発している。労災疾病臨床研

究事業費補助金研究「不均等被ばくを伴う

放射線業務における被ばく線量の実態調査

と線量低減に向けた課題評価に関する研究

（平成３０年度－令和２年度）」において実

施された、医療従事者の個人線量計装着状

況調査とその結果は、「全職種の個人被ばく

線量計（胸・腹部）装着率は 65.3％と低値」
[3]であった。調査結果は、特に医師の個人

表表１１  本本研研究究でで手手技技ああたたりり被被ばばくく線線量量のの比比較較（（度度数数分分布布にに対対すするる対対数数正正規規分分布布））  

 中央値（文献値 
[2]） 

中央値（対数正規

分布） 
IQR（文献値 

[2]） 
IQR（対数正規
分布） 

体幹部線量（防護エプ

ロン外）（μSv） 

14 13 20.5 25.2 

体幹部線量（防護エプ

ロン内）（μSv） 

2 3.8 2.75 9.15 

右眼の水晶体線量（防

護眼鏡外）(mSv) 

0.00605 0.00651 0.00726 0.00935 

右眼の水晶体線量（防護

眼鏡内）(mSv) 

0.00998 0.00953 0.0109 0.0131 

左眼の水晶体線量（防

護眼鏡外）(mSv) 

0.0163 0.0176 0.0336 0.0332 

左眼の水晶体線量（防

護眼鏡内）(mSv) 

0.00726 0.00841 0.0129 0.0138 

右手の手指線量 (mSv) 0.0520 0.0477 0.0805 0.0815 

左手の手指線量 (mSv) 0.0526 0.0571 0.135 0.102 
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整形外科診療における X線透視下手技中の医療者の被ばく実態 

  

  
研究分担者  山下一太（香川大学 整形外科学講座・協力研究員） 

研究要旨 

令和7年度(2025年度)は、昨年度に引き続き、医療現場での医療者の身体部位別被曝量

を測定し、検証した。整形外科診療における X 線透視下手技中の医療者の被ばく実態を把

握するため、術者・助手・器械出し看護師を対象に、OSL 線量計を用いて各身体部位の実測

線量を評価した。 

測定部位は水晶体（眼瞼近傍）、甲状腺（前頚部）、胸部、性腺（鼠径部）、手指（両示指先

端）とし、対象手技は昨年度と同様に、脊椎手術、神経根ブロック、大腿骨近位部骨接合術、

手外科手術の 4種類とした。脊椎手術の内、新たに頚椎手術もデータ収集を開始した。 

昨年度の結果では、脊椎手術および大腿骨手術では、側面透視による散乱線の影響で水

晶体・甲状腺部の被ばくが高値を示した。今年度よりデータ収集を開始した頚椎手術では、

同じ脊椎手術でも、胸椎・腰椎と比較して、医療者の各身体部位の職業被曝量は少ない傾

向があった。体幹部の厚さと比べて、頸部の厚さは薄く、画像描出に必要な管電圧・管電流

が少ないことが原因と考察した。 

また、鉛エプロンや甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は大きく、遮蔽することによって、

散乱線による被曝量は大幅に低減されていた。照射野内に医療者の手指が迷入する可能性

が高い手技である、手外科手術や神経根ブロック時の線量低減対策として、パルス照射とし

ぼりを使用したところ、直接線を浴びる手指だけではなく、水晶体や甲状腺への散乱線による

被曝量も低減されていた。しかし、手技を行う医療者ごとのばらつきが大きく、各医療者の職

業被曝への意識とテクニックの差が原因と考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

なし 
 
2. 学会発表 
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が少ないことが原因と考察した。 

また、鉛エプロンや甲状腺シールドなどの遮蔽体の効果は大きく、遮蔽することによって、
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が高い手技である、手外科手術や神経根ブロック時の線量低減対策として、パルス照射とし
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被曝量も低減されていた。しかし、手技を行う医療者ごとのばらつきが大きく、各医療者の職

業被曝への意識とテクニックの差が原因と考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

なし 
 
2. 学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 
1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
 
Ｉ．引用文献 
[1] Struelens, L. et al., “Radiation-

Induced Lens Opacities among 
Interventional Cardiologists: 
Retrospective Assessment of 
Cumulative Eye Lens Doses”., 
Radiation Research, 189(4):399-408. 

 

[2] Yasukazu Hijikata et al., “Description 
of Scatter Radiation Exposure to the 
Eye Lenses and Direct Exposure to the 
Hands in Orthopedic and Spinal 
Procedures”. Spine Surgery and 
Related Research, 
doi.org/10.22603/ssrr.2025-0262 

 
[3] 欅田尚樹 “不不均均等等被被ばばくくをを伴伴うう放放射射線線
業業務務ににおおけけるる被被ばばくく線線量量のの実実態態調調査査とと

線線量量低低減減にに向向けけたた課課題題評評価価にに関関すするる研研

究究  総総合合研研究究報報告告書書概概要要” 
https://www.mhlw.go.jp/content/00081218

9.pdf access on 6th March 2026. 
 
[4] 「電離放射線に係る疾病の業務上外の認
定基準について（昭和 51年 11月 8日付 
基発第 810号）労働省労働基準局長通知。 
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dat
aId=00tb8956&dataType=1&pageNo=
1 Available on 6th March 202

 



─ 54 ─

 
 

く異なる。それぞれの手技ごとの、適切な照

射方法と遮蔽体の着用はオプションではな

く、必須行動であり、医療者の行動変容が望

まれる。 

 

 

F．論文報告     
なし 
 
 
G. 研究発表   
なし 
 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

A. 研究目的 
X 線透視下での診療行為に従事する整形

外科医および手術スタッフにおける、部位

別の実測被ばく線量を明らかにし、眼（水晶

体）、甲状腺、胸部、性腺、手指などの各等

価線量限度との比較を通じて、現場の放射

線防護対策の実効性と課題を検討すること

を目的とする。 

 

 

B. 研究方法 
整形外科手術・手技に従事する術者、助手、

器械出し看護師を対象に、実際の X 線透視

下診療中に各身体部位の被ばく量を測定し

た。測定には OSL 線量計を使用し、以下の 5

部位にテープ固定した：眼瞼近傍（水晶体想

定）、前頚部（甲状腺）、左胸部（胸部実効線

量）、鼠径部（性腺）、両示指先端部（手指）。

対象となった手技は、脊椎手術、神経根ブロ

ック、大腿骨近位部骨接合術、手外科手術の

4種である。術後に線量計を回収し、専用の

機器で線量を解析した。 

 

 

C. 研究結果  
 現在までに、脊椎手術 85 件、神経根ブロ

ック 67 件、大腿骨近位部骨接合術 45 件、

手外科手術 42 件の計測データを取得した。

主な傾向として以下が挙げられる： 

 

脊椎手術および大腿骨近位部骨接合術では、

側面透視使用時に水晶体および甲状腺部位

の散乱線による被ばくが高値を示した。同

じ脊椎手術でも、頚椎手術では各部位の被

曝量は少なく、胸椎腰椎手術の被曝量とは

大きな隔たりがあった。 

 

鉛エプロンや甲状腺シールドなどの遮蔽体

の効果は大きく、遮蔽することによって、散

乱線による被曝量は大幅に低減されていた。 

 

神経根ブロックおよび手外科手術では、母

指、示指の被曝量が大きいが、8 回/秒のパ

ルスモードや、照射野の絞りを用いること

で、手指被曝量は低減していた。 

 

 

D. 考察 
整形外科領域の手技は、X線照射対象が体
幹から上肢・下肢の各部位まで様々であり、

また照射線源の位置も手技ごとに異なるた

め、医療者の各身体部位への被曝量は大き

く異なることが明らかとなった。同じ脊椎

手術でも、頚椎は胸椎腰椎と比較してその

職業被曝量は少ない傾向があった。頚部は

胸椎腰椎を包む体幹部と比較して薄いため、

X線画像描出に必要な管電圧・管電流が少な
く抑えられることが原因と考察された。 
脊椎や大腿骨手術では散乱線による水晶

体や甲状腺への散乱線による被曝量が少な

くないが、鉛入り眼鏡や甲状腺シールドの

着用により、その被曝量は大幅に低減が可

能であった。それらの手技では適切な遮蔽

体の着用が強く推奨される。 
手外科手術や神経根ブロックでは、医療

者の手指が照射野内に迷入する機会が多い

ため、それを低減するための照射の仕方を

変える必要がある。パルス照射と絞りの活

用は、直接線による被曝量を大きく低減さ

せうる可能性があると思われ、これらも積

極的に活用すべきだと感がられた。 
 
 
E．結論 
  整形外科診療において、医療者の被曝

形態はそれぞれの手技の種類によって大き
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整形外科手術・手技に従事する術者、助手、

器械出し看護師を対象に、実際の X 線透視

下診療中に各身体部位の被ばく量を測定し

た。測定には OSL 線量計を使用し、以下の 5

部位にテープ固定した：眼瞼近傍（水晶体想

定）、前頚部（甲状腺）、左胸部（胸部実効線

量）、鼠径部（性腺）、両示指先端部（手指）。

対象となった手技は、脊椎手術、神経根ブロ

ック、大腿骨近位部骨接合術、手外科手術の

4種である。術後に線量計を回収し、専用の

機器で線量を解析した。 

 

 

C. 研究結果  
 現在までに、脊椎手術 85 件、神経根ブロ

ック 67 件、大腿骨近位部骨接合術 45 件、

手外科手術 42 件の計測データを取得した。

主な傾向として以下が挙げられる： 

 

脊椎手術および大腿骨近位部骨接合術では、

側面透視使用時に水晶体および甲状腺部位

の散乱線による被ばくが高値を示した。同

じ脊椎手術でも、頚椎手術では各部位の被

曝量は少なく、胸椎腰椎手術の被曝量とは

大きな隔たりがあった。 

 

鉛エプロンや甲状腺シールドなどの遮蔽体

の効果は大きく、遮蔽することによって、散

乱線による被曝量は大幅に低減されていた。 

 

神経根ブロックおよび手外科手術では、母

指、示指の被曝量が大きいが、8 回/秒のパ

ルスモードや、照射野の絞りを用いること

で、手指被曝量は低減していた。 

 

 

D. 考察 
整形外科領域の手技は、X線照射対象が体
幹から上肢・下肢の各部位まで様々であり、

また照射線源の位置も手技ごとに異なるた

め、医療者の各身体部位への被曝量は大き

く異なることが明らかとなった。同じ脊椎

手術でも、頚椎は胸椎腰椎と比較してその

職業被曝量は少ない傾向があった。頚部は

胸椎腰椎を包む体幹部と比較して薄いため、

X線画像描出に必要な管電圧・管電流が少な
く抑えられることが原因と考察された。 
脊椎や大腿骨手術では散乱線による水晶

体や甲状腺への散乱線による被曝量が少な

くないが、鉛入り眼鏡や甲状腺シールドの

着用により、その被曝量は大幅に低減が可

能であった。それらの手技では適切な遮蔽

体の着用が強く推奨される。 
手外科手術や神経根ブロックでは、医療

者の手指が照射野内に迷入する機会が多い

ため、それを低減するための照射の仕方を

変える必要がある。パルス照射と絞りの活

用は、直接線による被曝量を大きく低減さ

せうる可能性があると思われ、これらも積

極的に活用すべきだと感がられた。 
 
 
E．結論 
  整形外科診療において、医療者の被曝

形態はそれぞれの手技の種類によって大き
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研究要旨 

本研究は、インターベンショナルラジオロジー（IVR）における術者の水晶体被ばくに着目

し、水晶体線量と医師の身長および経験年数との関係を臨床的に検討したものである。IVR

手技は近年増加し、長時間化・高度化に伴い医療従事者の被ばく管理の重要性が高まって

いる。特に水晶体は放射線感受性が高く、ICRP による線量限度の引き下げを受け、より正確

な評価が求められている。本研究では、防護メガネ内側に装着可能な水晶体用線量計を用

いて Hp(3)を直接測定し、従来の頸部線量Hp(0.07)との比較も行った。 

対象は心臓カテーテル手技に従事する医師 10 名であり、1年間にわたり線量を測定した。

その結果、一部の医師では Hp(3)においても年間 20 mSv を超過しており、現行の防護対策

の再検討の必要性が示唆された。また、頸部 Hp(0.07)は水晶体線量を有意に過大評価する

傾向が認められた。 

身長との関係では、Hp(0.07)および Hp(3)のいずれにも負の相関が認められ、低身長の医

師ほど被ばく線量が高い傾向が示された。2群比較においても、低身長群は高身長群に比べ

て Hp(3)が有意に高く、中央値では約 2.8 倍の差が認められた。この要因として、散乱線源と

の距離の違いによる逆二乗則の影響が考えられる。一方、経験年数との関係では、Hp(0.07)

には相関が認められたものの、より実際の水晶体線量を反映する Hp(3)には有意な相関は認

められなかった。経験豊富な医師では手技の複雑化に伴い透視時間が長い傾向がみられた

が、線量差は統計的に有意ではなかった。 

本研究は、水晶体線量と身長および経験年数の関係を臨床環境で検討した初めての報告

であり、低身長の医師における被ばくリスクの高さを示した点に意義がある。また、経験年数に

かかわらず放射線防護の継続的な教育と対策の見直しが重要であることが示唆された。今後

はサンプル数の拡大や行動解析を含め、被ばく低減に寄与する具体的要因の解明が求めら

れる。 
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テーテル手技に従事する医師 10 名とした。

水晶体用線量計は防護メガネ内側の左眼近

傍に装着し、頸部線量計は防護衣外側の頸

部に装着した。装着位置のばらつきを抑え

るため、各術者において固定位置を統一し

た。 

測定期間は 2021 年 4 月 1 日から 2022 年

3 月 31 日までの 1 年間とした。あわせて術

者の身長および経験年数を記録した。すべ

ての手技は JCS/JSCVS 2018 ガイドラインに

準拠して実施された。本研究はヘルシンキ

宣言に基づき実施され、仙台厚生病院倫理

委員会の承認を得た（承認番号：30-19）。 

統統計計解解析析  

放射線被ばく線量と術者の身長および経

験年数との関係を検討するため、回帰分析

を行った。また、相関解析に対する検出力は

G*Power 3.1 を用いて事後的に評価した。 

群間比較として、身長 170 cm 以上群（n=5）

と 170 cm 未満群（n=5）、経験年数 10 年以上

群（n=6）と10年未満群（n=4）に分類し、水晶体

線量および手技 1 件当たりの透視時間につい

て比較した。身長170 cmは日本人成人男性の

平均身長を参考に設定し、経験年数 10 年は

既報に基づき設定した。 

対応のある比較にはウィルコクソンの符号順

位検定、群間比較にはウィルコクソン順位和検

定を用いた。有意水準はすべて 5%とした。 

 

C. 研研究究結結果果  
表 1には、本研究に参加した 10名の IC医

師（医師 A～J）における年間手技件数、1件

あたりの透視時間、Hp(0.07)および Hp(3)の

年間積算線量、ならびに 1 件あたりの線量

を示す。Hp(0.07)は頸部線量計によって測

定された線量であり、防護眼鏡による遮蔽

効果を考慮していない。一方、Hp(3)は水晶

体線量計によって測定された線量であり、

この遮蔽効果を考慮している。1件あたりの

線量は、年間積算線量を年間手技件数で除

することにより算出した。表 2には、各医師

の身長および医師免許取得後の経験年数を

示す。 

手技件数は最少 98件から最多 338件の範

囲であり、中央値は 169.5 件であった。1件

あたりの透視時間は 8.07 分から 27.6 分の

範囲であり、中央値は 15.9 分であった。図

1に 10名の医師における頸部 Hp(0.07)およ

び水晶体 Hp(3)の値を示す。Hp(0.07)につい

ては、10 名中 8 名が 20 mSv/年を超え、そ

のうち 1 名は 50 mSv/年を超えていた。一

方、Hp(3)では 10 名中 2 名が 20 mSv/年を超

えていた。頸部 Hp(0.07)は水晶体線量を有

意に過大評価していた。図 2には、各手技に

おける頸部 Hp(0.07)および水晶体 Hp(3)を

示す。各線量は中央値（平均±標準偏差）で

表され、頸部 Hp(0.07)は 0.135（0.155 ± 

0.0621）mSv、水晶体 Hp(3)は 0.0423（0.0482 

± 0.0386）mSv であり、統計学的に有意差

が認められた（p < 0.01）。頸部線量計は水

晶体線量を過大評価する傾向を示した。各

医師の手技件数の違いを補正するため、身

長および経験年数の解析には 1 件あたりの

線量を用いた。 

身身長長とと水水晶晶体体線線量量  

図 3a に医師の身長と 1 件あたりの

Hp(0.07)との相関、図 3b に身長と 1件あた

りのHp(3)との相関を示す。身長とHp(0.07)

の関係は、y = −0.006x + 1.18［x：医師の

身長、y：頸部線量計による 1 件あたりの

Hp(0.07)］、相関係数 R = −0.642（95%信頼

区間：−0.906～−0.021）、決定係数R² = 0.412、

p < 0.05 であった。この相関に対する事後

検出力は 56.4%であった。身長と Hp(3)の関

係は、y = −0.004x + 0.729［x：医師の身

長、y：水晶体線量計による 1 件あたりの

 
 

A. 研研究究目目的的 
近年、インターベンショナルラジオロジ

ー（IVR）は低侵襲で患者負担が少ないこと

から実施件数が増加している。これらの手

技は X 線透視下で行われるため、患者のみ

ならず医療従事者も散乱線による被ばくを

受ける。さらに、医療技術の進歩に伴い手技

は高度化・長時間化しており、被ばく管理の

重要性が高まっている。 

なかでも眼の水晶体は放射線感受性が高

く、白内障などの障害を生じる可能性があ

る。これを受けて、国際放射線防護委員会

（ICRP）は 2011 年に水晶体等価線量限度を

大幅に引き下げ、より厳格な管理が求めら

れている。しかし、臨床現場では頸部線量

（Hp(0.07)）などを用いた評価が一般的で

あり、防護メガネの遮蔽効果が考慮されな

いことから、水晶体線量が正確に評価され

ていない可能性がある。 

ICRP は水晶体線量の評価に 3mm 線量当量

（Hp(3)）の使用を推奨しており、より正確

な評価のためには眼球近傍での測定が必要

とされている。本研究では、防護メガネ内側

に装着可能な水晶体用線量計（DOSIRIS）を

用い、Hp(3)を直接測定した。 

IVR 術者の水晶体被ばくには複数の要因

が関与するが、本研究では術者の身長およ

び経験年数に着目した。これらは散乱線源

との距離や手技内容に影響し、被ばく線量

に関与する可能性があると考えられる。し

かし、これらの因子と水晶体線量の関係に

ついて、臨床データに基づく検討は限られ

ている。 

以上より、本研究では心臓血管カテーテ

ル手技に従事する医師を対象に、水晶体用

線量計を用いて Hp(3)を測定し、身長および

経験年数が水晶体被ばく線量に与える影響

を明らかにすることを目的とした。 

B. 研研究究方方法法 
装装置置  

本研究では、フラットパネルディテクタ

搭載のアンダーテーブル型血管撮影装置 6

台（Infinix CeleveTM-I シリーズ：INFX-

8000C、INFX-8000F Biplane、INFX-8000H、

INFX-8000V、INFX-8000V Biplane×2、東芝

メディカルシステムズ社製）を使用した。透

視は 7.5 fps のパルス透視、撮影は 10 fps

で実施し、照射野サイズは主に 15 cm とし

た。 

防護具として、天吊り防護板（700 mm × 

650 mm、0.5 mmPb 当量）を使用した。術者

は全員、前面 0.25 mmPb 当量のエプロン型

防護衣（マエダ社製）を着用した。また、防

護メガネとして、前面 0.07 mmPb 当量のパ

ノラマシールドTMウルトラライトまたはパ

ノラマシールドTMエクストラワイド（東レ・

メディカル社製）を使用した。  

線線量量評評価価  

水晶体線量の測定には水晶体用線量計

DOSIRISTM（フランス放射線防護原子力安全

研究所）を用い、3 mm 線量当量［Hp(3)］を

測定した。また、頸部には蛍光ガラス線量計

（ガラスバッジ TM、千代田テクノル社製）

を装着し、70 μm 線量当量［Hp(0.07)］を

測定した。 

DOSIRIS は LiF:Mg,Ti 素子を用いた熱ル

ミネッセンス線量計であり、3 mm 厚ポリプ

ロピレンにより Hp(3)を直接測定可能であ

る。検出器は軽量（約 3 g）で、防護メガネ

内側に装着することで眼球近傍の線量測定

が可能である。測定範囲は 0.1 mSv〜1 Sv、

検出可能エネルギー範囲は 24 keV〜1.25 

MeV である。両線量計は月 1回回収し、千代

田テクノル社にて測定および校正を実施し

た（ISO/IEC 17025 認定）。 

対象は仙台厚生病院において心臓血管カ
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を行った。また、相関解析に対する検出力は

G*Power 3.1 を用いて事後的に評価した。 

群間比較として、身長 170 cm 以上群（n=5）

と 170 cm 未満群（n=5）、経験年数 10 年以上

群（n=6）と10年未満群（n=4）に分類し、水晶体

線量および手技 1 件当たりの透視時間につい

て比較した。身長170 cmは日本人成人男性の

平均身長を参考に設定し、経験年数 10 年は

既報に基づき設定した。 

対応のある比較にはウィルコクソンの符号順

位検定、群間比較にはウィルコクソン順位和検

定を用いた。有意水準はすべて 5%とした。 

 

C. 研研究究結結果果  
表 1には、本研究に参加した 10名の IC医

師（医師 A～J）における年間手技件数、1件

あたりの透視時間、Hp(0.07)および Hp(3)の

年間積算線量、ならびに 1 件あたりの線量

を示す。Hp(0.07)は頸部線量計によって測

定された線量であり、防護眼鏡による遮蔽

効果を考慮していない。一方、Hp(3)は水晶

体線量計によって測定された線量であり、

この遮蔽効果を考慮している。1件あたりの

線量は、年間積算線量を年間手技件数で除

することにより算出した。表 2には、各医師

の身長および医師免許取得後の経験年数を

示す。 

手技件数は最少 98件から最多 338件の範

囲であり、中央値は 169.5 件であった。1件

あたりの透視時間は 8.07 分から 27.6 分の

範囲であり、中央値は 15.9 分であった。図

1に 10名の医師における頸部 Hp(0.07)およ

び水晶体 Hp(3)の値を示す。Hp(0.07)につい

ては、10 名中 8 名が 20 mSv/年を超え、そ

のうち 1 名は 50 mSv/年を超えていた。一

方、Hp(3)では 10 名中 2 名が 20 mSv/年を超

えていた。頸部 Hp(0.07)は水晶体線量を有

意に過大評価していた。図 2には、各手技に

おける頸部 Hp(0.07)および水晶体 Hp(3)を

示す。各線量は中央値（平均±標準偏差）で

表され、頸部 Hp(0.07)は 0.135（0.155 ± 

0.0621）mSv、水晶体 Hp(3)は 0.0423（0.0482 

± 0.0386）mSv であり、統計学的に有意差

が認められた（p < 0.01）。頸部線量計は水

晶体線量を過大評価する傾向を示した。各

医師の手技件数の違いを補正するため、身

長および経験年数の解析には 1 件あたりの

線量を用いた。 

身身長長とと水水晶晶体体線線量量  

図 3a に医師の身長と 1 件あたりの

Hp(0.07)との相関、図 3b に身長と 1件あた

りのHp(3)との相関を示す。身長とHp(0.07)

の関係は、y = −0.006x + 1.18［x：医師の

身長、y：頸部線量計による 1 件あたりの

Hp(0.07)］、相関係数 R = −0.642（95%信頼

区間：−0.906～−0.021）、決定係数R² = 0.412、

p < 0.05 であった。この相関に対する事後

検出力は 56.4%であった。身長と Hp(3)の関

係は、y = −0.004x + 0.729［x：医師の身

長、y：水晶体線量計による 1 件あたりの

 
 

A. 研研究究目目的的 
近年、インターベンショナルラジオロジ

ー（IVR）は低侵襲で患者負担が少ないこと

から実施件数が増加している。これらの手

技は X 線透視下で行われるため、患者のみ

ならず医療従事者も散乱線による被ばくを

受ける。さらに、医療技術の進歩に伴い手技

は高度化・長時間化しており、被ばく管理の

重要性が高まっている。 

なかでも眼の水晶体は放射線感受性が高

く、白内障などの障害を生じる可能性があ

る。これを受けて、国際放射線防護委員会

（ICRP）は 2011 年に水晶体等価線量限度を

大幅に引き下げ、より厳格な管理が求めら

れている。しかし、臨床現場では頸部線量

（Hp(0.07)）などを用いた評価が一般的で

あり、防護メガネの遮蔽効果が考慮されな

いことから、水晶体線量が正確に評価され

ていない可能性がある。 

ICRP は水晶体線量の評価に 3mm 線量当量

（Hp(3)）の使用を推奨しており、より正確

な評価のためには眼球近傍での測定が必要

とされている。本研究では、防護メガネ内側

に装着可能な水晶体用線量計（DOSIRIS）を

用い、Hp(3)を直接測定した。 

IVR 術者の水晶体被ばくには複数の要因

が関与するが、本研究では術者の身長およ

び経験年数に着目した。これらは散乱線源

との距離や手技内容に影響し、被ばく線量

に関与する可能性があると考えられる。し

かし、これらの因子と水晶体線量の関係に

ついて、臨床データに基づく検討は限られ

ている。 

以上より、本研究では心臓血管カテーテ

ル手技に従事する医師を対象に、水晶体用

線量計を用いて Hp(3)を測定し、身長および

経験年数が水晶体被ばく線量に与える影響

を明らかにすることを目的とした。 

B. 研研究究方方法法 
装装置置  

本研究では、フラットパネルディテクタ

搭載のアンダーテーブル型血管撮影装置 6

台（Infinix CeleveTM-I シリーズ：INFX-

8000C、INFX-8000F Biplane、INFX-8000H、

INFX-8000V、INFX-8000V Biplane×2、東芝

メディカルシステムズ社製）を使用した。透

視は 7.5 fps のパルス透視、撮影は 10 fps

で実施し、照射野サイズは主に 15 cm とし

た。 

防護具として、天吊り防護板（700 mm × 

650 mm、0.5 mmPb 当量）を使用した。術者

は全員、前面 0.25 mmPb 当量のエプロン型

防護衣（マエダ社製）を着用した。また、防

護メガネとして、前面 0.07 mmPb 当量のパ

ノラマシールドTMウルトラライトまたはパ

ノラマシールドTMエクストラワイド（東レ・

メディカル社製）を使用した。  

線線量量評評価価  

水晶体線量の測定には水晶体用線量計

DOSIRISTM（フランス放射線防護原子力安全

研究所）を用い、3 mm 線量当量［Hp(3)］を

測定した。また、頸部には蛍光ガラス線量計

（ガラスバッジ TM、千代田テクノル社製）

を装着し、70 μm 線量当量［Hp(0.07)］を

測定した。 

DOSIRIS は LiF:Mg,Ti 素子を用いた熱ル

ミネッセンス線量計であり、3 mm 厚ポリプ

ロピレンにより Hp(3)を直接測定可能であ

る。検出器は軽量（約 3 g）で、防護メガネ

内側に装着することで眼球近傍の線量測定

が可能である。測定範囲は 0.1 mSv〜1 Sv、

検出可能エネルギー範囲は 24 keV〜1.25 

MeV である。両線量計は月 1回回収し、千代

田テクノル社にて測定および校正を実施し

た（ISO/IEC 17025 認定）。 

対象は仙台厚生病院において心臓血管カ
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果的に低減するためには、線量増加に寄与

する要因の解明が重要である。水晶体線量

と医師の身長との関係を検討した研究はい

くつか存在するが、これらはファントムま

たはモンテカルロシミュレーションによる

ものであり、IR 手技に従事する医師を対象

とした臨床研究は少ない。また、水晶体線量

と医師の経験年数との関係を検討した研究

もほとんどない。著者らの知る限り、本研究

はIC手技に従事する医師において水晶体線

量と経験年数の関係を検討した初めての報

告である。 

防護眼鏡の遮蔽効果を考慮した Hp(3)で

測定した場合でも、一部の医師において年

間積算線量が 20 mSv を超えていた。この結

果は、現行の防護対策が不十分である可能

性を示しており、防護戦略の見直しが必要

であることを示唆する。頸部 Hp(0.07)と水

晶体 Hp(3)の比較では、頸部 Hp(0.07)が有

意に高値を示し、水晶体線量を過大評価す

ることが確認された。ただし、これらの線量

計は検出素子が異なり、頸部 Hp(0.07)の測

定に用いたガラスバッジは方向依存性を有

する可能性があり、測定値に影響を与えた

可能性がある。 

相関解析に対する検出力解析の結果、相

関係数 0.728 に対して 80%の検出力を得る

にはサンプルサイズ 12、相関係数 0.642 お

よび 0.650 に対しては 16 が必要とされた。

本研究のサンプルサイズはこれらの閾値に

近いものの、依然として不十分である可能

性がある。また、本研究の解析は探索的であ

るため、多重比較補正は行っていない。した

がって、本研究の結果は、サンプルサイズの

制約および第一種過誤の増大の可能性を考

慮し、慎重に解釈する必要がある。 

身身長長とと水水晶晶体体線線量量  

医師の身長は Hp(0.07)および Hp(3)のい

ずれとも負の相関を示した。95%信頼区間に

はゼロが含まれておらず、統計学的に有意

な関連が認められたが、区間幅が比較的広

いことから推定値の不確実性も示唆される。

2群比較では、低身長群は高身長群と比較し

て Hp(3)が有意に高かった（p < 0.05）。中

央値に基づくと、低身長群は高身長群に比

べて Hp(0.07)で 1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高

い値を示した。これは、高身長の医師では水

晶体と散乱線源との距離が大きくなるため

と考えられる。患者から発生する散乱線は

逆二乗則に従って減衰するため、高身長の

医師では水晶体に到達するまでにより大き

な減衰を受ける可能性がある。身長と

Hp(0.07)および Hp(3)との相関の強さの違

いは、天吊り式防護板や防護眼鏡の使用の

影響を受けている可能性があるが、本研究

ではこれらの具体的な線量低減効果は検証

していない。今後は、医師の行動解析を含め

た検討が必要である。 

これらの結果は、低身長の医師が高身長

の医師に比べて水晶体被ばくリスクが高い

可能性を示唆している。そのため、低身長の

医師に対しては追加的な防護対策が必要と

なる可能性がある。例えば、防護眼鏡の鉛当

量を増加させることが考えられるが、操作

性の低下を招く可能性もある。今後の防護

機器ガイドラインの改訂においては、身長

による水晶体線量の差異を考慮することが

望まれる。 

Gangl らは、頭部ファントムの眼の高さを

100、157、176 cm に設定し、骨盤血管イン

ターベンションにおける水晶体職業被ばく

に対する身長の影響を検討した。その結果、

本研究と同様に、頭部高さが高くなるにつ

れて、防護眼鏡未装着時（防護眼鏡外側で測

定）の線量は低下した。一方で、防護効果（防

護ありとなしの線量比）は眼の高さが増加

 
 

Hp(3)］、R = −0.728（95%信頼区間：−0.931

～−0.182）、R² = 0.531、p < 0.05 であり、

事後検出力は 73.6%であった。Hp(0.07)およ

び Hp(3)はいずれも身長と相関を示した。

Hp(3)の相関係数は Hp(0.07)より大きかっ

たが、線量範囲は 0～0.141 mSv であり、身

長による線量差は小さかった。 

図 4 には、医師の身長に基づく 2 群比較

の結果を示す。すなわち、身長 170 cm 以上

の群（n = 5）と 170 cm 未満の群（n = 5）

である。図 4a は Hp(0.07)、図 4b は Hp(3)

の比較を示す。線量は中央値（平均±標準偏

差）で表され、Hp(0.07)は高身長群で 0.119 

mSv（0.121 ± 0.0238 mSv）、低身長群で

0.234 mSv（0.196 ± 0.0694 mSv）であっ

た。Hp(3)は高身長群で 0.0293 mSv（0.0306 

± 0.0108 mSv）、低身長群で 0.0813 mSv

（0.0754 ± 0.0406 mSv）であった。Hp(3)

において、低身長群で有意に高い値が認め

られた（p < 0.05）。 

医医師師経経験験年年数数とと水水晶晶体体線線量量  

図 5aに医師としての経験年数と 1件あた

りの Hp(0.07)との相関、図 5b に経験年数と

1 件あたりの Hp(3)との相関を示す。経験年

数と Hp(0.07)の関係は、y = 0.0079x + 

0.0745［x：医師としての経験年数、y：頸部

線量計による 1件あたりの Hp(0.07)］、R = 

0.650（95%信頼区間：0.0345～0.908）、R² = 

0.422、p < 0.05 であった。この相関の事後

検出力は 58.0%であった。経験年数と Hp(3)

の関係は、y = 0.0016x + 0.0364［x：医師

としての経験年数、y：水晶体線量計による

1 件あたりの Hp(3)］、R = 0.220（95%信頼

区間：−0.475～0.746）、R² = 0.0484、p = 

0.541であり、事後検出力は9.21%であった。

経験年数と Hp(0.07)には有意な相関が認め

られたが、Hp(3)には認められなかった。 

図 6 には、経験年数 10 年以上の群（n = 

6）と 10 年未満の群（n = 4）による 2群比

較の結果を示す。図 6a は Hp(0.07)、図 6b

は Hp(3)の比較である。結果は中央値および

平均±標準偏差で示した。頸部 Hp(0.07)は、

経験群で中央値 0.186 mSv（0.185 ± 0.0674 

mSv）、非経験群で 0.114 mSv（0.120 ± 

0.0289 mSv）であった。水晶体 Hp(3)は、経

験群で中央値 0.0624 mSv（0.0676 ± 0.0409 

mSv）、非経験群で 0.0307 mSv（0.0311 ± 

0.0122 mSv）であった。Hp(0.07)および

Hp(3)の平均値・中央値はいずれも経験群で

高かったが、統計学的有意差は認められな

かった。 

さらに、経験豊富な医師はより高難度の

手技を行う傾向があり、透視時間が長くな

る可能性があるため、1 件あたりの透視時間

についても同様の比較を行った。その結果

を図 7に示す。1件あたりの透視時間の中央

値（平均±標準偏差）は、経験群で 18.8 分

（18.6 ± 6.2分）、非経験群で13.5分（14.4 

± 3.2 分）であった。平均値および中央値

はいずれも経験群で長かったが、有意差は

認められなかった。 

 

D. 考考察察 
本研究は、IC 手技における職業被ばくと

いう重要な課題を扱っている。医師の身長、

経験年数、および水晶体線量 Hp(3)との関係

を検討した点は新規性があり、特に ICRP に

よる線量限度の改訂を踏まえると臨床的意

義が高い。また、防護眼鏡の遮蔽効果を考慮

した水晶体線量 Hp(3)を直接測定するため

に水晶体線量計を用いた点は本研究の強み

である。水晶体線量限度の引き下げにより、

医師が線量限度を超過することへの懸念が

高まっている。水晶体防護に関する研究は

多数報告されており、新たな防護機器の開

発も進められている。水晶体線量をより効
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果的に低減するためには、線量増加に寄与

する要因の解明が重要である。水晶体線量

と医師の身長との関係を検討した研究はい

くつか存在するが、これらはファントムま

たはモンテカルロシミュレーションによる

ものであり、IR 手技に従事する医師を対象

とした臨床研究は少ない。また、水晶体線量

と医師の経験年数との関係を検討した研究

もほとんどない。著者らの知る限り、本研究

はIC手技に従事する医師において水晶体線

量と経験年数の関係を検討した初めての報

告である。 

防護眼鏡の遮蔽効果を考慮した Hp(3)で

測定した場合でも、一部の医師において年

間積算線量が 20 mSv を超えていた。この結

果は、現行の防護対策が不十分である可能

性を示しており、防護戦略の見直しが必要

であることを示唆する。頸部 Hp(0.07)と水

晶体 Hp(3)の比較では、頸部 Hp(0.07)が有

意に高値を示し、水晶体線量を過大評価す

ることが確認された。ただし、これらの線量

計は検出素子が異なり、頸部 Hp(0.07)の測

定に用いたガラスバッジは方向依存性を有

する可能性があり、測定値に影響を与えた

可能性がある。 

相関解析に対する検出力解析の結果、相

関係数 0.728 に対して 80%の検出力を得る

にはサンプルサイズ 12、相関係数 0.642 お

よび 0.650 に対しては 16 が必要とされた。

本研究のサンプルサイズはこれらの閾値に

近いものの、依然として不十分である可能

性がある。また、本研究の解析は探索的であ

るため、多重比較補正は行っていない。した

がって、本研究の結果は、サンプルサイズの

制約および第一種過誤の増大の可能性を考

慮し、慎重に解釈する必要がある。 

身身長長とと水水晶晶体体線線量量  

医師の身長は Hp(0.07)および Hp(3)のい

ずれとも負の相関を示した。95%信頼区間に

はゼロが含まれておらず、統計学的に有意

な関連が認められたが、区間幅が比較的広

いことから推定値の不確実性も示唆される。

2群比較では、低身長群は高身長群と比較し

て Hp(3)が有意に高かった（p < 0.05）。中

央値に基づくと、低身長群は高身長群に比

べて Hp(0.07)で 1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高

い値を示した。これは、高身長の医師では水

晶体と散乱線源との距離が大きくなるため

と考えられる。患者から発生する散乱線は

逆二乗則に従って減衰するため、高身長の

医師では水晶体に到達するまでにより大き

な減衰を受ける可能性がある。身長と

Hp(0.07)および Hp(3)との相関の強さの違

いは、天吊り式防護板や防護眼鏡の使用の

影響を受けている可能性があるが、本研究

ではこれらの具体的な線量低減効果は検証

していない。今後は、医師の行動解析を含め

た検討が必要である。 

これらの結果は、低身長の医師が高身長

の医師に比べて水晶体被ばくリスクが高い

可能性を示唆している。そのため、低身長の

医師に対しては追加的な防護対策が必要と

なる可能性がある。例えば、防護眼鏡の鉛当

量を増加させることが考えられるが、操作

性の低下を招く可能性もある。今後の防護

機器ガイドラインの改訂においては、身長

による水晶体線量の差異を考慮することが

望まれる。 

Gangl らは、頭部ファントムの眼の高さを

100、157、176 cm に設定し、骨盤血管イン

ターベンションにおける水晶体職業被ばく

に対する身長の影響を検討した。その結果、

本研究と同様に、頭部高さが高くなるにつ

れて、防護眼鏡未装着時（防護眼鏡外側で測

定）の線量は低下した。一方で、防護効果（防

護ありとなしの線量比）は眼の高さが増加

 
 

Hp(3)］、R = −0.728（95%信頼区間：−0.931

～−0.182）、R² = 0.531、p < 0.05 であり、

事後検出力は 73.6%であった。Hp(0.07)およ

び Hp(3)はいずれも身長と相関を示した。

Hp(3)の相関係数は Hp(0.07)より大きかっ

たが、線量範囲は 0～0.141 mSv であり、身

長による線量差は小さかった。 

図 4 には、医師の身長に基づく 2 群比較

の結果を示す。すなわち、身長 170 cm 以上

の群（n = 5）と 170 cm 未満の群（n = 5）

である。図 4a は Hp(0.07)、図 4b は Hp(3)

の比較を示す。線量は中央値（平均±標準偏

差）で表され、Hp(0.07)は高身長群で 0.119 

mSv（0.121 ± 0.0238 mSv）、低身長群で

0.234 mSv（0.196 ± 0.0694 mSv）であっ

た。Hp(3)は高身長群で 0.0293 mSv（0.0306 

± 0.0108 mSv）、低身長群で 0.0813 mSv

（0.0754 ± 0.0406 mSv）であった。Hp(3)

において、低身長群で有意に高い値が認め

られた（p < 0.05）。 

医医師師経経験験年年数数とと水水晶晶体体線線量量  

図 5aに医師としての経験年数と 1件あた

りの Hp(0.07)との相関、図 5b に経験年数と

1 件あたりの Hp(3)との相関を示す。経験年

数と Hp(0.07)の関係は、y = 0.0079x + 

0.0745［x：医師としての経験年数、y：頸部

線量計による 1件あたりの Hp(0.07)］、R = 

0.650（95%信頼区間：0.0345～0.908）、R² = 

0.422、p < 0.05 であった。この相関の事後

検出力は 58.0%であった。経験年数と Hp(3)

の関係は、y = 0.0016x + 0.0364［x：医師

としての経験年数、y：水晶体線量計による

1 件あたりの Hp(3)］、R = 0.220（95%信頼

区間：−0.475～0.746）、R² = 0.0484、p = 

0.541であり、事後検出力は9.21%であった。

経験年数と Hp(0.07)には有意な相関が認め

られたが、Hp(3)には認められなかった。 

図 6 には、経験年数 10 年以上の群（n = 

6）と 10 年未満の群（n = 4）による 2群比

較の結果を示す。図 6a は Hp(0.07)、図 6b

は Hp(3)の比較である。結果は中央値および

平均±標準偏差で示した。頸部 Hp(0.07)は、

経験群で中央値 0.186 mSv（0.185 ± 0.0674 

mSv）、非経験群で 0.114 mSv（0.120 ± 

0.0289 mSv）であった。水晶体 Hp(3)は、経

験群で中央値 0.0624 mSv（0.0676 ± 0.0409 

mSv）、非経験群で 0.0307 mSv（0.0311 ± 

0.0122 mSv）であった。Hp(0.07)および

Hp(3)の平均値・中央値はいずれも経験群で

高かったが、統計学的有意差は認められな

かった。 

さらに、経験豊富な医師はより高難度の

手技を行う傾向があり、透視時間が長くな

る可能性があるため、1 件あたりの透視時間

についても同様の比較を行った。その結果

を図 7 に示す。1件あたりの透視時間の中央

値（平均±標準偏差）は、経験群で 18.8 分

（18.6 ± 6.2分）、非経験群で13.5分（14.4 

± 3.2 分）であった。平均値および中央値

はいずれも経験群で長かったが、有意差は

認められなかった。 

 

D. 考考察察 
本研究は、IC 手技における職業被ばくと

いう重要な課題を扱っている。医師の身長、

経験年数、および水晶体線量 Hp(3)との関係

を検討した点は新規性があり、特に ICRP に

よる線量限度の改訂を踏まえると臨床的意

義が高い。また、防護眼鏡の遮蔽効果を考慮

した水晶体線量 Hp(3)を直接測定するため

に水晶体線量計を用いた点は本研究の強み

である。水晶体線量限度の引き下げにより、

医師が線量限度を超過することへの懸念が

高まっている。水晶体防護に関する研究は

多数報告されており、新たな防護機器の開

発も進められている。水晶体線量をより効
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線量に大きな差は認められなかったと報告

している。しかし、整形外科手技では上方透

視装置が使用されるのに対し、IC 手技では

下方透視装置が一般的に使用されるため、

両者の直接比較は困難である。上方透視装

置は下方透視装置よりも医師の被ばく線量

が高くなる可能性がある。 

 
E．．結結論論 

本研究では、水晶体線量と医師の身長お

よび IC 経験との関係を検討した。医師の身

長と水晶体線量の関係についてはこれまで

にもいくつかの研究があるが、その多くは

ファントム実験またはモンテカルロシミュ

レーションに基づくものであった。著者ら

の知る限り、本研究は IC 医師を対象とした

臨床環境において、水晶体線量と医師の身

長との関係を検討した初めての研究である。

さらに、医師の経験年数と水晶体線量との

関係を検討した研究は少なく、本研究は IC

医師における経験年数と水晶体線量の相関

を検討した初めての報告である。 

本研究では、水晶体 Hp(3)および頸部

Hp(0.07)のいずれにおいても、年間線量 20 

mSv を超過する医師が確認された。また、こ

れらの線量と医師の身長との間には負の相

関が認められ、低身長の医師ほど水晶体線

量が高くなるリスクが示唆された。2群比較

では、低身長群は高身長群と比較して Hp(3)

が有意に高かった（p < 0.05）。中央値に基

づくと、低身長群は高身長群に比べて

Hp(0.07)で 1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高い値

を示した。したがって、低身長の医師では追

加的な防護対策の検討が必要と考えられる。 

経験年数と Hp(0.07)の間には相関が認め

られたが、経験年数と Hp(3)の間には相関は

認められなかった。本研究の結果は、水晶体

線量 Hp(3)が経験年数に強く依存しないこ

とを示唆している。これらの知見は、経験年

数にかかわらず、放射線防護の実践を定期

的に見直し、放射線安全に関する再教育を

行う重要性を示している。今後の研究では、

被ばく低減に寄与する具体的な行動につい

て検討する必要がある。 

本研究は、室内環境の配置や放射線防護

機器と線量との関係について検討した研究

が限られている中で、IVR 領域において意義

のある知見を提供するものである。 
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するにつれて低下した。この結果は、医師の

身長が高くなるほど防護眼鏡の遮蔽効果が

低下する可能性を示唆している。本研究は

IC 手技における臨床環境で水晶体線量を測

定し、医師の身長との関係を検討したもの

であり、頸部 Hp(0.07)だけでなく、防護眼

鏡内の水晶体線量計による Hp(3)において

も負の相関が確認された。臨床環境では、身

長増加による防護眼鏡の遮蔽効果低下より

も、散乱線源からの距離増加による減衰効

果の方が大きく影響している可能性がある。

Hp(0.07)および Hp(3)はいずれも身長と負

の相関を示したが、回帰直線の傾きは Hp(3)

の方が緩やかであった。これは、前述のよう

に身長増加に伴う防護眼鏡の遮蔽効果低下

が一因である可能性がある。また、既報のフ

ァントム研究では天吊り式防護板が考慮さ

れていなかった点が本研究との相違点であ

る。本研究では天吊り式防護板を使用して

おり、より臨床実態に即した水晶体被ばく

条件を反映している。今後は、防護眼鏡外側

で Hp(3)を測定し遮蔽率を評価することで、

身長と防護効果の関係をより詳細に検討す

る必要がある。さらに、手技中にモニタを見

る際の姿勢（見上げる・見下ろす）の違いな

ど、身長による姿勢差も線量に影響する可

能性があるため、行動解析も重要である。本

研究は、臨床環境においても低身長の医師

がより高い水晶体被ばくリスクにさらされ

る可能性を示した。 

医医師師経経験験年年数数とと水水晶晶体体線線量量  

医師の経験年数と Hp(0.07)との間には相

関が認められたが、Hp(3)との間には相関は

認められなかった。図 6b に示すように、経

験年数と Hp(3)に相関が認められなかった

要因として、防護眼鏡の遮蔽効果や、経験豊

富な医師によるより適切な放射線防護の実

践が影響している可能性がある。経験年数

による 2 群比較では統計学的有意差は認め

られなかったが、平均値および中央値から

は、経験豊富な群の方が頸部 Hp(0.07)およ

び水晶体 Hp(3)のいずれにおいても高い傾

向が示唆された。中央値は、頸部 Hp(0.07)

で経験群 0.186 mSv、非経験群 0.114 mSv

（1.63 倍）、水晶体 Hp(3)で 0.0624 mSv と

0.0307 mSv（2.03 倍）であった。同様に、1

件あたりの透視時間の中央値は経験群 18.8

分、非経験群 13.5 分であり、1.39 倍の差が

認められた。当初は、経験年数が長い医師ほ

ど防護手技に習熟しているため水晶体線量

は低いと予想されたが、水晶体線量をより

正確に反映する Hp(3)では有意な相関は認

められず、2群比較においても有意差は確認

されなかった。これらの結果は、臨床経験の

有無にかかわらず、放射線防護の実践を定

期的に見直し、継続的な教育を行う重要性

を示している。今後は、経験の浅い医師と豊

富な医師の行動解析を行い、線量低減に寄

与する具体的行動を明らかにする必要があ

る。 

本研究では、医師の多くが 5 年以上の経

験を有しており、1～3 年程度の若手医師の

割合が少なかった。経験の浅い医師を含め

たサンプル数を増加させることで、経験年

数と線量の関係がより明確になる可能性が

ある。放射線防護の重要性を踏まえ、被ばく

低減のためには継続的な教育および訓練が

不可欠である。今後の研究では、手技の難易

度や若手医師の割合、年齢層の幅を考慮し

た大規模解析が求められる。また、人間工学

的要因や行動要因の解析、さらに実際の手

技環境を再現したシミュレーション研究を

組み合わせることで、本研究で得られた知

見の検証および発展が期待される。 

Cheriachan らは整形外科手技における医

師の Hp(3)を測定し、指導医と研修医の間で
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線量に大きな差は認められなかったと報告

している。しかし、整形外科手技では上方透

視装置が使用されるのに対し、IC 手技では

下方透視装置が一般的に使用されるため、

両者の直接比較は困難である。上方透視装

置は下方透視装置よりも医師の被ばく線量

が高くなる可能性がある。 

 
E．．結結論論 

本研究では、水晶体線量と医師の身長お

よび IC 経験との関係を検討した。医師の身

長と水晶体線量の関係についてはこれまで

にもいくつかの研究があるが、その多くは

ファントム実験またはモンテカルロシミュ

レーションに基づくものであった。著者ら

の知る限り、本研究は IC 医師を対象とした

臨床環境において、水晶体線量と医師の身

長との関係を検討した初めての研究である。

さらに、医師の経験年数と水晶体線量との

関係を検討した研究は少なく、本研究は IC

医師における経験年数と水晶体線量の相関

を検討した初めての報告である。 

本研究では、水晶体 Hp(3)および頸部

Hp(0.07)のいずれにおいても、年間線量 20 

mSv を超過する医師が確認された。また、こ

れらの線量と医師の身長との間には負の相

関が認められ、低身長の医師ほど水晶体線

量が高くなるリスクが示唆された。2群比較

では、低身長群は高身長群と比較して Hp(3)

が有意に高かった（p < 0.05）。中央値に基

づくと、低身長群は高身長群に比べて

Hp(0.07)で 1.97 倍、Hp(3)で 2.77 倍高い値

を示した。したがって、低身長の医師では追

加的な防護対策の検討が必要と考えられる。 

経験年数と Hp(0.07)の間には相関が認め

られたが、経験年数と Hp(3)の間には相関は

認められなかった。本研究の結果は、水晶体

線量 Hp(3)が経験年数に強く依存しないこ

とを示唆している。これらの知見は、経験年

数にかかわらず、放射線防護の実践を定期

的に見直し、放射線安全に関する再教育を

行う重要性を示している。今後の研究では、

被ばく低減に寄与する具体的な行動につい

て検討する必要がある。 

本研究は、室内環境の配置や放射線防護

機器と線量との関係について検討した研究

が限られている中で、IVR 領域において意義

のある知見を提供するものである。 
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するにつれて低下した。この結果は、医師の

身長が高くなるほど防護眼鏡の遮蔽効果が

低下する可能性を示唆している。本研究は

IC 手技における臨床環境で水晶体線量を測

定し、医師の身長との関係を検討したもの

であり、頸部 Hp(0.07)だけでなく、防護眼

鏡内の水晶体線量計による Hp(3)において

も負の相関が確認された。臨床環境では、身

長増加による防護眼鏡の遮蔽効果低下より

も、散乱線源からの距離増加による減衰効

果の方が大きく影響している可能性がある。

Hp(0.07)および Hp(3)はいずれも身長と負

の相関を示したが、回帰直線の傾きは Hp(3)

の方が緩やかであった。これは、前述のよう

に身長増加に伴う防護眼鏡の遮蔽効果低下

が一因である可能性がある。また、既報のフ

ァントム研究では天吊り式防護板が考慮さ

れていなかった点が本研究との相違点であ

る。本研究では天吊り式防護板を使用して

おり、より臨床実態に即した水晶体被ばく

条件を反映している。今後は、防護眼鏡外側

で Hp(3)を測定し遮蔽率を評価することで、

身長と防護効果の関係をより詳細に検討す

る必要がある。さらに、手技中にモニタを見

る際の姿勢（見上げる・見下ろす）の違いな

ど、身長による姿勢差も線量に影響する可

能性があるため、行動解析も重要である。本

研究は、臨床環境においても低身長の医師

がより高い水晶体被ばくリスクにさらされ

る可能性を示した。 

医医師師経経験験年年数数とと水水晶晶体体線線量量  

医師の経験年数と Hp(0.07)との間には相

関が認められたが、Hp(3)との間には相関は

認められなかった。図 6b に示すように、経

験年数と Hp(3)に相関が認められなかった

要因として、防護眼鏡の遮蔽効果や、経験豊

富な医師によるより適切な放射線防護の実

践が影響している可能性がある。経験年数

による 2 群比較では統計学的有意差は認め

られなかったが、平均値および中央値から

は、経験豊富な群の方が頸部 Hp(0.07)およ

び水晶体 Hp(3)のいずれにおいても高い傾

向が示唆された。中央値は、頸部 Hp(0.07)

で経験群 0.186 mSv、非経験群 0.114 mSv

（1.63 倍）、水晶体 Hp(3)で 0.0624 mSv と

0.0307 mSv（2.03 倍）であった。同様に、1

件あたりの透視時間の中央値は経験群 18.8

分、非経験群 13.5 分であり、1.39 倍の差が

認められた。当初は、経験年数が長い医師ほ

ど防護手技に習熟しているため水晶体線量

は低いと予想されたが、水晶体線量をより

正確に反映する Hp(3)では有意な相関は認

められず、2群比較においても有意差は確認

されなかった。これらの結果は、臨床経験の

有無にかかわらず、放射線防護の実践を定

期的に見直し、継続的な教育を行う重要性

を示している。今後は、経験の浅い医師と豊

富な医師の行動解析を行い、線量低減に寄

与する具体的行動を明らかにする必要があ

る。 

本研究では、医師の多くが 5 年以上の経

験を有しており、1～3 年程度の若手医師の

割合が少なかった。経験の浅い医師を含め

たサンプル数を増加させることで、経験年

数と線量の関係がより明確になる可能性が

ある。放射線防護の重要性を踏まえ、被ばく

低減のためには継続的な教育および訓練が

不可欠である。今後の研究では、手技の難易

度や若手医師の割合、年齢層の幅を考慮し

た大規模解析が求められる。また、人間工学

的要因や行動要因の解析、さらに実際の手

技環境を再現したシミュレーション研究を

組み合わせることで、本研究で得られた知

見の検証および発展が期待される。 

Cheriachan らは整形外科手技における医

師の Hp(3)を測定し、指導医と研修医の間で
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図図表表 
表 1. 年間手技件数、1件あたりの透視時間、年間積算線量、および 1 件あたりの線量 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

医師 手技件数 
透視時間

（分） 

Hp(0.07) [mSv] Hp(3) [mSv] 

積算線量 手技１件当たり 積算線量 手技 1 件当たり 

A 123 21.4 28.8 0.234 10.9 0.0886 

B 149 14.7 20.1 0.135 6.30 0.0423 

C 167 19.4 26.6 0.159 3.20 0.0192 

D 331 27.6 45.4 0.137 26.9 0.0813 

E 198 8.07 20.0 0.101 5.80 0.0293 

F 338 11.0 31.5 0.0932 6.30 0.0186 

G 199 22.4 50.4 0.253 28.0 0.141 

H 147 15.5 17.5 0.119 6.40 0.0435 

I 98 16.3 26.0 0.265 2.20 0.0224 

J 172 12.4 15.6 0.0907 7.60 0.0442 

 
表 2. 医師の身長と経験年数 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

医師 身長（cm） 経験年数（年） 

A 165 11 
B 178 4 
C 180 7 
D 165 13 
E 171 11 
F 177 9 
G 158 15 
H 172 14 
I 163 21 
J 168 2 

  

 
 

Radiation Doses Detected at the Eye 
Level of the Primary Surgeon During 
Orthopaedic Procedures. J. Orthop. 
Trauma 2016, 30, e230. 
https://doi.org/10.1097/BOT.00000000000
00578. 

 
 
 
次ページ以降に図表を示す。 
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図 3. 水晶体線量と医師の身長との相関 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

 

 

図 4. 身長に基づく 2群比較 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

 
 

 
図 1. 10 名の医師における年間積算線量 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

 

 

図 2. 手技１件当たりの線量 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 
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図 2. 手技１件当たりの線量 
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図 7. 経験年数に基づく 2群比較（1件あたりの透視時間） 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

 
 

 

図 5. 水晶体線量と医師の経験年数との相関 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 

 

 

図 6. 経験年数に基づく 2群比較 

（Impact of Physician Height and Experience on Eye Lens Dose in Interventional Cardiology: An 
Initial Study. Applied Sciences. 一部改変） 
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医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  
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研究分担者  藤淵 俊王（九州大学大学院医学研究院保健学部門・教授） 

 

 

研究要旨 

 

令和7年度（2025年度）は、透視ガイド下手技時の術者の個人線量当量を高速にモンテカ

ルロシミュレーションによって得ること、そしてシミュレーションから線量の表示までを簡便に行

うことができるようにすることを目的とした。モンテカルロコードの Particle and Heavy Ion 
Transport code System (PHITS) にて ICRP の Mesh-type Reference Computational Phantoms 
(MRCP)を基準として角柱と円柱の簡易ファントムを 1 体ずつ作成した。また、PHITS にて

MRCP と簡易ファントムにおけるシミュレーション速度や相対誤差の評価を行い、比較した。ま

た、Excel の VBA マクロを用いて個人線量当量を算出し、任意の座標の線量や断面の線量

分布を確認するまでを簡単な操作で行うことのできるユーザーインターフェースを作成した。

ユーザーインターフェースの作成により、PHITS の知識がなくても簡便にシミュレーションを行

うことが可能となった。シミュレーション条件を変更してシミュレーションを実行し、結果を表示

するまでの流れをおおよそ 2分で行えるようになった。 

 

 
 

 

A. 研究目的 
透視ガイド化手技の普及に伴い、医療従事

者の放射線被ばくは増加傾向にあり、軽視で

きない問題となっている。例えば、術者の皮膚

障害や水晶体被ばくなどである。術者以外にも、

診療室内の医師や看護師にも被ばくが生じる。

外部被曝を低減させる方法として、放射線防

護の三原則である「距離」「時間」「遮蔽」という

考え方があるが、一部の手技は照射野の近く

で行う必要があり、距離をとることが困難である。

また、放射線被ばくと防護対策に対する理解

の困難な要因の一つに、放射線は目に見えな

いということがある。また、放射線を可視化する

手法の一つとしてモンテカルロシミュレーション
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図 3 に示す。シミュレーションで算出された vtk
ファイルを用いて結果の比較を行った。結果の

単位はフルエンス[/ cm2 / source] である。ただ
し、照射部位は腹部とした。部屋全体のフルエ

ンスの他に、計算時間、そして評価領域におけ

る相対誤差と個人線量当量の比較も行った。

評価領域の大きさは 20 × 20 × 20 cm3とし、照

射野中心から患者ファントムの右方向に 50 cm
離れた位置に配置した。評価領域の位置を図

4 に示す。幾何学的配置の確認には、PHIG-
3D version 3.2.14761を用いた。 

 

 
図 3 ファントムおよび装置の幾何学的配置 

 

 
図 4 患者ファントムと評価領域の位置関係 
 

B-2. Excelシートによる散乱線分布の半自動
表示 

PHITS の操作を Excel シート上で行えるよう
にするため、PHITS の Input ファイルを Excel 
version 1808 (Microsoft Corporation, Redmond, 
WA, USA)に取り込んだシート (以下、PHITS
シート)を作成した。B-1 と異なり、術者ファント
ムや放射線防護具を作成した。放射線防護具

は、放射線防護眼鏡、放射線防護エプロン、

放射線防護板、放射線防護カーテンを作成し、

それぞれ鉛当量を変更できるようにした。各放

射線防護具の様子を図 5 に示す。放射線防

護板は面を 50 × 50 cm2とし、放射線防護カー

テンはX線管下端から患者の腹部表面から 12 
cm 上方まで作成した。さらに、部屋の大きさを

変更し、150 × 200 × 200 cm3とし、5 × 5 × 5 cm3

のボクセルで分割した。そして、シミュレーショ

ン条件の変更をユーザーインターフェース（UI）
上で行うための操作用シート (以下、操作シー
ト)を作成した。変更できるシミュレーション条件
の例として、管電圧 (50~100 kV, 5 kV ごと)や
患者の身長、体厚、防護具の有無や鉛当量な

どがある。操作シートには、その他に PHIG-3D、
PHITS、ParaView version 6.0.0 (Kitware, Inc., 
Clifton Park, NY, USA)を起動させるボタンを
VBA マクロで作成した。PHIG-3D はファントム

および装置の幾何学的配置の確認を目的とし

て使用し、ParaViewは PHITSにより得られたシ
ミュレーション結果の可視化および確認を目的

として使用した。 
 ParaViewで表示する数値は、以下のように設
定した。 
 

𝐻𝐻𝐻𝐻(10)
𝐾𝐾𝐾𝐾, 𝑟𝑟1

= 𝛷𝛷 × 𝐹𝐹
𝐾𝐾𝐾𝐾, 𝑟𝑟2

× 10−12 [mSv mGy⁄ ] …式(1) 
 
Hp(10)：個人線量当量[mSv] 

 
 

が挙げられるが、高精度な計算を行うには長い

時間を要するという課題がある。そのため、現

場でのリアルタイムモンテカルロシミュレーショ

ンを実現させるためにはシミュレーション条件を

できる限り簡易的なものとし、かつ操作を簡便

に行うことができるようにする必要がある。そこ

で、本研究では、シミュレーションに用いるファ

ントムを数式で作成し、条件の変更をエクセル

シート上のみで行うことができること目的とした。 

 

B. 研究方法 
B-1. 簡易ファントムの作成およびその評価 
 本研究では、モンテカルロコードの Particle 
and Heavy Ion Transport code System (PHITS) 
version 3.350 を使用した。人体ファントムとして
International Commission on Radiological 
Protection (ICRP) の Adult Mesh-type 
Reference Computational Phantoms (MRCP) 
145の男性を参考にして角柱と円柱の簡易ファ
ントムをそれぞれ作成した。用いた MRCP を図
1 に示す。(a)は全体像、(b)は冠状断、(c)は矢
状断を表す。(b)および(c)を見ると、臓器や器
官などもメッシュで再現されていることが分かる。

これらには、それぞれの材質や密度が与えら

れている。簡易ファントムは、組成をすべて水と

し、頭部、胸部、腹部、腕部、足部に分けて作

成した。また、MRCP と同様に身長 176 cm、胸
部体厚 20.6 cm、腹部体厚 20.0 cm とした。作

成した簡易ファントムを図 2 に示す。シミュレー
ションに用いたパーソナルコンピュータの

Central Processing Unit (CPU) は AMD Ryzen 
PRO 4750G、コア数は 16である。放射線源は、
X 線管スペクトルモデリングツールキットである

SpekPy version 2.0.8を用いて管電圧 90 kV、タ
ーゲットはタングステン、付加濾過 1.5 mmAl 
の条件で作成した。また、部屋の大きさは 200 
× 200 × 200 cm3とし、5 × 5 × 5cm3のボクセル

で分割した。部屋には、ファントムの他に 200 × 

60 × 1 cm3の寝台、20 × 20 × 20 cm3の X線管
を作成し、焦点-検出器間距離を 115 cm とした。
寝台の組成はアクリル、Ｘ線管の組成は鉛で作

成した。 

 
図 1 MRCPの構造 
(a) 全体像 (b) 冠状断 (c) 矢状断 

 

 
 
図 2 簡易ファントムの構造 
(a) 角柱ファントム (b) 円柱ファントム 

 
MRCP と簡易ファントムをそれぞれ仰臥位で

の寝台の上に配置した。円柱ファントムにおけ

るファントム、寝台、X 線管の幾何学的配置を
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図 3 に示す。シミュレーションで算出された vtk
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離れた位置に配置した。評価領域の位置を図

4 に示す。幾何学的配置の確認には、PHIG-
3D version 3.2.14761を用いた。 

 

 
図 3 ファントムおよび装置の幾何学的配置 

 

 
図 4 患者ファントムと評価領域の位置関係 
 

B-2. Excelシートによる散乱線分布の半自動
表示 

PHITS の操作を Excel シート上で行えるよう
にするため、PHITS の Input ファイルを Excel 
version 1808 (Microsoft Corporation, Redmond, 
WA, USA)に取り込んだシート (以下、PHITS
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𝐻𝐻𝐻𝐻(10)
𝐾𝐾𝐾𝐾, 𝑟𝑟1

= 𝛷𝛷 × 𝐹𝐹
𝐾𝐾𝐾𝐾, 𝑟𝑟2

× 10−12 [mSv mGy⁄ ] …式(1) 
 
Hp(10)：個人線量当量[mSv] 

 
 

が挙げられるが、高精度な計算を行うには長い

時間を要するという課題がある。そのため、現
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International Commission on Radiological 
Protection (ICRP) の Adult Mesh-type 
Reference Computational Phantoms (MRCP) 
145の男性を参考にして角柱と円柱の簡易ファ
ントムをそれぞれ作成した。用いた MRCP を図
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これらには、それぞれの材質や密度が与えら

れている。簡易ファントムは、組成をすべて水と
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の条件で作成した。また、部屋の大きさは 200 
× 200 × 200 cm3とし、5 × 5 × 5cm3のボクセル

で分割した。部屋には、ファントムの他に 200 × 

60 × 1 cm3の寝台、20 × 20 × 20 cm3の X線管
を作成し、焦点-検出器間距離を 115 cm とした。
寝台の組成はアクリル、Ｘ線管の組成は鉛で作

成した。 

 
図 1 MRCPの構造 
(a) 全体像 (b) 冠状断 (c) 矢状断 

 

 
 
図 2 簡易ファントムの構造 
(a) 角柱ファントム (b) 円柱ファントム 

 
MRCP と簡易ファントムをそれぞれ仰臥位で

の寝台の上に配置した。円柱ファントムにおけ

るファントム、寝台、X 線管の幾何学的配置を
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いずれにおいてもフルエンスが低い領域で

ばらつきが大きくみられるが、フルエンスが高

い領域では黒の直線に近く MRCP のシミュレ
ーション結果に近いことが分かる。また、わずか

に(b)の方が(a)よりもばらつきが小さいという結
果になった。 
 次に各ファントムにおけるヒストリー数とシミュ

レーション時間の関係を比較した結果を表 1、
ヒストリー数と相対誤差の関係を比較した結果

を表 2に示す。 
 
表 1 各ファントムのヒストリー数とシミュレーショ

ン時間の関係 (単位は[s]) 

 1.0×1⁶ 1.5×10⁶ 2.0×10⁶ 

Cuboid 18 19 21 

Cylinder 19 21 23 

MRCP 333 335 340 

 
表 2 各ファントムのヒストリー数と相対誤差の

関係 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
シミュレーション時間および相対誤差は、簡

易ファントムとMRCPとで値が大きく異なってい
ることが分かる。簡易ファントムを用いることで、

シミュレーション時間は 1/10以下となり、かつ相
対誤差を低下させることができた。簡易ファント

ムではヒストリー数を 2.0 × 10⁶以上とすることで
相対誤差を 0.10以下にすることができた。 

 次に、各患者ファントムにおける個人線量当

量を比較した結果を表 3 に、管電圧とフルエン
スの関係を比較した結果を図 7に示す。 
 
表 3 各患者ファントムにおける術者位置での

個人線量当量 (単位は[mSv/mGy]) 
 個個人人線線量量当当量量  

Cuboid 1.2×10 

Cylinder 1.9×10 

MRCP 2.1×10 

 
 

 

図 7 各ファントムの管電圧ごとのフルエンス 
 
いずれにおいても、MRCPに対して円柱ファ

ントムの方が角柱ファントムよりも近い値を示し

た。よって、以後のシミュレーションは円柱ファ

ントムを用いて行うこととした。 
 
C-2. Excelシートによる散乱線分布の半自動表
示 
 作成した操作シートの一部を図 8、PHITS シ
ートの一部を図 9 に示す。操作シートは、数値
を入力する方式と、プルダウンで選択する方式

によって条件を変更するようにした。一部の項

目では、注釈をつけることにより説明書がなくて

 1.0×1⁶ 1.5×10⁶ 2.0×10⁶ 

Cuboid 0.25 0.20 0.10 

Cylinder 0.20 0.15 0.09 

MRCP 0.50 0.40 0.30 

 
 

Ka,r1： 患者照射基準点における空気カーマ
(後方散乱を含まない )―臨床現場での値
[mGy] 
Φ: ボクセルのフルエンス [/cm2/source] 
F: 単位入射光子フルエンスあたりの個人線量
当量 [pSv・cm2] 
Ka,r2: 患者照射基準点における空気カーマ
(後方散乱を含まない)―シミュレーション結果
[Gy/source] 
 
 式(1)における Φは PHITSのシミュレーション
結果の値、換算係数 Kは PHITSのマニュアル
の値を参照し、Ka,r1は管電圧ごとに PHITS で
計算した。また、10-12 は左辺の計算値の単位

[pSv/Gy] を[mSv/mGy] に変換するための係
数である。 

 
図 5 放射線防護具の様子 
(a) 放射線防護眼鏡と放射線防護エプロン 

(b)放射線防護板 (c)放射線防護カーテン 
 

（倫理面への配慮） 
本研究は、人を対象とする研究ではない。

X 線を使用する研究では、研究者が被ばく
する恐れの可能性があるため、放射線防護

対策をした上で研究実施した。 
 

C. 研究結果  
C-1. 簡易ファントムの作成およびその評価 
 MRCP と角柱ファントムおよび円柱ファントム
のフルエンスを比較した結果を図 6 に示す。こ
れらは、各ファントムの同じ座標のボクセルのフ

ルエンスをプロットしており、黒の直線に近いほ

ど MRCP と簡易ファントムのフルエンスの値が
近いことを表す。 

 

 
図 6 MRCP と各簡易ファントムのフルエンスの
比較 
(a) MRCP と角柱ファントム (b) MRCP と円柱
ファントム 
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次に 防護具の有無による個人線量当量の

違いを視覚化したものを図 10、各点における
個人線量当量を表 4 に示す。ParaView は、フ
ァントムや幾何学的配置を確認したり、図 10 の
ようにファントムの線量をカラーマップで表示し

たり、表 4 のように任意点の線量を数字で表示
したりすることができる。 
 

 
図 10 防護具の有無による個人線量の違いお

よび防護具の様子 
(a) 防護具なし (b) 放射線防護板のみ使用

(c) 放射線防護眼鏡と放射線防護エプロン
を使用 (d) 全防護具を使用 (e) 防護具の
位置 

 
表 4 各ファントムでの部位ごとにおける個人

表面線量 (単位は[mSv/mGy]) 

 防護具

なし 
防護板

のみ 

防護眼鏡

と防護エ

プロン 

全防護

具使用 

水晶

体 
4.4E-03 7.9E-05 6.0E-04 3.1E-06 

胸部 6.4E-03 1.1E-04 2.8E-04 1.7E-05 

腹部 8.0E-03 6.0E-03 4.5E-04 4.3E-04 

 
放射線防護板の鉛当量は 0.5 mmPb、放射

線防護眼鏡および放射線防護エプロンの鉛当

量は 0.3 mmPb としてシミュレーションを行った。
図 10および表 4 より、防護具を用いることで術
者の水晶体の個人線量当量が放射線防護板

を用いると 98%、放射線防護眼鏡を用いると
86%、両方用いると 99%以上低減することを確
認した。また、防護具を用いない場合において

も、患者の真横に位置する術者の腹部におい

て特に線量が高くなった。 

 

D. 考察 
 MRCP と簡易ファントムの検証では、フルエン
スが低いと値にばらつきがみられた。その理由

として、モンテカルロシミュレーションの特徴で

あるフルエンスが低い領域では相対誤差が大

きくなることが考えられる。ただし、ばらつきが

相対誤差の範囲に収まっているかの検証は行

っていない。そのため、このばらつきが相対誤

差によるものであるのか、ファントムの形状によ

るものであるのかは今後検討が必要である。反

対に、フルエンスが高い領域では、シミュレー

ションの相対誤差は小さくなり、ファントムの正

確性の評価に適していると考えられる。そして、

角柱ファントムよりも円柱ファントムの方が

MRCP のシミュレーション結果と近い結果とな
った。これは、人体の形状は楕円柱に近く、

MRCP も同様であるため、円柱ファントムの形
状が人体に近い形であったからであると考えら

れる。シミュレーション時間は、MRCP と簡易フ
ァントムとで大きく異なっていた。ファントムの形

成にかかった時間は、MRCP は約 4 分、簡易
ファントムは約 10 秒であった。これは、ファント
ムの形状や材質の複雑さによるものであると考

えられる。相対誤差は、ヒストリー数が 2 倍にな
ると 1/√2 倍になるが、表 2 ではそのような結果
にならなかった。これは、評価領域が 20 × 20 × 
20 cm3の大きさで作成されているため、シミュレ

ーション値の誤差を生じやすいことが原因であ

 
 

も操作ができるようにした。患者ファントムの体

型だけでなく、照射野の大きさ管電圧、防護具

の有無を変更できるようにし、防護具は鉛当量

もそれぞれで変更できるようにした。防護具に

は、放射線防護眼鏡、放射線防護エプロン、

放射線防護板、放射線防護カーテンがある。さ

らに、術者ファントムは立ち位置を変更できるよ

うにし、放射線防護板は位置と向きを変更でき

るようにした。また、アプリケーションを起動する

ボタンを 3 つ作成し、それぞれ PHIG-3D、
PHITS、ParaView を起動させるようにした。

PHITSシートには、PHITSの操作に用いられる
Inputファイルを貼り付けた。そして、操作シート
での条件の変更を反映し、操作シートの

「PHITS 実行」のボタンを押すと PHITS に送ら
れ、シミュレーションが開始されるようにした。 
 

 

 

図 8 操作シートの一部 
 

 
図 9 PHITSシートの一部 
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ようにファントムの線量をカラーマップで表示し

たり、表 4 のように任意点の線量を数字で表示
したりすることができる。 
 

 
図 10 防護具の有無による個人線量の違いお

よび防護具の様子 
(a) 防護具なし (b) 放射線防護板のみ使用

(c) 放射線防護眼鏡と放射線防護エプロン
を使用 (d) 全防護具を使用 (e) 防護具の
位置 

 
表 4 各ファントムでの部位ごとにおける個人

表面線量 (単位は[mSv/mGy]) 

 防護具

なし 
防護板

のみ 

防護眼鏡

と防護エ

プロン 

全防護

具使用 

水晶

体 
4.4E-03 7.9E-05 6.0E-04 3.1E-06 

胸部 6.4E-03 1.1E-04 2.8E-04 1.7E-05 

腹部 8.0E-03 6.0E-03 4.5E-04 4.3E-04 

 
放射線防護板の鉛当量は 0.5 mmPb、放射

線防護眼鏡および放射線防護エプロンの鉛当

量は 0.3 mmPb としてシミュレーションを行った。
図 10および表 4 より、防護具を用いることで術
者の水晶体の個人線量当量が放射線防護板

を用いると 98%、放射線防護眼鏡を用いると
86%、両方用いると 99%以上低減することを確
認した。また、防護具を用いない場合において

も、患者の真横に位置する術者の腹部におい

て特に線量が高くなった。 

 

D. 考察 
 MRCP と簡易ファントムの検証では、フルエン
スが低いと値にばらつきがみられた。その理由

として、モンテカルロシミュレーションの特徴で

あるフルエンスが低い領域では相対誤差が大

きくなることが考えられる。ただし、ばらつきが

相対誤差の範囲に収まっているかの検証は行

っていない。そのため、このばらつきが相対誤

差によるものであるのか、ファントムの形状によ

るものであるのかは今後検討が必要である。反

対に、フルエンスが高い領域では、シミュレー

ションの相対誤差は小さくなり、ファントムの正

確性の評価に適していると考えられる。そして、

角柱ファントムよりも円柱ファントムの方が

MRCP のシミュレーション結果と近い結果とな
った。これは、人体の形状は楕円柱に近く、

MRCP も同様であるため、円柱ファントムの形
状が人体に近い形であったからであると考えら

れる。シミュレーション時間は、MRCP と簡易フ
ァントムとで大きく異なっていた。ファントムの形

成にかかった時間は、MRCP は約 4 分、簡易
ファントムは約 10 秒であった。これは、ファント
ムの形状や材質の複雑さによるものであると考

えられる。相対誤差は、ヒストリー数が 2 倍にな
ると 1/√2 倍になるが、表 2 ではそのような結果
にならなかった。これは、評価領域が 20 × 20 × 
20 cm3の大きさで作成されているため、シミュレ

ーション値の誤差を生じやすいことが原因であ

 
 

も操作ができるようにした。患者ファントムの体

型だけでなく、照射野の大きさ管電圧、防護具

の有無を変更できるようにし、防護具は鉛当量

もそれぞれで変更できるようにした。防護具に

は、放射線防護眼鏡、放射線防護エプロン、

放射線防護板、放射線防護カーテンがある。さ

らに、術者ファントムは立ち位置を変更できるよ

うにし、放射線防護板は位置と向きを変更でき

るようにした。また、アプリケーションを起動する

ボタンを 3 つ作成し、それぞれ PHIG-3D、
PHITS、ParaView を起動させるようにした。

PHITSシートには、PHITSの操作に用いられる
Inputファイルを貼り付けた。そして、操作シート
での条件の変更を反映し、操作シートの

「PHITS 実行」のボタンを押すと PHITS に送ら
れ、シミュレーションが開始されるようにした。 
 

 

 

図 8 操作シートの一部 
 

 
図 9 PHITSシートの一部 
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研究分担者  石垣陽（電気通信大学 国際社会実装センター センター長・特任教授） 

研究要旨 

令和 7 年度（2025 年度）は、令和 6 年度に探索的に検討した 3 つの方向性――(i)磁気セ

ンサを用いた教育用仮想線量表示アプリ「USOTOPE」、(ii)ポケットガイガー（ポケガ）系PINフ

ォトダイオードを用いたウェアラブル線量モニタの基礎試作、(iii)市販個人線量計（MIRION 社

DMC3000）の BLE テレメトリ化――のうち、IVR 術者の水晶体被ばく低減を対象として(ii)を発

展させ、防護眼鏡フレームに線量検出器およびLED／バイブレーション／音の3系統警告を

内蔵したデジタルプロテクションゴーグル試作 1 号機を開発した。R6 試作からの主な変更点

は、①装着位置を胸部・腹部・膝部の任意配置から眼鏡フレーム両側方に固定、②フィード

バック経路をクラウドダッシュボード（Soracom Lagoon）から装着者本体への直接刺激（LED／

バイブ／音）に変更、③通信形態をLTE経由のクラウド送信からCOMポート経由のローカル

設定（Windows 用設定アプリ）に変更、④検出基板を制御基板 37.2×17.8 mm、センサ基板

19.5×9.0 mm まで小型化し、眼鏡フレーム内側隙間への内蔵を実現、⑤制御プラットフォー

ムを BLE 機能内蔵の ESP32C6、の５つである。試作機については、電源起動、動作中インジ

ケータ、USB充電制御、X線検出（トリウム線源）、Windows用設定アプリによるパラメータ読書

き、閾値設定の保持、スリープ／ウェイクの全7項目について動作確認を実施し、全項目で仕

様通りの動作を確認した。線量応答性能については、学内に診療用 X 線照射装置がないた

め、本試作機自体は RI ベースのプレ試験（Cs-137 による距離応答測定、Co-60 による校正

試験）に留めた。一方、本試作機が依拠する同系統の PIN フォトダイオード系について、KEK

電子・陽電子入射器 LINAC における外部評価（石垣共著）により Co-60 線源で 12.3 mSv/h

まで MRE 12%以内、低線量域（0.4〜1 mSv/h）で OSL 線量計と MAE 0.034〜0.18 mSv/h で

一致することが示された。R6 時点ではポケガ系の絶対線量校正データは未取得であり、本年

度の評価により定量的応答特性が確立されたことになる。次年度（令和 8 年度）は産業医科

大学若松病院等において IVR 臨床条件下での検証実験を実施する予定である。 

 

 
 

ると考える。すなわち、正確に相対誤差の行う

には、可能な限り評価領域を小さく、ヒストリー

数を大きくする必要がある。 
 また、Excelシートを用いてUIを作成し、条件
の変更及びアプリケーションの起動をできるよう

にした。これにより、モンテカルロシミュレーショ

ンや各アプリケーションの知識がなくても簡便

にシミュレーションすることができるようになった。

ParaView を用いることで、術者の個人線量当

量を視覚的に評価することができた。鉛当量を

変更できるようにしたことで、各施設にある防護

具ごとの線量評価が可能であると考えられる。 
 
E. 結論 
円柱で人体を模した水ファントムを作成する

ことにより、シミュレーションの正確性を保ちな

がらシミュレーション時間を短縮することができ

た。また、Excelシート上で操作できるようにした
ことにより、モンテカルロシミュレーションの知識

がほぼ不要となり、誰でも簡便にシミュレーショ

ンをすることが可能になった。さらに、ParaView
を用いることで術者の個人線量当量をカラーマ

ップと数値の両方から確認することができた。 
 

 

F. 論文報告     
 
なし 

 
G. 研究発表   
 
 なし 
 
H. 知的所有権の取得状況 
 
 なし 
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り次年度に延期した。同系 PIN フォトダイ

オードセンサについては、KEK 電子・陽電子

入射器 LINAC（全長約 700 m、上流部 C-2、

C-7、1-2 セクタ）における独立評価が並行

実施された。Co-60 線源（98.92 MBq）によ

る距離 5〜50 cm での校正試験、および加速

器運転中のトンネル内 3 セクタ×3高さ（ビ

ームライン近傍、中間高さ、天井近傍）の計

9 条件における実測を OSL 線量計と比較し

た。本評価には石垣が共著者として参画し

た（Satake ら, ICALEPCS 2025）。 

母体機種として TORAY 社製放射線防護眼

鏡を採用した。装置はセンサ部、制御部（マ

イコン・バイブ・電池）、LED 表示部の 3 ブ

ロックで構成した。重量バランスのためセ

ンサ部を左右対称に配置し、制御部はフレ

ーム内側の隙間にはめ込み式で固定する構

造とした。ケース形状の検討はヤグチ電子

工業株式会社と共同で実施した。検出素子

は PIN フォトダイオード（ポケットガイガ

ー系）を採用し、β 線遮蔽用真鍮板を前面

に配置した。これにより X/γ線検出器とし

て動作する構成とした。R6 試作からの小型

化により、センサ基板 19.5 × 9.0 mm、制

御基板 37.2 × 17.8 mm に収め、眼鏡フレ

ーム側方ケース内への内蔵を実現した。 

制御プラットフォームは BLE 機能内蔵の

ESP32C6 とし、ファームウェアは Arduino 互

換環境で実装した。線量検出パルスをマイ

コンでカウントし、所定時間内のカウント

から線量率に換算する処理とした。Windows

用設定アプリ「Goggles PocketGeiger」を新

規開発し、COM ポート経由で次のパラメータ

を読書きおよび保持できる構成とした：(i)

時定数（測定時間, ms）、(ii)LED 点灯閾値

（count）、(iii)LED 点灯時間（ms）、(iv)バ

イブ振動閾値（count）、(v)バイブ振動時間

（ms）。 

動作確認試験は、電源起動、動作中インジ

ケータ（10 秒周期黄 LED 点滅）、USB 充電制

御、X線検出（学内に診療用 X線装置がない

ためトリウム入りマントルを線源として使

用）、Windows 用設定アプリ接続、閾値設定

の再起動後保持、スリープ／ウェイク制御

の 7項目について実施した。 

 

C. 研究結果  
デジタルプロテクションゴーグル試作 1

号機を完成した（図１：装着時外観、内部回

路、本体表裏、母体機種）。装着時に通常の

防護眼鏡装着感を大きく損ねず、視野およ

び動作の妨げを生じないことを確認した。

動作確認試験は7項目すべてで合格した（1. 

電源起動 2. 動作中インジケータ 3. USB

充電制御 4. X 線検出 5. アプリ接続

（Windows） 6. 閾値設定の反映 7. スリー

プ／ウェイク）。 

Windows 用設定アプリ上で Pulse Count、

Count Peak、Noise の実測値、および 60 秒

スパンの計数波形が表示され、上記 5 パラ

メータが任意に書込可能であることを確認

した。 

RI ベースのプレ試験では、Cs-137 線源に

よる PD-1、PD-2、PD-4、PD-8 の距離応答測

定を実施し、基準線量当量率 0〜5 mSv/h の

範囲で応答値を取得した。 

同系 PIN フォトダイオード系の外部評価

については、Co-60 線源（98.92 MBq）によ

る校正試験において、5〜50 cm の距離範囲

で測定した線量率は、1 cm 周辺線量当量率

定数 H*(10)から計算される値と一致し、

12.3 mSv/h までの測定可能性が確認された。

評価指標は MAE 0.39 mSv/h、MRE 12%、MaxRE 

14%であった。 

低線量域（C-2）では OSL 線量計との一致

度が高く、相対的に高線量域（1-2）では PIN

 
 

A. 研究目的 
本研究の目的は、X 線透視下診療（IVR）

における医療従事者の職業被ばく、特に水

晶体被ばくの低減を支援するため、防護眼

鏡フレームに線量検出機能とリアルタイム

警告機能を内蔵した装着型デバイスを試

作・評価することである。 

ICRP 2011 年声明を受け、2021 年 4 月施

行の電離放射線障害防止規則改正により、

職業被ばくにおける水晶体等価線量限度は

5 年間 100 mSv かつ年 50 mSv に引き下げら

れた。IVR 術者の水晶体線量は従来基準を超

え得る曝露が報告されており、防護眼鏡装

着率の向上と装着位置の確保が課題となっ

ている。一方、個人線量計（OSL 等）の記録

は事後参照であり、術中の線量上昇を装着

者がその場で認識する経路は限定的である。 

R6 年度は、(i)教育（USOTOPE）、(ii)装着

（ポケガ系試作）、(iii)通信（DMC3000 BLE

化）の 3 経路を並行的に基礎評価する探索

段階に位置付けた。R7 年度はこの結果を踏

まえ、対象を以下の 3点に絞り込んだ。 

1. 対象臓器：水晶体（2021 年法令改正の対

象部位） 

2. 対象シーン：IVR等の X線透視下診療（術

者が手元から目を離せず、遮蔽室内で動

作する条件） 

3. 対象ユーザ：眼鏡装着が可能な現場スタ

ッフ（看護師、IVR 術者、放射線技師等） 

以上の要件に基づき、R6 で示した装着型

モニタの汎用構成を、防護眼鏡フレームに

統合したデバイス（R7 試作）へ再設計した。 

 

B. 研究方法 
R6 試作（ポケガ＋スマホ表示＋クラウド

構成）に対する R7 試作の設計変更点を表 1

に示す。 

母体機種として TORAY 社製放射線防護眼

鏡を採用した。装置はセンサ部、制御部（マ

イコン・バイブ・電池）、LED 表示部の 3 ブ

ロックで構成した。重量バランスのためセ

ンサ部を左右対称に配置し、制御部はフレ

ーム内側の隙間にはめ込み式で固定する構

造とした。ケース形状の検討はヤグチ電子

工業株式会社と共同で実施した。検出素子

は PIN フォトダイオード（ポケットガイガ

ー系）を採用し、β 線遮蔽用真鍮板を前面

に配置した。これにより X/γ線検出器とし

て動作する構成とした。R6 試作からの小型

化により、センサ基板 19.5 × 9.0 mm、制

御基板 37.2 × 17.8 mm に収め、眼鏡フレ

ーム側方ケース内への内蔵を実現した。 

制御プラットフォームは BLE 機能内蔵の

ESP32C6 とし、ファームウェアは Arduino 互

換環境で実装した。線量検出パルスをマイ

コンでカウントし、所定時間内のカウント

から線量率に換算する処理とした。Windows

用設定アプリ「Goggles PocketGeiger」を新

規開発し、COM ポート経由で次のパラメータ

を読書きおよび保持できる構成とした：(i)

時定数（測定時間, ms）、(ii)LED 点灯閾値

（count）、(iii)LED 点灯時間（ms）、(iv)バ

イブ振動閾値（count）、(v)バイブ振動時間

（ms）。 

動作確認試験は、電源起動、動作中インジ

ケータ（10 秒周期黄 LED 点滅）、USB 充電制

御、X線検出（学内に診療用 X線装置がない

ためトリウム入りマントルを線源として使

用）、Windows 用設定アプリ接続、閾値設定

の再起動後保持、スリープ／ウェイク制御

の 7項目について実施した。 

線量応答性能の評価については、本試作

機自体は、Cs-137 線源を用いた距離応答測

定により複数台のセンサ（PD-1, PD-2, PD-

4, PD-8）の応答値を取得した。診療用 X線

装置を用いた本試験は学内設備の制約によ
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フォトダイオード側の過小評価傾向（負バ

イアス）が認められた。これは、加速器ビー

ムのパルス幅（〜10 ps）が計数器デッドタ

イム（300 μs）に対して極めて短いことに

起因する計数欠損であり、定常 X 線場であ

る医療診療環境では同機構による過小評価

は基本的に発生しない。セクタ別の指数関

数型補正（C-2: y=0.15·exp(2.5M)、C-7: 

y=0.27·exp(1.6M)、1-2: y=0.43·exp(1.7M)、

M は測定線量率）の適用後、MAE は C-2 で

0.0030、C-7 で 0.0090、1-2 で 0.085 mSv/h

まで低下した。 

教育訓練側システムについては、R6 で開

発した磁気センサベースの教育用仮想線量

表示システム（USOTOPE）について、表面汚

染検査訓練への適用可能性を含む動作検証

論文を公表した（赤沼ら, 第 62 回アイソト

ープ・放射線研究発表会, 2025 年 7 月）。直

径 30、40 mm のフェライト磁石を疑似線源

とし、磁束密度の3軸合成値が距離の約−2.3

乗で減衰する関係から仮想線量率への換算

式を導出・実装した。 

 

D. 考察 
R7 試作は、R6 で並行検討した 3経路のう

ち装着型モニタ経路を IVR 術者の水晶体被

ばくに対象化したものである。装着位置の

固定、フィードバック経路の身体直接刺激

化、通信形態のローカル化、ハードウェアの

小型化、MCU 統一の 5 点で R6 試作と物理構

成が異なる。R6 のクラウド経由構成では装

着者本人への即時通知に通信遅延および院

内ネットワーク制約の影響を受けるが、R7

構成では LED／バイブ／音による刺激が装

着部位（眼鏡フレーム）上で完結する構成と

なった。 

線量応答性能について、本試作機自体の

評価は学内に診療用 X 線装置がないため RI

ベースのプレ試験に留まった。一方、依拠す

る PIN フォトダイオード系については、KEK 

LINAC での外部評価により 12.3 mSv/h まで

の校正実証および OSL 線量計との一致が確

認された。R6 時点ではポケガ系の絶対線量

校正データは未取得であり、R7 における外

部評価エビデンスの獲得は本研究の定量的

基盤となった。なお、加速器運転下高線量域

での過小評価はビームパルスの時間構造に

起因する加速器固有の現象であり、定常X線

場である IVR 臨床環境への外挿は別途実機

評価が必要である。 

本試作機自体の IVR 臨床線量域での実機

応答評価、長時間装着時の重量バランスお

よび視野影響の定量評価、複数被験者によ

る装着試験は本年度未実施であり、次年度

の検証実験に含める。 

 
E．結論 
令和 7 年度は、R6 年度の 3 経路並行試作

のうち装着型モニタ経路を発展させ、対象

を IVR 術者の水晶体被ばくに絞り込んだ装

着型デバイス（デジタルプロテクションゴ

ーグル）試作 1号機を開発した。 

動作確認 7 項目はすべて合格し、装着型

ハードウェアとしての基礎要件を満たすこ

とを確認した。依拠する PIN フォトダイオ

ードセンサ系については、12.3 mSv/h まで

の線量応答性能と低線量域での OSL 線量計

との一致（MAE 0.034〜0.18 mSv/h）が確認

された。R6 で未取得であったポケガ系の絶

対線量校正データはR7において確立された。 

次年度（令和 8年度）は産業医科大学若松

病院において IVR 臨床条件下での検証実験

を実施する。 
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E．結論 
令和 7 年度は、R6 年度の 3 経路並行試作

のうち装着型モニタ経路を発展させ、対象

を IVR 術者の水晶体被ばくに絞り込んだ装

着型デバイス（デジタルプロテクションゴ

ーグル）試作 1号機を開発した。 

動作確認 7 項目はすべて合格し、装着型

ハードウェアとしての基礎要件を満たすこ

とを確認した。依拠する PIN フォトダイオ

ードセンサ系については、12.3 mSv/h まで

の線量応答性能と低線量域での OSL 線量計

との一致（MAE 0.034〜0.18 mSv/h）が確認

された。R6 で未取得であったポケガ系の絶

対線量校正データはR7において確立された。 

次年度（令和 8年度）は産業医科大学若松

病院において IVR 臨床条件下での検証実験

を実施する。 
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研究協力者 熊谷敦史（量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所放射線規制科

学研究部・部長付） 
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学研究部リスク評価グループ・主任研究員） 

平井悠大（量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所放射線規制科

学研究部リスク評価グループ） 

研究要旨 

令和 7 年度(2025 年度)は、「原子力防災や医療放射線に関与する医師・保健師・事務職

向け教育」として、自治体職員向け原子力災害対応シミュレーション訓練の開発を行い、茨城

県ひたちなか保健所において令和７年度第２回原子力防災資機材取扱合同訓練を企画・実

施した。 

AR技術を用いた仮想放射線場をマネキン上に設定し、放射線測定機器に見立てたタブレ

ット端末で走査・測定し、汚染部位を探索する実習を行った。 

従来の自治体原子力防災訓練等では、放射線源を用いる研修は安全管理上の制約下に

あり、反復的に安全に広く行うことは難しい。 

本研究・実践においては、AR＋放射線源フリー測定シミュレーションにより自治体職

員の原子力災害対応訓練を、安全に、反復可能に、実施しやすく、効果的に提供できる

可能性が示された。 

今後、茨城県内の他の保健所にも対象を広げ汎用性の検証を行う必要があるとともに、客

観的パフォーマンス指標（汚染検出率・作業エラー率等）を用いた訓練効果の評価も求めら

れる。加えて、チームベースの災害対応訓練への拡張も視野に、来年度以降の発展を望む

ものである。 

 

 
 

 
表 1 R6 試作と R7 試作の設計比較 

項項目目 RR66 試試作作 RR77 試試作作 

装着位置 胸部・腹部・膝部（任意） 眼鏡フレーム両側方（固定） 

母体機種 装着位置自由 TORAY 社製防護眼鏡 

フィードバック クラウドダッシュボード

（Soracom Lagoon）＋スマホ表示 

LED／バイブ／音の 3系統オンボード

警告 

通信形態 LTE 経由クラウド送信 COMポート経由ローカル設定 

設定UI Soracom Lagoon Windows アプリGoggles PocketGeiger 

制御MCU 混在 ESP32C6 に統一 

センサ基板寸法 未小型化 19.5 × 9.0 mm 

制御基板寸法 未小型化 37.2 × 17.8 mm 

 

 

図 1 R7 試作機の外観及び内部回路 
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A. 研究目的 
ARと放射線源を用いない測定シミュレー

タを組み合わせたモジュール型シミュレー

ション訓練を開発と、従来の放射線測定器

取り扱い訓練の低い汎用性を解決する新た

な訓練のあり方の確立を目的とした。 

 

B. 研究方法 
茨城県内の保健所職員・自治体職員 20 名

を対象として、２０２５年１２月１２日に、

茨城県ひたちなか保健所において、令和７

年度第２回原子力防災資機材取扱合同訓練

を実施した。 

午後３時間のスケジュールで、①講義「放射

線の基礎」（２０分）、②実習１「実機の取扱い」

実習２「放射線測定ARアプリ（ラドトレAR）を用

いた表面汚染検査訓練」（計６０分）、③実習３

「磁力 USOTOPE を用いた避難者体表面汚染

検査」（４０分）を行った。 

「AR を使った放射線防護教育」は、②実習２

として行ったものである。実習者に、AR を用い

た仮想放射線場を放射線測定器に見立てたタ

ブレットで探索していただいた。あわせて、線

量計の選択・測定すべき部位と優先順位につ

いても考える課題を付加した。 

 

C. 研究結果  
今回の研究・実践において、６名１グルー

プで、各グループ１０分の時間で、効率よく

マネキン上の仮想空間の放射線測定実習を

行うことができた。 

 事後アンケート調査では、AR を用いた実

習のリアリティ（５段階評価）は 4.68（±0.46）、

教育価値（５段階評価）は 4.53（±0.53）と、い

ずれも高得点を得た。 

 

D. 考察 
原子力災害では自治体職員・保健所職員

が、避難所運営、住民対応、汚染スクリーニ

ング、放射線測定等を担う重要な役割を持

つ。しかし現行の訓練には課題実践的な反

復訓練の機会が少なく、放射線源を用いる

訓練は規制・安全管理上の制約が大きい。 

AR・放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより自治体職員の原子力災害対応訓練

を、安全に、反復可能に、実施しやすく、効

果的に、提供できる可能性が示された。 

今後、茨城県内の他の保健所等にも対象

を広げ汎用性の検証を行う必要があるとと

もに、客観的パフォーマンス指標（汚染検出

率・作業エラー率等）を用いた訓練効果の評

価も求められる。加えて、チームベースの災

害対応訓練への拡張も視野に、来年度以降

の発展を望むものである。 
 
E．結論 
本研究・実践において、AR＋放射線源フリー

測定シミュレーションにより、従来型訓練

に比べ自治体職員の原子力災害対応訓練を

効果的に提供できる可能性が示された。 

 

F．論文報告     
なし 
 
G. 研究発表   
なし 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし。 
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A. 研究目的 
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線の基礎」（２０分）、②実習１「実機の取扱い」

実習２「放射線測定ARアプリ（ラドトレAR）を用

いた表面汚染検査訓練」（計６０分）、③実習３

「磁力 USOTOPE を用いた避難者体表面汚染

検査」（４０分）を行った。 

「AR を使った放射線防護教育」は、②実習２

として行ったものである。実習者に、AR を用い

た仮想放射線場を放射線測定器に見立てたタ

ブレットで探索していただいた。あわせて、線

量計の選択・測定すべき部位と優先順位につ

いても考える課題を付加した。 
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マネキン上の仮想空間の放射線測定実習を
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D. 考察 
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が、避難所運営、住民対応、汚染スクリーニ

ング、放射線測定等を担う重要な役割を持

つ。しかし現行の訓練には課題実践的な反

復訓練の機会が少なく、放射線源を用いる

訓練は規制・安全管理上の制約が大きい。 

AR・放射線源フリー測定シミュレーショ

ンにより自治体職員の原子力災害対応訓練

を、安全に、反復可能に、実施しやすく、効

果的に、提供できる可能性が示された。 

今後、茨城県内の他の保健所等にも対象

を広げ汎用性の検証を行う必要があるとと

もに、客観的パフォーマンス指標（汚染検出

率・作業エラー率等）を用いた訓練効果の評

価も求められる。加えて、チームベースの災

害対応訓練への拡張も視野に、来年度以降

の発展を望むものである。 
 
E．結論 
本研究・実践において、AR＋放射線源フリー

測定シミュレーションにより、従来型訓練

に比べ自治体職員の原子力災害対応訓練を

効果的に提供できる可能性が示された。 

 

F．論文報告     
なし 
 
G. 研究発表   
なし 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし。 
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A. 研究目的 
CT検査、インターベンショナルラジオロ

ジー（IVR）、核医学検査等の高度医療に伴
い、医師、診療放射線技師、看護師等の医療

従事者に対する職業被ばく管理および放射

線防護教育の重要性は年々高まっている。

一方で、放射線防護教育は講義形式や資料

提示にとどまることも多く、「どこに高線量

域が形成されるのか」「どの位置取りや遮蔽

が有効か」といった空間的・行動的理解を十

分に習得することは容易ではない。また、実

際の X 線装置や放射性同位元素を用いた訓
練は、安全管理、追加被ばく、業務負担等の

観点から繰り返し実施が困難である。 
そこで本研究では、AR技術を活用し、現

実空間に仮想的な線量分布情報を重畳表示

する教育教材を開発し、安全かつ実践的な

放射線防護教育を可能とすることを目的と

した。これは医療従事者の職業被ばく低減

を通じ、労働安全衛生の向上に資するもの

である。 
 

B. 研究方法 
令和 6年度までに試作した放射線測定AR

アプリ「ラドトレ AR」を用い、令和 7 年度
は運用試験および教育利用評価を行った。 
1． 公開イベントでの運用試験 
 以下のイベントにおいて、小中学生を対象と

した放射線源探索ゲームとして運用した。令和

7 年度量子科学技術研究開発機構千葉地区
一般公開（11 月 16 日）QST 研究公開イベント
「QSTで体験！量子の世界2025」（11月23日） 
参加者に実際に操作してもらい、 
 UIの直感性 
 ARマーカー認識精度 
 操作負荷 
 長時間稼働安定性 
等を確認した。 

2． 専門職訓練での応用 
令和 7 年度第 2 回原子力防災資機材取扱

合同訓練（12 月 12 日、ひたちなか保健所）に
おいて、医師・保健師等を対象に、AR による

表面汚染検査訓練を実施した。仮想汚染源を

設定し、参加者が線量表示を確認しながらスク

リーニング動線、測定手順、重点確認部位等

を学習できる構成とした。 
 本研究は教育教材開発および機器操作性

評価を目的とし、個人の医療情報取得、侵襲

的介入、人体への放射線照射等は行っていな

い。参加者の安全に十分配慮し実施した。 
 
C. 研究結果  
1． 小中学生を対象とした公開イベントで
は、直感的操作が概ね可能であり、AR表
示に対する高い興味・関心が確認された。

教育教材として高い導入性が示された。 
2． 利用者試験を通じ、表示安定性、画面視
認性、UI改善点等、実装上の課題を抽出
できた。 

3． 専門職訓練では、従来の座学では理解し
にくい「測定位置により線量値が変化す

る」「汚染部位探索には動線が重要であ

る」等の実践的理解が促進された。 
4． 実放射線源を用いず、安全に反復訓練可
能である点が高く評価された。 

 

放射線測定 ARアプリ「ラドトレ AR」の 

画面キャプチャー例 

 
 

 
研究要旨 
令和 7 年度(2025 年度)は、拡張現実（Augmented Reality: AR）技術を活用した放射線防

護教育教材の開発を進め、放射線測定 AR アプリ「ラドトレ AR」の運用試験および教育利用
実証を行った。 
本教材は、現実空間上に仮想的な放射線源および線量分布情報を重ねて表示し、受講

者が実際に移動・測定しながら防護行動を学習できることを特徴とする。実際の放射線源や

X線装置を使用せず、安全かつ反復的に教育訓練を行える点に利点がある。 
今年度は、小中学生向け公開イベントにおいて操作性・視認性・安定性の検証を行うととも

に、医師・保健師等を対象とした原子力防災資機材取扱合同訓練において表面汚染検査訓

練への応用を実施した。これらの結果、AR 教材は直感的理解の促進、主体的学習の誘導、

および実践的な放射線防護教育への活用可能性が高いことが示唆された。 
今後は、医療従事者向け放射線防護教育教材としての高度化を進め、職業被ばく低減に

資する教育ツールとしての社会実装を目指す。 
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令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

眼の水晶体の放射線防護に資する機材開発推進および被ばく低減のための多角的研究 

 

MMiixxeedd  RReeaalliittyy～～メメタタババーースス技技術術をを活活用用ししたた放放射射線線防防護護教教育育ココンンテテンンツツのの開開発発  

研究分担者 赤羽 正章（国際医療福祉大学医学部放射線医学/成田病院・教授） 
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本研究では、複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメタバース技術を活用して、医療現場

における放射線防護教育の推進をはかることを目的に、血管造影室での放射線被ばく低減

に向けた学習コンテンツとその有効性の評価方法の開発を目指した。令和 6 年度（2024 年

度）は、MR ゴーグルで散乱線の空間線量分布の実測値を可視化するコンテンツを作成し、

医師・看護師・診療放射線技師・臨床工学技士を対象に、学習効果を従来の紙資料と比較し

た。結果、看護師や若手医師において散乱線の分布に対する理解が向上したことが示され

た。令和 7 年度（2025 年度）はこの学習環境を多様な施設へ展開することを目差し、メタバー

ス空間へ展開する準備を進めた。利用者はアバターでメタバース空間内を移動し、C アーム

の回転に伴う線量分布の変化を多角的に観察できる。また、不正解時に再学習空間へ転送

されるクイズ形式の設問も体験できる。これらは、PC や VR ゴーグルなど多岐にわたるデバイ

スからアクセス可能であることを確認した 。本システムは、施設や職種の垣根を超えて展開

可能な、強力な放射線防護教育ツールになりうると期待される 。 

 

主な研究協力者： 
吉岡直紀 （国際医療福祉大学成田病院放射線技術部） 
石田浩之 （国際医療福祉大学成田病院放射線技術部） 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
D. 考察 
放射線防護教育では、知識伝達のみなら

ず、空間認知、動線設計、遮蔽位置選択など

行動学習が重要である。ARは現実環境を活
用しながら情報提示できるため、講義教材

や通常の動画教材より実践的理解に優れる

と考えられる。VR（Virtual Reality）は没入
感に優れる一方、現実環境との位置関係把

握に制限がある。これに対し ARは、実際の
病室、撮影室、処置室等をそのまま訓練環境

として利用できるため、医療現場教育との

親和性が高い。本研究成果は、IVR室や CT
室における散乱線防護教育、核医学患者対

応教育、災害医療時の汚染検査教育等へ展

開可能であり、医療従事者の職業被ばく低

減および労災予防に寄与する可能性がある。 
令和 8年度は、測定器実機に近い UI、線

量応答関数、医療現場シナリオ教材等を追

加し、医師・看護師等への教育効果の定量評

価を進める予定である。 
 
E．結論 

AR技術を用いた放射線防護教育教材「ラ
ドトレ AR」の運用試験および教育利用実証
を行い、安全かつ実践的な教育ツールとし

て有望であることが確認された。 
AR は現実空間と連動した体験学習を可

能とし、医療従事者の放射線防護教育およ

び職業被ばく低減に資する新たな教育手法

となる可能性が示された。 
 
F．論文報告     
現在、学術論文投稿に向け準備中。 

 
G. 研究発表   
1. 古場 裕介、藤瀬 大助 

「拡張現実を利用した身近な物質の放射

能可視化アプリケーションの開発」 
応用物理学会第 72 回春季学術大会、
2025年 3月 

2. 平賀綾乃、平井悠大、古場裕介、眞正浄
光 
「拡張現実を活用した放射線遮蔽効果可

視化ツール開発のための線量分布データ

の構築」 
次世代放射線シンポジウム 2025、2025 年
8月 

3. 古場 裕介、藤瀬 大助、平井 悠大、齊藤 
柚季、平賀 彩乃、眞正 浄光 
「シナリオ非提示型の放射線測定訓練の

ための ARアプリケーションの開発」 
日本保健物理学会第 58 回研究発表会、
2025年 12月 

 
H. 知的所有権の取得状況 
現時点で該当なし。 
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本研究では、複合現実（=Mixed Reality：MR）およびメタバース技術を活用して、医療現場

における放射線防護教育の推進をはかることを目的に、血管造影室での放射線被ばく低減

に向けた学習コンテンツとその有効性の評価方法の開発を目指した。令和 6 年度（2024 年

度）は、MR ゴーグルで散乱線の空間線量分布の実測値を可視化するコンテンツを作成し、

医師・看護師・診療放射線技師・臨床工学技士を対象に、学習効果を従来の紙資料と比較し

た。結果、看護師や若手医師において散乱線の分布に対する理解が向上したことが示され

た。令和 7 年度（2025 年度）はこの学習環境を多様な施設へ展開することを目差し、メタバー

ス空間へ展開する準備を進めた。利用者はアバターでメタバース空間内を移動し、C アーム

の回転に伴う線量分布の変化を多角的に観察できる。また、不正解時に再学習空間へ転送

されるクイズ形式の設問も体験できる。これらは、PC や VR ゴーグルなど多岐にわたるデバイ

スからアクセス可能であることを確認した 。本システムは、施設や職種の垣根を超えて展開

可能な、強力な放射線防護教育ツールになりうると期待される 。 

 

主な研究協力者： 
吉岡直紀 （国際医療福祉大学成田病院放射線技術部） 
石田浩之 （国際医療福祉大学成田病院放射線技術部） 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
D. 考察 
放射線防護教育では、知識伝達のみなら

ず、空間認知、動線設計、遮蔽位置選択など

行動学習が重要である。ARは現実環境を活
用しながら情報提示できるため、講義教材

や通常の動画教材より実践的理解に優れる

と考えられる。VR（Virtual Reality）は没入
感に優れる一方、現実環境との位置関係把

握に制限がある。これに対し ARは、実際の
病室、撮影室、処置室等をそのまま訓練環境

として利用できるため、医療現場教育との

親和性が高い。本研究成果は、IVR室や CT
室における散乱線防護教育、核医学患者対

応教育、災害医療時の汚染検査教育等へ展

開可能であり、医療従事者の職業被ばく低

減および労災予防に寄与する可能性がある。 
令和 8年度は、測定器実機に近い UI、線

量応答関数、医療現場シナリオ教材等を追

加し、医師・看護師等への教育効果の定量評

価を進める予定である。 
 
E．結論 

AR技術を用いた放射線防護教育教材「ラ
ドトレ AR」の運用試験および教育利用実証
を行い、安全かつ実践的な教育ツールとし

て有望であることが確認された。 
AR は現実空間と連動した体験学習を可

能とし、医療従事者の放射線防護教育およ

び職業被ばく低減に資する新たな教育手法

となる可能性が示された。 
 
F．論文報告     
現在、学術論文投稿に向け準備中。 

 
G. 研究発表   
1. 古場 裕介、藤瀬 大助 

「拡張現実を利用した身近な物質の放射

能可視化アプリケーションの開発」 
応用物理学会第 72 回春季学術大会、
2025年 3月 

2. 平賀綾乃、平井悠大、古場裕介、眞正浄
光 
「拡張現実を活用した放射線遮蔽効果可

視化ツール開発のための線量分布データ

の構築」 
次世代放射線シンポジウム 2025、2025 年
8月 

3. 古場 裕介、藤瀬 大助、平井 悠大、齊藤 
柚季、平賀 彩乃、眞正 浄光 
「シナリオ非提示型の放射線測定訓練の

ための ARアプリケーションの開発」 
日本保健物理学会第 58 回研究発表会、
2025年 12月 

 
H. 知的所有権の取得状況 
現時点で該当なし。 
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のである。 

今回、メタバース上に展開するコンテンツに

ついては、それらの 3 次元メッシュと同じものを

用い、あらたに、血管造影室のＣアーム装置を

模したモデルを作成し、利用者の操作で、メタ

バース空間内でＣアームが一定の回転を示す

ようにした。 

また、初年度においては、ＭＲゴーグル体験

者が、体験前後に回答する、散乱線の空間線

量分布に対する設問を用意したが、今回は、

それと同等の内容を、メタバース空間上に、

クイズ形式にして展開することとした。具

体的には、メタバース空間内で、アバターが、

各選択肢に対応した経路をすすむことし、

不正解であれば、解答解説を示す空間で再

学習して帰還する構造とした。 

以上のコンテンツを、ゲームエンジン

Unity 2021.3.1f1(Unity Technologies 、 
San Francisco、CA)を使用して 1つのアプ
リケーションとして統合し、Spatial上にア
ップロードした。 
 作成したコンテンツを、インターネット

環境下で、パーソナルコンピュータ、スマー

トフォン、VR/MR ゴーグル Meta Quest3
（Meta、Menlo Park 、 CA）の各デバイス
を用いて体験した。 

C．結果  

1. 散乱線空間線量分布の可視化 
 パーソナルコンピュータ、タブレット、ス

マートフォン、VRゴーグルいずれもデバイ
スからも、メタバース空間上のコンテンツ

にアクセス可能で、散乱線の空間線量分布

を可視化できた。 

 
パーソナルコンピュータからアクセスしたメタバー

ス空間画面：Cアームの角度は、上段から straight 、
CRA30°、RAO30°、LAO90°。 

 
 

A．はじめに 
2011 年 4 月に国際放射線防護委員会

（ICRP）が発表したソウル声明では、水晶
体のしきい線量が従来考えられていたより

も低いこと、職業被ばくについて水晶体の

等価線量限度を 5 年間の平均で 20mSv/年
かつ年間最大 50mSv まで引き下げること、
が述べられている。これを受けて、2012年
には ICRP Publication 118が発行され、国
際原子力機関や欧州連合の新しい安全基準

にも、新たな水晶体等価線量限度が盛り込

まれる流れとなっている。我が国において

も新たな水晶体等価線量限度が法令へ取り

入れられ、令和 3 年 4 月より施行されてお
り、特に水晶体等価線量の高さが懸念され

る X 線透視を用いた治療手技の術者につい
て、最適化の推進が期待されている。 
それらを踏まえ、本研究は、水晶体防護の

必要性や方法に関する教育不足の改善をめ

ざし、また同時に、X線透視手技中の防護に
必要となる適切な知識の取得に加えて、実

践できる力や実践する意欲を高めることを

目指す。 
近年、 仮想現実(Virtual Reality：VR）や

複合現実（Mixed Reality：MR）に関する技
術の発展が目覚ましく、教育の効果を高め

る手段として注目されているが、本研究は、

これらの活用により、意欲と学習効果の向

上を期するものである。 
3年間にわたる本研究で、初年度である前

年度においては、単一施設/多職種で教育の
実践と評価、多職種対象検討を行った。今年

度は、最終年度の評価実験実施へ向けて、他

施設からもアクセスできる環境の構築を目

指した。具体的には、学習効果を高めるため

の体験内容向上やクイズ形式を取り入れた

アプリケーションをメタバース空間上に展

開したので、これを報告する。 

B．方法 
1. メタバース 
メタバースとは、近年、VR/MR の一環と

して注目されている技術の一つである。これ

は、インターネット上に構築された三次元の

仮想空間の中で、複数の人が同時に参加し、

同じ空間を共有しながら活動できる仕組み

である。利用者は自分の分身（アバター）を

通じて空間内を移動し、他者と同時に同じ対

象を見ることができる。 
このメタバースについては、世界規模で複

数の企業が参入し、メタバースプラットフ

ォームを無償で提供しているが、本研究で

は、そのうちの１つである Spatial
（www.spatial.io）を用いた。Spatial は、
一般的なパーソナルコンピュータのみなら

ず、タブレットやスマーフォン、VRゴーグ
ルなど多岐にわたるデバイスから利用可能

な仮想空間サービスである（パーソナルコ

ンピュータからは一般的なブラウザのみで

アクセス可、それ以外のデバイスからは、初

回に Spatial 社の提供する無償アプリケー
ションをインストールする必要あり）。作成

したアプリケーションを一度メタバース空

間にアップロードできたならば、利用者は

各自のデバイスで、インターネットを介し

て、そのコンテンツに参加・体験することが

可能となる。 
 

2. アプリケーション作成 
本研究の初年度において我々は、Cアーム

9 方向について散乱線の空間線量分布を実
測し、この実測値を MR ゴーグルで可視化す

るアプリケーションを作成した。これは、血管造

影室で業務に携わることのある医療従事者が、

その血管造影室内でＭＲゴーグルを装着し、

実際の映像に重ね合わせて、空間線量分布を

示す 3次元的メッシュの仮想表示を観察するも



─ 92 ─ ─ 93 ─

 
 

のである。 

今回、メタバース上に展開するコンテンツに

ついては、それらの 3 次元メッシュと同じものを

用い、あらたに、血管造影室のＣアーム装置を

模したモデルを作成し、利用者の操作で、メタ

バース空間内でＣアームが一定の回転を示す

ようにした。 

また、初年度においては、ＭＲゴーグル体験

者が、体験前後に回答する、散乱線の空間線

量分布に対する設問を用意したが、今回は、

それと同等の内容を、メタバース空間上に、

クイズ形式にして展開することとした。具

体的には、メタバース空間内で、アバターが、

各選択肢に対応した経路をすすむことし、

不正解であれば、解答解説を示す空間で再

学習して帰還する構造とした。 

以上のコンテンツを、ゲームエンジン

Unity 2021.3.1f1(Unity Technologies 、 
San Francisco、CA)を使用して 1つのアプ
リケーションとして統合し、Spatial上にア
ップロードした。 
 作成したコンテンツを、インターネット

環境下で、パーソナルコンピュータ、スマー

トフォン、VR/MR ゴーグル Meta Quest3
（Meta、Menlo Park 、 CA）の各デバイス
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1. 散乱線空間線量分布の可視化 
 パーソナルコンピュータ、タブレット、ス

マートフォン、VRゴーグルいずれもデバイ
スからも、メタバース空間上のコンテンツ

にアクセス可能で、散乱線の空間線量分布

を可視化できた。 
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ス空間画面：Cアームの角度は、上段から straight 、
CRA30°、RAO30°、LAO90°。 

 
 

A．はじめに 
2011 年 4 月に国際放射線防護委員会

（ICRP）が発表したソウル声明では、水晶
体のしきい線量が従来考えられていたより

も低いこと、職業被ばくについて水晶体の

等価線量限度を 5 年間の平均で 20mSv/年
かつ年間最大 50mSv まで引き下げること、
が述べられている。これを受けて、2012年
には ICRP Publication 118が発行され、国
際原子力機関や欧州連合の新しい安全基準

にも、新たな水晶体等価線量限度が盛り込

まれる流れとなっている。我が国において

も新たな水晶体等価線量限度が法令へ取り

入れられ、令和 3 年 4 月より施行されてお
り、特に水晶体等価線量の高さが懸念され

る X 線透視を用いた治療手技の術者につい
て、最適化の推進が期待されている。 
それらを踏まえ、本研究は、水晶体防護の

必要性や方法に関する教育不足の改善をめ

ざし、また同時に、X線透視手技中の防護に
必要となる適切な知識の取得に加えて、実

践できる力や実践する意欲を高めることを

目指す。 
近年、 仮想現実(Virtual Reality：VR）や

複合現実（Mixed Reality：MR）に関する技
術の発展が目覚ましく、教育の効果を高め

る手段として注目されているが、本研究は、

これらの活用により、意欲と学習効果の向

上を期するものである。 
3年間にわたる本研究で、初年度である前

年度においては、単一施設/多職種で教育の
実践と評価、多職種対象検討を行った。今年

度は、最終年度の評価実験実施へ向けて、他

施設からもアクセスできる環境の構築を目

指した。具体的には、学習効果を高めるため

の体験内容向上やクイズ形式を取り入れた

アプリケーションをメタバース空間上に展

開したので、これを報告する。 

B．方法 
1. メタバース 
メタバースとは、近年、VR/MR の一環と

して注目されている技術の一つである。これ

は、インターネット上に構築された三次元の

仮想空間の中で、複数の人が同時に参加し、

同じ空間を共有しながら活動できる仕組み

である。利用者は自分の分身（アバター）を

通じて空間内を移動し、他者と同時に同じ対

象を見ることができる。 
このメタバースについては、世界規模で複
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ンピュータからは一般的なブラウザのみで

アクセス可、それ以外のデバイスからは、初
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ションをインストールする必要あり）。作成

したアプリケーションを一度メタバース空

間にアップロードできたならば、利用者は

各自のデバイスで、インターネットを介し
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令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  

 

気気管管支支内内視視鏡鏡検検査査にに従従事事すするる術術者者ののたためめのの  

ヘヘッッドドセセッットト型型水水晶晶体体防防護護具具のの開開発発  
  
研究代表者  千田 浩一（東北大学・災害科学国際研究所/大学院医学系研究科・教授） 

研究要旨 

近年、X 線透視を併用した低侵襲手技の普及に伴い、医療従事者の職業被ばくが重要な

課題となっている。特に気管支内視鏡検査では、診断および治療精度向上のために透視が

用いられることが多く、術者は散乱線による水晶体被ばくを受ける可能性がある。国際放射線

防護委員会（ICRP）は水晶体等価線量限度を「5 年間平均 20 mSv/年（単年最大 50 mSv）」

へ引き下げており、透視下手技に従事する医師に対する防護対策の重要性は一層高まって

いる。 

しかしながら、気管支内視鏡検査においては、インターベンショナルラジオロジー（IVR）で

一般的に用いられる天井懸垂型防護板の設置が困難であり、また従来の防護眼鏡には曇り

や重量による不快感、十分な遮蔽性能の不足といった課題が存在する。このため、実臨床に

おいて十分な水晶体防護が実施されていない可能性が指摘されている。 

本研究では、気管支内視鏡検査に従事する術者の水晶体被ばく低減を目的として、ヘッド

セット型水晶体防護具を新たに開発し、その防護性能をファントム実験により評価した。本防

護具は、左前頭側に 0.175 mmPb 当量の鉛シートを配置し、ヘッドセット機構により固定する

構造とした。人体ファントムを用いて、透視下手技を伴う気管支内視鏡検査を模擬し、頭部 13

箇所の線量および遮蔽効果を評価した。 

その結果、左眼部において全角度で 80%以上の線量低減効果を示した。鉛シート単体の

遮蔽効果は 74.6～91.3%であり、0.175 mmPb は防護性能と装着性のバランスに優れた条件

であることが示された。本防護具は従来の防護眼鏡と比較して高い防護効果を有するととも

に、曇りや視野制限といった問題を軽減する構造であり、臨床現場における実装可能性の高

い防護手段であると考えられた。今後は臨床環境下での検証を行い、気管支内視鏡検査に

おける水晶体被ばく低減戦略の確立に寄与することが期待される。 

 

 

主な研究協力者：芳賀 喜裕（仙台厚生病院 副技師長） 

 

 
 

 

2. クイズ形式設問 
 メタバース空間内に、線量分布表示と同時

にクイズ形式の設問を設置できた。 

 

 
 
上段：用意した設問。 
下段：不正解の経路を選択した場合（この設問で

は不正解は B）、アバターは解答提示空間に転送さ
れて再学習を行う。 
D．考察と結語 
メタバース空間上で、血管造影室における

散乱線の空間線量分布の可視化し、同時に、

クイズ形式の体験学習内容を展開すること

ができた。このメタバース空間は、インター

ネット環境下であれば、パーソナルコンピュ

ータ、タブレット、スマーフォン、VRゴー
グル、いずれのデバイスでもアクセス可能で

ある。また、コンテンツの更新については、

メタバース空間上のアプリケーションを更

新するだけで完了し、全ユーザーに対する再

配布を必要としない。これにより、特殊な環

境を必要としなくなり、多様な環境の施設で

利用可能な学習環境へと汎用性を高めるこ

とができた。 
今後へ向けて、デバイス性能や通信速度に

よる違いの検討、設問形式の検討を進めてい

る。加えて、実測データを補完して、実測し

た 9方向以外の方向にも対応できないか、シ
ミュレーションの検討を進めている。更に、

実空間の人体模型を操作してメタバース空

間の人体モデルに反映させることで、実臨床

手技の予行演習に利用可能な環境構築を目

指す下準備も始めている。MRやメタバース
は、放射線防護の教育や臨床に活用しうる大

きな可能性を有する。 
以上、昨年度の教育環境をメタバース空間

上に展開し、最終年度の評価実験実施へ向け

て、多様な施設からアクセスできる環境を構

築した。 
 
 
Ｅ．論文報告     

該当なし 
Ｆ．研究発表   

該当なし 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 

該当なし  
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研究要旨 
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護具は、左前頭側に 0.175 mmPb 当量の鉛シートを配置し、ヘッドセット機構により固定する
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箇所の線量および遮蔽効果を評価した。 
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Fig. 2 線量計の配置 

 

C. 研究結果  
防護具非装着時においては、すべての条

件で左眼部の線量が右眼部より高値を示し

た。最大線量は 30°時の左眼部で 62.0 μ

Gy であった。 

防護具装着により、左眼部では全角度に

おいて 80%以上の線量低減効果が得られ、最

大 87.7%の低減が確認された。一方、右眼部

においては 40～75%程度の低減効果であっ

た。 

鉛シート単体の遮蔽効果は 74.6～91.3%

であり、全条件において有意な線量低減が

認められた。 

 

Fig. 3 測定位置ごとの遮蔽効果 

 

D. 考察 
本研究により、ヘッドセット型水晶体防

護具は気管支内視鏡検査における術者の水

晶体被ばくを大幅に低減可能であることが

示された。特に左眼において 80%以上の防
護効果が得られたことは、臨床的に極めて

重要な知見である。 
従来の防護手段として広く用いられてい

る防護眼鏡は、一般に 50～70%程度の防護
効果にとどまると報告されている。また、防

護カーテンや天井懸垂型防護板は高い防護

効果を有するものの、気管支内視鏡検査で

は装置配置や術野確保の観点から使用が制

限される場合が多い。これに対し、本防護具

は術者の頭部に直接装着する構造であり、

環境条件に依存せず安定した防護効果を発

揮できる点で優れている。 
さらに、本防護具は非対称構造とし、被ば

くの大きい左側に重点的に遮蔽を行う設計

とした。これは、術者が透視画像を確認する

際に右側を向く姿勢をとることが多く、左

眼への散乱線入射が増加するという臨床実

態に基づくものである。このような実使用

環境を考慮した設計は、防護効率の向上と

装着性の両立に寄与している。 
また、本防護具は従来の防護眼鏡におけ

る曇りや視野制限といった問題を回避しつ

つ、重量をヘッドセットにより分散するこ

とで長時間使用時の負担軽減を実現してい

る。この点は、防護具の「使用されやすさ」

という観点からも重要であり、実際の臨床

現場への導入において大きな利点となる。 
一方で、本研究にはいくつかの限界があ

る。まず、本研究はファントム実験であり、

実際の臨床環境における防護効果を直接的

に示すものではない。また、施設ごとの装置

配置や術者の立ち位置によって被ばく分布

は変化する可能性がある。さらに、本研究で

 
 

A. 研究目的 
近年、X線透視を用いた低侵襲治療の発展

に伴い、手技の複雑化および長時間化が進

行している。その結果、術者および医療従事

者の職業被ばくが増加しており、放射線防

護は臨床現場における重要な課題となって

いる。特に水晶体は放射線感受性が高く、比

較的低線量で白内障を発症する可能性が指

摘されていることから、適切な防護対策の

実施が求められている。 

気管支内視鏡検査においては、透視を併

用することで病変部への正確なアプローチ

や合併症の低減が可能となる一方、術者は

患者からの散乱線により持続的な被ばくを

受ける。気管支内視鏡に従事する医師の中

には年間水晶体線量が 20 mSv を超える例も

報告されており、現行の防護対策が十分と

は言えない状況が示唆されている。 

一 般 的 な Interventional Radiology 

(IVR) 領域では、天井懸垂型防護板や防護

カーテンなどの物理的遮蔽が有効とされて

いるが、気管支内視鏡検査では装置配置や

術野確保の制約によりこれらの使用が困難

な場合が多い。また、防護眼鏡は広く使用さ

れているものの、曇りや重量、視野制限など

により長時間の使用が困難であり、十分な

防護効果が得られていない可能性がある。 

以上の背景を踏まえ、本研究では、気管支

内視鏡検査に適した新たな水晶体防護具を

開発し、その防護性能を定量的に評価する

ことを目的とした。 

 

B. 研究方法 
本研究では、新規に開発したヘッドセッ

ト型水晶体防護具の防護性能を評価するた

め、ファントム実験を実施した。 

防護具は、0.175 mmPb 当量の鉛シートを

左前頭側に配置し、ヘッドセット機構によ

り頭部へ固定する構造とした（Fig. 1）。重

量は約 310 g であり、長時間使用における

装着性と安定性を考慮した設計とした。先

行研究において左眼の被ばくが高いことが

報告されているため、非対称構造とし左側

重点の遮蔽を行った。 

実験には X 線透視装置（PlessartZERO 

DREX-PZ10, キャノンメディカルシステム

ズ）を用い、体幹ファントム（PBU-50, 京都

科学）を患者、頭部ファントム（PBU-60, 京

都科学）を術者と見立てた。頭部ファントム

は照射中心から 70 cm の位置に配置し、高

さは床上 160 cm とした。術者の姿勢を模擬

するため、頭部の回旋角度を 30°、45°、

60°、90°に設定した。 

散乱線線量の測定には蛍光ガラス線量計

（GDM-352, 千代田テクノル）を用い、頭部

13 箇所に配置した（Fig. 2）。防護具装着時

および非装着時の線量を測定し、線量低減

率を算出した。また、鉛シートの内外におけ

る線量を測定し、遮蔽効果の評価を行った。 

 

 
Fig. 1 ヘッドセット型防護具の装着図 
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Fig. 1 ヘッドセット型防護具の装着図 
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情報化社会の進展に伴いデジタル機器使用時間が増加し、眼への負担が問題となってい

る。放射線業務従事者においても視力矯正眼鏡を使用する例は多いが、矯正眼鏡装用者を

対象とした X 線防護眼鏡の性能評価は十分に行われていない。本研究では、矯正眼鏡の上

から装着可能なオーバーグラスタイプ防護眼鏡の防護性能をファントム実験により評価した。 

0.07 mm 鉛等量のオーバーグラスタイプ防護眼鏡をプラスチック製矯正眼鏡の上から装着

し、頭部ファントムを用いて正面下方および左斜め下方から X 線を照射した。その結果、IVR

で想定される左斜め下方からの照射に対して 70%以上の高い防護効果を示した。 

 本研究で使用したオーバーグラスタイプは、テンプルやノーズパッドの角度が調節可能で、

矯正眼鏡着用時においても頭部へのフィット感が良好であった。また、レンズ下部が湾曲して

いることから、頭部とレンズとの隙間が小さくなっていた。これらの要因が、高い防護効果に寄

与したと考えられる。 

 現在は、サイドシールドのみを備えたモデルや、頭部形状に沿ってレンズが湾曲したラップ

アラウンド型が主流であるため、このような下部遮蔽を備えたレンズを開発することで、防護効

果の更なる向上が期待される。 

 

 
 

は左側重点の設計としたが、施設によって

は右眼の被ばくが優位となる可能性もある。 
今後は、実臨床における線量測定を通じ

て本防護具の有効性を検証するとともに、

左右交換可能な構造や軽量化設計の検討を

進める必要がある。また、本防護具は IVR
など他の透視下手技への応用も期待される

ことから、適用範囲の拡大に関する検討も

重要である。 
 
E．結論 
本研究では、気管支内視鏡検査に従事す

る術者の水晶体被ばく低減を目的としてヘ

ッドセット型防護具を開発し、その防護性

能を評価した。その結果、特に左眼において

80%以上の高い線量低減効果が確認された。 

本防護具は、防護性能と装着性を両立し

た実用的な放射線防護手段であり、気管支

内視鏡検査をはじめとする透視下手技にお

ける水晶体被ばく低減に寄与することが期

待される。 
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低い値となった。したがって、患者の様子を

確認するために、頭部が散乱線発生源側を

向く場合は、防護率の低下に注意する必要

がある。 

 

 
図 3 正面下方照射時の左眼の防護率 

 

 

図 4 斜方照射時の左眼の防護率 

 

 

図 5 斜方照射時の右眼の防護率 

 

D. 考察 
 本研究は、矯正眼鏡の上にオーバーグラ

スタイプを着用し、防護性能を評価した点

に新規性を有する。先行研究では、サイドシ

ールドのみを備えたオーバーグラスタイプ

の性能評価を、矯正眼鏡着用時に想定され

る分の隙間を空けて実施していた。その結

果、防護率が著しく低下した。 
しかし、本研究では、オーバーグラスタイ

プの防護率は左斜め下からの X 線に対して
70%以上の高い防護効果を示した。その理
由として、レンズ下部の湾曲した構造や調

節可能な柄や鼻当てにより、矯正眼鏡着用

時でも、防護眼鏡が頭部にフィットし、下部

に大きな隙間が生じなかったことが考えら

れる。 
オーバーグラスタイプは矯正眼鏡とのフ

ィット感が悪いとレンズが前方に突出し、

下部に X 線が直接目に入射するような隙間
が空くことが想定される。したがって、本研

究で用いたような下方からの X 線を遮蔽で
きる構造を備えたものが効果的であると考

えられる。 
本研究の限界点としては、直接線を用い

たため、今後は臨床を想定し、散乱線を用い

た検討も実施する予定である。また、本研究

で下部が湾曲したレンズの有効性が示唆さ

れたため、今後定量的な評価を実施し、防護

効果向上に資する知見を蓄積していく。 
 
E．結論 
本研究では、視力矯正者用の防護具の一

つであるオーバーグラスタイプ防護眼鏡の

性能を評価した。本研究で用いたオーバー

グラスは、IVR で想定される左斜め下からの

X 線に対して、70%以上の高い防護効果を示

した。この結果から、オーバーグラスタイプ

におけるレンズ下部が湾曲した構造の有効

性が示唆された。現在は、サイドシールドの

みを備えたものや頭部形状に沿ったラップ

アラウンド型が主流であるため、今後、この

 
 

A. 研究目的 
情報化社会の進展に伴うデジタル機器

使用時間の増加により、眼に掛かる負担が

大きくなっている。放射線業務従事者にお

いても、ディスプレイを見ながら作業する

ことが多いため、視力矯正眼鏡を着用して

いる例は多いと推察される。しかし、 矯正

眼鏡を着用する者向けのＸ線防護眼鏡の性

能評価は十分に行われてこなかった。 

そこで、本研究では、ファントム実験で、

矯正眼鏡の上に重ねて装着できるオーバー

グラスタイプ防護眼鏡の防護性能を評価し

た。 

 

B. 研究方法 
 本研究では 0.07 mm 鉛等量のオーバーグラ

スタイプ防護眼鏡 (パノラマシールド HF-

480S、東レ、東京） を使用した。この防護眼鏡

は矯正眼鏡の上に着用するために、通常の防

護眼鏡と比較して、フレームとレンズが大きく設

計されている。インターベンショナルラジオロジ

ー (Interventional radiology: IVR) では、側方

や下方から散乱 X 線が入射すると知られてい

る。そのため、それらを効果的に遮蔽するため

にレンズの側面と下部が湾曲している。さらに、

テンプルの角度は 4 段階で調節可能で、ノー

ズパッドの幅も調整可能である。 

以上のような設計により、矯正眼鏡の上に着

用しても、頭部へのフィット感が良好で、X 線透

視手技中に良好な水晶体防護効果が得られる

ことが期待される。 

 本研究では、実際の着用状況を想定し、プラ

スチック製の矯正眼鏡 (sun-4848、EXAS、東

京、日本) の上にオーバーグラスタイプを重ね

て装着した。頭部ファントム (PBU-60、京都科

学、京都) へのフィット感は良好で、矯正眼鏡

の上から着用しても、防護眼鏡のレンズ下部の

隙間が広がることはなかった。 

 頭部ファントムを天板上に設置し、正面下方

と左斜め下方 (斜方) から X 線を照射して、防

護性能を評価した (図 1)。正面下方照射では

鉛直方向の角度θ1を 0°から 60°まで変化さ

せ、斜方照射ではθ1 を 45°とし、水平方向の

角度θ2を 0°から 60°まで変化させた。X 線

照射条件は、管電流 1 mA、管電圧 65 kV, 照

射野サイズ 27.5×27.5 cm2、線源表面間距離

90 cm、透視時間 60 sec とした。 

線量測定には蛍光ガラス線量計 (GD-

352M、千代田テクノル、東京) を用いた。正面

下方照射では、防護眼鏡の左レンズの表側と

頭部ファントムの左眼窩中心に貼付した。一方、

斜方照射では、上記の二箇所に加えて、右レ

ンズの表側と右眼窩中心にも貼付した。そして、

レンズ表側で測定した線量と眼の表面で測定

した線量の比を 1 から減じ、それに 100 を乗ず

ることで、防護率 [%] を算出した。防護率は各

条件で 4回測定し、平均をとった。 

 

図 1 ファントム実験の配置図 (A: 正面下方照

射、B: 斜方照射)。斜方照射ではθ1を 45°と

した。 

 

C. 研究結果  
 実験結果を図 3～5に示す。図中の誤差バ

ーは標準偏差を示している。本ファントム

実験では IVR で想定される左斜め下からの

X 線に対して、70%以上の高い防護効果を示

した。しかし、正面下方 60°からの照射時

に防護率が 64%と、他の照射角度と比較して
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主な研究協力者：人見 剛 （川崎医科大学附属病院 診療放射線技師） 

研研究究要要旨旨  

脳血管撮影における術者の被ばく線量は高く，術者は鉛防護衣や鉛甲状腺カラー，鉛
防護メガネ等の個人防護具の装着と共に，天井吊り下げ型放射線防護シールド 
(Ceiling suspended radiation protective shield: CSRPS) や検査台取り付け型放射線防
護カーテン (Couch-mounted radiation protective curtain: CMRPC)等の放射線防護装
備を併用して放射線防護を行う． 
近年，放射線防護の意識が高まり，放射線防護装備や防護具の普及が進んでいるが，

放射線防護装備は状況に合わせて挿入位置を操作して放射線防護を行う必要があり
[1]，これらの装備を適切に使用しているかを客観的に評価する必要がある． 
そこで，日本の大学病院において，2024 年 1 月から 4 月の間に診断脳血管撮影 12

症例に従事した医師 8 名を対象として，リアルタイム個人線量計を術者の甲状腺防護
頸部カラー前面左側と放射線防護衣胸部前面左側の 2 ヵ所に装着して，術者の放射線
防護具の使用状況や立ち位置により変化する被ばく線量を測定した．同時に検査室内 2
ヵ所に設置した手術室内モニタリングカメラ記録動画および術者用血管撮影装置メイ
ンモニタに表示される被ばく関連情報の 3 つを時刻同期して解析することで，術者が
改善すべき放射線防護上の問題点を抽出することが可能かどうかを検証した． 
本研究により， CSRPS を適切に使用すると，術者の被ばく線量は約 70%の低減が

見込め，また，大腿動脈穿刺から大動脈弓部にカテーテルを進めるまでの積算線量が総
積算線量の約 50%を占めていたことが示され，いずれも脳血管撮影の際の効果的な術
者被ばく低減介入ポイントであることが明らかとなった． 
本解析手法により，診断脳血管撮影における術者被ばくの現状と，これまで気づかれ

なかった放射線防護装備の使用方法の不具合の指摘およびその改善方法も明瞭に提示
できることが明らかになり，術者の被ばく防護教育ツールとしての活用の可能性が示
された． 

 
 

ような下部遮蔽を備えたレンズを開発する

ことで、防護効果の更なる向上が期待され

る。 

 

F．論文報告     
Shindo R, Yamamoto K, Ohno S, et al. Evaluation of 

radiation protection by lead glasses for interventional 

radiology physicians wearing prescription glasses: 

considering dose reduction by prescription glasses 
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doi:10.1093/jrr/rraf047 
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で施術しているのかを識別し，RaySafe 
i3 を用いて立ち位置別に防護具外側線
量を算出した． 

22.. 術術者者のの防防護護具具外外側側線線量量率率にに影影響響をを及及

ぼぼすす要要因因のの解解析析  

12 症例分の術者の防護具外側線量率
データを解析した．場面ごとに CSRPS
や CMRPC などの放射線防護装備の使
用状況と術者の立ち位置を手術室内モ
ニタリング動画から判定し，これに術者
用メインモニタ画面映像から抽出した
被ばく関連パラメータ情報を加味して
防護具外側線量率を解析した．さらに
CSRPS の適切使用の指標として，頸部
／胸部防護具外側線量率比を次式 (1) 
により算出した． 

 頸部／胸部防護具外側線量率比  
   = 頸部防護具外側線量率 (mSv/h) 

／ 胸部防護具外側線量率 
(mSv/h)･･････････････(1) 

統計解析にはEZR version 1.55 [35]を使 
用した．防護具外側線量率の差の検定は
Mann-Whitny's U検定を用いて行い，P 
< 0.05を有意差有りと判定した． 
 
CC.. 結結果果  

11.. 術術者者のの防防護護具具外外側側線線量量のの解解析析  

 表 1 に脳診断脳血管撮影 1 症例あた
りの術者防護具外側線量を示す． 
全12症例について解析を行ったとこ

ろ，大腿動脈穿刺から大動脈弓部にカテ
ーテルを進めるまで (CSRPS 導入前) 
の防護具外側線量の中央値は，頸部
23.89 µSv，胸部45.60 µSvとなり，全過
程の防護具外側線量中央値である頸部
49.23 µSv，胸部95.49 µSvのおよそ半分
にまで達していることが明らかになっ
た (表 1)．図2にRaySafe i3 線量計を
用いて測定された頸部防護具外側線量
解析の一例を示す．

 
図 2 診断脳血管撮影による術者被ばく線量解析の一例．実線は積算防護具外側線量 [µSv]，
〇は透視時の防護具外側線量率 [µSv/h]，赤▲は撮影剤の手動注入で撮影した時の防護具外
側線量率 [µSv/h]，黄色▲は撮影剤の自動注入で撮影した時の防護具外側線量率 [µSv/h]．
▼は天井吊り下げ型放射線防護シールド (CSRPS)の導入タイミング． 
（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 

表 1.  脳診断脳血管撮影1症例あたりの術者防護具外側線量* 
症例 検査 術者 術者の CSRPS導入前 全過程 

2 
 

AA.. 研研究究目目的的  

放射線は見ることができず感じるこ
ともできないため，術者自身がどのよう
な状況で被ばくしたのか，放射線防護装
備や個人保護具が有効に活用されてい
たのかを客観的に検証する必要がある．
そこで本研究では，アクティブ型個人線
量計による被ばく線量情報に加えて，患
者尾側と患者右側の 2 方向から撮影し
た手術室内モニタリングカメラ記録動
画，および術者用血管造影装置メインモ
ニタに表示される被ばく関連情報の時
刻を同期して解析を試み，これまでに報
告のない脳血管撮影で術者が改善すべ
き放射線防護上の不備を明らかにする
ことが可能かどうかの検証，および術者
の被ばく防護教育ツールへの応用の可
能性について検討した． 

 
BB.. 研研究究方方法法  

日本の大学病院1施設において，同院
で勤務する8名の医師（専門医3名，医
師免許取得後6年目までの研修医5名）
らによって，2024年1月から2024年4
月の間に実施された，12 症例の診断脳
血管撮影を調査対象とした． 
血管撮影は天井吊り下げ型放射線防

護 シ ー ル ド  (Ceiling suspended 
radiation protective shield: CSRPS)と検
査台取り付け型放射線防護カーテン 
(Couch-mounted radiation protective 
curtain: CMRPC) を装備したバイプレ
ーン血管撮影装置 (Alphenix INFX-

8000V, Canon Medical Systems Co., 
LTD, Ohtawara, Japan) を用いて行っ
た．各症例につき 2 名の術者に対して，
左側頸部と左側前胸部の個人保護具の
外側にアクティブ型個人線量モニタリ
ングシステム RaySafe i3 (Unfors 
RaySafe AB, Billdal, Sweden) をそれぞ
れ1個ずつ装着し，防護具外側線量（個
人防護具外側の線量）を測定した．診断
脳血管撮影での血管撮影装置，放射線防
護装備，スタッフ，手術室内カメラの配
置を図1に示す． 

図1 血管撮影室内のスタッフと室内カメラ
の配置．室内の様子は患者の尾側のカメラ 
(C1) と患者の右側のカメラ (C2) の2方
向から同時撮影される．Ph1: メイン術者; 
Ph2: 助手; Ns: 外回り看護師; Rt: 診療放射
線技師．RS: 衝立型防護シールド; GW:鉛
含有ガラス窓. 
（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 
日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 
 
11.. 術術者者防防護護具具外外側側線線量量のの解解析析  

術者はメインの術者の立ち位置 (1st
ポジション) と助手の立ち位置 (2nd 
ポジション) を頻繁に交代するため，手
術室内モニタリング用カメラで撮影さ
れた動画から術者がどちらの立ち位置
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curtain: CMRPC) を装備したバイプレ
ーン血管撮影装置 (Alphenix INFX-

8000V, Canon Medical Systems Co., 
LTD, Ohtawara, Japan) を用いて行っ
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左側頸部と左側前胸部の個人保護具の
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護装備，スタッフ，手術室内カメラの配
置を図1に示す． 

図1 血管撮影室内のスタッフと室内カメラ
の配置．室内の様子は患者の尾側のカメラ 
(C1) と患者の右側のカメラ (C2) の2方
向から同時撮影される．Ph1: メイン術者; 
Ph2: 助手; Ns: 外回り看護師; Rt: 診療放射
線技師．RS: 衝立型防護シールド; GW:鉛
含有ガラス窓. 
（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 
日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 
 
11.. 術術者者防防護護具具外外側側線線量量のの解解析析  

術者はメインの術者の立ち位置 (1st
ポジション) と助手の立ち位置 (2nd 
ポジション) を頻繁に交代するため，手
術室内モニタリング用カメラで撮影さ
れた動画から術者がどちらの立ち位置
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量率は不適切な場合と比べて 
有意 (P < 0.01) に低く，中央値で70%  
(1 - 0.65/2.20 = 0.70) の低減を見せた

が，胸部の防護具外側線量率には両者に
有意な差は認められなかった (P = 
0.917) (表2)

表2. CSRPSの設置状況が術者防護具外側線量率に及ぼす影響 
RaySafei3 
 設置部位 

CSRPS 
設置状況 

No. of  
scenes 

術者防護具外側線量率 (mSv/h) P -value 
(Mann-Whitney 

 U test) Median [IQR] Range 

頸部 
適切 4 0.65 [0.53–0.79] 0.48–0.87 

P < 0.01 
不適切 39 2.20 [1.54–2.88] 0.41–4.69 

胸部 
適切 4 2.05 [1.60–2.54] 1.45–2.80 

P = 0.917 
不適切 39 2.04 [1.49–2.66] 0.70–5.08 

IQR: interquartile range (四分位範囲) 
（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 

 
 

CSRPS が適切に使用された場合の頸
部／胸部防護具外側線量率比は 0.32 ± 
0.05 (mean ± SD), CSRPSが不適切に
使用された場合は 1.25 ± 0.76 (mean 
± SD) となり, 統計学的有意差 (P < 
0.01) を認めた (図 3)． 

 
 

33.. 臨臨床床ででのの典典型型的的なな場場面面のの解解析析  

本研究で明らかとなった診断脳血管撮影で
注意すべき放射線防護装備の使い方を表 3
に示す． 

 
図 3 CSRPS の設置状況と術者頸部／胸部

防護具外側線量率比． 
*Mann–Whitney U test 

出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 
掲載論文より図を日本語に改変(CC BY 4.0).

表3．脳血管撮影における放射線防護装備使用に関する4つの実践的ポイント 
1 CSRPSを散乱線源と術者眼との間に確実にセットすること 

2 可能な限りCSRPSを術者に近づけること 

3 CSRPSの下縁と患者の体幹との間に隙間ができないように密着させること 

4 CMRPCを散乱線源と術者下半身との間に確実にセットすること 
（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 

DD.. 考考察察  

アクティブ型個人線量計のみを使用
した従来の被ばく低減方法では，術者は，

線量表示用モニタを注視して，放射線防
護行動を即座に修正対応する必要があ
る．このため血管撮影業務に集中し，線

4 
 

No. 手技 資格 
頸部 (µSv) 

胸部 
(µSv) 

頸部 (µSv) 胸部 (µSv) 

1 
術後 
診断 
撮影 

B 専門医 3.96  4.30  7.63  7.53  

E 研修医 19.25  34.88  29.31  47.34  

2 
術前 
診断 
撮影 

C 専門医 14.78  39.45  29.05  144.36  

F 研修医 84.03  140.57  148.98  175.36  

3 診断 
撮影 

A 専門医 9.93  16.26  33.55  58.46  
G 研修医 18.76  55.06  49.35  96.21  

4 
術前 
診断 
撮影 

C 専門医 24.83  35.21  85.28  106.25  

E 研修医 94.90  97.01  164.88  279.50  

5 
術前 
診断 
撮影 

A 専門医 71.47  167.40  89.02  198.85  

G 研修医 31.71  42.24  58.94  94.76  

6 
術前 
診断 
撮影 

A 専門医 11.28  17.96  21.00  32.87  

E 研修医 38.22  81.75  49.10  121.77  

7 
術前 
診断 
撮影 

B 専門医 36.23  51.17  60.95  69.47  

D 研修医 47.40  89.06  73.15  205.34  

8 
術前 
診断 
撮影 

D 研修医 62.95  85.35  72.93  96.82  

F 研修医 19.87  73.62  43.74  105.20  

9 
術前 
診断 
撮影 

A 専門医 20.27  21.96  31.64  35.76  

F 研修医 77.57  145.54  102.22  199.34  

10 
術前 
診断 
撮影 

C 専門医 5.64  3.38  10.80  7.28  

H 研修医 24.82  46.45  39.06  68.08  

11 
術後 
診断 
撮影 

B 専門医 2.94  4.11  17.80  58.75  

H 研修医 22.96  44.74  47.09  70.67  

12 
術後 
診断 
撮影 

A 専門医 15.58  17.53  75.44  85.34  

F 研修医 46.72  121.59  62.60  149.10  

mean ± SD 33.59±26.64 59.86±47.33 58.48±39.39 104.77±68.55 

median [IQR] 23.89 [15.38–
46.89] 

45.60 
[20.96–86.28] 

49.23 
[31.06–73.72] 

95.49 
[58.68–145.55] 

range 2.94–94.90 3.38–167.40 7.63–164.88 7.28–279.50 
P-value (Mann Whitney's U-test) P = 0.053 P < 0.01 

* 放射線防護衣や放射線防護頸部カラーの外側の線量 
IQR: interquartile range (四分位範囲) 

（出典: Hitomi et al., 2025, Applied Sciences 日本語に翻訳、一部改変 (CC BY 4.0)） 
22..    CCSSRRPPSS のの設設置置状状況況がが術術者者のの防防護護具具外外

側側線線量量率率にに及及ぼぼすす影影響響  

CSRPS の使用状況が適切か不適切か

で比較を行ったところ，CSRPS が適切
に使用された場合の頸部防護具外側線
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護教育ツールとして活用するためには，
高線量率被ばく瞬間の場面を切り取る
だけで無く，被ばく増加につながる一連
の動作を捉える必要があると考える．そ
こで，現在，術者被ばく線量データと関
連する動画情報を，時刻同期して一元画
像表示を行うソフトウエアの開発を進
めている．これにより，術者が高線量率
被ばくに至る状況を，瞬時にシームレス
に画像解析できるようになり，検査後の
カンファレンスにおいて直ちに被ばく
防護の問題点を提示できるようになり，
有用な被ばく防護教育ツールとしての
活用が期待できる． 

 
EE.. 結結論論  

本手法により，効果的な被ばく低減の
介入ポイントが判明し，診断脳血管撮影
における術者被ばくの現状と，放射線防
護装備の使用方法の不具合の指摘，およ
びその改善方法も明瞭に提示できるこ
とが示され，実践的な術者の被ばく防護
教育ツールとしての活用が期待できる． 
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量表示用モニタに注意が向いていない
場合，被ばく低減に効果が得られないこ
とが報告されている[2]． 
本研究は，術後に，アクティブ型個人

線量計データ，手術室内モニタリングカ
メラ動画および血管撮影装置メインモ
ニタに表示される被ばく関連情報の 3
つを，時刻を揃えて解析を行い，これま
で気付かれることがなかった放射線防
護装備の誤った使用状況を発見し，問題
事例を画像で提示できることから，その
改善方法を的確に説明することができ
る特徴を持つ．  
本解析方法により，CSRPS の不適切

な使用を改めることで頸部防護具外側
線量率は中央値 2.20 mSv/h から 0.65 
mSv/hへと70%の低減が可能 (表2) で
あることが示されたことから，CSRPS
の適切な使用を積極的に促せば術者の
水晶体等価線量の低減は可能であると
考える．さらに，本研究での新たな発見
として，主たる検査目的である総頸動脈
や椎骨動脈にカテーテルが到達する前
の透視や撮影（大腿動脈撮影）により，
防護具外側線量がすでに全体のおよそ
半分にまで到達していることが明らか
となった (表1)．術者水晶体等価線量低
減のための積極的介入ポイントが発見
できたことは，本研究の最も大きな成果
の１つである．今後は大腿動脈撮影を可
能な限り透視保存機能の使用に切り替
えることが必要である．また，CSRPSは
大腿動脈穿刺後なるべく早い段階で適

切な部位に設置するための工夫を施す
べきであり，さらに患者ドレープの下に
隠れて目視で確認できないCMRPCも，
患者のドレーピング前に術者の下半身
をしっかり覆うことができる部位に設
置を完了しておくべきである． 
臨床解析により，明らかとなった脳診

断血管撮影で注意すべき放射線防護装
備の使い方 (表 3) の評価は，アクティ
ブ型線量計と動画の組み合わせで判定
可能であることが明らかにされたが，よ
り簡単に判定する方法として，我々は新
たに頸部／胸部防護具外側線量率比に
着目した．適切な使い方が実践できてい
る場合0.32 ± 0.05 (n = 4, mean ± SD) 
であったが，適切でない場合は 1.25 ± 
0.76 (n = 39, mean ± SD) となり，この
比の値が大きくなる傾向があることを
見出した．しかし，術者の胸部防護具外
側線量はCSRPSと患者との隙間の大き
さやCSRPSと術者との距離，検査台の
高さ，術者の身長などが複合して関係て
おり，今後，この比の値を放射線防護装
備の適切な使用状況の判定に用いるこ
とができるかどうかは，さらに多くの症
例での検証が必要である． 
本研究手法では、臨床モニタ画像を用

いた解析により一目瞭然に術者の放射
線防護行動の問題点を示すことができ、
これまで座学で学んで来た放射線防護
知識を、臨床で生かすための実践的な放
射線防護教育教材と成り得る． 
今後，さらに本研究を術者の被ばく防
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めている．これにより，術者が高線量率
被ばくに至る状況を，瞬時にシームレス
に画像解析できるようになり，検査後の
カンファレンスにおいて直ちに被ばく
防護の問題点を提示できるようになり，
有用な被ばく防護教育ツールとしての
活用が期待できる． 
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護装備の使用方法の不具合の指摘，およ
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量表示用モニタに注意が向いていない
場合，被ばく低減に効果が得られないこ
とが報告されている[2]． 
本研究は，術後に，アクティブ型個人

線量計データ，手術室内モニタリングカ
メラ動画および血管撮影装置メインモ
ニタに表示される被ばく関連情報の 3
つを，時刻を揃えて解析を行い，これま
で気付かれることがなかった放射線防
護装備の誤った使用状況を発見し，問題
事例を画像で提示できることから，その
改善方法を的確に説明することができ
る特徴を持つ．  
本解析方法により，CSRPS の不適切

な使用を改めることで頸部防護具外側
線量率は中央値 2.20 mSv/h から 0.65 
mSv/hへと70%の低減が可能 (表2) で
あることが示されたことから，CSRPS
の適切な使用を積極的に促せば術者の
水晶体等価線量の低減は可能であると
考える．さらに，本研究での新たな発見
として，主たる検査目的である総頸動脈
や椎骨動脈にカテーテルが到達する前
の透視や撮影（大腿動脈撮影）により，
防護具外側線量がすでに全体のおよそ
半分にまで到達していることが明らか
となった (表1)．術者水晶体等価線量低
減のための積極的介入ポイントが発見
できたことは，本研究の最も大きな成果
の１つである．今後は大腿動脈撮影を可
能な限り透視保存機能の使用に切り替
えることが必要である．また，CSRPSは
大腿動脈穿刺後なるべく早い段階で適

切な部位に設置するための工夫を施す
べきであり，さらに患者ドレープの下に
隠れて目視で確認できないCMRPCも，
患者のドレーピング前に術者の下半身
をしっかり覆うことができる部位に設
置を完了しておくべきである． 
臨床解析により，明らかとなった脳診

断血管撮影で注意すべき放射線防護装
備の使い方 (表 3) の評価は，アクティ
ブ型線量計と動画の組み合わせで判定
可能であることが明らかにされたが，よ
り簡単に判定する方法として，我々は新
たに頸部／胸部防護具外側線量率比に
着目した．適切な使い方が実践できてい
る場合0.32 ± 0.05 (n = 4, mean ± SD) 
であったが，適切でない場合は 1.25 ± 
0.76 (n = 39, mean ± SD) となり，この
比の値が大きくなる傾向があることを
見出した．しかし，術者の胸部防護具外
側線量はCSRPSと患者との隙間の大き
さやCSRPSと術者との距離，検査台の
高さ，術者の身長などが複合して関係て
おり，今後，この比の値を放射線防護装
備の適切な使用状況の判定に用いるこ
とができるかどうかは，さらに多くの症
例での検証が必要である． 
本研究手法では、臨床モニタ画像を用

いた解析により一目瞭然に術者の放射
線防護行動の問題点を示すことができ、
これまで座学で学んで来た放射線防護
知識を、臨床で生かすための実践的な放
射線防護教育教材と成り得る． 
今後，さらに本研究を術者の被ばく防
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投与工程においては投与中～直後の平均

線量率が高くなり、次いで投与後処置中の

平均線量率が高い傾向がみられた（Fig. 1, 

2）。 

撮像工程においては心電図装置の着脱を

伴う作業時の平均線量率が高い傾向がみら

れた（Fig. 3, 4）。撮像中の線量率は計測さ

れず、検出下限値未満であった。 

 
Fig. 1 投与工程における各業務の平均線量

率 

 

 

Fig. 2 投与工程における高線量率の場面 

（a）放射性薬剤投与中, （b）投与後処置中 

 

 

Fig. 3 投与工程における各業務の平均線量

率 

 

 

Fig. 4 撮像工程における高線量率の場面 

（a）検査台への移動（患者介助）, （b）心

電装置装着, （c）SPECT 撮像中, （d）患者

介助～退室 

 

D. 考察 
本研究の結果から、核医学検査における

診療放射線技師の被ばくは、単なる累積線

量ではなく、特定の作業に依存した一過性

の線量上昇を伴うことが明らかとなった。 
特に、右頸部で高線量が観察されたこと

は、技師の利き手や立ち位置、患者との相対

的位置関係が被ばくに大きく影響している

ことを示唆している。このような左右差は、

従来の単一部位での線量測定では把握が困

難であり、リアルタイムかつ多点測定の有

用性が示された。 
また、心電図電極の装着や取り外しとい

った作業において線量率の上昇が認められ

たことは、放射性医薬品が集積した体幹部

への近接が主な要因であると考えられる。

これらの作業は日常的に実施されるもので

あり、被ばく低減のためには、作業時間の短

縮や立ち位置の工夫など、具体的な行動改

善が重要となる。 
一方で、SPECT撮像中には線量上昇が認
められなかったことから、適切な距離の確

保や遮蔽の利用が被ばく低減に有効である

 
 

A. 研究目的 
核医学検査では、非密封放射性物質を扱

うという特性上、患者自身が放射線源とな

るため、診療放射線技師は投与、体位調整、

検査補助などの各工程において患者近傍で

作業を行う必要があり、他のモダリティと

比較して長時間にわたる被ばくが生じる可

能性がある。 

このような背景のもと、医療従事者の職

業被ばく低減は重要な課題となっており、

各施設では遮蔽具の使用や作業距離の確保

などの防護対策が講じられている。しかし

ながら、実際の臨床現場では、患者対応の必

要性や作業効率の観点から、必ずしも十分

な防護が実施されているとは言い難い。ま

た、従事者自身がどの作業においてどの程

度被ばくしているかを正確に把握できてい

ないことも、防護対策の最適化を妨げる要

因となっている。 

従来の個人線量管理では、受動型線量計

による積算線量の評価が一般的であるが、

この方法では作業ごとの被ばく寄与を特定

することができない。そのため、被ばく低減

のための具体的な行動改善につなげること

が難しいという課題がある。 

そこで本研究では、リアルタイム線量計

を用いて核医学検査中の被ばくを秒単位で

測定し、作業工程ごとの線量変動を可視化

することで、被ばく要因の特定および効果

的な放射線防護対策の検討を行うことを目

的とした。 

 

B. 研究方法 
本研究では、核医学検査（心筋血流シンチ

グラフィ）に従事する診療放射線技師 2 名

を対象とし、日常診療における検査中の被

ばく線量をリアルタイムで測定した。 

線量測定にはリアルタイム線量計

（RaySafe i3, Unfors RaySafe）を用い、技

師の左右頭部および左右頸部の計 4 箇所に

装着した。線量率は 1秒間隔で記録し、専用

ソフトウェアを用いてデータを取得した。 

対象症例は心筋血流シンチグラフィ検査

14 例とし、検査工程を放射性医薬品投与工

程および検査工程に分類した。各工程にお

ける累積線量および最大線量率を算出する

とともに、投与放射能量との関連を評価し

た。 

さらに、線量率の時系列データを作業内

容と対応付けることで、線量上昇を示す具

体的な作業を同定した。投与工程は大まか

に「患者入室」、「放射性薬剤投与」、「投与後

処置」、「患者退室」に分類し、各業務の平均

線量率を算出した。検査工程においては「患

者入室～検査台へ移動」、「体位調節・心電図

装置装着」、「SPECT 撮像」、「心電図装置取外

し」、「患者介助・退室」に業務を分類し、平

均線量率で評価した。 

 

C. 研究結果  
測定の結果、全測定部位の中で右頸部に

おいて最も高い累積線量および最大線量率

が認められ、左右差および測定部位間で有

意差が確認された。 

投与工程と検査工程の比較では、いずれ

の測定部位においても累積線量に有意差は

認められなかった。 

投与放射能量との関係については、頸部

において弱い正の相関傾向が認められた一

方で、頭部では明確な関連は認められなか

った。 

線量率の時系列解析では、放射性医薬品

投与直後、心電図電極の装着および取り外

し、患者体位調整時に線量率の上昇が認め

られ、一部の作業では 100 µSv/h を超える

ピークが確認された。 
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業被ばく低減は重要な課題となっており、

各施設では遮蔽具の使用や作業距離の確保

などの防護対策が講じられている。しかし

ながら、実際の臨床現場では、患者対応の必

要性や作業効率の観点から、必ずしも十分

な防護が実施されているとは言い難い。ま

た、従事者自身がどの作業においてどの程

度被ばくしているかを正確に把握できてい

ないことも、防護対策の最適化を妨げる要

因となっている。 

従来の個人線量管理では、受動型線量計

による積算線量の評価が一般的であるが、

この方法では作業ごとの被ばく寄与を特定

することができない。そのため、被ばく低減

のための具体的な行動改善につなげること

が難しいという課題がある。 

そこで本研究では、リアルタイム線量計

を用いて核医学検査中の被ばくを秒単位で

測定し、作業工程ごとの線量変動を可視化

することで、被ばく要因の特定および効果

的な放射線防護対策の検討を行うことを目

的とした。 

 

B. 研究方法 
本研究では、核医学検査（心筋血流シンチ

グラフィ）に従事する診療放射線技師 2 名

を対象とし、日常診療における検査中の被

ばく線量をリアルタイムで測定した。 

線量測定にはリアルタイム線量計

（RaySafe i3, Unfors RaySafe）を用い、技

師の左右頭部および左右頸部の計 4 箇所に

装着した。線量率は 1秒間隔で記録し、専用

ソフトウェアを用いてデータを取得した。 

対象症例は心筋血流シンチグラフィ検査

14 例とし、検査工程を放射性医薬品投与工

程および検査工程に分類した。各工程にお

ける累積線量および最大線量率を算出する

とともに、投与放射能量との関連を評価し

た。 

さらに、線量率の時系列データを作業内

容と対応付けることで、線量上昇を示す具

体的な作業を同定した。投与工程は大まか

に「患者入室」、「放射性薬剤投与」、「投与後

処置」、「患者退室」に分類し、各業務の平均

線量率を算出した。検査工程においては「患

者入室～検査台へ移動」、「体位調節・心電図

装置装着」、「SPECT 撮像」、「心電図装置取外

し」、「患者介助・退室」に業務を分類し、平

均線量率で評価した。 

 

C. 研究結果  
測定の結果、全測定部位の中で右頸部に

おいて最も高い累積線量および最大線量率

が認められ、左右差および測定部位間で有

意差が確認された。 

投与工程と検査工程の比較では、いずれ

の測定部位においても累積線量に有意差は

認められなかった。 

投与放射能量との関係については、頸部

において弱い正の相関傾向が認められた一

方で、頭部では明確な関連は認められなか

った。 

線量率の時系列解析では、放射性医薬品

投与直後、心電図電極の装着および取り外

し、患者体位調整時に線量率の上昇が認め

られ、一部の作業では 100 µSv/h を超える

ピークが確認された。 
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研究要旨 

医療機関において電離放射線障害防止規則の遵守が不十分である背景には、教育不

足や防護体制の未整備がある。この課題に対し、厚生労働省は労働安全衛生マネジメン

トシステム（Occupational Health and Safety Management System: OHSMS）の導入を

支援している。我々はこれまでの研究で、OHSMS を放射線防護分野に応用した医療機関

向けの放射線防護マネジメントシステム（以下「放射線 MS」という）の開発及び導入

支援ツールの提供を行ってきた。 

放射線 MS の導入には、システム内で担う役割ごとに必要な知識・技術を補う教育が

有効であると考え、本研究班では放射線 MS のシステムマニュアルに含まれる職種を放

射線 MS において必要な知識の観点から以下の 5つの教育グループに整理した：１）組

織トップ等（G1）、２）放射線業務従事者である現場の管理者・管理の実務者（G2-1）、

３）放射線業務従事者ではない現場の管理者・管理の実務者（G2-2）、４）放射線業務

従事者（G3）、５）産業保健スタッフ（G4）。令和 6年度は、教育グループごとに、放射

線 MS を運用するために必要な知識・技術を整理し、研修プログラムをデザインし、G1

および G2-1、G2-2 の研修資料を作成した。 

令和 7年度は、前年度に作成した研修プログラムを基に、G3 および G4 を対象とした

研修資料を新たに開発するとともに、G2-1 に対する小グループ形式での研修の試行、

ならびに G1 を対象としたトップマネジメントインタビューの動画の作成を行った。さ

らに、本研究では、放射線 MS の役割分担を前提とした研修デザインが主として一定規

模以上の医療機関を想定している点に着目し、小規模医療機関において一人が複数の

役割を担う状況を想定した研修の枠組みについて検討した。これまでに開発・試行した

研修プログラムおよび教材を基盤として、小規模医療機関においても適用可能な放射

線 MS の導入支援および運用補助に資する研修の枠組みを提示した。 

 

 
 

ことが再確認された。 
さらに、従来の線量管理では把握できな

かった高線量イベントが明確に可視化され

たことは、教育的観点からも重要である。リ

アルタイム線量情報をフィードバックする

ことで、医療従事者の被ばくに対する意識

を高め、行動変容を促すことが期待される。 
 
 
E．結論 
本研究では、リアルタイム線量測定を用

いて核医学検査における診療放射線技師の

被ばく状況を詳細に評価した。その結果、被

ばくは特定の作業に強く依存し、特に患者

近接作業において線量率が上昇することが

明らかとなった。 

また、作業中の立ち位置や行動様式が被

ばく線量に大きく影響することが示され、

リアルタイム線量計測による可視化が、放

射線防護の最適化および教育的介入に有用

であることが示唆された。 

今後は症例数の増加および他検査への適

用を通じて、核医学領域における包括的な

被ばく管理戦略の確立が求められる。 
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（G2-2）、放射線業務従事者（G3）、産業保健

スタッフ（G4）の 5つが設定されたが、これ

らは、職位や職種そのものでも、個人に紐づ

くものでもなく、放射線 MS において担う役

割に基づいて設定されていることが重要な

ポイントである。 

 

3. 研修資料の作成 

令和 6 年度に、教育グループごとに放射

線 MS を運用するために必要な知識・技術を

整理し、既存の教育体系において習得され

ている知識を前提として、放射線 MS 導入時

に追加的に教育すべき事項を抽出し、その

結果を基に、教育グループ別の研修プログ

ラムをデザインした。令和 7年度は令和 6年

度に作成した研修プログラムを基盤として、

G3 および G4 を対象とした研修資料を新た

に開発した。 

さらに、G1 を対象として、放射線 MS にお

けるトップマネジメントの役割を具体的に

示すことを目的に、トップマネジメントイ

ンタビューの動画教材を作成した。 

 

4. 研修方法の試行 

令和 7 年度は、G2-1 を対象として、放射

線MSの考え方や構造に対する理解を重視し

た研修方法を検討し、試行的に研修を実施

した。この研修では、放射線 MS の説明に入

る前段階として、マネジメントシステムの

思想や目指すところを丁寧に説明したうえ

で、放射線防護に関する認識や現場での懸

念事項を共有し、日常業務と結びつけなが

ら放射線 MS の内容を理解する構成とした。 

 

5. 小規模医療機関を想定した研修枠組み

の検討 

これまでにデザインした研修プログラム

は、放射線 MS における役割分担が比較的明

確な一定規模以上の医療機関を主な対象と

していた。一方、小規模医療機関では、一人

の職員が複数の役割を担うことが多い。そ

こで本研究では、教育グループを「役割」と

して再整理し、同一人物が複数の教育グル

ープを兼務する場合を想定した研修の枠組

みについて検討した。具体的には、典型的な

兼務パターンを整理し、それぞれのパター

ンに応じて研修内容を統合・再構成する方

法を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本分担研究は、人を対象とする研究では

ないため、QST の倫理規程に従い、倫理審査

の対象外とした。 

 

C. 研究結果  
1. 教育グループ別研修資料の整備 

令和 6 年度にデザインした教育グループ

別研修プログラムを基盤として、G3（放射線

業務従事者）および G4（産業保健スタッフ）

を対象とした研修資料を新たに作成した。

G3 の研修資料は、放射線 MS の枠組みの中

で、日常業務において放射線業務従事者が

果たすべき役割や行動に焦点を当てた内容

とした。G4 の研修資料は、独立した助言者

として放射線 MS の全体像を理解し、医療機

関における放射線被ばく管理に関与するた

めに必要な事項を中心に構成した。 

また、G1（組織トップ等）を対象として、

放射線MSにおけるトップマネジメントの役

割を具体的に示すことを目的に、トップマ

ネジメントインタビューの動画教材を作成

した。この動画教材は、内部監査にけるマネ

ジメントインタビューを想定し、組織トッ

プが放射線MSの中で果たすべき役割や意思

決定プロセス、上位下達と権限委譲のバラ

ンスの言語化／可視化を意図して作成した。 

 
 

A. 研究目的 
医療機関において、電離放射線障害防止

規則に基づく放射線被ばく管理が十分に実

施されていない背景には、放射線防護に関

する教育不足や、組織的な防護体制の未整

備がある。これに対し、労働安全衛生マネジ

メントシステム（Occupational Health and 

Safety Management System: OHSMS）の考え

方を放射線防護分野に応用した放射線防護

マネジメントシステム（以下「放射線 MS」

という）は、医療機関における放射線被ばく

管理体制の構築に有効な枠組みであると考

えられる。 

放射線 MS を実効性のあるものとして導

入・運用するためには、システム内で担う役

割に応じて、必要な知識・技術を補う教育が

不可欠である。本研究班ではこれまでに、放

射線MSのシステムマニュアルに含まれる職

種・役割を、放射線 MS の運用に必要な知識

の観点から整理し、組織トップ等（G1）、放

射線業務従事者である現場の管理者・管理

の実務者（G2-1）、放射線業務従事者ではな

い現場の管理者・管理の実務者（G2-2）、放

射線業務従事者（G3）、産業保健スタッフ（G4）

の 5 つの教育グループを設定してきた（参

考資料 2）。 

令和 6 年度は、教育グループごとに放射

線 MS を運用するために必要な知識・技術を

整理し、研修プログラムのデザイン（参考資

料 3）および一部教育グループを対象とした

研修資料の作成を行った。令和 7年度は、こ

れまでにデザインした研修プログラムを基

盤として、放射線 MS 導入支援・運用補助の

ための研修の体系を拡充・完成させること

を目的とした。 

特に、放射線業務従事者である現場の管

理者・管理の実務者（G2-1）については、マ

ネジメントシステムの考え方や構造そのも

のが、理解の障壁となる可能性があること

に注目し、マネジメントシステム自体の思

想や目指すところを十分に共有した上で、

放射線MSを現場の業務と結び付けて理解を

深める研修方法について検討することを目

的とした。 

さらに、放射線 MS の役割分担を前提とし

た研修デザインが、主として一定規模以上

の医療機関を想定している点を踏まえ、小

規模医療機関において一人が複数の役割を

担う状況を想定した研修の枠組みを整理す

ることも目的とした。 

本研究の目的は、これらの取り組みを通

じて、医療機関の規模や職種背景に関わら

ず、放射線 MS の考え方を共有し、導入・運

用につなげることが可能な研修体系および

研修の枠組みを提示することである。 

 

B. 研究方法 
1. 研究の全体構成 

本研究は、医療機関における放射線 MS の

導入支援・運用補助を目的として、研修プロ

グラムおよび研修教材の開発と試行を行っ

た開発研究である。令和 6 年度に実施した

教育グループ別研修プログラムのデザイン

および研修資料の作成を基盤として、令和 7

年度において研修資料の拡充、研修方法の

試行、ならびに小規模医療機関を想定した

研修枠組みの検討を行った。 

 

2. 放射線MSにおける教育グループの設定 

放射線MSのシステムマニュアルに記載さ

れた職種・役割を基に、放射線 MS の運用に

必要な知識・技術の観点から教育グループ

を整理した。教育グループは組織トップ等

（G1）、放射線業務従事者である現場の管理

者・管理の実務者（G2-1）、放射線業務従事

者ではない現場の管理者・管理の実務者
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（G2-2）、放射線業務従事者（G3）、産業保健

スタッフ（G4）の 5つが設定されたが、これ

らは、職位や職種そのものでも、個人に紐づ

くものでもなく、放射線 MS において担う役

割に基づいて設定されていることが重要な

ポイントである。 

 

3. 研修資料の作成 

令和 6 年度に、教育グループごとに放射

線 MS を運用するために必要な知識・技術を

整理し、既存の教育体系において習得され

ている知識を前提として、放射線 MS 導入時

に追加的に教育すべき事項を抽出し、その

結果を基に、教育グループ別の研修プログ

ラムをデザインした。令和 7年度は令和 6年

度に作成した研修プログラムを基盤として、

G3 および G4 を対象とした研修資料を新た

に開発した。 

さらに、G1 を対象として、放射線 MS にお

けるトップマネジメントの役割を具体的に

示すことを目的に、トップマネジメントイ

ンタビューの動画教材を作成した。 

 

4. 研修方法の試行 

令和 7 年度は、G2-1 を対象として、放射

線MSの考え方や構造に対する理解を重視し

た研修方法を検討し、試行的に研修を実施

した。この研修では、放射線 MS の説明に入

る前段階として、マネジメントシステムの

思想や目指すところを丁寧に説明したうえ

で、放射線防護に関する認識や現場での懸

念事項を共有し、日常業務と結びつけなが

ら放射線 MS の内容を理解する構成とした。 

 

5. 小規模医療機関を想定した研修枠組み

の検討 

これまでにデザインした研修プログラム

は、放射線 MS における役割分担が比較的明

確な一定規模以上の医療機関を主な対象と

していた。一方、小規模医療機関では、一人

の職員が複数の役割を担うことが多い。そ

こで本研究では、教育グループを「役割」と

して再整理し、同一人物が複数の教育グル

ープを兼務する場合を想定した研修の枠組

みについて検討した。具体的には、典型的な

兼務パターンを整理し、それぞれのパター

ンに応じて研修内容を統合・再構成する方

法を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本分担研究は、人を対象とする研究では

ないため、QST の倫理規程に従い、倫理審査

の対象外とした。 

 

C. 研究結果  
1. 教育グループ別研修資料の整備 

令和 6 年度にデザインした教育グループ

別研修プログラムを基盤として、G3（放射線

業務従事者）および G4（産業保健スタッフ）

を対象とした研修資料を新たに作成した。

G3 の研修資料は、放射線 MS の枠組みの中

で、日常業務において放射線業務従事者が

果たすべき役割や行動に焦点を当てた内容

とした。G4 の研修資料は、独立した助言者

として放射線 MS の全体像を理解し、医療機

関における放射線被ばく管理に関与するた

めに必要な事項を中心に構成した。 

また、G1（組織トップ等）を対象として、

放射線MSにおけるトップマネジメントの役

割を具体的に示すことを目的に、トップマ

ネジメントインタビューの動画教材を作成

した。この動画教材は、内部監査にけるマネ

ジメントインタビューを想定し、組織トッ

プが放射線MSの中で果たすべき役割や意思

決定プロセス、上位下達と権限委譲のバラ

ンスの言語化／可視化を意図して作成した。 

 
 

A. 研究目的 
医療機関において、電離放射線障害防止

規則に基づく放射線被ばく管理が十分に実

施されていない背景には、放射線防護に関

する教育不足や、組織的な防護体制の未整

備がある。これに対し、労働安全衛生マネジ

メントシステム（Occupational Health and 

Safety Management System: OHSMS）の考え

方を放射線防護分野に応用した放射線防護

マネジメントシステム（以下「放射線 MS」

という）は、医療機関における放射線被ばく

管理体制の構築に有効な枠組みであると考

えられる。 

放射線 MS を実効性のあるものとして導

入・運用するためには、システム内で担う役

割に応じて、必要な知識・技術を補う教育が

不可欠である。本研究班ではこれまでに、放

射線MSのシステムマニュアルに含まれる職

種・役割を、放射線 MS の運用に必要な知識

の観点から整理し、組織トップ等（G1）、放

射線業務従事者である現場の管理者・管理

の実務者（G2-1）、放射線業務従事者ではな

い現場の管理者・管理の実務者（G2-2）、放

射線業務従事者（G3）、産業保健スタッフ（G4）

の 5 つの教育グループを設定してきた（参

考資料 2）。 

令和 6 年度は、教育グループごとに放射

線 MS を運用するために必要な知識・技術を

整理し、研修プログラムのデザイン（参考資

料 3）および一部教育グループを対象とした

研修資料の作成を行った。令和 7年度は、こ

れまでにデザインした研修プログラムを基

盤として、放射線 MS 導入支援・運用補助の

ための研修の体系を拡充・完成させること

を目的とした。 

特に、放射線業務従事者である現場の管

理者・管理の実務者（G2-1）については、マ

ネジメントシステムの考え方や構造そのも

のが、理解の障壁となる可能性があること

に注目し、マネジメントシステム自体の思

想や目指すところを十分に共有した上で、

放射線MSを現場の業務と結び付けて理解を

深める研修方法について検討することを目

的とした。 

さらに、放射線 MS の役割分担を前提とし

た研修デザインが、主として一定規模以上

の医療機関を想定している点を踏まえ、小

規模医療機関において一人が複数の役割を

担う状況を想定した研修の枠組みを整理す

ることも目的とした。 

本研究の目的は、これらの取り組みを通

じて、医療機関の規模や職種背景に関わら

ず、放射線 MS の考え方を共有し、導入・運

用につなげることが可能な研修体系および

研修の枠組みを提示することである。 

 

B. 研究方法 
1. 研究の全体構成 

本研究は、医療機関における放射線 MS の

導入支援・運用補助を目的として、研修プロ

グラムおよび研修教材の開発と試行を行っ

た開発研究である。令和 6 年度に実施した

教育グループ別研修プログラムのデザイン

および研修資料の作成を基盤として、令和 7

年度において研修資料の拡充、研修方法の

試行、ならびに小規模医療機関を想定した

研修枠組みの検討を行った。 

 

2. 放射線MSにおける教育グループの設定 

放射線MSのシステムマニュアルに記載さ

れた職種・役割を基に、放射線 MS の運用に

必要な知識・技術の観点から教育グループ

を整理した。教育グループは組織トップ等

（G1）、放射線業務従事者である現場の管理

者・管理の実務者（G2-1）、放射線業務従事

者ではない現場の管理者・管理の実務者
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➢ レベル 4：フルサイズ MS（委員会体制、

内部監査、マネジメントレビュー、リス

クアセスメント、年間計画、遵守状況の

評価および改善を一体として運用） 

 

◼ パターン A：院長（医師）ひとり型（最

小構成） 

 G1＝G2-1＝G3：院長 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が管理主体および被ばく

当事者を兼ねる。 

 放射線 MS のフルサイズは不要であり、

法令遵守を目的とした最小単位（記録

様式中心）の運用が効率的。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 1：最小単位（記録様式中心） 

 

◼ パターン B：院長（医師）＋事務職型 

 G1＝G2-1＝G3：院長 

 G2-2：事務職 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が管理主体および被ばく

当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 院長が管理を完全には抱え込まない

体制が可能。 

 放射線 MS のフルサイズは不要、事務

職が変わっても法令遵守および同等

の管理が継続できる最低限のシステ

ムマニュアルで可。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステム

マニュアル） 

 

◼ パターン C：院長（医師）＋診療放射線

技師＋事務職型 

 G1＝G3：院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が被ばく当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 

 3 役が登場するが、小規模ならではの

コミュニケーション、風通しのよさが

期待される。 

 放射線 MS のフルサイズは必須ではな

いが、役割分担が明確になればなるほ

ど各職種が変わっても法令遵守およ

び同等の管理が継続できる最低限の

システムマニュアルが必要、放射線MS

の運用とともにシステムマニュアル

が充実する可能性あり。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステム

マニュアル）～レベル 3：準フルサイ

ズMS（役割分担の充実度に応じてレベ

ル 4：フルサイズ MSまで拡張し得る） 

 

◼ パターン D：院長（医師）＋医師／看護

師＋診療放射線技師＋事務職型 

 G1＝G3：院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 
 

これらにより、放射線 MS における 5つの

教育グループすべてを対象とした、ベース

となる研修資料が整備できた。 

 

2. G2-1 を対象とした試行研修の実施と研

修構成の整理 

令和 7 年度は、放射線業務従事者である

現場の管理者・管理の実務者（G2-1）を対象

として、放射線 MS の考え方や構造に対する

理解を重視した研修方法の試行を行った。 

研修では、放射線 MS の具体的な内容に入

る前段階として、マネジメントシステムの

思想やその目指すところについて丁寧に説

明し、共通の基礎作りに時間をかけた。次に、

放射線防護に関する認識や現場での懸念事

項を参加者間で共有する時間を設け、共通

の課題意識を持つ状況を作った。そのうえ

で、令和 6年度に作成した G2-1 の研修資料

を基に、課題解決にどのように放射線 MS が

活用できるか、参加者が日常業務に結び付

けながら放射線MSの内容を理解する構成と

した。 

この試行研修を通じて、G2-1 に該当する

現場管理者にとっては、放射線 MS の具体的

な手順や文書体系に関する知識を得る前に、

マネジメントシステムそのものの考え方や

構造を十分に理解することが重要であると

考えられた。また、講義形式のみならず、参

加者同士の対話や意見交換を通じて理解を

深める研修構成が有効であることが示唆さ

れた。 

 

3. 小規模医療機関を想定した研修枠組み

の整理 

放射線MSにおける役割分担が比較的明確

な一定規模以上の医療機関ではなく、同一

人物が複数の役割を担っていると推測され

る小規模医療機関を想定し、教育グループ

を「人」ではなく「役割単位」として再整理

し、研修プログラムの統合・再構成を検討

した。 

小規模医療機関の特徴として以下の 3 点

を想定した。 

①組織トップ（G1）、放射線業務従事者であ

る現場の管理者・管理の実務者（G2-1）、放

射線業務従事者（G3）の重複、もしくは組織

トップ（G1）、放射線業務従事者ではない現

場の管理者・管理の実務者（G2-2）の重複が

生じやすいこと 

②放射線業務従事者である現場の管理者・

管理の実務者（G2-1）が限定されること 

③産業保健スタッフ（G4）は、法定の産業医

の選任状況は医療機関によって異なること

（労働安全衛生法に基づき、事業者には、常

時50人以上の労働者を使用する事業場にお

いては、産業医を選任することが求められ

る。一方、50 人未満の場合は、産業医の選

任義務はないが、医師等により健康管理等

を行わせる努力義務がある。）、選任されて

いる場合は外部機関の産業医である可能性

が高く、その場合の放射線管理に関する教

育の主体は外部機関であること（産業医を

選任する側からは自機関の取り組みに関す

る情報提供がされる程度） 

以上を踏まえ、小規模医療機関において

想定される代表的な 5 つの組織構成パター

ンを整理した。なお、以下のパターンにおけ

る放射線 MS 適用レベルを、次のように定義

した。 

➢ レベル 1：最小単位（記録様式中心） 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステムマ

ニュアル、運用を止めないための“回る”

最小構成） 

➢ レベル 3：準フルサイズ MS（役割分担に

応じて拡張、監査・レビュー等を含め

“改善に展開できる”構成） 
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➢ レベル 4：フルサイズ MS（委員会体制、

内部監査、マネジメントレビュー、リス

クアセスメント、年間計画、遵守状況の

評価および改善を一体として運用） 

 

◼ パターン A：院長（医師）ひとり型（最

小構成） 

 G1＝G2-1＝G3：院長 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が管理主体および被ばく

当事者を兼ねる。 

 放射線 MS のフルサイズは不要であり、

法令遵守を目的とした最小単位（記録

様式中心）の運用が効率的。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 1：最小単位（記録様式中心） 

 

◼ パターン B：院長（医師）＋事務職型 

 G1＝G2-1＝G3：院長 

 G2-2：事務職 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が管理主体および被ばく

当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 院長が管理を完全には抱え込まない

体制が可能。 

 放射線 MS のフルサイズは不要、事務

職が変わっても法令遵守および同等

の管理が継続できる最低限のシステ

ムマニュアルで可。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステム

マニュアル） 

 

◼ パターン C：院長（医師）＋診療放射線

技師＋事務職型 

 G1＝G3：院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が被ばく当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 

 3 役が登場するが、小規模ならではの

コミュニケーション、風通しのよさが

期待される。 

 放射線 MS のフルサイズは必須ではな

いが、役割分担が明確になればなるほ

ど各職種が変わっても法令遵守およ

び同等の管理が継続できる最低限の

システムマニュアルが必要、放射線MS

の運用とともにシステムマニュアル

が充実する可能性あり。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステム

マニュアル）～レベル 3：準フルサイ

ズMS（役割分担の充実度に応じてレベ

ル 4：フルサイズ MSまで拡張し得る） 

 

◼ パターン D：院長（医師）＋医師／看護

師＋診療放射線技師＋事務職型 

 G1＝G3：院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 
 

これらにより、放射線 MS における 5つの

教育グループすべてを対象とした、ベース

となる研修資料が整備できた。 

 

2. G2-1 を対象とした試行研修の実施と研

修構成の整理 

令和 7 年度は、放射線業務従事者である

現場の管理者・管理の実務者（G2-1）を対象

として、放射線 MS の考え方や構造に対する

理解を重視した研修方法の試行を行った。 

研修では、放射線 MS の具体的な内容に入

る前段階として、マネジメントシステムの

思想やその目指すところについて丁寧に説

明し、共通の基礎作りに時間をかけた。次に、

放射線防護に関する認識や現場での懸念事

項を参加者間で共有する時間を設け、共通

の課題意識を持つ状況を作った。そのうえ

で、令和 6年度に作成した G2-1 の研修資料

を基に、課題解決にどのように放射線 MS が

活用できるか、参加者が日常業務に結び付

けながら放射線MSの内容を理解する構成と

した。 

この試行研修を通じて、G2-1 に該当する

現場管理者にとっては、放射線 MS の具体的

な手順や文書体系に関する知識を得る前に、

マネジメントシステムそのものの考え方や

構造を十分に理解することが重要であると

考えられた。また、講義形式のみならず、参

加者同士の対話や意見交換を通じて理解を

深める研修構成が有効であることが示唆さ

れた。 

 

3. 小規模医療機関を想定した研修枠組み

の整理 

放射線MSにおける役割分担が比較的明確

な一定規模以上の医療機関ではなく、同一

人物が複数の役割を担っていると推測され

る小規模医療機関を想定し、教育グループ

を「人」ではなく「役割単位」として再整理

し、研修プログラムの統合・再構成を検討

した。 

小規模医療機関の特徴として以下の 3 点

を想定した。 

①組織トップ（G1）、放射線業務従事者であ

る現場の管理者・管理の実務者（G2-1）、放

射線業務従事者（G3）の重複、もしくは組織

トップ（G1）、放射線業務従事者ではない現

場の管理者・管理の実務者（G2-2）の重複が

生じやすいこと 

②放射線業務従事者である現場の管理者・

管理の実務者（G2-1）が限定されること 

③産業保健スタッフ（G4）は、法定の産業医

の選任状況は医療機関によって異なること

（労働安全衛生法に基づき、事業者には、常

時50人以上の労働者を使用する事業場にお

いては、産業医を選任することが求められ

る。一方、50 人未満の場合は、産業医の選

任義務はないが、医師等により健康管理等

を行わせる努力義務がある。）、選任されて

いる場合は外部機関の産業医である可能性

が高く、その場合の放射線管理に関する教

育の主体は外部機関であること（産業医を

選任する側からは自機関の取り組みに関す

る情報提供がされる程度） 

以上を踏まえ、小規模医療機関において

想定される代表的な 5 つの組織構成パター

ンを整理した。なお、以下のパターンにおけ

る放射線 MS 適用レベルを、次のように定義

した。 

➢ レベル 1：最小単位（記録様式中心） 

➢ レベル 2：簡易 MS（最低限のシステムマ

ニュアル、運用を止めないための“回る”

最小構成） 

➢ レベル 3：準フルサイズ MS（役割分担に

応じて拡張、監査・レビュー等を含め

“改善に展開できる”構成） 
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表 1.小規模医療機関における組織構成パタ

ーンと放射線 MS 適用レベル 

 

 

教育グループは、個人ではなく役割に基

づいて設定されるため、同一人物が複数の

役割を担う場合は、令和 6 年度に示した研

修デザインのうち、重複する導入部分（放射

線による健康障害防止（被ばく線量低減）、

法令遵守と放射線 MS）を共通コアとして、

役割固有部分のみを追加する研修構成が有

効と考えた。各パターンに応じて、共通コア

に加え、G2-1 の MS 運用ハブ機能にかけられ

るエフォートの程度、G2-2 に期待する継続

性担保の範囲、G3 の行動標準化の適用範囲

・必要性が異なるため、表 2に示すように、

研修内容を統合・再構成した。 

 

表 2.小規模医療機関における組織構成パタ

ーン別研修内容 

 
 

表 1～2 を統合した組織構成パターン、主

な役割構成、放射線 MS 運用の要点、放射線

MS 適用レベル、重視する研修の観点を網羅

した付表 1を巻末に示した。 

図 1 に、小規模医療機関における組織構

成パターン（A～E）と放射線 MS 適用レベル

（レベル 1～4）の関係を概念的に示した。

パターンA～Eは組織構成の複雑性の目安で

あり、複雑性の増加に伴い、放射線 MS の適

用レベルも段階的に上げていくことを検討

する必要があることを示している。また、

G2-1 が放射線 MS 運用ハブとして機能する

場合、レベル 2～4 の範囲で放射線 MS の運

用が拡張し得ることも示している。 

 

 

図 1.小規模医療機関における役割構成パタ

ーンと放射線 MS 適用レベル（概念図） 

 

D. 考察 
本研究では、放射線 MS 導入支援・運用補

助を目的とした研修体系の拡充を行い、教

育グループ別研修資料の整理、G2-1 を対象

とした研修方法の試行、小規模医療機関を

想定した研修枠組みの整理を行った。以下

では、得られた結果の意義について考察す

る。 

放射線MSのシステムマニュアルに登場す

る役割を教育グループに分類し、教育グル

ープ別に研修資料を整備したことにより、

放射線MSにおいて担う役割に応じた知識・

技術を体系的に提供できる基盤を整えるこ

 
 

 G3：医師／看護師 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が被ばく当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 

 院長→医師／看護師および診療放射

線技師→医師／看護師のガバナンス。 

 診療放射線技師への権限委譲と責任

体制がキーポイント。 

 放射線 MS のフルサイズは要検討、役

割分担・権限委譲が明確になればな

るほど、継続性を担保するシステムマ

ニュアルが必要、放射線 MS の運用と

ともにシステムマニュアルは充実す

る。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 3：準フルサイズ MS（役割分担

に応じて拡張）～レベル 4：フルサイ

ズMS（委員会体制＋内部監査＋マネジ

メントレビュー＋リスクアセスメン

ト・年間計画・遵守評価・改善） 

 

◼ パターン E：院長（非医療従事者・名目

上のトップ）＋副院長（医師）＋医師／

看護師＋診療放射線技師＋事務職型 

 G1（名目）：院長 

 G1（実質）＝G3：副院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 G3：医師／看護師 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。ただし、他のパターンよりは労

働者数が 50 人以上となる可能性は相

対的に高い。 

［特徴］ 

 院長は意思決定のみ。 

 副院長においては、意思決定者が被ば

く当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 

 副院長→医師／看護師および診療放

射線技師→副院長、医師／看護師のガ

バナンス。 

 診療放射線技師への権限委譲と責任

体制がキーポイント。 

 放射線 MS のフルサイズは要検討、役

割分担・権限委譲が明確になればな

るほど、継続性を担保するシステムマ

ニュアルが必要、改善や内部監査を含

めた放射線 MS の運用とともに、その

医療機関に特化したシステムマニュ

アルに発展する。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 3：準フルサイズ MS（役割分担

に応じて拡張）～レベル 4：フルサイ

ズMS（委員会体制＋内部監査＋マネジ

メントレビュー＋リスクアセスメン

ト・年間計画・遵守評価・改善） 

 

表 1 に、上記の組織構成パターン別の放射

線 MS 運用の要点および放射線 MS 適用レベ

ルの概要を取りまとめて示した。 
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表 1.小規模医療機関における組織構成パタ

ーンと放射線 MS 適用レベル 

 

 

教育グループは、個人ではなく役割に基

づいて設定されるため、同一人物が複数の

役割を担う場合は、令和 6 年度に示した研

修デザインのうち、重複する導入部分（放射

線による健康障害防止（被ばく線量低減）、

法令遵守と放射線 MS）を共通コアとして、

役割固有部分のみを追加する研修構成が有

効と考えた。各パターンに応じて、共通コア

に加え、G2-1 の MS 運用ハブ機能にかけられ

るエフォートの程度、G2-2 に期待する継続

性担保の範囲、G3 の行動標準化の適用範囲

・必要性が異なるため、表 2に示すように、

研修内容を統合・再構成した。 

 

表 2.小規模医療機関における組織構成パタ

ーン別研修内容 

 
 

表 1～2 を統合した組織構成パターン、主

な役割構成、放射線 MS 運用の要点、放射線

MS 適用レベル、重視する研修の観点を網羅

した付表 1を巻末に示した。 

図 1 に、小規模医療機関における組織構

成パターン（A～E）と放射線 MS 適用レベル

（レベル 1～4）の関係を概念的に示した。

パターンA～Eは組織構成の複雑性の目安で

あり、複雑性の増加に伴い、放射線 MS の適

用レベルも段階的に上げていくことを検討

する必要があることを示している。また、

G2-1 が放射線 MS 運用ハブとして機能する

場合、レベル 2～4 の範囲で放射線 MS の運

用が拡張し得ることも示している。 

 

 

図 1.小規模医療機関における役割構成パタ

ーンと放射線 MS 適用レベル（概念図） 

 

D. 考察 
本研究では、放射線 MS 導入支援・運用補

助を目的とした研修体系の拡充を行い、教

育グループ別研修資料の整理、G2-1 を対象

とした研修方法の試行、小規模医療機関を

想定した研修枠組みの整理を行った。以下

では、得られた結果の意義について考察す

る。 

放射線MSのシステムマニュアルに登場す

る役割を教育グループに分類し、教育グル

ープ別に研修資料を整備したことにより、

放射線MSにおいて担う役割に応じた知識・

技術を体系的に提供できる基盤を整えるこ

 
 

 G3：医師／看護師 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。 

［特徴］ 

 意思決定者が被ばく当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 

 院長→医師／看護師および診療放射

線技師→医師／看護師のガバナンス。 

 診療放射線技師への権限委譲と責任

体制がキーポイント。 

 放射線 MS のフルサイズは要検討、役

割分担・権限委譲が明確になればな

るほど、継続性を担保するシステムマ

ニュアルが必要、放射線 MS の運用と

ともにシステムマニュアルは充実す

る。 

［放射線 MS 適用レベル］ 

➢ レベル 3：準フルサイズ MS（役割分担

に応じて拡張）～レベル 4：フルサイ

ズMS（委員会体制＋内部監査＋マネジ

メントレビュー＋リスクアセスメン

ト・年間計画・遵守評価・改善） 

 

◼ パターン E：院長（非医療従事者・名目

上のトップ）＋副院長（医師）＋医師／

看護師＋診療放射線技師＋事務職型 

 G1（名目）：院長 

 G1（実質）＝G3：副院長 

 G2-1：診療放射線技師 

 G2-2：事務職 

 G3：医師／看護師 

 G4：常時使用する労働者が 50 人未満

の場合には法定の産業医選任義務は

ない。ただし、他のパターンよりは労

働者数が 50 人以上となる可能性は相

対的に高い。 

［特徴］ 

 院長は意思決定のみ。 

 副院長においては、意思決定者が被ば

く当事者を兼ねる。 

 意思決定や管理の一部を事務職が補

助する。 

 診療放射線技師が放射線 MS 運用のハ

ブ。 
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割分担・権限委譲が明確になればな

るほど、継続性を担保するシステムマ

ニュアルが必要、改善や内部監査を含
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医療機関に特化したシステムマニュ
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表 1 に、上記の組織構成パターン別の放射

線 MS 運用の要点および放射線 MS 適用レベ

ルの概要を取りまとめて示した。 
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助を目的として、教育グループ別研修資料

の整備、G2-1を対象とした研修方法の試行、

小規模医療機関を想定した研修枠組みの整

理を行った。 

 その結果、放射線 MS において担う役割に

基づいた研修体系を整備することで、医療

機関の規模や職種背景に関わらず、放射線

MS の考え方を共有し、導入・運用につなげ

られる可能性を示した。特に、小規模医療機

関においては、組織構成や役割分担に応じ

て放射線 MS の適用レベルを段階的に検討し、

共通コアに役割固有の要素を追加する研修

設計が有効であることが示唆された。 

 本研究で提示した研修体系および研修枠

組みは、放射線 MS 導入のハードルを下げ、

法令遵守を基盤とした実効性のある被ばく

管理体制の構築を支援するものである。今

後は、本研究で整理した枠組みを用いた研

修の実践と評価を通じて、放射線 MS の安定

的な運用に資する知見を蓄積していくこと

が期待される。 
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とができた。放射線 MS は、法令で定められ

た個別の管理項目を実施すること自体が目

的ではなく、組織として放射線被ばく管理

を継続的に改善していくことを目的とする

枠組みである。そのため、役割ごとに求めら

れる放射線 MS への視座、視野、視点が異な

り、画一的な教育では十分に対応できない

恐れがある。本研究では、この点を踏まえ、

教育グループ別に既存の教育体系を前提と

しつつ、放射線 MS 導入・運用に必要な要素

を補完する構成で研修資料を整備したこと

が本研究の効果的な点である。 

G2-1 を対象とした試行研修から、マネジ

メントシステムを支える思想や構造そのも

のが理解の障壁となり得ることが改めて確

認された点は、本研究の重要な知見である。

放射線業務従事者である現場の管理者・管

理の実務者は、日常業務において放射線防

護・放射線管理の実務を担っている一方で、

「マネジメントシステム」という概念に必

ずしもなじみがあるとは限らない。試行研

修では、放射線 MS において G2-1 に期待さ

れる具体的な作業手順やシステムマニュア

ルやその下位文書に係る文書体系の説明に

先立ち、マネジメントシステムの思想や目

指すところを共有することにより、放射線

MS を自らの業務と結び付けて理解しやすく

なることが示唆された。この結果は、放射線

MS 導入時の教育において、知識・技術の伝

達に加え、理解の前提条件を整えるプロセ

スは効率的な研修の要素であり、そのため

には丁寧に対象者分析を行うことが重要で

あることを示している。 

今回、小規模医療機関において、同一人物

が複数の役割を担う状況を想定し、研修枠

組みを整理した。小規模医療機関では人的

資源や投入できるエフォートが限られ、一

定規模以上の医療機関を前提とした放射線

MS のフルサイズをそのまま適用することは

現実的ではないと考えた。一方で、最低限の

法令遵守は医療機関の規模に関わらず求め

られるため、リソースの少ない中でも法令

遵守を確実に行い、被ばく管理を継続的に

改善していくことも必要となる。この 2 面

を両立させるため、本研究では小規模医療

機関を包含する役割で細分化した 5 つの組

織構成パターンを設定し、伸び代を考慮し

て放射線 MS 適用レベルを振り分けた。組織

構成パターンと放射線MS適用レベルの整理

は、医療機関のリソースに応じ、放射線 MS

の適用範囲を段階的に検討できることを明

文化した点に意義があると考える。また、

G2-1 が放射線 MS 運用のハブとして機能す

ると、比較的小規模な組織であっても放射

線MSを準フルサイズあるいはフルサイズへ

と拡張し得る可能性を示したことは、放射

線被ばく管理に関する労働安全衛生マネジ

メントシステム導入支援事業（厚生労働省

委託事業）における導入成功事例における

実感と一致しており、現場感覚と整合する

ものと考える。小規模医療機関においても、

役割分担、権限委譲を明確にし、可能な範囲

から継続的な改善および放射線MS適用レベ

ルの上昇を意識して活動を続けることで、

放射線MSを実効性のある形で運用できるこ

とが示唆された。 

本研究の限界として、研修の効果検証や

放射線被ばく管理指標の改善効果について

は、今後の検討課題として残されている点

が挙げられる。今後は、本研究で開発・提案

した研修を実践し、実際の事例を通じた評

価・改定を行うことで、更なる実用性の向

上が期待される。 

 

E．結論 
本研究では、放射線 MS 導入支援・運用補



─ 122 ─ ─ 123 ─

 
 

助を目的として、教育グループ別研修資料
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り配布することにしました。 

財政的には厳しい面もありますが、必要な

投資だと判断しています。 

ただ、問題は「配布すれば装着してくれる

か」という点です。 

また、透視下手技では、立ち位置、体勢と

いったものが長年の習慣になっており、簡

単には変えられません。 

院長としてできるのは、道具を整備する教

育の機会を提供するところまでです。 

その先は、個々の理解と行動変容が必要に

なります。 

この 6ヶ月で、「配布」と「教育」までは実

施できましたが、実際の装着率向上はまだ

大きな課題だと認識しています。 

 

６．放射線 MS の体制について 

監査員： 

放射線 MS の体制づくりについて、どのよ

うに進めているか教えてください。 

病院長： 

まず、放射線防護を議論するための委員会

を立ち上げました。 

最初から大きな仕組みにするのではなく、

まずは小さく始めて、軌道に乗ったら他の

委員会と統合する方針です。 

現在は月 1回の会議を行っており、私もで

きる限り出席しています。 

また、現状把握と課題抽出を行うチームを

作り、放射線技師長を中心に活動してもら

っています。 

さらに、被ばくの多い診療科（消化器、循

環器など）からヒアリングを行い、その内

容を委員会で共有しています。 

 

７．体制に関する質疑 

監査員： 

技師長が中心的な役割を担っているとい

う理解でよろしいでしょうか。 

病院長： 

そうです。ただし、技師長が医師を管理す

るのは難しい部分があります。 

そのため、私自身が診療科長と連携しなが

ら、医師の行動変容につなげる役割を担っ

ています。 

技師長に任せきりにはしていません。 

監査員： 

日本の多くの施設で同様の課題があると

思いますが、院長が技師長を支える体制は

非常に有効だと感じました。 

良いモデルケースだと思います。 

病院長： 

医療従事者はこれまで自分たちの健康管

理を後回しにしてきた面があります。 

長時間労働の問題と同じで、放射線被ばく

も「見過ごされてきた課題」だと思ってい

ます。 

この状況は変えていかなければならない

と考えています。 

 

８．今後への期待とメッセージ 

監査員： 

今後、様々な職種が関わると思いますが、

関係者への期待やメッセージをお願いし

ます。 

病院長： 

MS は、それぞれの役割が組み合わさって成

果を出すものだと理解しています。 

職種ごとに役割を明確にし、お互いを尊重

しながら進めることが重要だと思います。 

医師は入れ替わりのある職種なので、個人

ではなく「組織の風土」として定着させた

いと考えています。 

監査員： 

院長の明確なビジョンを伺うことができ、

放射線 MS が今後さらに発展していくと感

 
 

資料 1. 動画資料「放射線被ばくに関する労働安全衛生マネジメントシステム（放射線 MS）

の内部監査におけるトップマネジメントインタビュー」のトランスクリプト 

１．導入・自己紹介 

監査員： 

それでは、内部監査を始めます。監査員の

●●です。 

監査員： 

監査員の●●です。よろしくお願いします。 

病院長： 

当院の病院長をしております●●です。よ

ろしくお願いします。 

 

２．内部監査の目的 

監査員： 

放射線被ばくに関するマネジメントシス

テム（放射線 MS）を導入して数ヶ月が経過

していますので、現在どのような状況にな

っているのかを伺いたいと思います。 

あわせて、導入に対する院長の考えや思い

についてもお聞かせください。 

 

３．放射線 MS 導入に関する病院長の考え 

監査員： 

まず、放射線 MS を導入された背景や考え

について教えてください。 

病院長： 

正直に言うと、最初は「放射線被ばくや防

護のためだけのマネジメントシステム」と

聞いても、あまりピンと来ていませんでし

た。 

ただ、法改正によって医療従事者の被ばく

低減が求められるようになり、「うちの病

院は大丈夫なのか」と考えるようになりま

した。 

当初は、「当院は被ばく管理をしているか

ら問題ないだろう」と思っていましたが、

他院の院長と話す機会があり、その中で、

個人線量計の装着が徹底されていない、医

療従事者の水晶体白内障や皮膚障害の報

告がある、といった話を聞き、不安を感じ

ました。 

そこで当院の状況を確認したところ、特定

の検査において一部の医師の被ばくが多

いことが分かりました。 

この時、「これは自分ごととして取り組ま

なければいけない」と考えたのが、導入の

きっかけです。 

実際に調査してみると、手術時に、白衣に

付けたまま個人線量計をし忘れているな

ど、個人線量計の未装着があることも分か

りました。 

これは他院と同じような課題だと思いま

す。 

個人の行動を変えるのは簡単ではないた

め、組織的に取り組む必要があると判断し、

放射線 MS の導入に至りました。 

 

４．監査員コメント 

監査員： 

導入前の現状を院長自ら把握されていた

点は非常に重要だと思います。 

放射線 MS では「現状把握」が出発点にな

りますので、すでにその段階がしっかりで

きていると感じました。 

個人線量計の未装着、防護不足による被ば

く増加といった課題も明確になっている

ため、これらに対して「現在どのような対

策をされているのか」「今後どう取り組む

のか」を教えてください。 

 

５．認識されている課題への対策と今後の

方針 

病院長： 

まず個人線量計については、全員にしっか
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病院長： 

当院の病院長をしております●●です。よ

ろしくお願いします。 

 

２．内部監査の目的 

監査員： 

放射線被ばくに関するマネジメントシス

テム（放射線 MS）を導入して数ヶ月が経過

していますので、現在どのような状況にな

っているのかを伺いたいと思います。 

あわせて、導入に対する院長の考えや思い

についてもお聞かせください。 

 

３．放射線 MS 導入に関する病院長の考え 

監査員： 

まず、放射線 MS を導入された背景や考え

について教えてください。 

病院長： 

正直に言うと、最初は「放射線被ばくや防

護のためだけのマネジメントシステム」と

聞いても、あまりピンと来ていませんでし

た。 

ただ、法改正によって医療従事者の被ばく

低減が求められるようになり、「うちの病

院は大丈夫なのか」と考えるようになりま

した。 

当初は、「当院は被ばく管理をしているか

ら問題ないだろう」と思っていましたが、

他院の院長と話す機会があり、その中で、

個人線量計の装着が徹底されていない、医

療従事者の水晶体白内障や皮膚障害の報

告がある、といった話を聞き、不安を感じ

ました。 

そこで当院の状況を確認したところ、特定

の検査において一部の医師の被ばくが多

いことが分かりました。 

この時、「これは自分ごととして取り組ま

なければいけない」と考えたのが、導入の

きっかけです。 

実際に調査してみると、手術時に、白衣に

付けたまま個人線量計をし忘れているな

ど、個人線量計の未装着があることも分か

りました。 

これは他院と同じような課題だと思いま

す。 

個人の行動を変えるのは簡単ではないた

め、組織的に取り組む必要があると判断し、

放射線 MS の導入に至りました。 

 

４．監査員コメント 

監査員： 

導入前の現状を院長自ら把握されていた

点は非常に重要だと思います。 

放射線 MS では「現状把握」が出発点にな

りますので、すでにその段階がしっかりで

きていると感じました。 

個人線量計の未装着、防護不足による被ば

く増加といった課題も明確になっている

ため、これらに対して「現在どのような対

策をされているのか」「今後どう取り組む

のか」を教えてください。 

 

５．認識されている課題への対策と今後の

方針 

病院長： 

まず個人線量計については、全員にしっか
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付表 1. 小規模医療機関における組織構成パターン別の放射線 MS 適用レベルおよび研修設

計 

 
 

 

じました。 

 

９．クロージング 

監査員： 

本日の内部監査は以上となります。 

ありがとうございました。 
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監査員： 

本日の内部監査は以上となります。 

ありがとうございました。 
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 内部監査 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

［実践編］ 

①研修の目的（3分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS に則った日々の管理（5分） 

 放射線業務管理者を同定する、個人線量

計を配布する 

 個人線量計を装着させる 

 個人線量計の測定結果を確認させる 

③放射線 MS に基づく年次の管理（17 分、内

部監査にかかる動画視聴を含む） 

 リスクアセスメント 

 内部監査と放射線 MS のシステムマニュ

アルの改訂 

④まとめ（1分） 

⑤質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者ではない現場の管理
者・管理の実務者（G2-2）：所要時間 30

分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

 放射線業務従事者ではない現場の管理

者、管理の実務者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線 MS での放射線業務従事者ではな

い現場の管理者、管理の実務者の実務 

 日々の管理 

 年次の管理 

 内部監査と放射線 MS のシステムマニュ

アルの改訂 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者（G3）：所要時間 20～

30 分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（10～20 分） 

 放射線業務従事者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線業務従事者が実施すること 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

 

◼ 産業保健スタッフ（G4）：所要時間 30 分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

◼ 産業保健スタッフ（産業医）の立ち位置 

◼ 健康障害が生じた時、組織に何が起こる
か 

◼ 法令遵守できていないことが指摘され
た時、組織に何が起こるか 

◼ 放射線 MS での産業保健スタッフ（産業

 
 

参考資料 1. 教育グループの設定 

 

 

 

参考資料 2. 育グループごとの研修デザイン（令和 6年度作成） 

◼ 組織トップ等（G1）：所要時間 30 分 

①研修の目的（3分） 

 挨拶 

 放射線被ばく防護管理の必要性 

 法令順守と MS-なぜ MS を活用するのか 

②内部監査におけるインタビュー映像の視

聴（8分） 

③放射線被ばく防護MSにおける役割（14分） 

 MS の骨格と、オーナーの立ち位置 

 基本方針の設定と目標や計画との関係 

 目標に対するパフォーマンスの評価の

確認 

 監査報告書への責任者署名の意味 

 マネジメントレビューの意義と意思決

定 

 MS の基盤となるリーダーシップリーダ

ー行動 

④まとめ（1分） 

⑤質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者である現場の管理者・
管理の実務者（G2-1）：所要時間 60 分（概

念編 30 分、実践編 30 分） 

［概念編］ 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

 放射線業務従事者である現場の管理者、

管理の実務者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線 MS での放射線業務従事者である

現場の管理者、管理の実務者の実務 

 日々の管理 

 年次の管理 
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 内部監査 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

［実践編］ 

①研修の目的（3分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS に則った日々の管理（5分） 

 放射線業務管理者を同定する、個人線量

計を配布する 

 個人線量計を装着させる 

 個人線量計の測定結果を確認させる 

③放射線 MS に基づく年次の管理（17 分、内

部監査にかかる動画視聴を含む） 

 リスクアセスメント 

 内部監査と放射線 MS のシステムマニュ

アルの改訂 

④まとめ（1分） 

⑤質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者ではない現場の管理
者・管理の実務者（G2-2）：所要時間 30

分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

 放射線業務従事者ではない現場の管理

者、管理の実務者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線 MS での放射線業務従事者ではな

い現場の管理者、管理の実務者の実務 

 日々の管理 

 年次の管理 

 内部監査と放射線 MS のシステムマニュ

アルの改訂 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者（G3）：所要時間 20～

30 分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（10～20 分） 

 放射線業務従事者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線業務従事者が実施すること 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 

 

◼ 産業保健スタッフ（G4）：所要時間 30 分 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

◼ 産業保健スタッフ（産業医）の立ち位置 

◼ 健康障害が生じた時、組織に何が起こる
か 

◼ 法令遵守できていないことが指摘され
た時、組織に何が起こるか 

◼ 放射線 MS での産業保健スタッフ（産業

 
 

参考資料 1. 教育グループの設定 

 

 

 

参考資料 2. 育グループごとの研修デザイン（令和 6年度作成） 

◼ 組織トップ等（G1）：所要時間 30 分 

①研修の目的（3分） 

 挨拶 

 放射線被ばく防護管理の必要性 

 法令順守と MS-なぜ MS を活用するのか 

②内部監査におけるインタビュー映像の視

聴（8分） 

③放射線被ばく防護MSにおける役割（14分） 

 MS の骨格と、オーナーの立ち位置 

 基本方針の設定と目標や計画との関係 

 目標に対するパフォーマンスの評価の

確認 

 監査報告書への責任者署名の意味 

 マネジメントレビューの意義と意思決

定 

 MS の基盤となるリーダーシップリーダ

ー行動 

④まとめ（1分） 

⑤質疑（4分） 

 

◼ 放射線業務従事者である現場の管理者・
管理の実務者（G2-1）：所要時間 60 分（概

念編 30 分、実践編 30 分） 

［概念編］ 

①研修の目的（5分） 

 挨拶 

 放射線による健康障害防止（被ばく線量

低減） 

 法令遵守と放射線 MS 

②放射線 MS における役割（20 分） 

 放射線業務従事者である現場の管理者、

管理の実務者の立ち位置 

 健康障害が生じた時、組織に何が起こる

か 

 法令遵守できていないことが指摘され

た時、組織に何が起こるか 

 放射線 MS での放射線業務従事者である

現場の管理者、管理の実務者の実務 

 日々の管理 

 年次の管理 
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令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  

 

放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るる        

イインンタタビビュューー調調査査  

  

  
研究分担者 喜多村 紘子 （量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所放射線規制

科学研究部リスク評価グループ グループリーダー） 

研究協力者 茂呂田 孝一 （国立保健医療科学院生活環境研究部 主任研究官） 

研究要旨 

医療機関において電離放射線障害防止規則に基づく放射線被ばく管理が十分に実施さ

れていないと指摘される背景には、教育不足や組織的な防護体制の未整備がある。本研究

では、労働安全衛生マネジメントシステム（Occupational Safety and Health Management 

System: OSHMS）の考え方を放射線防護分野に応用した放射線防護マネジメントシステム

（放射線 MS）を導入・運用している医療機関を対象として、令和 5 年度および令和 7 年度に

インタビュー調査を実施した。 

インタビュー結果は、実装研究のための総合フレームワーク CFIR（Consolidated 

Framework for Implementation Research）を用いて整理し、あわせて世界保健機構（World 

Health Organization: WHO）が示す放射線防護文化の枠組みを参照して解釈した。 

その結果、放射線 MS は独立した放射線防護対策として運用されているのではなく、文書

管理や内部監査、委員会活動、職種ラダー（テクニカルスキルおよびヒューマンスキルのレベ

ルアップに重点が置かれた教育研修および職能評価が組み合わされた仕組み）といった院

内のマネジメントの枠組みの中に組み込まれて運用されていることが確認された。 

本研究からは、放射線防護文化は、リーダーシップとガバナンス、マネジメント方策と組織メ

ンバーの理解、ならびに組織メンバーの参加といった要素が充実されていく中で、時間をか

けて醸成されるものであることが示唆された。 

 

 
 

医）の実務 

◼ （安全）衛生委員会 

◼ 職場巡視 

◼ 勧告権 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 
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令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  

 

放放射射線線MMSSのの実実装装がが進進むむ医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線防防護護文文化化のの醸醸成成にに係係るる        

イインンタタビビュューー調調査査  

  

  
研究分担者 喜多村 紘子 （量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所放射線規制

科学研究部リスク評価グループ グループリーダー） 

研究協力者 茂呂田 孝一 （国立保健医療科学院生活環境研究部 主任研究官） 

研究要旨 

医療機関において電離放射線障害防止規則に基づく放射線被ばく管理が十分に実施さ

れていないと指摘される背景には、教育不足や組織的な防護体制の未整備がある。本研究

では、労働安全衛生マネジメントシステム（Occupational Safety and Health Management 

System: OSHMS）の考え方を放射線防護分野に応用した放射線防護マネジメントシステム

（放射線 MS）を導入・運用している医療機関を対象として、令和 5 年度および令和 7 年度に

インタビュー調査を実施した。 

インタビュー結果は、実装研究のための総合フレームワーク CFIR（Consolidated 

Framework for Implementation Research）を用いて整理し、あわせて世界保健機構（World 

Health Organization: WHO）が示す放射線防護文化の枠組みを参照して解釈した。 

その結果、放射線 MS は独立した放射線防護対策として運用されているのではなく、文書

管理や内部監査、委員会活動、職種ラダー（テクニカルスキルおよびヒューマンスキルのレベ

ルアップに重点が置かれた教育研修および職能評価が組み合わされた仕組み）といった院

内のマネジメントの枠組みの中に組み込まれて運用されていることが確認された。 

本研究からは、放射線防護文化は、リーダーシップとガバナンス、マネジメント方策と組織メ

ンバーの理解、ならびに組織メンバーの参加といった要素が充実されていく中で、時間をか

けて醸成されるものであることが示唆された。 

 

 
 

医）の実務 

◼ （安全）衛生委員会 

◼ 職場巡視 

◼ 勧告権 

③まとめ（1分） 

④質疑（4分） 
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（倫理面への配慮） 

 本分担研究では放射線MS導入支援として

実施したインタビュー結果を二次的に使用

した。本分担研究では医療機関に関する情

報のみを取り扱い、個人に関する情報の取

得・取り扱いはなく、また、侵襲も介入も伴

わないため、QST の倫理規程に従い、倫理審

査の対象外とした。なお、訪問した医療機関

には本報告書の記述内容の確認を依頼し、

報告書へ掲載することへの同意を得た。 

 

C. 研究結果  
本分担研究では、放射線 MS の導入および

運用状況を確認するため、令和 5 年度およ

び令和 7 年度に同一医療機関を対象として

インタビュー調査を実施した。両年度の調

査結果は、実装研究の総合フレームワーク

である CFIRを用いて整理し、表 1に示した。

なお、以下の記述および表 1における令和 5

年度分の記述は、以前の労災疾病臨床研究

事業費補助金 放射線防護マネジメントシ

ステムの適用と課題解決に関する研究の令

和 5 年度総括・分担研究年度終了報告書に

おいて、研究代表者であった喜多村が記載

した内容を基にしている。 

 

1. 令和 5年度インタビュー結果の概要 

1－1. マネジメント層へのインタビューで

得られた特徴的な事項 

令和 5年度の調査では、放射線 MSが導入・

運用されている医療機関において、まず院

長、特任副院長（放射線担当）、関連病院グ

ループ協議会放射線部部長に対し、放射線

MS に限定せず、病院および病院グループ全

体のガバナンスやマネジメントの考え方に

ついて幅広くインタビューした。 

院長からは、院長就任後約 15 年間にわた

り、院内ガバナンスの基盤として文書管理

を最優先に位置付け、加えて内部監査を強

力に進めてきたことが語られた。全職種を

対象とした職種ラダー（カッツモデル（カッ

ツ理論）におけるテクニカルスキルおよび

ヒューマンスキルのレベルアップに重点が

置かれた教育研修および職能評価が組み合

わされた仕組み）の整備、評価方法の明確化、

個人および組織ごとの目標設定とその達成

状況およびプロセスのレビューが継続的に

行われていることも語られた。特任副院長

（放射線担当）からは、放射線業務従事者へ

の教育を担う立場として、特に医師に対す

る教育の難しさと、教育内容を自分ごとと

して捉えてもらうための工夫について言及

があった。また、診療放射線技師では指摘が

難しい医師への指導・助言ができる点で、院

内の放射線管理に寄与しているとの認識が

示された。関連病院グループ協議会放射線

部部長からは、当該施設が病院グループの

本院として、グループ内医療機関のお手本・

見本となるべき立場にあること、文書管理

や内部監査のバックグラウンドがあったこ

とで、放射線 MS の導入がスムーズに進んだ

ことが語られた。一方で、グループ内のすべ

ての医療機関で同様に放射線MSが順調に導

入・運用されているわけではなく、文書管理

の経験が少ない施設や担当者の意識が十分

ではない施設も存在することが指摘された。 

 

1－2. 放射線 MS 導入の主担当者・実務担当

者へのインタビュー（CFIR を用いた整理） 

放射線 MS 導入の主担当者・実務担当者に

対しては、放射線 MS の導入および運用を対

象として、CFIR のフレームに準拠して作成

したインタビューガイドを用い、インタビ

ューを実施した。 

放射線 MS は、放射線 MS 導入支援事業（厚

生労働省委託事業）で提供されたモデル文

 
 

A. 研究目的 
医療機関において、電離放射線障害防止

規則に基づく放射線被ばく管理が十分に実

施されていないと指摘される背景には、教

育不足や組織的な防護体制の未整備がある。

本研究班では、医療従事者の放射線防護の

取組の一手段として、労働安全衛生マネジ

メントシステム（Occupational Safety and 

Health Management System: OSHMS）の考え

方を放射線防護分野に応用した放射線防護

および被ばく管理に特化したマネジメント

システム（放射線防護マネジメントシステ

ム、以下「放射線 MS」という）の医療機関

への導入を支援してきた。 

我々は、放射線 MS導入支援の一環として、

令和 5年度には放射線 MS導入が進んでいた

医療機関に対してインタビューを行い、放

射線 MS 導入の障壁となった要素を抽出し、

その乗り越え方の一例を明らかにするため

に、インタビュー調査を実施した。本年度は、

放射線 MS導入支援後の運用状況を確認する

ため、同医療機関を再訪し、インタビュー調

査を行った。 

本研究の目的は、放射線 MSの導入・運用

に必要な要素を確認するとともに、放射線

防護文化の視点から検討することである。 

 

B. 研究方法 
【対象施設】 
対象は、令和 5年度の研究時点で、放射線

MS導入が進んでおり、放射線 MS導入支援事

業（厚生労働省委託事業）の研修会等でも

「放射線 MS導入のトップランナー」として

紹介されることの多かった関東地方の中核

都市にある急性期～回復期までの医療を提

供する 700～800 床規模の医療機関である。 

【調査方法】 

本年度は、令和 5 年度調査結果との比較

を行うことで、放射線 MSの運用が時間経過

の中でどのように定着しているかを確認し

た。まず、院長より、院内ガバナンスおよび

放射線管理を含むマネジメントに係る考え

を聴取した。次に、放射線 MS導入の主担当

者より、放射線防護、被ばく低減対策に係る

活動に関し、令和 5 年から令和 7 年の 2 年

間の推移を含めて聴取した。 

インタビュー結果について、令和 5 年度

と同様に、実装研究のための総合フレーム

ワーク CFIR（Consolidated Framework for 

Implementation Research）1に則り整理し

た。そのうえで、世界保健機関（World Health 

Organization: WHO）が国際原子力機関

（International Atomic Energy Agency: 

IAEA）、国際医学物理機構（International 

Organization for Medical Physics: IOMP）、

国際放射線防護学会（ International 

Radiation Protection Association: IRPA）

と共同で作成した Enhancing radiation 

safety culture in health care: guidance 

for health care provider2（以下「WHOガ

イダンス」という）に示されている「ポジテ

ィブな安全文化の 10 の特性 “A positive 

safety culture can be defined by ten 

traits: leadership responsibility, 

individual responsibility, continuous 

learning, effective safety 

communication, respectful work 

environment, problem identification and 

resolution, environment for raising 

concerns, decision-making, questioning 

attitude and work processes.”」との関連

について、検討した。 

なお、令和 5 年度から令和 7 年度におい

て、当該医療機関の院長、放射線 MS導入の

主担当者の交代はなかった。 
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査結果は、実装研究の総合フレームワーク

である CFIR を用いて整理し、表 1に示した。
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おいて、研究代表者であった喜多村が記載

した内容を基にしている。 
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1－1. マネジメント層へのインタビューで

得られた特徴的な事項 

令和 5年度の調査では、放射線 MSが導入・

運用されている医療機関において、まず院

長、特任副院長（放射線担当）、関連病院グ

ループ協議会放射線部部長に対し、放射線

MS に限定せず、病院および病院グループ全

体のガバナンスやマネジメントの考え方に

ついて幅広くインタビューした。 

院長からは、院長就任後約 15 年間にわた

り、院内ガバナンスの基盤として文書管理

を最優先に位置付け、加えて内部監査を強

力に進めてきたことが語られた。全職種を

対象とした職種ラダー（カッツモデル（カッ

ツ理論）におけるテクニカルスキルおよび

ヒューマンスキルのレベルアップに重点が

置かれた教育研修および職能評価が組み合

わされた仕組み）の整備、評価方法の明確化、

個人および組織ごとの目標設定とその達成

状況およびプロセスのレビューが継続的に

行われていることも語られた。特任副院長

（放射線担当）からは、放射線業務従事者へ

の教育を担う立場として、特に医師に対す

る教育の難しさと、教育内容を自分ごとと

して捉えてもらうための工夫について言及

があった。また、診療放射線技師では指摘が

難しい医師への指導・助言ができる点で、院

内の放射線管理に寄与しているとの認識が

示された。関連病院グループ協議会放射線

部部長からは、当該施設が病院グループの

本院として、グループ内医療機関のお手本・

見本となるべき立場にあること、文書管理

や内部監査のバックグラウンドがあったこ

とで、放射線 MS の導入がスムーズに進んだ

ことが語られた。一方で、グループ内のすべ

ての医療機関で同様に放射線MSが順調に導

入・運用されているわけではなく、文書管理

の経験が少ない施設や担当者の意識が十分

ではない施設も存在することが指摘された。 

 

1－2. 放射線 MS 導入の主担当者・実務担当

者へのインタビュー（CFIR を用いた整理） 

放射線 MS 導入の主担当者・実務担当者に

対しては、放射線 MS の導入および運用を対

象として、CFIR のフレームに準拠して作成

したインタビューガイドを用い、インタビ
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放射線 MS は、放射線 MS 導入支援事業（厚

生労働省委託事業）で提供されたモデル文
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続できる体制が維持されていた。一方で、令

和 7年度の調査時点では、院長が 2026年 2

月で交代予定であることから、その後のガ

バナンスやマネジメントの継続性について、

完全に不安がないわけではないとの認識も

示された。 

 

3. 令和 5年度と令和 7年度の結果の整理 

令和 5 年度および令和 7 年度の調査結果

を総合すると、文書管理、内部監査、文書の

定期的な見直し、職種ラダー、目標設定とレ

ビューといった院内の基本的なマネジメン

トの枠組みは、両年度を通じて大きな変化

は認められず、継続して運用されているこ

とが確認された。 

令和 5 年度のインタビューでは、放射線

MS 導入を可能とした組織的基盤やガバナン

スの全体像を主に把握したのに対し、令和 7

年度のインタビューでは、どのような思想

の下でガバナンスを構築し、持続可能なシ

ステムとしてマネジメントの枠組みを設計

してきたのかという点が、院長本人の語り

として明確に示され、貴重で価値のあるイ

ンタビューとなった。 

 

D. 考察 
WHOガイダンスにおいて、放射線防護文化

の 10の特性は、具体的な実装方法や行動規

範を詳細に定義するものではなく、国・地

域・時代・医療制度・医療機関等の文脈に応

じて解釈されるべき概念の枠組みとして提

示されている。さらに、放射線安全文化の構

築・強化は International radiation safety 

framework（国際的な放射線防護の枠組み）、

National leadership（国のリーダーシップ

／ 国 家 政 策 ）、 Local healthcare 

institutions（地域の医療機関）、Patients, 

families and communities（患者・家族・コ

ミュニティ）に至るまでの各レベルにおい

て重要であるとされている。地域の医療機

関レベルにおける放射線安全文化の組織的

マネジメントの要点は、安全文化を経営体

制と職場環境に根付かせ、教育・研修を提供

する責任を負う機関のリーダーシップとさ

れ、要素として Management structure（管

理体制）、Local resource issues（地域の資

源）、Quality initiatives（品質の向上）、

Training（教育・研修）等が含まれるとされ

ている。本研究では、このような WHOガイダ

ンスの位置づけを踏まえ、ある一つの Local 

healthcare institutionにおいて得られた

インタビュー結果を、放射線防護文化の特

性の概念的な枠組みを用いて解釈する。 

 

1. Leadership responsibility（リーダー

の責任）と放射線 MS 

本事例の特徴として、院長による一貫し

たリーダーシップが確認された。令和 5 年

度のインタビューでは、院長就任直後から

文書管理と内部監査を院内ガバナンスの基

盤として強力に推進してきたことが語られ、

放射線 MSはその延長上に位置付けられてい

た。令和 7年度のインタビューでは、文書管

理を「意思決定プロセスの可視化」と表現し、

「人が変わっても動くシステムを目指して」

設計してきたという、院長自身の思想が明

確に示された。 

本事例では、放射線 MSが独立した案件と

して個別の専門職や担当者に委ねられるの

ではなく、文書管理および内部監査を中心

とした院内マネジメントの枠組みの中に組

み込まれていた。このようなあり方は、

Local healthcare institutions において

リーダーシップが組織構造を通じて具現化

されているという観点から、WHOガイダンス

で示されている Management structureの具

 
 

書を参照しつつも、もともと院内で整備さ

れていた文書管理や内部監査の仕組みを最

大限活用する形で導入されていたことが明

らかになった。放射線 MSは新たな仕組みと

して受け止められるというよりも、既存の

文書管理の延長として位置づけられており、

導入に対する心理的・実務的負担は比較的

小さかったと認識されていた。 

また、文書管理や内部監査、職種ラダー、

目標設定といった仕組みが既に院内に定着

していたことから、放射線 MSの導入に際し

て試験的なトライアルは行われておらず、

導入の可否を検討するというよりも、「導入

することが前提」として進められていた。放

射線管理に必要な業務は一定以上の職種ラ

ダーに達した者の期待役割として位置づけ

られており、就業時間内に業務として実施

できる体制が整備されていた。 

 

2. 令和 7年度インタビュー結果の概要 

令和 7 年度の調査では、同一医療機関を

再訪し院長および放射線 MS導入の主担当者

に対してインタビューを実施した。令和 7年

度のインタビューでは、放射線 MSの運用状

況に加え、これまで構築されてきた院内の

マネジメントの仕組みをどのような考えの

もとで設計されてきたのかについて、より

踏み込んだ内容が語られた。 

院長からは、文書管理は単なる記録整備

ではなく、「意思決定プロセスの可視化」と

して位置づけていることが明確に示された。

具体的には、委員会等（常設委員会：院内に

ある 6部門（診療部・看護部・薬剤部・診療

技術部・事務部・情報管理部）全ての代表者

が参加する常設の会議体、部会：6部門のう

ち関連する部門の代表者が参加する常設の

会議体、プロジェクトチーム：特定の事項に

関する期間限定の会議体）での議論、議事録

作成、文書登録、回議、承認という一連の流

れを制度として確立し、全ての文書を委員

会等と紐づけて管理していること、文書登

録の最終承認は、部署を跨ぐ文書の場合は

院長印、部署内の内容の場合は部長印が必

要であること、文書の有効期限を最長 5 年

と定め、定期的な見直しが必ず行われる仕

組みを構築していること、そのための専任

部署として文書管理課を設置していること

が語られた。 

※文書管理課：公的文書から委員会議事録

まで、全ての文書の登録を行う部署。 

また、「人が変わっても動くシステムを目

指してきた」という発言も得られた。次世代

のリーダー育成として、副院長クラスは病

院機能評価機構のサーベイヤーを経験する

ことが推奨されていた。これは、サーベイヤ

ーとして他機関の状況を観察することが内

省を促し、自機関のレベルアップにつなが

るという院長の考えの体現であろう。診療

部（医師）を含め、部門の垣根をなくすこと

を目指し、部長同志が、お互いに厳しく内部

監査に臨む仕組みも作られていた。当該医

療機関におけるマネジメントの基盤となる

要素を、役職に応じて段階的に経験するこ

とで、「具体的経験」→「内省的観察」→「抽

象的概念化」→「能動的実験」の経験学習サ

イクルが実践されている様子がうかがわれ

た。 

放射線 MS 導入の主担当者からは、令和 5

年度時点と同様に、放射線 MSは既存の文書

管理、内部監査、職種ラダーの仕組みの一部

として運用されており、特別な取り組みで

はなく日常業務の一環として定着している

状況が確認された。文書管理は、職種を問わ

ず一定以上の職種ラダーに達した者や役職

に就いた者の「業務」として明確に位置付け

られており、担当者が変わっても業務が継
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続できる体制が維持されていた。一方で、令

和 7年度の調査時点では、院長が 2026年 2

月で交代予定であることから、その後のガ

バナンスやマネジメントの継続性について、

完全に不安がないわけではないとの認識も

示された。 

 

3. 令和 5年度と令和 7年度の結果の整理 

令和 5 年度および令和 7 年度の調査結果

を総合すると、文書管理、内部監査、文書の

定期的な見直し、職種ラダー、目標設定とレ

ビューといった院内の基本的なマネジメン

トの枠組みは、両年度を通じて大きな変化

は認められず、継続して運用されているこ

とが確認された。 

令和 5 年度のインタビューでは、放射線

MS 導入を可能とした組織的基盤やガバナン

スの全体像を主に把握したのに対し、令和 7

年度のインタビューでは、どのような思想

の下でガバナンスを構築し、持続可能なシ

ステムとしてマネジメントの枠組みを設計

してきたのかという点が、院長本人の語り

として明確に示され、貴重で価値のあるイ

ンタビューとなった。 

 

D. 考察 
WHOガイダンスにおいて、放射線防護文化

の 10の特性は、具体的な実装方法や行動規

範を詳細に定義するものではなく、国・地

域・時代・医療制度・医療機関等の文脈に応

じて解釈されるべき概念の枠組みとして提

示されている。さらに、放射線安全文化の構

築・強化は International radiation safety 

framework（国際的な放射線防護の枠組み）、
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／ 国 家 政 策 ）、 Local healthcare 

institutions（地域の医療機関）、Patients, 
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て重要であるとされている。地域の医療機
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源）、Quality initiatives（品質の向上）、
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ている。本研究では、このような WHOガイダ

ンスの位置づけを踏まえ、ある一つの Local 

healthcare institutionにおいて得られた

インタビュー結果を、放射線防護文化の特

性の概念的な枠組みを用いて解釈する。 

 

1. Leadership responsibility（リーダー

の責任）と放射線 MS 

本事例の特徴として、院長による一貫し

たリーダーシップが確認された。令和 5 年

度のインタビューでは、院長就任直後から

文書管理と内部監査を院内ガバナンスの基

盤として強力に推進してきたことが語られ、

放射線 MSはその延長上に位置付けられてい

た。令和 7年度のインタビューでは、文書管

理を「意思決定プロセスの可視化」と表現し、

「人が変わっても動くシステムを目指して」

設計してきたという、院長自身の思想が明

確に示された。 

本事例では、放射線 MSが独立した案件と

して個別の専門職や担当者に委ねられるの

ではなく、文書管理および内部監査を中心

とした院内マネジメントの枠組みの中に組

み込まれていた。このようなあり方は、

Local healthcare institutions において

リーダーシップが組織構造を通じて具現化

されているという観点から、WHOガイダンス

で示されている Management structureの具

 
 

書を参照しつつも、もともと院内で整備さ

れていた文書管理や内部監査の仕組みを最

大限活用する形で導入されていたことが明

らかになった。放射線 MSは新たな仕組みと

して受け止められるというよりも、既存の

文書管理の延長として位置づけられており、

導入に対する心理的・実務的負担は比較的

小さかったと認識されていた。 

また、文書管理や内部監査、職種ラダー、

目標設定といった仕組みが既に院内に定着

していたことから、放射線 MSの導入に際し

て試験的なトライアルは行われておらず、

導入の可否を検討するというよりも、「導入

することが前提」として進められていた。放

射線管理に必要な業務は一定以上の職種ラ

ダーに達した者の期待役割として位置づけ

られており、就業時間内に業務として実施

できる体制が整備されていた。 

 

2. 令和 7年度インタビュー結果の概要 

令和 7 年度の調査では、同一医療機関を

再訪し院長および放射線 MS導入の主担当者

に対してインタビューを実施した。令和 7年

度のインタビューでは、放射線 MSの運用状

況に加え、これまで構築されてきた院内の

マネジメントの仕組みをどのような考えの

もとで設計されてきたのかについて、より

踏み込んだ内容が語られた。 

院長からは、文書管理は単なる記録整備

ではなく、「意思決定プロセスの可視化」と

して位置づけていることが明確に示された。

具体的には、委員会等（常設委員会：院内に

ある 6部門（診療部・看護部・薬剤部・診療

技術部・事務部・情報管理部）全ての代表者

が参加する常設の会議体、部会：6部門のう

ち関連する部門の代表者が参加する常設の

会議体、プロジェクトチーム：特定の事項に

関する期間限定の会議体）での議論、議事録

作成、文書登録、回議、承認という一連の流

れを制度として確立し、全ての文書を委員

会等と紐づけて管理していること、文書登

録の最終承認は、部署を跨ぐ文書の場合は

院長印、部署内の内容の場合は部長印が必

要であること、文書の有効期限を最長 5 年

と定め、定期的な見直しが必ず行われる仕

組みを構築していること、そのための専任

部署として文書管理課を設置していること

が語られた。 

※文書管理課：公的文書から委員会議事録

まで、全ての文書の登録を行う部署。 

また、「人が変わっても動くシステムを目

指してきた」という発言も得られた。次世代

のリーダー育成として、副院長クラスは病

院機能評価機構のサーベイヤーを経験する

ことが推奨されていた。これは、サーベイヤ

ーとして他機関の状況を観察することが内

省を促し、自機関のレベルアップにつなが

るという院長の考えの体現であろう。診療

部（医師）を含め、部門の垣根をなくすこと

を目指し、部長同志が、お互いに厳しく内部

監査に臨む仕組みも作られていた。当該医

療機関におけるマネジメントの基盤となる

要素を、役職に応じて段階的に経験するこ

とで、「具体的経験」→「内省的観察」→「抽

象的概念化」→「能動的実験」の経験学習サ

イクルが実践されている様子がうかがわれ

た。 

放射線 MS 導入の主担当者からは、令和 5

年度時点と同様に、放射線 MSは既存の文書

管理、内部監査、職種ラダーの仕組みの一部

として運用されており、特別な取り組みで

はなく日常業務の一環として定着している

状況が確認された。文書管理は、職種を問わ

ず一定以上の職種ラダーに達した者や役職

に就いた者の「業務」として明確に位置付け

られており、担当者が変わっても業務が継
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放射線安全文化が醸成されるための基盤は

作られてきていると推察され、今後の継続

的な放射線防護に係る「業務」の積み重ねに

よる安全文化の発展が期待される。 

 

4. Problem identification and 

resolution（問題の把握と解決）と放射線 MS 

 本事例では、放射線防護に係る問題を把

握するきっかけは、個人や部署による気づ

き、内部監査における指摘等、様々であった

としても、その解決策は問題の影響する範

囲に応じた委員会等での議論→議事録→文

書登録→回議→承認のプロセスを経て実行

できる仕組みが形成されている。院長の「誰

かが一人で決めたこと（決め方が見えない

こと・もの）は、ここでは認められない。」

という語りは、当該医療機関における問題

の把握と解決における原則を如実に表して

いるものと考えられる。また、院長へのイン

タビューにおいて「放射線だけ（管理を）良

くしようとするのは無理。全体を良くしな

ければ（放射線の管理もよくならない）。」と

の語りがあった。これは、院内ガバナンスと

してのトップの意思表示であり、マネジメ

ント方針の現れであると捉えられる。 

 WHO ガイダンスは、Local healthcare 

institutions のレベルにおいて、創造的な

放射線安全プログラムを確立するには、経

営層および従業員層の双方が関連する安全

文化の原則、方法、必要なツールを深く理解

することの必要性を示している。本事例は、

一般的にマネジメントシステムの重点項目

とされる文書体系の整備および内部監査が

15 年以上の現院長の指揮のもと習慣化して

いる現状は、安全文化の方法および必要な

ツールを経営層、従業員層の双方が理解し

ている状態に近づいているのかもしれない。

この事例は、 WHO ガイダンスにおける

Problem identification and resolutionの

考え方を具現化し、さらに Leadership 

responsibility の下で日常業務の中で具体

化した一例と解釈できる。 

 

 以上より、本事例では、放射線 MSが独立

した放射線防護対策として導入・運用され

ているのではなく、院内ガバナンスおよび

日常業務の枠組みの中に組み込まれること

で、放射線防護に関する考え方の根幹が共

有され、それに基づく知識・行動が継続的に

実践される環境が形成されつつあることが

示唆された。これらの取り組みは、WHOガイ

ダンスが示す放射線防護文化の特性の一部

を、Local healthcare institutionsのレベ

ルにおいて具体化した事例と解釈できる。 

 

 

図 1. 本事例における放射線 MSと放射線防

護文化の関係の概念図 

放射線 MSは院内ガバナンスおよび日常業務の枠組み

の中に組み込まれ、リーダーシップ、意思決定、業務

プロセス、問題の把握と解決が相互に連関する循環

構図の一部として機能していることを示す。 

 
E．結論 
本研究では、放射線 MSを導入・運用して

 
 

体的な表れとして解釈できる。 

 

2. Decision-making（意思決定）と放射線 MS 

本事例では、院内の意思決定が特定の個

人や非公式な判断に依存することなく、院

内の委員会等の活動に紐づく文書管理の一

連の流れの中で行われていることが確認さ

れた。院長が文書管理を「意思決定プロセス

の可視化」と表現したことは、そのあり方を

端的に示している。 

このような仕組みの下では、放射線 MSに

係る様々な粒度（日常業務に関する実施要

領の軽微な改訂からシステムマニュアルの

改廃まで）の判断も、個々の担当者の裁量に

委ねられるのではなく、組織としての手続

き（粒度に応じた組織内の委員会等におけ

る議論→議事録→文書登録→回議→承認の

流れ）を通じて行われているものと捉えら

れる。これは、放射線 MSが独立した制度と

して運用されるのではなく、既存の意思決

定の場において取り扱われる一つの対象と

して位置づけられているためと考えられる。 

WHO ガイダンスでは、Local healthcare 

institutions のレベルにおいて、放射線防

護を含む安全文化を組織の Management 

structure の中に組み込むことの重要性が

示されている。本事例においては、意思決定

の仕組みが時間をかけて Management 

structureの中に実装され、職員にとって当

たり前のものとして運用されており、WHOガ

イダンスで示されている Decision-making

の考え方を具体化した一例と解釈できる。 

 

3. Work processes（業務プロセス）と放射

線 MS 

本事例では、放射線 MSに関する業務プロ

セスが、職種ラダーおよび文書管理、内部監

査の仕組みを通じて、日常業務の中に組み

込まれていた点が確認された。一定以上の

研修・教育を受け、能力向上が認められた者

の期待役割に含まれる放射線防護に係る

「業務」は、一時的・一過性の対応に留まる

ことなく、継続的に実行、確認、見直し、改

善される仕組みの中で位置づけられていた。   

これは、放射線防護に係る業務について、

PDCA サイクルを計画的に回す仕組みが形成

されていることを示している。 

WHO ガイダンスは、Local healthcare 

institutions の レ ベ ル に お い て 、

Management structureとして放射線防護に

係る委員会が院内に存在することの重要性

と同時に、Local resource issuesとして必

要な訓練を受けたスタッフ不足を提示して

いるが、院内マネジメントとしての文書管

理 お よ び 職 種 ラ ダ ー に よ り Local 

healthcare institutions レベルに期待さ

れる組織的マネジメントが実践されている

と解釈できる。 

なお、WHOガイダンスで参照されている国

際 放 射 線 防 護 学 会 （ International 

Radiation Protection Association: IRPA）

による IRPA guiding principles for 

establishing a radiation safety 

culture3 では、日常業務において放射線業

務従事者が患者やスタッフの放射線安全対

策を講じていること自体は安全文化ではな

い。少数の担当者のみが安全評価を行い防

護と安全の最適化のために行動することだ

けでも安全文化ではない。組織内の全員が

放射線安全に責任を持ち、放射線安全文化

の特性が採用されているという証拠がある

場合に、安全文化が確立されている、とされ

ている。  

この視点から考えると、それぞれの職員

がそれぞれの職種ラダーのレベルに応じた

放射線安全対策を適切に実施することで、
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放射線安全文化が醸成されるための基盤は

作られてきていると推察され、今後の継続

的な放射線防護に係る「業務」の積み重ねに

よる安全文化の発展が期待される。 

 

4. Problem identification and 

resolution（問題の把握と解決）と放射線 MS 

 本事例では、放射線防護に係る問題を把

握するきっかけは、個人や部署による気づ

き、内部監査における指摘等、様々であった

としても、その解決策は問題の影響する範

囲に応じた委員会等での議論→議事録→文

書登録→回議→承認のプロセスを経て実行

できる仕組みが形成されている。院長の「誰

かが一人で決めたこと（決め方が見えない

こと・もの）は、ここでは認められない。」

という語りは、当該医療機関における問題

の把握と解決における原則を如実に表して

いるものと考えられる。また、院長へのイン

タビューにおいて「放射線だけ（管理を）良

くしようとするのは無理。全体を良くしな

ければ（放射線の管理もよくならない）。」と

の語りがあった。これは、院内ガバナンスと

してのトップの意思表示であり、マネジメ

ント方針の現れであると捉えられる。 

 WHO ガイダンスは、Local healthcare 

institutions のレベルにおいて、創造的な

放射線安全プログラムを確立するには、経

営層および従業員層の双方が関連する安全

文化の原則、方法、必要なツールを深く理解

することの必要性を示している。本事例は、

一般的にマネジメントシステムの重点項目

とされる文書体系の整備および内部監査が

15 年以上の現院長の指揮のもと習慣化して

いる現状は、安全文化の方法および必要な

ツールを経営層、従業員層の双方が理解し

ている状態に近づいているのかもしれない。

この事例は、 WHO ガイダンスにおける

Problem identification and resolutionの

考え方を具現化し、さらに Leadership 

responsibility の下で日常業務の中で具体

化した一例と解釈できる。 

 

 以上より、本事例では、放射線 MSが独立

した放射線防護対策として導入・運用され

ているのではなく、院内ガバナンスおよび

日常業務の枠組みの中に組み込まれること

で、放射線防護に関する考え方の根幹が共

有され、それに基づく知識・行動が継続的に

実践される環境が形成されつつあることが

示唆された。これらの取り組みは、WHOガイ

ダンスが示す放射線防護文化の特性の一部

を、Local healthcare institutionsのレベ

ルにおいて具体化した事例と解釈できる。 

 

 

図 1. 本事例における放射線 MSと放射線防

護文化の関係の概念図 

放射線 MSは院内ガバナンスおよび日常業務の枠組み

の中に組み込まれ、リーダーシップ、意思決定、業務

プロセス、問題の把握と解決が相互に連関する循環

構図の一部として機能していることを示す。 

 
E．結論 
本研究では、放射線 MSを導入・運用して

 
 

体的な表れとして解釈できる。 

 

2. Decision-making（意思決定）と放射線 MS 

本事例では、院内の意思決定が特定の個

人や非公式な判断に依存することなく、院

内の委員会等の活動に紐づく文書管理の一

連の流れの中で行われていることが確認さ

れた。院長が文書管理を「意思決定プロセス

の可視化」と表現したことは、そのあり方を

端的に示している。 

このような仕組みの下では、放射線 MSに

係る様々な粒度（日常業務に関する実施要

領の軽微な改訂からシステムマニュアルの

改廃まで）の判断も、個々の担当者の裁量に

委ねられるのではなく、組織としての手続

き（粒度に応じた組織内の委員会等におけ

る議論→議事録→文書登録→回議→承認の

流れ）を通じて行われているものと捉えら

れる。これは、放射線 MSが独立した制度と

して運用されるのではなく、既存の意思決

定の場において取り扱われる一つの対象と

して位置づけられているためと考えられる。 

WHO ガイダンスでは、Local healthcare 

institutions のレベルにおいて、放射線防

護を含む安全文化を組織の Management 

structure の中に組み込むことの重要性が

示されている。本事例においては、意思決定

の仕組みが時間をかけて Management 

structureの中に実装され、職員にとって当

たり前のものとして運用されており、WHOガ

イダンスで示されている Decision-making

の考え方を具体化した一例と解釈できる。 

 

3. Work processes（業務プロセス）と放射

線 MS 

本事例では、放射線 MSに関する業務プロ

セスが、職種ラダーおよび文書管理、内部監

査の仕組みを通じて、日常業務の中に組み

込まれていた点が確認された。一定以上の

研修・教育を受け、能力向上が認められた者

の期待役割に含まれる放射線防護に係る

「業務」は、一時的・一過性の対応に留まる

ことなく、継続的に実行、確認、見直し、改

善される仕組みの中で位置づけられていた。   

これは、放射線防護に係る業務について、

PDCA サイクルを計画的に回す仕組みが形成

されていることを示している。 

WHO ガイダンスは、Local healthcare 

institutions の レ ベ ル に お い て 、

Management structureとして放射線防護に

係る委員会が院内に存在することの重要性

と同時に、Local resource issuesとして必

要な訓練を受けたスタッフ不足を提示して

いるが、院内マネジメントとしての文書管

理 お よ び 職 種 ラ ダ ー に よ り Local 

healthcare institutions レベルに期待さ

れる組織的マネジメントが実践されている

と解釈できる。 

なお、WHOガイダンスで参照されている国

際 放 射 線 防 護 学 会 （ International 

Radiation Protection Association: IRPA）

による IRPA guiding principles for 

establishing a radiation safety 

culture3 では、日常業務において放射線業

務従事者が患者やスタッフの放射線安全対

策を講じていること自体は安全文化ではな

い。少数の担当者のみが安全評価を行い防

護と安全の最適化のために行動することだ

けでも安全文化ではない。組織内の全員が

放射線安全に責任を持ち、放射線安全文化

の特性が採用されているという証拠がある

場合に、安全文化が確立されている、とされ

ている。  

この視点から考えると、それぞれの職員

がそれぞれの職種ラダーのレベルに応じた

放射線安全対策を適切に実施することで、
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表 1．CFIRのフレームで整理した令和 5年度および令和 7年度のインタビュー結果 

 令和 5年度分 

※対象：放射線 MS導入の主担

当者、実務担当者、主担当者

／実務担当者の上長 

令和 7年度分 

※対象：院長、放射線 MS導入

の主担当者 

構成概念 インタビューで得られた情報の概要 

Ⅰ 介入の特性 Intervention Characteristics 

A 介 入 の 出 処 

Interventional 

Source 

放射線 MS 導入支援事業で放射

線 MS のモデル文書が提供され

たが、もともと院内で作成して

いた文書を活用した。 

院長指示により、もともと院内

で徹底して作成されていた文

書を活用した。 

B エビデンスの強さ

と 質  Evidence 

Strength & Quality 

厚生労働省関係の放射線 MS 導

入支援事業で推奨されており、

もともと院内で実施してきた

文書管理との相性がよく、スム

ーズに導入できた。 

もともと院内で実施されてい

た文書管理の徹底と連続して、

現在も継続している。 

C 相 対 的 優 位 性 

Relative 

Advantage 

線量管理が必要なことはわか

っており、もともと院内で実施

してきた文書管理との相性も

よく、放射線 MS の導入が進ん

だ。 

日本診療放射線技師会の医療

被ばく低減施設認定を早期に

取得した（第 XX号認定）ことも

あり、必要性は理解されてい

た。新入職員へも職種ラダーに

よって教育されている。 

D 適 応 性 

Adaptability 

システム文書は提供されたモ

デル文書を元に整えたが、下位

文書の実施要領は、もともと院

内で作成していた文書をその

まま活用した。 

院長指示により、もともと院内

で徹底して作成されていた文

書を活用した。 

E 試 験 可 能 性 

Trialability 

小規模なトライアルは行って

いない。 

すでに実施していた文書管理

を継続しているだけ。 

F 複 雑 性 

Complexity 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS はその延長

上であったため、導入が難しい

とは思わなかった。うちのよう

な文書管理の仕組みがない、馴

染みがない施設では、ハードル

が高いかもしれない。 

今では、文書管理はもちろん、

内部監査が院内では当たり前

になっている。 

（院長談）15年以上前、自分が

院長になった時には、各部署が

何をやっているか見えず、文書

管理から徹底した。ただしここ

でいう文書管理は、単なる文書

を揃える、ということではな

 
 

いる同一医療機関に対して、令和 5 年度お

よび令和 7 年度にインタビュー調査を実施

し、放射線 MSの実装状況を放射線防護文化

の視点から検討した。その結果、放射線 MS

は独立した放射線防護対策として個別に運

用されているのではなく、文書管理や内部

監査、委員会活動、職種ラダーといったマネ

ジメント方策および日常業務の枠組みの中

に組み込まれて運用されていることが確認

された。 

 これらの仕組みは、院長による一貫した

リーダーシップの下で構築・維持されてお

り、意思決定、業務プロセス、問題の把握と

解決が相互に連関しながら循環する構造を

形成していた。このようなあり方により、放

射線防護に関する考え方の根幹が組織内で

共有され、それに基づく知識や行動が、特定

の個人に依存することなく継続的に実践さ

れる環境が形成されつつあることが示唆さ

れた。 

 本事例は、WHOガイダンスで示されている

放射線防護文化の特性の一部を、Local 

healthcare institutions のレベルにおい

て具体化した一例と位置づけられる。放射

線防護文化は、リーダーシップとガバナン

ス、マネジメント方策と組織メンバーの理

解、ならびに組織メンバーの参加といった

要素が充実されていく中で、時間をかけて

醸成されるものであることを、本研究は示

している。 

 

F．論文報告     
 なし 

 

G. 研究発表   
 なし 

 
H. 知的所有権の取得状況 

 なし 

 
I. 参考文献 
1. 内富庸介（監修）、今村晴彦、島津太一

（監訳）、『実装研究のための統合フレーム

ワーク―CFIR―』、保健医療福祉における

普及と実装科学研究会、2021. 

2. Enhancing radiation safety culture 

in health care: guidance for health 

care providers. Geneva: World Health 

Organization; 2024. 

3. IRPA guiding principles for 

establishing a radiation safety 

culture. McLean (VA): International 

Radiation Protection Association 

(https://www.irpa.net/members/irpa-

guiding%20principles%20on%20rp%20cultu

re%20-2014%20.pdf, accessed 15 January 

2024). 
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表 1．CFIRのフレームで整理した令和 5年度および令和 7年度のインタビュー結果 

 令和 5年度分 

※対象：放射線 MS導入の主担

当者、実務担当者、主担当者

／実務担当者の上長 

令和 7年度分 

※対象：院長、放射線 MS導入

の主担当者 

構成概念 インタビューで得られた情報の概要 

Ⅰ 介入の特性 Intervention Characteristics 

A 介 入 の 出 処 

Interventional 

Source 

放射線 MS 導入支援事業で放射

線 MS のモデル文書が提供され

たが、もともと院内で作成して

いた文書を活用した。 

院長指示により、もともと院内

で徹底して作成されていた文

書を活用した。 

B エビデンスの強さ

と 質  Evidence 

Strength & Quality 

厚生労働省関係の放射線 MS 導

入支援事業で推奨されており、

もともと院内で実施してきた

文書管理との相性がよく、スム

ーズに導入できた。 

もともと院内で実施されてい

た文書管理の徹底と連続して、

現在も継続している。 

C 相 対 的 優 位 性 

Relative 

Advantage 

線量管理が必要なことはわか

っており、もともと院内で実施

してきた文書管理との相性も

よく、放射線 MS の導入が進ん

だ。 

日本診療放射線技師会の医療

被ばく低減施設認定を早期に

取得した（第 XX号認定）ことも

あり、必要性は理解されてい

た。新入職員へも職種ラダーに

よって教育されている。 

D 適 応 性 

Adaptability 

システム文書は提供されたモ

デル文書を元に整えたが、下位

文書の実施要領は、もともと院

内で作成していた文書をその

まま活用した。 

院長指示により、もともと院内

で徹底して作成されていた文

書を活用した。 

E 試 験 可 能 性 

Trialability 

小規模なトライアルは行って

いない。 

すでに実施していた文書管理

を継続しているだけ。 

F 複 雑 性 

Complexity 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS はその延長

上であったため、導入が難しい

とは思わなかった。うちのよう

な文書管理の仕組みがない、馴

染みがない施設では、ハードル

が高いかもしれない。 

今では、文書管理はもちろん、

内部監査が院内では当たり前

になっている。 

（院長談）15年以上前、自分が

院長になった時には、各部署が

何をやっているか見えず、文書

管理から徹底した。ただしここ

でいう文書管理は、単なる文書

を揃える、ということではな

 
 

いる同一医療機関に対して、令和 5 年度お

よび令和 7 年度にインタビュー調査を実施

し、放射線 MSの実装状況を放射線防護文化

の視点から検討した。その結果、放射線 MS

は独立した放射線防護対策として個別に運

用されているのではなく、文書管理や内部

監査、委員会活動、職種ラダーといったマネ

ジメント方策および日常業務の枠組みの中

に組み込まれて運用されていることが確認

された。 

 これらの仕組みは、院長による一貫した

リーダーシップの下で構築・維持されてお

り、意思決定、業務プロセス、問題の把握と

解決が相互に連関しながら循環する構造を

形成していた。このようなあり方により、放

射線防護に関する考え方の根幹が組織内で

共有され、それに基づく知識や行動が、特定

の個人に依存することなく継続的に実践さ

れる環境が形成されつつあることが示唆さ

れた。 

 本事例は、WHOガイダンスで示されている

放射線防護文化の特性の一部を、Local 

healthcare institutions のレベルにおい

て具体化した一例と位置づけられる。放射

線防護文化は、リーダーシップとガバナン

ス、マネジメント方策と組織メンバーの理

解、ならびに組織メンバーの参加といった

要素が充実されていく中で、時間をかけて

醸成されるものであることを、本研究は示

している。 
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上で、スムーズに進められた。 

院長の指示もあり、導入しない

という選択肢はなかった。 

が継続されている。 

文書管理も監査も当たり前に

なっている。 

B コスモポリタニズ

ム 

Cosmopolitanism 

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理をきちんと行っている

という自負があり、他院のお手

本、見本になりたい、ならなけ

ればならないという意思と義

務感を持っている。 

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理に関する自負＋グルー

プ医療機関を含めた他院への

見本にならなければならない

という意思と義務感を持って

いる。 

（院長談）第 3者評価は積極的

に評価を受けた。ある意味、広

報でありブランド作りである。

しかし、本質的でないと判断し

た評価体系、受審する意義・意

味を感じなくなった評価は受

審を辞めた。部長、副院長、外

部から求めのあった者につい

ては、サーベイヤーとして他施

設の評価に参加することを推

奨している。他者を見て学ぶこ

と、気が付くことはたくさんあ

る。 

C 同業者からの圧力 

Peer Pressure 

関連病院グループの本院で、グ

ループ内の他院のお手本、見本

とならなければならず、放射線

MSの導入も速やかに進めた。 

関連病院グループの本院で、院

内ガバナンス、マネジメント手

法として文書管理が徐々に他

院へも浸透してきたが、今でも

反発する医療機関も、もちろん

ある。院長が考え方に同意しな

いところもある。 

D 外的な施策やイン

セ ン テ ィ ブ 

External Policy & 

Incentives 

厚生労働省関係の放射線 MS 導

入支援事業で推奨され、うちは

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理をきちんと行い他院の

お手本、見本になりたい、なら

なければならないという自負

があり、院長の指示もあり、放

（院長談）第 3者評価は積極的

に評価を受けた。ある意味、広

報でありブランド作りである。

しかし、本質的でないと判断し

た評価体系、受審する意義・意

味を感じなくなった評価は受

審を辞めた。様々な組織、立場

の外部からの視察も受け入れ

 
 

い。「意思決定プロセスの可視

化」である。誰かが一人で決め

たこと（決め方が見えないこ

と・もの）は、ここでは認めら

れない。文書は全て委員会等に

紐づいている。委員会等で議論

→議事録→文書登録→回議→

認められた文書の流れ。期限は

5年間で、少なくとも 5年経過

したら見直し。そのための部署

「文書管理課」を設置。 

G デザインの質とパ

ッケージ Design 

Quality & 

Packaging 

もともと院内で作成していた

文書をそのまま放射線 MS に使

用できたため、担当者の負担は

大きくなく、この MS の導入が

進んだと思う。 

もともと院内で作成していた

文書をそのまま放射線 MS に使

用したが、定期的な見直しを行

っている。最長 5年間で見直し

時期とアナウンスがある仕組

みができている。 

H 費用 Cost 院内の職種ラダーで、一定レベ

ルに達すると文書管理が期待

役割として入ってくる（診療放

射線技師であれば、放射線管理

士を取得）。CT撮影や透視と並

んで、就業時間中の業務に「文

書管理、文書作成」が入る。 

各部署に加え、各委員会にもお

金がついており、皆で使うもの

や、委員会が必要と考えるもの

は、委員会で議論したうえで、

賛同が得られれば委員会のお

金を使うことができる。放射線

防護の装備や設備は共用する

ものが多いが、この仕組みのお

かげでどこの部署が買うのか

問題は少ないように思う。 

院内の職種ラダーで、一定レベ

ルに達すると文書管理が期待

役割として入ってくる。（診療

放射線技師であれば、放射線管

理士を取得：認定資格を取るた

めの勉強＋この資格を取るこ

とで職種ラダーが上がり、実務

に加え、文書管理を担うことが

できるようになる）。CT撮影や

透視と並んで、就業時間中の業

務に「文書管理、文書作成」が

入る。 

（院長談）間接部門である文書

管理課、お金にならない／お金

を生まない部署をどれだけ作

れるか・・・質の向上には必要

である。 

Ⅱ 外的セッティング Outer Setting 

A 従業員のニーズと

資 源  Patient 

Needs & Resources 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS はその延長

院長指示により、もともと文書

管理が徹底され、内部監査の仕

組みが出来上がっており、それ
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上で、スムーズに進められた。 

院長の指示もあり、導入しない

という選択肢はなかった。 

が継続されている。 

文書管理も監査も当たり前に

なっている。 

B コスモポリタニズ

ム 

Cosmopolitanism 

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理をきちんと行っている

という自負があり、他院のお手

本、見本になりたい、ならなけ

ればならないという意思と義

務感を持っている。 

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理に関する自負＋グルー

プ医療機関を含めた他院への

見本にならなければならない

という意思と義務感を持って

いる。 

（院長談）第 3者評価は積極的

に評価を受けた。ある意味、広

報でありブランド作りである。

しかし、本質的でないと判断し

た評価体系、受審する意義・意

味を感じなくなった評価は受

審を辞めた。部長、副院長、外

部から求めのあった者につい

ては、サーベイヤーとして他施

設の評価に参加することを推

奨している。他者を見て学ぶこ

と、気が付くことはたくさんあ

る。 

C 同業者からの圧力 

Peer Pressure 

関連病院グループの本院で、グ

ループ内の他院のお手本、見本

とならなければならず、放射線

MSの導入も速やかに進めた。 

関連病院グループの本院で、院

内ガバナンス、マネジメント手

法として文書管理が徐々に他

院へも浸透してきたが、今でも

反発する医療機関も、もちろん

ある。院長が考え方に同意しな

いところもある。 

D 外的な施策やイン

セ ン テ ィ ブ 

External Policy & 

Incentives 

厚生労働省関係の放射線 MS 導

入支援事業で推奨され、うちは

医療被ばく低減施設認定を早

くに取得した施設として、放射

線管理をきちんと行い他院の

お手本、見本になりたい、なら

なければならないという自負

があり、院長の指示もあり、放

（院長談）第 3者評価は積極的

に評価を受けた。ある意味、広

報でありブランド作りである。

しかし、本質的でないと判断し

た評価体系、受審する意義・意

味を感じなくなった評価は受

審を辞めた。様々な組織、立場

の外部からの視察も受け入れ

 
 

い。「意思決定プロセスの可視

化」である。誰かが一人で決め

たこと（決め方が見えないこ

と・もの）は、ここでは認めら

れない。文書は全て委員会等に

紐づいている。委員会等で議論

→議事録→文書登録→回議→

認められた文書の流れ。期限は

5年間で、少なくとも 5年経過

したら見直し。そのための部署

「文書管理課」を設置。 

G デザインの質とパ

ッケージ Design 

Quality & 

Packaging 

もともと院内で作成していた

文書をそのまま放射線 MS に使

用できたため、担当者の負担は

大きくなく、この MS の導入が

進んだと思う。 

もともと院内で作成していた

文書をそのまま放射線 MS に使

用したが、定期的な見直しを行

っている。最長 5年間で見直し

時期とアナウンスがある仕組

みができている。 

H 費用 Cost 院内の職種ラダーで、一定レベ

ルに達すると文書管理が期待

役割として入ってくる（診療放

射線技師であれば、放射線管理

士を取得）。CT撮影や透視と並

んで、就業時間中の業務に「文

書管理、文書作成」が入る。 

各部署に加え、各委員会にもお

金がついており、皆で使うもの

や、委員会が必要と考えるもの

は、委員会で議論したうえで、

賛同が得られれば委員会のお

金を使うことができる。放射線

防護の装備や設備は共用する

ものが多いが、この仕組みのお

かげでどこの部署が買うのか

問題は少ないように思う。 

院内の職種ラダーで、一定レベ

ルに達すると文書管理が期待

役割として入ってくる。（診療

放射線技師であれば、放射線管

理士を取得：認定資格を取るた

めの勉強＋この資格を取るこ

とで職種ラダーが上がり、実務

に加え、文書管理を担うことが

できるようになる）。CT撮影や

透視と並んで、就業時間中の業

務に「文書管理、文書作成」が

入る。 

（院長談）間接部門である文書

管理課、お金にならない／お金

を生まない部署をどれだけ作

れるか・・・質の向上には必要

である。 

Ⅱ 外的セッティング Outer Setting 

A 従業員のニーズと

資 源  Patient 

Needs & Resources 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS はその延長

院長指示により、もともと文書

管理が徹底され、内部監査の仕

組みが出来上がっており、それ
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ベルを目標とすることが求め

られており、変化せざるを得な

い。うちで勤務継続できる者

は、コツコツ努力できて、変化

できる者と思う。 

 １ 変化への切迫

感  Tension for 

Change 

文書管理、内部監査の仕組みが

出来上がっており、それだけで

もやることがたくさんで、何か

不足している、新しいことを取

り入れなければということは

なかった。 

現時点（インタビュー時点）で

は通常通りに様々なことが実

行されているが、院長が 2026年

2 月で交代となるため、その後

のガバナンスやマネジメント

に関して、心配や不安がないわ

けではない。 

 ２  適 合 性 

Compatibility 

もともと院内で実施してきた

文書管理、内部監査の仕組みと

放射線 MS の相性がよく、スム

ーズに導入できた。 

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。 

 ３ 相対的優先度 

Relative Priority 

放射線 MS は放射線技術科が中

心に導入を進め、科内では担当

者における優先度は高い。担当

者ではない者で特に経験が少

ない者が現時点、どの程度重要

と考えているかはわからない

が、職種ラダーが上がり、放射

線管理士以上の文書管理が業

務になるクラスになるとわか

ってくると思う。 

職種ラダーが上がり、放射線管

理士以上となると、文書管理を

「業務」として実施する日が設

定される。 

 ４ 組織のインセ

ンティブや報奨 

Organizational 

Incentives & 

Rewards 

放射線 MS の導入は、以前から

実施している文書管理の一部

のイメージで、やるのが当たり

前なため、担当者に特別インセ

ンティブや報酬が発生するも

のではない。 

放射線 MS は以前から実施して

いる文書管理、内部監査、定期

的見直しの一部で、実施するの

当たり前。文書管理や内部監査

は一定以上の職種ラダー、役職

に就くと担当する「業務」とし

て位置づけられている。 

 ５ 目標とフィー

ドバック  Goals 

and Feedback 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS は文書の一

部で、もちろん内部監査の対象

である。 

内部監査により、他部門の責任

者が具に文書等を確認し、評価

する仕組みが回っている。 

 
 

射線 MS の導入を推進した。画

像診断管理加算のような診療

報酬上の加算がつくとありが

たい。 

ている。 

Ⅲ 内的セッティング Inner Setting 

A 構 造 特 性 

Structural 

Characteristics 

現院長の体制になって 15 年程

度であるが、文書管理、内部監

査が強力に進められ、業務に関

連して文書を作成し、内部監査

を受け、指摘・指導のあった点

は修正・改善する PDCA を回し

てスパイラルアップしていく

仕組みが出来上がっていた。 

院長指示で進められていた徹

底的な文書管理、定期的な見直

し、内部監査が当たり前に実施

されている。 

縦割りを無くし、他部署を知っ

て垣根を下げるための、全体が

集まって実施されるラダー報

告会が開催されている。 

B ネットワークとコ

ミュニケーション 

Networks & 

Communications 

放射線 MS は放射線技術科が中

心に導入を進めたが、科内の人

間関係は良好で、X さん（主担

当者）から常に刺激を与えら

れ、自分が伸びている気がする

（実務担当者）。 

特任副院長（放射線担当）が来

られてから、診療放射線技師か

らでは難しかった、医師への指

摘・指導を行ってもらえ、トッ

プダウンが効くようになった

のはありがたい。 

新入職員には職種ラダーの教

育・研修で、文書管理の意義を

伝え、専門職としての放射線防

護の知識とともに習得できる

ようになっている。 

C 文化 Culture 文書管理、内部監査の仕組みが

あり、内部監査では厳しい指摘

もうける。院長からはさらに高

いレベル、高いレベルを目標と

するよう求められる。目標設

定、職種ラダー、チャレンジシ

ート等で、がっちり管理される

が、入職した人材を成長させる

仕組みでもある。 

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。職種ラダーは、経験を

踏まえ、常に見直されている。 

D 実 装 風 土 

Implementation 

Climate 

文書管理、目標設定、職種ラダ

ー等の仕組みが出来上がって

いるが、内部監査を含め、常に

見直し、修正・改善し、高いレ

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。 
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ベルを目標とすることが求め

られており、変化せざるを得な

い。うちで勤務継続できる者

は、コツコツ努力できて、変化

できる者と思う。 

 １ 変化への切迫

感  Tension for 

Change 

文書管理、内部監査の仕組みが

出来上がっており、それだけで

もやることがたくさんで、何か

不足している、新しいことを取

り入れなければということは

なかった。 

現時点（インタビュー時点）で

は通常通りに様々なことが実

行されているが、院長が 2026年

2 月で交代となるため、その後

のガバナンスやマネジメント

に関して、心配や不安がないわ

けではない。 

 ２  適 合 性 

Compatibility 

もともと院内で実施してきた

文書管理、内部監査の仕組みと

放射線 MS の相性がよく、スム

ーズに導入できた。 

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。 

 ３ 相対的優先度 

Relative Priority 

放射線 MS は放射線技術科が中

心に導入を進め、科内では担当

者における優先度は高い。担当

者ではない者で特に経験が少

ない者が現時点、どの程度重要

と考えているかはわからない

が、職種ラダーが上がり、放射

線管理士以上の文書管理が業

務になるクラスになるとわか

ってくると思う。 

職種ラダーが上がり、放射線管

理士以上となると、文書管理を

「業務」として実施する日が設

定される。 

 ４ 組織のインセ

ンティブや報奨 

Organizational 

Incentives & 

Rewards 

放射線 MS の導入は、以前から

実施している文書管理の一部

のイメージで、やるのが当たり

前なため、担当者に特別インセ

ンティブや報酬が発生するも

のではない。 

放射線 MS は以前から実施して

いる文書管理、内部監査、定期

的見直しの一部で、実施するの

当たり前。文書管理や内部監査

は一定以上の職種ラダー、役職

に就くと担当する「業務」とし

て位置づけられている。 

 ５ 目標とフィー

ドバック  Goals 

and Feedback 

もともと院内には文書管理、内

部監査の仕組みが出来上がっ

ており、放射線 MS は文書の一

部で、もちろん内部監査の対象

である。 

内部監査により、他部門の責任

者が具に文書等を確認し、評価

する仕組みが回っている。 

 
 

射線 MS の導入を推進した。画

像診断管理加算のような診療

報酬上の加算がつくとありが

たい。 

ている。 

Ⅲ 内的セッティング Inner Setting 

A 構 造 特 性 

Structural 

Characteristics 

現院長の体制になって 15 年程

度であるが、文書管理、内部監

査が強力に進められ、業務に関

連して文書を作成し、内部監査

を受け、指摘・指導のあった点

は修正・改善する PDCA を回し

てスパイラルアップしていく

仕組みが出来上がっていた。 

院長指示で進められていた徹

底的な文書管理、定期的な見直

し、内部監査が当たり前に実施

されている。 

縦割りを無くし、他部署を知っ

て垣根を下げるための、全体が

集まって実施されるラダー報

告会が開催されている。 

B ネットワークとコ

ミュニケーション 

Networks & 

Communications 

放射線 MS は放射線技術科が中

心に導入を進めたが、科内の人

間関係は良好で、X さん（主担

当者）から常に刺激を与えら

れ、自分が伸びている気がする

（実務担当者）。 

特任副院長（放射線担当）が来

られてから、診療放射線技師か

らでは難しかった、医師への指

摘・指導を行ってもらえ、トッ

プダウンが効くようになった

のはありがたい。 

新入職員には職種ラダーの教

育・研修で、文書管理の意義を

伝え、専門職としての放射線防

護の知識とともに習得できる

ようになっている。 

C 文化 Culture 文書管理、内部監査の仕組みが

あり、内部監査では厳しい指摘

もうける。院長からはさらに高

いレベル、高いレベルを目標と

するよう求められる。目標設

定、職種ラダー、チャレンジシ

ート等で、がっちり管理される

が、入職した人材を成長させる

仕組みでもある。 

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。職種ラダーは、経験を

踏まえ、常に見直されている。 

D 実 装 風 土 

Implementation 

Climate 

文書管理、目標設定、職種ラダ

ー等の仕組みが出来上がって

いるが、内部監査を含め、常に

見直し、修正・改善し、高いレ

文書管理、定期的な見直し、内

部監査が当たり前に実施され

ている。 
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している。X さん（主担当者）

から常に刺激を与えられてい

る（実務担当者）。 

B 自己効力感 Self-

efficacy 

放射線 MS の導入は、以前から

実施している文書管理の一部

のイメージ。もともと院内には

文書管理、内部監査の仕組みが

出来上がっており、放射線 MSは

その延長上であったため、導入

が難しいとは思わなかった。 

文書管理の延長上の放射線 MS

というイメージで、今のところ

管理はきちんとできている。 

C 個人の行動変容の

ス テ ー ジ 

Individual Stage 

of Change 

院長の指示もあり、導入しない

という選択肢はなかった。た

だ、職種ラダーがあまり上がっ

ていない者では、知識が足りて

いなかったり、文書管理の意味

を理解していなかったりする

者も含まれていると思う。 

文書管理、内部監査、定期的見

直しのシステムは、組織として

定まっており、「やらない」と

いう選択肢はない。退職者もい

なくはないが、表だって、この

システムが苦痛であるとは聞

いていない。新入職員は、職種

ラダー教育・研修で一から伝え

て慣れていく感じ。 

D 組織との一体化 

Individual 

Identification 

with Organization 

放射線技術科内の人間関係は

良好で、院長のリーダーシップ

のもと、共通の目的に向かって

活動していると思う。院長はと

ても厳しいですけどね。 

放射線技術科内の人間関係は

良好。 

E その他の個人特性 

Other Personal 

Attributes 

― ― 

Ⅴ プロセス Process 

A 計画 Planning システム文書は提供されたモ

デル文書を元に整えたが、下位

文書の実施要領は、もともと院

内で作成していた文書をその

まま活用したため、がちがちに

計画をたてることなく、作成で

きた。 

文書は委員会等と紐づけられ

ている。文書は委員会等の議論

を受けて作成される。文書は最

長 5年で定期的な見直し時期で

あることがアナウンスされる。

内部監査は年間計画で定めら

れている。 

B エンゲージング Engaging 

 １ オピニオンリ

ー ダ ー  Opinion 

X さん（主担当者）が率先して

放射線 MS の導入に取り組んで

（X さん（主担当者）で変わり

はない様子であった。） 

 
 

 ６  学 習 風 土 

Learning Climate 

職種ラダー、チャレンジシート

の仕組みが出来上がっており、

10 年後、20 年度の姿を想像し

ながら今年の目標を設定し、達

成することが求められる共に、

達成までのプロセスを上長が

面談しサポートすることが当

たり前になっている。 

職種ラダー、チャレンジシート

の仕組みが出来上がっており、

継続して実施されている。それ

らの記録も保管されている。 

E 実践の準備性 Readiness for Implementation 

 １ リーダーシッ

プ・エンゲージメン

ト  Leadership 

Engagement 

放射線 MS の導入は院長の指示

で、院長と顔を合わせる時には

大概、進捗を尋ねられるので、

前向きに取り組んだ。 

院長指示は絶対である。 

（院長談）人が変わっても動く

システムを目指した。 

 ２ 利用可能な資

源  Available 

Resources 

診療放射線技師の職種ラダー

の中で、放射線管理士を取得す

ると、文書管理が期待役割に入

る。出勤者の業務分担を示す配

置表に、文書管理、文書作成の

欄が設けられている。業務に CT

撮影や透視と並んで「文書管

理、文書作成」が含まれ、時間

外に一人で作業をするのでな

く、就業時間中に業務として複

数名で分担して作業できる環

境が整っており、うちの良いと

ころと思う。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

 ３ 知識や情報へ

の ア ク セ ス 

Access to 

Knowledge & 

Information 

放射線 MS 導入支援事業の研修

資料は科内で共有され、研修出

席者に直接疑問点を尋ねるこ

とができるようにした。 

職種ラダーの教育・研修、科内

の研修資料は共有されている。 

Ⅳ 個人特性 Characteristics of Individuals 

A 介入についての知

識 や 信 念 

Knowledge & 

Beliefs about the 

Intervention 

主担当者、実務担当者が放射線

MS導入支援事業に参加し、知識

を得た。また、主担当者は放射

線 MS 導入の進んでいる施設の

代表として、様々な機会に院外

に対して取り組みを発表、報告

主担当者は放射線 MS 導入の進

んでいる施設の代表として、放

射線 MS 導入支援事業の委員を

務めている。 
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している。X さん（主担当者）

から常に刺激を与えられてい

る（実務担当者）。 

B 自己効力感 Self-

efficacy 

放射線 MS の導入は、以前から

実施している文書管理の一部

のイメージ。もともと院内には

文書管理、内部監査の仕組みが

出来上がっており、放射線 MSは

その延長上であったため、導入

が難しいとは思わなかった。 

文書管理の延長上の放射線 MS

というイメージで、今のところ

管理はきちんとできている。 

C 個人の行動変容の

ス テ ー ジ 

Individual Stage 

of Change 

院長の指示もあり、導入しない

という選択肢はなかった。た

だ、職種ラダーがあまり上がっ

ていない者では、知識が足りて

いなかったり、文書管理の意味

を理解していなかったりする

者も含まれていると思う。 

文書管理、内部監査、定期的見

直しのシステムは、組織として

定まっており、「やらない」と

いう選択肢はない。退職者もい

なくはないが、表だって、この

システムが苦痛であるとは聞

いていない。新入職員は、職種

ラダー教育・研修で一から伝え

て慣れていく感じ。 

D 組織との一体化 

Individual 

Identification 

with Organization 

放射線技術科内の人間関係は

良好で、院長のリーダーシップ

のもと、共通の目的に向かって

活動していると思う。院長はと

ても厳しいですけどね。 

放射線技術科内の人間関係は

良好。 

E その他の個人特性 

Other Personal 

Attributes 

― ― 

Ⅴ プロセス Process 

A 計画 Planning システム文書は提供されたモ

デル文書を元に整えたが、下位

文書の実施要領は、もともと院

内で作成していた文書をその

まま活用したため、がちがちに

計画をたてることなく、作成で

きた。 

文書は委員会等と紐づけられ

ている。文書は委員会等の議論

を受けて作成される。文書は最

長 5年で定期的な見直し時期で

あることがアナウンスされる。

内部監査は年間計画で定めら

れている。 

B エンゲージング Engaging 

 １ オピニオンリ

ー ダ ー  Opinion 

X さん（主担当者）が率先して

放射線 MS の導入に取り組んで

（X さん（主担当者）で変わり

はない様子であった。） 

 
 

 ６  学 習 風 土 

Learning Climate 

職種ラダー、チャレンジシート

の仕組みが出来上がっており、

10 年後、20 年度の姿を想像し

ながら今年の目標を設定し、達

成することが求められる共に、

達成までのプロセスを上長が

面談しサポートすることが当

たり前になっている。 

職種ラダー、チャレンジシート

の仕組みが出来上がっており、

継続して実施されている。それ

らの記録も保管されている。 

E 実践の準備性 Readiness for Implementation 

 １ リーダーシッ

プ・エンゲージメン

ト  Leadership 

Engagement 

放射線 MS の導入は院長の指示

で、院長と顔を合わせる時には

大概、進捗を尋ねられるので、

前向きに取り組んだ。 

院長指示は絶対である。 

（院長談）人が変わっても動く

システムを目指した。 

 ２ 利用可能な資

源  Available 

Resources 

診療放射線技師の職種ラダー

の中で、放射線管理士を取得す

ると、文書管理が期待役割に入

る。出勤者の業務分担を示す配

置表に、文書管理、文書作成の

欄が設けられている。業務に CT

撮影や透視と並んで「文書管

理、文書作成」が含まれ、時間

外に一人で作業をするのでな

く、就業時間中に業務として複

数名で分担して作業できる環

境が整っており、うちの良いと

ころと思う。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

 ３ 知識や情報へ

の ア ク セ ス 

Access to 

Knowledge & 

Information 

放射線 MS 導入支援事業の研修

資料は科内で共有され、研修出

席者に直接疑問点を尋ねるこ

とができるようにした。 

職種ラダーの教育・研修、科内

の研修資料は共有されている。 

Ⅳ 個人特性 Characteristics of Individuals 

A 介入についての知

識 や 信 念 

Knowledge & 

Beliefs about the 

Intervention 

主担当者、実務担当者が放射線

MS導入支援事業に参加し、知識

を得た。また、主担当者は放射

線 MS 導入の進んでいる施設の

代表として、様々な機会に院外

に対して取り組みを発表、報告

主担当者は放射線 MS 導入の進

んでいる施設の代表として、放

射線 MS 導入支援事業の委員を

務めている。 
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い。放射線管理を確実に実行

するための仕組みと思ってい

る。放射線 MSの導入により、

リスクアセスメントの概念を

初めて知り、線量計を配布す

る対象が明確にできたことは

良かった。 

また、担当者が変わっても業

務が回るように職員を育てて

きた。放射線防護にも興味を

持ってくれていると思う。 

 

 
 

Leaders いたため、普段から一緒に行動

することの多かった自分達は

特影響を受けた（実務担当者）。 

 ２ 公式に任命さ

れた内部の実装リ

ーダー  Formally 

Appointed 

Internal 

Implementation 

leaders 

主担当者、実務担当者は、就業

時間中に業務として文書管理、

文書作成を行うことができ、権

限と責任を与えられたのがス

ムーズな導入に影響したと思

う。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

 ３ チャンピオン 

Champion 

チャンピオンは Xさん（主担当

者）でしょう（皆さん）。 

医療被ばく低減施設認定の頃

からずっと、放射線管理に興

味・関心を持ち、勉強すること

の必要性を感じ、放射線 MS の

導入も自分が率先してやる仕

事と認識していた（主担当者）。 

（X さん（主担当者）で変わり

はない様子であった。） 

 ４ 外部のチェン

ジ・エージェント 

External Change 

Agents 

放射線 MS 導入支援事業の研修

では、他施設の MS 導入担当者

と自施設の現状を語り合うワ

ークがあり、それまでは知る機

会のなかったグループ病院以

外の他施設の状況を聴くこと

ができ、うちのレベルを客観的

に見ることができたのはよか

った。 

院長が推奨するサーベイヤー

としての経験は大きい。グルー

プ病院以外の施設も多く見る

ことができ、勉強になるってい

る。 

C 実行 Executing 放射線技術科においては、放射

線 MSの存在は認識されており、

文書に則り日々の業務を行っ

ている。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

文書管理課が文書の期限（5 年

間）を確認し、見直しのアナウ

ンスを適宜行っている。 

D 振り返りと評価 

Reflecting & 

Evaluation 

放射線 MSの導入により放射線

被ばくが低減されるとは思わ

ない。放射線被ばく低減のた

めの仕組みとは捉えていな

現院長のもと、文書管理、内

部監査が厳しく行われてき

た。職種ラダーを用いて、複

数の役割をこなせるように、
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い。放射線管理を確実に実行

するための仕組みと思ってい

る。放射線 MSの導入により、

リスクアセスメントの概念を

初めて知り、線量計を配布す

る対象が明確にできたことは

良かった。 

また、担当者が変わっても業

務が回るように職員を育てて

きた。放射線防護にも興味を

持ってくれていると思う。 

 

 
 

Leaders いたため、普段から一緒に行動

することの多かった自分達は

特影響を受けた（実務担当者）。 

 ２ 公式に任命さ

れた内部の実装リ

ーダー  Formally 

Appointed 

Internal 

Implementation 

leaders 

主担当者、実務担当者は、就業

時間中に業務として文書管理、

文書作成を行うことができ、権

限と責任を与えられたのがス

ムーズな導入に影響したと思

う。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

 ３ チャンピオン 

Champion 

チャンピオンは Xさん（主担当

者）でしょう（皆さん）。 

医療被ばく低減施設認定の頃

からずっと、放射線管理に興

味・関心を持ち、勉強すること

の必要性を感じ、放射線 MS の

導入も自分が率先してやる仕

事と認識していた（主担当者）。 

（X さん（主担当者）で変わり

はない様子であった。） 

 ４ 外部のチェン

ジ・エージェント 

External Change 

Agents 

放射線 MS 導入支援事業の研修

では、他施設の MS 導入担当者

と自施設の現状を語り合うワ

ークがあり、それまでは知る機

会のなかったグループ病院以

外の他施設の状況を聴くこと

ができ、うちのレベルを客観的

に見ることができたのはよか

った。 

院長が推奨するサーベイヤー

としての経験は大きい。グルー

プ病院以外の施設も多く見る

ことができ、勉強になるってい

る。 

C 実行 Executing 放射線技術科においては、放射

線 MSの存在は認識されており、

文書に則り日々の業務を行っ

ている。 

文書管理や内部監査は一定以

上の職種ラダー、役職に就くと

担当する「業務」として位置づ

けられている。 

文書管理課が文書の期限（5 年

間）を確認し、見直しのアナウ

ンスを適宜行っている。 

D 振り返りと評価 

Reflecting & 

Evaluation 

放射線 MSの導入により放射線

被ばくが低減されるとは思わ

ない。放射線被ばく低減のた

めの仕組みとは捉えていな

現院長のもと、文書管理、内

部監査が厳しく行われてき

た。職種ラダーを用いて、複

数の役割をこなせるように、



 
 

令和 7年度(2025 年度)労災疾病臨床研究事業  

分担研究報告書 

 

医医療療機機関関ににおおけけるる放放射射線線被被ばばくく防防護護教教育育等等にに関関すするる包包括括的的研研究究  

 

医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる  

法法令令改改正正のの影影響響  
  
研究分担者 盛武 敬（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 
                放射線医学研究所 放射線規制科学研究部・部長） 
        喜多村 紘子（量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 
                 放射線規制科学研究部 リスク評価グループ・グループリーダー） 
研究協力者 中上 晃一（産業医科大学若松病院 放射線部） 

栗山 知子（産業医科大学 産業保健学部 看護学科 産業・地域看護学・ 
        講師） 
茂呂田 孝一（国立保健医療科学院 生活環境研究部・主任研究官） 
人見 剛（川崎医科大学附属病院 中央放射線部） 

        松崎 賢（量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 
               放射線規制科学研究部・日本学術振興会特別研究員（PD）） 
研究要旨 

本研究は、日本の医療機関における放射線業務従事者の個人線量計の配布および装着

状況を、法令改正前後の 3 期間にわたり第三者の観察により評価し、水晶体等価線量限度

引き下げの影響を職種・診療科別に検証した。評価は全国の放射線管理区域において、診

療放射線技師が第三者として装着状況を目視で確認し、コントロール期（2020年 1–3月）、公

布期（2020 年 4–5 月、2021 年 1–3 月）、施行期（2022 年 1–3 月）に区分して比較した。その

結果、主個人線量計装着率は 64.6％から 77.9％へ有意に上昇し、法令改正が個人線量計

装着率に寄与したことが示された。一方、医師、とりわけ整形外科医の装着率は一貫して低

く、診療放射線技師は高い装着率を維持した。追加個人線量計も同様の職種差を示した。さ

らに、未配布者割合は 5.9％から 1.9％へ減少し、配布体制の改善が確認された。 

本研究結果から、個人線量計装着率は依然として 100％に達せず、職種・診療科間の差

異には放射線防護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影響が示唆された。観察記録の想

起バイアスや標本代表性などの限界はあるものの、本研究は法令改正前後の実態を第三者

の目視による観察で調査した初の報告として、放射線防護教育およびマネジメントシステムの

改善に資する基盤的知見を提供する。
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医医療療分分野野ににおおけけるる放放射射線線業業務務従従事事者者のの個個人人線線量量計計装装着着にに対対すするる  

法法令令改改正正のの影影響響  
  
研究分担者 盛武 敬（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 
                放射線医学研究所 放射線規制科学研究部・部長） 
        喜多村 紘子（量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 
                 放射線規制科学研究部 リスク評価グループ・グループリーダー） 
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               放射線規制科学研究部・日本学術振興会特別研究員（PD）） 
研究要旨 

本研究は、日本の医療機関における放射線業務従事者の個人線量計の配布および装着

状況を、法令改正前後の 3 期間にわたり第三者の観察により評価し、水晶体等価線量限度

引き下げの影響を職種・診療科別に検証した。評価は全国の放射線管理区域において、診

療放射線技師が第三者として装着状況を目視で確認し、コントロール期（2020年 1–3月）、公

布期（2020 年 4–5 月、2021 年 1–3 月）、施行期（2022 年 1–3 月）に区分して比較した。その

結果、主個人線量計装着率は 64.6％から 77.9％へ有意に上昇し、法令改正が個人線量計

装着率に寄与したことが示された。一方、医師、とりわけ整形外科医の装着率は一貫して低

く、診療放射線技師は高い装着率を維持した。追加個人線量計も同様の職種差を示した。さ

らに、未配布者割合は 5.9％から 1.9％へ減少し、配布体制の改善が確認された。 

本研究結果から、個人線量計装着率は依然として 100％に達せず、職種・診療科間の差

異には放射線防護教育や防護文化、組織的縦割り構造の影響が示唆された。観察記録の想

起バイアスや標本代表性などの限界はあるものの、本研究は法令改正前後の実態を第三者

の目視による観察で調査した初の報告として、放射線防護教育およびマネジメントシステムの

改善に資する基盤的知見を提供する。
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期間、公布期間、施行期間において、各調査

員が任意に選択した日に収集された。コン

トロール期間は 2020年 1 月 27 日から 3月
31日、公布期間は 2020年 4月 1日から 5月
9 日までと 2021 年 1 月 1 日から 3 月 31 日
までを対象とした。なお、公布期間について

は日本における新型コロナウイルス感染症

の発生時期と重なったため、観察対象者数

の減少が懸念され、調査を 2 期間に分けて
実施した。最後に、施行期間は 2022年 1月
1日から 3月 31日までとした。 

 
デデーータタ収収集集方方法法とと内内容容 
調査員は、各施設において放射線業務に

従事し、観察対象者の職種（医師の専門分野

を含む）に精通した診療放射線技師とした。

調査員は指定のウェブサイトから調査用紙

をダウンロードし、観察内容を記録した。各

調査員は、自施設の放射線管理区域におい

て、放射線業務の前、実施中、または直後に

個人線量計の装着状況を目視で確認、記録

した。重要な点は、第三者が秘密裏に目視に

よる観察調査を実施することで、透明性と

公平性を確保したことである。この手順は、

異なる医療機関で観察された放射線業務を

対象としている。したがって、これらは全施

設で標準化されたものではなく、各施設で

一般的に行われている特定の慣行を反映し

たものである。 
収集した項目は、 (1) 観察日、(2) 観察対

象者の職種、(3) 医師の場合は専門分野、(4) 
個人線量計の配布状況および装着状況、と

した。ここで対象とした個人線量計は、日本

の医療機関で法的に義務付けられている受

動型の蛍光ガラス線量計、光刺激ルミネッ

センス線量計、および能動型の電子ポケッ

ト線量計とした。なお、個人線量計の種類・

ブランド・製造元、および観察対象者の性

別・年齢に関する情報は収集しなかった。調

査員は全項目を多肢選択形式で記入し、郵

送または電子メールにてデータを提出した。 
 
調調査査員員のの募募集集 
調査員は、産業医科大学産業保健学部産

業・地域看護学講座のホームページを通じ

て、全国の診療放射線技師を対象に公募し

た。また、著者らによる個別募集ならびに診

療放射線技師が所属する関連学会（日本放

射線技師会など）を通じた募集も実施した。 
 
アアウウトトカカムム指指標標 
個人線量計の使用に関連する 3 つの主要
アウトカム指標（主個人線量計装着率、追加

個人線量計装着率、および個人線量計配布

率）を定義した。主個人線量計とは、電離則

で規定された標準位置（胸または腹部の鉛

防護衣の内側）に装着される個人線量計で

ある。この主個人線量計装着率は、対象とな

る観察対象者の総数のうち、適切な位置に

個人線量計を装着していた観察対象者の割

合として定義され、式(1)を用いて算出した： 
主個人線量計装着率 
= (主個人線量計を装着していた観察対象
者数) / (対象となる観察対象者の総数) ・・・
(1) 
追加個人線量計とは、放射線被ばく量が

最も高くなると予想される部位（鉛防護衣

の外側）に装着する追加の個人線量計を指

す。追加個人線量計装着率は、この線量計を

装着している観察対象者の割合を対象とな

る観察対象者の総数で割った値として定義

され、式(2)を用いて算出した： 
追加個人線量計装着率 
= (追加個人線量計を装着していた観察対
象者数 ) / (対象となる観察対象者の総
数) ・・・(2) 

 
 

A. 研究目的 
国際放射線防護委員会は、水晶体等価線

量限度を 5年間の平均で 20mSv/年、単年度
で 50mSvを超えないことを推奨しており[1]、
世界的な法令改正が進められている。日本

では、2020年 4月 1日に公布され、2021年
4 月に施行された電離放射線障害防止規則 
[2]（以下、電離則）の改正により、水晶体等
価線量限度が従来の 150mSv/年から上記の
値に引き下げられた。それに伴い、医療分野

の放射線業務従事者の個人線量計装着の徹

底を図るため、ポスターの配布や通知など

の啓発活動が行われた。 
電離則第 8 条では、放射線業務従事者に

個人線量計を装着させ、線量測定を実施す

ることを使用者に義務付けている[2]。それ
にもかかわらず、これまでの研究では、装着

率は医師で0-93.5％[3-9]、看護師で39.7-94％
[4, 8-10]、放射線技師で 24-98.7％[8-11]など、
遵守されていない問題が浮き彫りになって

いる。さらに、このようなデータには社会的

望ましさのバイアスがかかっている可能性

があると指摘されており、自己申告アンケ

ートによる個人線量計使用の正確性に対す

る懸念も示されている[5]。したがって、デー
タの信頼性を確保するためには、個人線量

計の装着状況を正確に評価する必要がある。 
個人線量計を装着しない理由には、病院

の事業者が線量計を提供しなかったこと、

および放射線業務従事者が装着しなかった

ことがある。放射線業務従事者が装着しな

い要因には、「線量限度による作業制限」[12-
15]があり、自身の被ばく線量を知らない、
被ばく線量が高い従事者に対して、被ばく

線量の限度を超える恐れを誘発し、個人線

量計の装着を妨げる可能性がある。したが

って、本研究の仮説は、法令改正により新た

に引き下げられた線量限度値を超えること

への懸念が、個人線量計の装着率をさらに

低下させるということである。 
本研究では、水晶体等価線量限度が引き

下げられた電離則の改正が、医療分野にお

ける放射線業務従事者の個人線量計装着に

与える影響を明らかにすることを目的とし

た。そこで、全国の医療機関の放射線業務従

事者を対象に、法令改正前（コントロール期

間）、公布後（公布期間）、施行後（施行期間）

の 3 つの期間において、個人線量計装着状
況を調査した。これらの結果を経時的に分

析することにより、法令改正に伴う個人線

量計の遵守状況の変化を評価した。さらに、

放射線業務従事者の個人線量計の配布状況

についても 3つの期間で調査した。 
 

B. 研究方法 
倫倫理理 
本研究は、産業医科大学倫理委員会（承認

番号：R1-053）の承認を得て実施された。本
研究では、臨床現場における放射線業務中

の従事者について、各医療機関に所属する

調査員が直接目視で観察した結果を解析し

た。調査員全員に対し、研究目的と手順につ

いて詳細な説明を行った後、書面によるイ

ンフォームド・コンセントを取得した。観察

対象の放射線業務従事者（観察対象者）につ

いては、収集データが非侵襲的かつ匿名化

された観察データによるものであり、介入

も伴わないことから、個別同意を免除され

た。 
 
研研究究デデザザイインン 
日本の医療機関における放射線管理区域

（血管造影室や手術室など）で働く放射線

業務従事者を対象に、個人線量計の配布状

況と装着状況を評価するため、反復横断観

察調査を実施した。データは、コントロール
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期間、公布期間、施行期間において、各調査

員が任意に選択した日に収集された。コン

トロール期間は 2020年 1月 27日から 3月
31日、公布期間は 2020年 4月 1日から 5月
9 日までと 2021 年 1 月 1 日から 3 月 31 日
までを対象とした。なお、公布期間について

は日本における新型コロナウイルス感染症

の発生時期と重なったため、観察対象者数

の減少が懸念され、調査を 2 期間に分けて
実施した。最後に、施行期間は 2022年 1月
1日から 3月 31日までとした。 

 
デデーータタ収収集集方方法法とと内内容容 
調査員は、各施設において放射線業務に

従事し、観察対象者の職種（医師の専門分野

を含む）に精通した診療放射線技師とした。

調査員は指定のウェブサイトから調査用紙

をダウンロードし、観察内容を記録した。各

調査員は、自施設の放射線管理区域におい

て、放射線業務の前、実施中、または直後に

個人線量計の装着状況を目視で確認、記録

した。重要な点は、第三者が秘密裏に目視に

よる観察調査を実施することで、透明性と

公平性を確保したことである。この手順は、

異なる医療機関で観察された放射線業務を

対象としている。したがって、これらは全施

設で標準化されたものではなく、各施設で

一般的に行われている特定の慣行を反映し

たものである。 
収集した項目は、 (1) 観察日、(2) 観察対

象者の職種、(3) 医師の場合は専門分野、(4) 
個人線量計の配布状況および装着状況、と

した。ここで対象とした個人線量計は、日本

の医療機関で法的に義務付けられている受

動型の蛍光ガラス線量計、光刺激ルミネッ

センス線量計、および能動型の電子ポケッ

ト線量計とした。なお、個人線量計の種類・

ブランド・製造元、および観察対象者の性

別・年齢に関する情報は収集しなかった。調

査員は全項目を多肢選択形式で記入し、郵

送または電子メールにてデータを提出した。 
 
調調査査員員のの募募集集 
調査員は、産業医科大学産業保健学部産

業・地域看護学講座のホームページを通じ

て、全国の診療放射線技師を対象に公募し

た。また、著者らによる個別募集ならびに診

療放射線技師が所属する関連学会（日本放

射線技師会など）を通じた募集も実施した。 
 
アアウウトトカカムム指指標標 
個人線量計の使用に関連する 3 つの主要
アウトカム指標（主個人線量計装着率、追加

個人線量計装着率、および個人線量計配布

率）を定義した。主個人線量計とは、電離則

で規定された標準位置（胸または腹部の鉛

防護衣の内側）に装着される個人線量計で

ある。この主個人線量計装着率は、対象とな

る観察対象者の総数のうち、適切な位置に

個人線量計を装着していた観察対象者の割

合として定義され、式(1)を用いて算出した： 
主個人線量計装着率 
= (主個人線量計を装着していた観察対象
者数) / (対象となる観察対象者の総数) ・・・
(1) 
追加個人線量計とは、放射線被ばく量が

最も高くなると予想される部位（鉛防護衣

の外側）に装着する追加の個人線量計を指

す。追加個人線量計装着率は、この線量計を

装着している観察対象者の割合を対象とな

る観察対象者の総数で割った値として定義

され、式(2)を用いて算出した： 
追加個人線量計装着率 
= (追加個人線量計を装着していた観察対
象者数 ) / (対象となる観察対象者の総
数) ・・・(2) 

 
 

A. 研究目的 
国際放射線防護委員会は、水晶体等価線

量限度を 5年間の平均で 20mSv/年、単年度
で 50mSvを超えないことを推奨しており[1]、
世界的な法令改正が進められている。日本

では、2020年 4月 1日に公布され、2021年
4 月に施行された電離放射線障害防止規則 
[2]（以下、電離則）の改正により、水晶体等
価線量限度が従来の 150mSv/年から上記の
値に引き下げられた。それに伴い、医療分野

の放射線業務従事者の個人線量計装着の徹

底を図るため、ポスターの配布や通知など

の啓発活動が行われた。 
電離則第 8 条では、放射線業務従事者に

個人線量計を装着させ、線量測定を実施す

ることを使用者に義務付けている[2]。それ
にもかかわらず、これまでの研究では、装着

率は医師で0-93.5％[3-9]、看護師で39.7-94％
[4, 8-10]、放射線技師で 24-98.7％[8-11]など、
遵守されていない問題が浮き彫りになって

いる。さらに、このようなデータには社会的

望ましさのバイアスがかかっている可能性

があると指摘されており、自己申告アンケ

ートによる個人線量計使用の正確性に対す

る懸念も示されている[5]。したがって、デー
タの信頼性を確保するためには、個人線量

計の装着状況を正確に評価する必要がある。 
個人線量計を装着しない理由には、病院

の事業者が線量計を提供しなかったこと、

および放射線業務従事者が装着しなかった

ことがある。放射線業務従事者が装着しな

い要因には、「線量限度による作業制限」[12-
15]があり、自身の被ばく線量を知らない、
被ばく線量が高い従事者に対して、被ばく

線量の限度を超える恐れを誘発し、個人線

量計の装着を妨げる可能性がある。したが

って、本研究の仮説は、法令改正により新た

に引き下げられた線量限度値を超えること

への懸念が、個人線量計の装着率をさらに

低下させるということである。 
本研究では、水晶体等価線量限度が引き

下げられた電離則の改正が、医療分野にお

ける放射線業務従事者の個人線量計装着に

与える影響を明らかにすることを目的とし

た。そこで、全国の医療機関の放射線業務従

事者を対象に、法令改正前（コントロール期

間）、公布後（公布期間）、施行後（施行期間）

の 3 つの期間において、個人線量計装着状
況を調査した。これらの結果を経時的に分

析することにより、法令改正に伴う個人線

量計の遵守状況の変化を評価した。さらに、

放射線業務従事者の個人線量計の配布状況

についても 3つの期間で調査した。 
 

B. 研究方法 
倫倫理理 
本研究は、産業医科大学倫理委員会（承認

番号：R1-053）の承認を得て実施された。本
研究では、臨床現場における放射線業務中

の従事者について、各医療機関に所属する

調査員が直接目視で観察した結果を解析し

た。調査員全員に対し、研究目的と手順につ

いて詳細な説明を行った後、書面によるイ

ンフォームド・コンセントを取得した。観察

対象の放射線業務従事者（観察対象者）につ

いては、収集データが非侵襲的かつ匿名化

された観察データによるものであり、介入

も伴わないことから、個別同意を免除され

た。 
 
研研究究デデザザイインン 
日本の医療機関における放射線管理区域

（血管造影室や手術室など）で働く放射線

業務従事者を対象に、個人線量計の配布状

況と装着状況を評価するため、反復横断観

察調査を実施した。データは、コントロール
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35.4%とわずかに上昇したものの、施行期間
には 24.7%に低下した。整形外科医の主個人
線量計装着率は、一貫して低いままであっ

た（放射線科医と比較したオッズ比：コント

ロール期間 0.05、公布期間 0.20、施行期間 
0.004）。一方、放射線科医の主個人線量計装
着率は、すべての期間を通じて高かった。ほ

とんどの診療科で、公布期間および施行期

間における主個人線量計装着率はコントロ

ール期間よりも有意に高く、特に呼吸器科

医および救急科医では、法令改正と有意な

関連性が認められた（Cramer's V：呼吸器科
医 0.60、救急科医 0.52）。 
 
職職種種別別追追加加個個人人線線量量計計のの装装着着率率 
表 4 に職種別の追加個人線量計の装着率

の結果を示す。全期間を通じて、追加個人線

量計の全体的な装着率は主個人線量計の装

着率よりも低かった（コントロール期間：

54.2％、公布期間：69.5％、施行期間：68.9
％）。医師の装着率は低かった一方、診療放

射線技師は 3 期間を通じて高い装着率を維
持した。これらの傾向は、主個人線量計の装

着率の傾向と類似していた。 
 
個個人人線線量量計計のの配配布布状状況況 
表 5 に個人線量計の配布率の経時変化を

示す。個人に割り当てられた線量計を持た

ない観察対象者の割合は、コントロール期

間の 5.9％から公布期間の 4.6％、施行期間
の 1.9％へと著しく減少した（p < 0.001）。調
査期間を通じて、主個人線量計及び追加個

人線量計を配布された観察対象者の割合は

増加した。さらに、個人線量計の配布率と法

令改正への移行との間には弱い関連性が認

められた。 
 
 

表 1. 調査期間ごとの調査員の内訳（[16]よ
り和訳して引用） 
調査期間 調査員の人数 

コントロール期間 76 

公布期間 53 

施行期間 36 

全期間（重複を除いた人数） 165 (115) 

1回参加  

 コントロール期間 41 (35.7%) 

 公布期間 20 (17.4%) 

 施行期間 16 (13.9%) 

 全期間における1回参加者の合計 77 (67.0%) 

2回参加  

 コントロール期間と公布期間 18 (15.7%) 

 コントロール期間と施行期間 5 (4.3%) 

 公布期間と施行期間 3 (2.6%) 

 全期間における2回参加者の合計 26 (22.6%) 

3回参加  

 全期間における3回参加者の合計 12 (10.4%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

個人線量計配布率は、個人線量計が正し

く装着されているか否かに関わらず、個人

線量計が事業主より提供された観察対象者

の割合として定義され、式(3)を用いて算出
した： 
個人線量計配布率 
= (個人線量計を配布された観察対象者

数) / (対象となる観察対象者の総数)・・・ (3) 
これらの率は、定義された 3 つの調査期

間（コントロール期間、公布期間、施行期間）

ごとに算出した。個人線量計装着率は、さら

に職種別に比較され、主個人線量計装着率

については医師診療科別にも比較した。 
 

統統計計解解析析 
個人線量計装着率および配布率の経時変

化を評価するため、3つの期間の比較にフィ
ッシャーの正確確率検定を適用し、多重比

較にはボンフェローニ補正を施した。個人

線量計装着率と職種または医師診療科との

関連性を評価するため、Firth のロジスティ
ック回帰分析を実施し、個人線量計装着の

有無を結果変数、職種および医師の診療科

を予測変数として、オッズ比および 95%信
頼区間を推定した。全ての解析は SPSS 
Extension Hub で利用可能な機能が含まれる
SPSSバージョン 30（IBM Corp., USA）を使
用して実施した。有意水準は p < 0.05と設定
した。 

 

C. 研究結果  
観観察察対対象象者者とと調調査査員員のの特特性性 
コントロール期間、公布期間、施行期間に

おいて、それぞれ 1,206名、1,378名、1,199
名の医療従事者が観察された。記載ミスに

より、各期間から 12件、4件、5件のデータ
が除外され、最終的に、コントロール期間で

は 1194名、公布期間では 1374名、施行期間

では 1194名の観察対象者からのデータを対
象とした。 
コントロール期間においては、38 医療機
関の 76名の調査員が観察に参加した。公布
期間および施行期間においては、それぞれ

29 医療機関の 53 名の調査員、23 医療機関
の 36 名の調査員が同様の観察を実施した。
3回の調査期間を通じて、調査員 165名（重
複分を 1名として計上：115名）が調査員と
して参加した。参加回数の内訳は、1回のみ
が 77名（67.0%）、2回が 26名（22.6%）、3
回が 12名（10.4%）であった（表 1）。 
 
職職種種おおよよびび医医師師診診療療科科別別のの主主個個人人線線量量計計装装

着着率率 
表 2 に職種ごとの主個人線量計装着率の

変化を示す。法令改正後、主個人線量計の全

体的な装着率は 64.6％から 77.9％へと有意
に増加した（p < 0.001）。医師、診療放射線
技師、臨床工学技士は、コントロール期間か

ら公布・施行期間にかけて、装着率が大幅

に上昇した（いずれも p < 0.001）。法令改正
と主個人線量計の装着率との間には弱い関

連が見られた（Cramer's V：医師 0.22、診療
放射線技師 0.17、臨床工学技士 0.25）。全期
間を通じて、医師は装着率が最も低く、診療

放射線技師は最も高かった。診療放射線技

師と比較した医師のオッズ比は、コントロ

ール期間で 0.05、公布期間で 0.02、施行期間
で 0.01 であり、いずれも有意差が認められ
た。 
表 3 に医師診療科別の主個人線量計装着

率の変化を示す。循環器科医および消化器

科医の主個人線量計装着率において、コン

トロール期間から施行期間にかけて有意な

増加が認められた（いずれも p < 0.001）。一
方、整形外科医の主個人線量計装着率はコ

ントロール期間で 11.3%であり、公布期間に
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似した傾向が見られることから、利用可能

な場合は両方を装着していることが示唆さ

れ、その重要性が理解されていることを示

している。 
法令改正後、個人線量計が支給されてい

ない観察対象者の数は減少した。事業主に

よる適切な被ばく管理の現状は、線量測定

を促進するポスター配布などの啓発活動や、

法令改正の影響を示している。 
本研究より、法令改正後も個人線量計の

装着率は 100％に達しておらず、より徹底し
た対策が必要であることが示唆された。例

えば、行動への注目がパフォーマンス向上

につながるホーソン効果を活用することは、

放射線業務従事者に個人線量計を適切に装

着させる上で重要である[20-22]。具体的に
は、放射線安全文化の管理に資するシステ

ムの導入が不可欠である[23]。これには、放
射線業務の現場への監督者の配置、個人線

量計の装着状況の定期的な監査、装着を促

す声かけ[24]、教育プログラムの実施などが
含まれる。日本では、人的要因に依存しない

事業主が主導するアプローチとして、労働

安全衛生マネジメントシステムの国際規格

である ISO45001に基づく放射線マネジメン
トシステムが確立されている[25]。マネジメ
ントシステムの推進により、個人線量計の

装着率向上と被ばく管理の効率化が期待さ

れる。 
さらに、本研究で用いた第三者による観

察評価という手法は、個人線量計装着とい

う実際の行動を客観的に可視化できる点で、

従来の自己申告型アンケート調査とは異な

り、放射線防護教育の効果測定およびフィ

ードバック手段として極めて有用である。

また、観察されているという認識が行動変

容を促す可能性（ホーソン効果）を踏まえる

と、本手法は単なる評価にとどまらず、教育

的介入としても機能する。このような特性

を踏まえると、法令改正から一定期間が経

過した現在では、放射線防護に関するマネ

ジメントシステムの導入・運用が個人線量

計装着行動に与える影響を定量的に評価す

ることが重要である。今後は、本研究で確立

した観察手法を活用し、継続的な調査を通

じて防護教育および管理体制の実効性を検

証していく必要がある。 
本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、放射線業務終了後にデータを記録した

ため、想起バイアスの影響を受けた可能性

がある[6]。第二に、本研究は標本調査である
ため、日本における個人線量計装着率を正

確に反映していない可能性があり、観察さ

れた増加傾向は個人レベルではなく集団レ

ベルの傾向として解釈する必要がある。第

三に、診療科別解析では一部サブグループ

の対象数が少なく、統計的検出力が十分で

なかった可能性がある。第四に、評価期間が

限定的であり、長期的変化を捉えられてい

ないことが挙げられる。第五に、本研究では

3 つの期間において個人線量計装着率の増
加傾向と未配布者の減少傾向が明らかにな

ったものの、各時点において観察対象者は

異なっていた点である。第六に、観察は複数

の調査員により実施されたが、各対象は単

一の調査員により評価されており、見落と

しや誤認による分類誤差の可能性がある。

以上の制限はあるものの、本研究は法令改

正前後における個人線量計の配布および装

着状況を客観的に明らかにした点に意義が

ある。本結果は、今後の放射線防護教育およ

び被ばく管理の改善に資する基盤となる。 
 
 
 
 

 
 

表 5. 法令改正が個人線量計の配布率に与える影響（[16]より和訳して引用） 

* コントロール期間と比較して有意差あり   
** 施行期間は公布期間と比較して有意差あり   

 
D. 考察 
本調査結果より、法令改正後に主個人線

量計の装着率は上昇傾向を示したものの、

職種や診療科による差異が認められ、特に

医師、とりわけ整形外科において低い傾向

が認められた。また、個人線量計の未配布者

は減少しており、法令改正の影響が示唆さ

れた。これらの結果は、法令改正による制度

的対応の効果を示すものであると同時に、

放射線業務従事者の行動変容を促す「放射

線防護教育」の観点から捉えることが重要

である。 
これまでのアンケート調査に基づく研究

では、個人線量計の装着率にはばらつきが

あり、遵守率が 100％に達することは稀であ
ることが報告されている[3-11]。本研究の結
果もこれらと概ね一致した。一方で、従来の

多くの研究は自己申告に基づく調査に依存

しているため、社会的望ましさバイアスの

影響を受ける可能性がある[5]。実際、自己申
告と実測の一致度は低いこと（カッパ係数

0.39）が報告されている[17]。したがって、
個人線量計の装着状況を正確に評価するた

めには、第三者による客観的な観察が必要

である。本研究は、法令改正前後における装 

 
着率の変化を第三者観察により評価した点

に特徴を有する。 
法令改正前後の期間中、主個人線量計の

装着率は上昇傾向を示した。弱いながらも

関連が認められたことから、法令改正自体

が否定的な要因ではなく、新たに引き下げ

られた線量限度を超過しないよう、線量測

定への関心が向上した可能性が示唆された。

さらに、主個人線量計と追加個人線量計の

装着率には、職種や医師診療科によって顕

著な差異が認められた。これらの差異は、職

種ごとの放射線防護に関する教育機会や意

識の違いを反映している可能性がある。さ

らに、他専門職種、診療科との連携が限定的

な専門領域における縦割り意識（サイロ化）

[18]や、放射線防護教育の共有・浸透が不十
分であることに起因する可能性がある。特

に整形外科医は、放射線誘発性白内障や皮

膚疾患のリスクが高いにもかかわらず[19]、
個人線量計装着率が低く、従来報告されて

きた被ばく線量の過小評価を示唆している。

一方、呼吸器科医や救急科医における装着

率の増加は、法令改正後の線量測定への関

心の高まりが要因と考えられる。さらに、主

個人線量計と追加個人線量計の装着率に類

個人線量計の配布 

コントロール

期間 
公布期間 施行期間 

p-value 
Cramer's 連関指標 

対象者

総数 
(%) 対象者

総数 
(%) 対象者

総数 
(%) Cramer's 

V 
p-value 

なし 70 5.9 63 4.6 23*, ** 1.9 

< 0.001 0.17 < 0.001 
個人線量計1個管理 572 47.9 345* 25.1 326* 27.3 

個人線量計2個管理 552 46.2 966* 70.3 845* 70.8 

全体 1194  1374  1194  
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じて防護教育および管理体制の実効性を検

証していく必要がある。 
本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、放射線業務終了後にデータを記録した

ため、想起バイアスの影響を受けた可能性

がある[6]。第二に、本研究は標本調査である
ため、日本における個人線量計装着率を正

確に反映していない可能性があり、観察さ

れた増加傾向は個人レベルではなく集団レ

ベルの傾向として解釈する必要がある。第

三に、診療科別解析では一部サブグループ

の対象数が少なく、統計的検出力が十分で

なかった可能性がある。第四に、評価期間が

限定的であり、長期的変化を捉えられてい

ないことが挙げられる。第五に、本研究では

3 つの期間において個人線量計装着率の増
加傾向と未配布者の減少傾向が明らかにな

ったものの、各時点において観察対象者は

異なっていた点である。第六に、観察は複数

の調査員により実施されたが、各対象は単

一の調査員により評価されており、見落と

しや誤認による分類誤差の可能性がある。

以上の制限はあるものの、本研究は法令改

正前後における個人線量計の配布および装

着状況を客観的に明らかにした点に意義が

ある。本結果は、今後の放射線防護教育およ

び被ばく管理の改善に資する基盤となる。 
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E．結論 
本研究により、法令改正後に個人線量計

装着率は全体として改善傾向を示したもの

の、依然として 100％には達しておらず、職
種や診療科による差異が存在することが明

らかとなった。これらの結果は、放射線防護

行動の徹底には制度的対応のみでは不十分

であり、放射線防護教育および継続的な管

理体制の強化が必要であることを示唆する

ものである。今後は、本研究手法を活用し、

さらなる実態把握と教育効果の評価を進め

るとともに、放射線防護に関するマネジメ

ントシステムの影響についても再評価を行

う必要がある。 
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E．結論 
本研究により、法令改正後に個人線量計

装着率は全体として改善傾向を示したもの

の、依然として 100％には達しておらず、職
種や診療科による差異が存在することが明

らかとなった。これらの結果は、放射線防護

行動の徹底には制度的対応のみでは不十分

であり、放射線防護教育および継続的な管

理体制の強化が必要であることを示唆する

ものである。今後は、本研究手法を活用し、

さらなる実態把握と教育効果の評価を進め

るとともに、放射線防護に関するマネジメ

ントシステムの影響についても再評価を行

う必要がある。 
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なさ、必要な防護具の入手可能性、被ばくや防護方法について話し合うための支援体制の

有無と関連した。女性医師の線量モニタリング行動への関与度が高さは、リスク意識の高さを

反映している可能性が高いことが明らかとなった。 
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際にいつも所定の位置に着けている 
Q4：放射線被ばく線量結果通知（個人報

告）の数値を毎月見て確認している 
Q5：法律で定められた自身の線量限度の

値がどの位か、おおよそ分かっている 
Q6：自らの放射線被ばくを減らすために

どの防護具が必要か分かっている 
Q7：今後も業務上の職業的放射線被ばく

が続くことよる、自らの健康への不安や疑

問がない 
Q8：他の職員が個人線量計を装着せずに

放射線被ばくを行っているのを見かける 
Q9：立入る放射線管理区域には、必要な

保護具（防護板や防護メガネなど）が充足し

ている 
Q10：従事者の被ばく防護について、職場

で確認できる資料（マニュアル等）がある 
Q11：従事者の被ばく防護について情報が

得られる教育の機会（講習会等）がある 
Q12：自身の被ばくや防護の方法について

確認したい時、誰に聞いたら良いか分かる 
Q13：他職種とも連携・協力して、放射線

防護に取り組める関係性がある 
Q14：総合的に医療従事者の被ばくを管

理・低減するために必要な対策は現時点で

十分に講じられていると思う 
 
４．分析方法 

全回答のうち、その他、不明を除く計 295
名について分析した。各職種間の個人線量

計の装着度（Q3 の回答）の比較には、Mann-
Whitney U検定を用いた。個人線量計の装着

度と各質問項目との相関関係は Spearman の

順位相関係数を用い ρ≧0.4 を相関ありとし

た。統計的有意水準は 0.05未満に設定した。 
 
５．倫理的配慮 

質問紙は無記名とし、記入後は健康診断

会場受付カウンターに設置した回収用の箱

への投函を促し、プライバシーに配慮した。

産業医科大学倫理委員会の承認を得て実施

した（承認番号：R2₋039）。 
 

C. 研究結果  
回答を得た 340 名の基本属性を表 1 に示

す。医師 166 名の参加者は、男性 135 名

（81.3%）と女性 31 名（18.7%）で構成され

ていた。年代別では、20 代が 30 名（18.1%）、

30代が79名（47.6%）、40代が37名（22.3%）、

50 代以上が 20 名（12.0%）であった。臨床

部門の分類では、整形外科が 12 名（7.2%）、

消化器内科が 23 名（13.9%）、インターベン

ション放射線科が 11 名（6.6%）、泌尿器科が

8 名（4.8%）、麻酔科が 11 名（6.6%）、放射

線科が 19 名（11.4%）、その他 82 名（49.4%）

であった。 
個人線量計の装着度に関する質問「Q3. 

ガラスバッジは放射線業務を行う時にいつ

も所定の位置につけている」に対し、5「と

てもそう思う」と回答した者の割合を表 2 に

示す。診療放射線技師は、「とてもそう思う」

と回答した者の割合が最も高く、医師は最

もその割合が低かった。 
 
表 1 参加者の基本属性 

（n=340） 
 項 目  n（％） 

年代 

–29 歳 70（20.6） 
30–39 歳 128（37.6） 
40–49 歳 84（24.7） 
50–59 歳 53（15.6） 
不明 5（ 1.5） 

性別 
男性 208（61.2） 
女性 129（37.9） 
不明 3（ 0.9） 

職種 

医師 166（48.8） 
看護師 78（22.9） 
診療放射線技師 34（10.0） 
臨床工学技士 17（ 5.0） 
その他 39（11.5） 
不明 6（ 1.8） 

 
 

A. 研究目的 
放射線は、さまざまな有害業務の中でも

最も確実に測定が可能で、個人線量計等の

測定器を用いて比較的容易に計測すること

ができる[1]。したがって、被ばく線量測定が

確実に行われればリスク評価が正しくなさ

れ、適切な対処が可能となる。日本では、放

射線業務に従事する医療従事者は、防護エ

プロンの内側（男性は胸部、女性は腹部）と

外側にそれぞれ個人線量計を装着すること

が法律で義務付けられている。さらに、防護

エプロンを着用していない時も個人線量計

を装着する必要がある。 
しかし医療現場では、個人線量計の未装

着者が少なくないために実測値が実際の被

ばく線量を表していない可能性がある。そ

のことは、厚生労働省労働基準局「第 5 回眼

の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する

検討会」でも報告されており、電離放射線障

害防止規則第 56 条第 5 項の健診における

省略規定の前提である被ばく量 5mSv 以下

であることが担保されない実態がある。さ

らに、我々は以前の調査過程で、医師を中心

として医療従事者は、施設内外問わず異動

の機会があり、放射線業務従事者としての

申請、登録も確実に行われていない状況が

あることも把握している。そのような被ば

く線量管理の不備は、健康管理をはじめと

したその他の管理の不備に繋がっている[2]。 
医療現場では、従事者個人の認識が線量

管理の不確実性や放射線防護のあり方に影

響を及ぼしており、管理の強化だけでは適

切な線量管理や防護に繋がらない。 
本研究では、職業的放射線被ばく低減や

管理に関する認識の差からそれぞれの傾向

を把握し、防護対策の見直しやより効果的

な教育訓練に役立てることを目的として調

査、解析を行なった。 

B. 研究方法 
１. 対象およびデータ収集期間 
一施設の大学および附属病院に在籍し、

電離放射線障害の防止に関する規則（電離

則）に基づく健康診断対象者 432 名を対象

とした。 
データ収集は、2021 年 10 月から 2022 年

9 月までの 1 年間で実施した。 
 
２. データの収集方法 
調査対象機関において健康診断を手配す

る部署を通じ、電離則健康診断の案内に本

調査の説明文書および質問紙を同封し、各

所属部署への配布した。無記名自記式調査

の留め置き法とし、回収用箱に投函された

回答を後日研究者がまとめて回収した。 

 
３. 調査内容 
本調査は、健康信念モデル[3, 4]および防

護動機理論[5]の構成要素と、それらが実務

において重要であることを踏まえ、職業環

境における放射線防護に関する知識・態度・

実践（KAP）を包括的に把握することを目的

として設計された。 
各質問への回答は、「全くそう思わない」

から「とてもそう思う」までの 5 段階のリッ

カート尺度を用いた。 
（1）基本属性 
性別、年代、血管造影（IVR）もしくは内

視鏡的胆管造影（ERCP）への従事の有無、

個人線量計（ガラスバッジ）の保持個数 
（2）被ばく防護対策に関する次の 14 項目  

Q1：放射線の「外部被ばく」から身を守る

ための 3 つの基本原則を理解している 
Q2：上（Q1）の 3 つの原則に基づき、自

らの放射線被ばくを低くするための行動を

意識している 
Q3：ガラスバッジは、放射線業務を行う
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際にいつも所定の位置に着けている 
Q4：放射線被ばく線量結果通知（個人報

告）の数値を毎月見て確認している 
Q5：法律で定められた自身の線量限度の

値がどの位か、おおよそ分かっている 
Q6：自らの放射線被ばくを減らすために

どの防護具が必要か分かっている 
Q7：今後も業務上の職業的放射線被ばく

が続くことよる、自らの健康への不安や疑

問がない 
Q8：他の職員が個人線量計を装着せずに

放射線被ばくを行っているのを見かける 
Q9：立入る放射線管理区域には、必要な

保護具（防護板や防護メガネなど）が充足し

ている 
Q10：従事者の被ばく防護について、職場

で確認できる資料（マニュアル等）がある 
Q11：従事者の被ばく防護について情報が

得られる教育の機会（講習会等）がある 
Q12：自身の被ばくや防護の方法について

確認したい時、誰に聞いたら良いか分かる 
Q13：他職種とも連携・協力して、放射線

防護に取り組める関係性がある 
Q14：総合的に医療従事者の被ばくを管

理・低減するために必要な対策は現時点で

十分に講じられていると思う 
 
４．分析方法 

全回答のうち、その他、不明を除く計 295
名について分析した。各職種間の個人線量

計の装着度（Q3 の回答）の比較には、Mann-
Whitney U検定を用いた。個人線量計の装着

度と各質問項目との相関関係は Spearman の

順位相関係数を用い ρ≧0.4 を相関ありとし

た。統計的有意水準は 0.05未満に設定した。 
 
５．倫理的配慮 

質問紙は無記名とし、記入後は健康診断

会場受付カウンターに設置した回収用の箱

への投函を促し、プライバシーに配慮した。

産業医科大学倫理委員会の承認を得て実施

した（承認番号：R2₋039）。 
 

C. 研究結果  
回答を得た 340 名の基本属性を表 1 に示

す。医師 166 名の参加者は、男性 135 名

（81.3%）と女性 31 名（18.7%）で構成され

ていた。年代別では、20 代が 30 名（18.1%）、

30代が79名（47.6%）、40代が37名（22.3%）、

50 代以上が 20 名（12.0%）であった。臨床

部門の分類では、整形外科が 12 名（7.2%）、

消化器内科が 23 名（13.9%）、インターベン

ション放射線科が 11 名（6.6%）、泌尿器科が

8 名（4.8%）、麻酔科が 11 名（6.6%）、放射

線科が 19 名（11.4%）、その他 82 名（49.4%）

であった。 
個人線量計の装着度に関する質問「Q3. 

ガラスバッジは放射線業務を行う時にいつ

も所定の位置につけている」に対し、5「と

てもそう思う」と回答した者の割合を表 2 に

示す。診療放射線技師は、「とてもそう思う」

と回答した者の割合が最も高く、医師は最

もその割合が低かった。 
 
表 1 参加者の基本属性 

（n=340） 
 項 目  n（％） 

年代 

–29 歳 70（20.6） 
30–39 歳 128（37.6） 
40–49 歳 84（24.7） 
50–59 歳 53（15.6） 
不明 5（ 1.5） 

性別 
男性 208（61.2） 
女性 129（37.9） 
不明 3（ 0.9） 

職種 

医師 166（48.8） 
看護師 78（22.9） 
診療放射線技師 34（10.0） 
臨床工学技士 17（ 5.0） 
その他 39（11.5） 
不明 6（ 1.8） 

 
 

A. 研究目的 
放射線は、さまざまな有害業務の中でも

最も確実に測定が可能で、個人線量計等の

測定器を用いて比較的容易に計測すること

ができる[1]。したがって、被ばく線量測定が

確実に行われればリスク評価が正しくなさ

れ、適切な対処が可能となる。日本では、放

射線業務に従事する医療従事者は、防護エ

プロンの内側（男性は胸部、女性は腹部）と

外側にそれぞれ個人線量計を装着すること

が法律で義務付けられている。さらに、防護

エプロンを着用していない時も個人線量計

を装着する必要がある。 
しかし医療現場では、個人線量計の未装

着者が少なくないために実測値が実際の被

ばく線量を表していない可能性がある。そ

のことは、厚生労働省労働基準局「第 5 回眼

の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する

検討会」でも報告されており、電離放射線障

害防止規則第 56 条第 5 項の健診における

省略規定の前提である被ばく量 5mSv 以下

であることが担保されない実態がある。さ

らに、我々は以前の調査過程で、医師を中心

として医療従事者は、施設内外問わず異動

の機会があり、放射線業務従事者としての

申請、登録も確実に行われていない状況が

あることも把握している。そのような被ば

く線量管理の不備は、健康管理をはじめと

したその他の管理の不備に繋がっている[2]。 
医療現場では、従事者個人の認識が線量

管理の不確実性や放射線防護のあり方に影

響を及ぼしており、管理の強化だけでは適

切な線量管理や防護に繋がらない。 
本研究では、職業的放射線被ばく低減や

管理に関する認識の差からそれぞれの傾向

を把握し、防護対策の見直しやより効果的

な教育訓練に役立てることを目的として調

査、解析を行なった。 

B. 研究方法 
１. 対象およびデータ収集期間 
一施設の大学および附属病院に在籍し、

電離放射線障害の防止に関する規則（電離

則）に基づく健康診断対象者 432 名を対象

とした。 
データ収集は、2021 年 10 月から 2022 年

9 月までの 1 年間で実施した。 
 
２. データの収集方法 
調査対象機関において健康診断を手配す

る部署を通じ、電離則健康診断の案内に本

調査の説明文書および質問紙を同封し、各

所属部署への配布した。無記名自記式調査

の留め置き法とし、回収用箱に投函された

回答を後日研究者がまとめて回収した。 

 
３. 調査内容 
本調査は、健康信念モデル[3, 4]および防

護動機理論[5]の構成要素と、それらが実務

において重要であることを踏まえ、職業環

境における放射線防護に関する知識・態度・

実践（KAP）を包括的に把握することを目的

として設計された。 
各質問への回答は、「全くそう思わない」

から「とてもそう思う」までの 5 段階のリッ

カート尺度を用いた。 
（1）基本属性 
性別、年代、血管造影（IVR）もしくは内

視鏡的胆管造影（ERCP）への従事の有無、

個人線量計（ガラスバッジ）の保持個数 
（2）被ばく防護対策に関する次の 14 項目  

Q1：放射線の「外部被ばく」から身を守る

ための 3 つの基本原則を理解している 
Q2：上（Q1）の 3 つの原則に基づき、自

らの放射線被ばくを低くするための行動を

意識している 
Q3：ガラスバッジは、放射線業務を行う
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療分野の平均線量は、工業、研究教育、獣医

療の他業種と比較しても最も高い[9]。さら

に、医師は医療従事者の中でも実効線量、水

晶体等価線量、皮膚等価線量のいずれ線量

分布も診療放射線技師に次いで最も高く[9]、
さらに、医療放射線の利用の拡大により、被

ばくの機会は増加している[9]。そうしたな

かで医師の確実な被ばく線量モニタリング

は不可欠であるにも関わらず、本調査の対

象施設では、個人線量計の装着度（Q3, 表 2）
が医師自身の申告でも他職種よりも低いこ

とが確認された。 
医療施設の放射線業務従事者に対する教

育訓練は、労働安全衛生法の電離放射線障

害防止規則第 6 章「透過写真撮影業務に係

る特別の教育」に基づき実施されている。調

査の対象施設でも、当該業務に従事し始め

る際、全職種に対して一律の教育研修が行

われているが、今回の結果はそうした教育

研修の機会が、従事者の線量管理意識の向

上には繋がっていないことも示唆している。 
したがって、より効果的な教育・研修プロ

グラム等を従事者の多様な背景や関心、行

動パターンをより理解したうえで検討する

必要がある[10]。具体的には、各職種の傾向

や業務の特性を含めることに加えて、それ

ぞれの性で装着度と関連が高かった項目の

内容と関連づけた働きかけを行うことによ

り、より従事者の認識向上と防護行動への

連動を促すことに繋がる可能性がある。 
本研究の限界として、今回、認識の性差を

比較したが、いずれの職種も性別の偏りが

大きく、データ数が少ない性別（医師に関し

ては女性参加者）の回答に偏りが生じた可

能性がある。また、本調査は、同一施設に所

属する放射線業務従事者を対象とした調査

結果であること、本人の主観に基づく回答

であるため、今回の知見を具体的な教育 

内容に反映させるには、今後、理解度や認識

レベルについても客観的に評価することが

課題である。 
 

E. 結論 
本調査結果から、職種や性別によって被

ばく防護や線量管理に関する認識に差があ

ることが示された。法律に基づく一律の教

育や管理手法に留まらず、従事者の多様な

背景や関心、行動パターンをより理解した

うえでそれぞれの方策に反映させことによ

り、各従事者の主体的かつ継続的な被ばく

線量管理や防護行動を引き起こす効果的な

働きかけに繋がる可能性がある。 
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表 2. Q3 に「とてもそう思う」と回答した者 
職種 回答数（％） 
医師 62/166（37.3） 
看護師 37/78（47.4） 

診療放射線技師 31/34（91.2） 
臨床工学技士 9/17（52.9） 

 
また、同質問（Q3）の回答を男女別に比較

したところ、看護師、診療放射線技師、臨床

工学技士では有意差は認めなかったが、医

師では有意差があり、男性よりも女性の方

が有意に高かった（Mann-Whitney U, p＜
0.01）。加えて、女性は 3 原則の理解（Q1）、
それに基づく行動（Q2）、被ばく線量の確認

（Q4）（p＜0.01）、線量限度の認識（Q5）に

おいても有意に高い値を示した（p＜0.05）。 
次に、個人線量計の装着度と各質問項目

との相関関係に関しても男女で異なる傾向

を認めた。男性医師の場合、個人線量計の装

着度と正の相関関係が認められたのは、3 原

則に沿った防護行動（Q2, ρ=0.470）や被ばく

線量の確認（Q4, ρ=0.426）と線量限度の認識

（Q5, ρ=0.442）、自身に必要な防護具の認識

（Q6, ρ=0.475）であった（いずれも p＜0.01）。 
一方、女性医師の個人線量計の装着度は、

健康上の懸念や疑問の少なさ（Q7, ρ=0.490）、
必要な防護具の充足感（Q9, ρ=0.596）、被ば

くや防護に関して尋ねられる人の存在（Q12, 
ρ=0.406）との関連性を認めた（いずれも p
＜0.01）。 
 
D. 考察 

認識の性差について、女性医師は男性医

師と比較して、個人線量計を常に着用して

いる可能性が高いことが明らかとなった。

これは、自身の放射線被ばく線量管理を女

性医師はより重視していることを示唆して

いる。さらに、医師の個人線量計の装着度は、

男性と女性で異なる項目との相関が認めら

れた。男性においては、放射線防護の 3 原則

（時間、距離、遮蔽）の正しい理解、これら

の原則に沿った防護行動、および被ばく線

量の確認といった知識や情報を元にした行

動との関連が示された。一方、女性医師には、

自身の健康に対する不安や疑念がないこと

や必要な防護具の充足感、被ばくや防護に

ついて支援が得られる体制の認識との関連

が認められた。これは安心して放射線業務

に従事できる環境があることにより個人線

量計の装着率が上がる、もしくは、意識的な

線量計装着に伴い、安心して放射線業務に

従事できる環境要素に関心が高まった可能

性も考えられる。 
女性は、自身の健康への影響に加え、子ど

もへの放射線の影響に対する懸念があるた

めに放射線被ばくに対する感受性が高まる

ことが報告されている[6, 7]。本調査では、

現在の妊娠の有無や妊娠・出産に対する意

向、妊娠・出産歴、授乳、育児期間に該当す

るかどうかに関する情報は収集しておらず、

生殖性との関連性については言及できない

が、女性は妊娠・出産・授乳という次世代を

育むための特有の機能を有し、それに伴う

周囲からの期待や責任も生じやすい。また、

妊娠中に被ばくした際の胎芽・胎児への影

響と将来生まれてくる子どもへの遺伝的影

響[8]は一般的にも広く認識されており、生

殖との関連から、女性は男性以上に自らの

健康に関する潜在的なリスク意識が高い可

能性がある。女性医師の個人線量計の装着

度と相関を認めた各項目についても、被ば

く影響の不確実性に対する不安や懸念が反

映した可能性があり、それが被ばく線量の

モニタリングの意識を高めていることが推

察される。 
被ばく管理下にある従事者の実効線量の

2023 年度までの 5 年間の推移を見ると、医
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療分野の平均線量は、工業、研究教育、獣医

療の他業種と比較しても最も高い[9]。さら

に、医師は医療従事者の中でも実効線量、水

晶体等価線量、皮膚等価線量のいずれ線量

分布も診療放射線技師に次いで最も高く[9]、
さらに、医療放射線の利用の拡大により、被

ばくの機会は増加している[9]。そうしたな

かで医師の確実な被ばく線量モニタリング

は不可欠であるにも関わらず、本調査の対

象施設では、個人線量計の装着度（Q3, 表 2）
が医師自身の申告でも他職種よりも低いこ

とが確認された。 
医療施設の放射線業務従事者に対する教

育訓練は、労働安全衛生法の電離放射線障

害防止規則第 6 章「透過写真撮影業務に係

る特別の教育」に基づき実施されている。調

査の対象施設でも、当該業務に従事し始め

る際、全職種に対して一律の教育研修が行

われているが、今回の結果はそうした教育

研修の機会が、従事者の線量管理意識の向

上には繋がっていないことも示唆している。 
したがって、より効果的な教育・研修プロ

グラム等を従事者の多様な背景や関心、行

動パターンをより理解したうえで検討する

必要がある[10]。具体的には、各職種の傾向

や業務の特性を含めることに加えて、それ

ぞれの性で装着度と関連が高かった項目の

内容と関連づけた働きかけを行うことによ

り、より従事者の認識向上と防護行動への

連動を促すことに繋がる可能性がある。 
本研究の限界として、今回、認識の性差を

比較したが、いずれの職種も性別の偏りが

大きく、データ数が少ない性別（医師に関し

ては女性参加者）の回答に偏りが生じた可

能性がある。また、本調査は、同一施設に所

属する放射線業務従事者を対象とした調査

結果であること、本人の主観に基づく回答

であるため、今回の知見を具体的な教育 

内容に反映させるには、今後、理解度や認識

レベルについても客観的に評価することが

課題である。 
 

E. 結論 
本調査結果から、職種や性別によって被

ばく防護や線量管理に関する認識に差があ

ることが示された。法律に基づく一律の教

育や管理手法に留まらず、従事者の多様な

背景や関心、行動パターンをより理解した

うえでそれぞれの方策に反映させことによ

り、各従事者の主体的かつ継続的な被ばく

線量管理や防護行動を引き起こす効果的な

働きかけに繋がる可能性がある。 
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表 2. Q3 に「とてもそう思う」と回答した者 
職種 回答数（％） 
医師 62/166（37.3） 
看護師 37/78（47.4） 

診療放射線技師 31/34（91.2） 
臨床工学技士 9/17（52.9） 

 
また、同質問（Q3）の回答を男女別に比較

したところ、看護師、診療放射線技師、臨床

工学技士では有意差は認めなかったが、医

師では有意差があり、男性よりも女性の方

が有意に高かった（Mann-Whitney U, p＜
0.01）。加えて、女性は 3 原則の理解（Q1）、
それに基づく行動（Q2）、被ばく線量の確認

（Q4）（p＜0.01）、線量限度の認識（Q5）に

おいても有意に高い値を示した（p＜0.05）。 
次に、個人線量計の装着度と各質問項目

との相関関係に関しても男女で異なる傾向

を認めた。男性医師の場合、個人線量計の装

着度と正の相関関係が認められたのは、3 原

則に沿った防護行動（Q2, ρ=0.470）や被ばく

線量の確認（Q4, ρ=0.426）と線量限度の認識

（Q5, ρ=0.442）、自身に必要な防護具の認識

（Q6, ρ=0.475）であった（いずれも p＜0.01）。 
一方、女性医師の個人線量計の装着度は、

健康上の懸念や疑問の少なさ（Q7, ρ=0.490）、
必要な防護具の充足感（Q9, ρ=0.596）、被ば

くや防護に関して尋ねられる人の存在（Q12, 
ρ=0.406）との関連性を認めた（いずれも p
＜0.01）。 
 
D. 考察 

認識の性差について、女性医師は男性医

師と比較して、個人線量計を常に着用して

いる可能性が高いことが明らかとなった。

これは、自身の放射線被ばく線量管理を女

性医師はより重視していることを示唆して

いる。さらに、医師の個人線量計の装着度は、

男性と女性で異なる項目との相関が認めら

れた。男性においては、放射線防護の 3 原則

（時間、距離、遮蔽）の正しい理解、これら

の原則に沿った防護行動、および被ばく線

量の確認といった知識や情報を元にした行

動との関連が示された。一方、女性医師には、

自身の健康に対する不安や疑念がないこと

や必要な防護具の充足感、被ばくや防護に

ついて支援が得られる体制の認識との関連

が認められた。これは安心して放射線業務

に従事できる環境があることにより個人線

量計の装着率が上がる、もしくは、意識的な

線量計装着に伴い、安心して放射線業務に

従事できる環境要素に関心が高まった可能

性も考えられる。 
女性は、自身の健康への影響に加え、子ど

もへの放射線の影響に対する懸念があるた

めに放射線被ばくに対する感受性が高まる

ことが報告されている[6, 7]。本調査では、

現在の妊娠の有無や妊娠・出産に対する意

向、妊娠・出産歴、授乳、育児期間に該当す

るかどうかに関する情報は収集しておらず、

生殖性との関連性については言及できない

が、女性は妊娠・出産・授乳という次世代を

育むための特有の機能を有し、それに伴う

周囲からの期待や責任も生じやすい。また、

妊娠中に被ばくした際の胎芽・胎児への影

響と将来生まれてくる子どもへの遺伝的影

響[8]は一般的にも広く認識されており、生

殖との関連から、女性は男性以上に自らの

健康に関する潜在的なリスク意識が高い可

能性がある。女性医師の個人線量計の装着

度と相関を認めた各項目についても、被ば

く影響の不確実性に対する不安や懸念が反

映した可能性があり、それが被ばく線量の

モニタリングの意識を高めていることが推

察される。 
被ばく管理下にある従事者の実効線量の

2023 年度までの 5 年間の推移を見ると、医
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